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論文要旨 
 
論文題目：観光客を対象とした地震災害予防に関する基礎的研究 
 
 
１ 本研究の背景、目的 
 被災地における防災施策の基軸は人の避難確保にある。人の避難に関しては、災害対策基本法で市町村長の責務
とされる一方、法制度自体も見直しが繰り返されてきた。2013年６月の改正災害対策基本法においては、高齢者
や身体の不自由な人を避難行動要援護者と定義して条文に新たに規定された。ただ、これは被災地で日常生活を過
ごす人を対象とした内容で、観光客に向けたものではない。観光地のある市町村は災害時に観光客に対しても避難
の呼びかけをするが、観光客は、観光地が属する地域の地理や避難ルールを関知していない可能性がある。 
 観光客を対象とした防災を扱った先行研究としては、観光地の防災対策について2017年当時の地域防災計画で
の対応を示した論文、観光客の多様性に対応するための情報内容のユニバーサルデザイン化について述べた論文、
京都市における帰宅困難観光客避難誘導計画の改善について述べた論文、中山間にある温泉地での防災満足度に
ついて述べた論文、京都市において地域住民と同時に観光客が避難した場合の避難先の容量不足を指摘した論文、
東日本大震災において宮城県松島で観光地関係者によって行われた観光客への避難誘導の様子を再現した論文が
ある。近年も観光地における防災項目のチェックリストを示したハンドブックが発刊されるなどの動きも出てい
る。これらの先行研究は、観光客に対する防災対策として重要となる点を明らかにしたものである。しかし、いず
れの論文も個別の観光地や観光客への防災施策の一部を扱ったものであり、観光客の防災行動の全体像を捉えた
ものではない。また、今日まで対策が進まなかった背景までは追っていない。 
そこで本研究では、観光客を具体的な対象とした震災対策について、現状の課題を挙げ、今後の方向性を示すこ
とを目的とした。 
 
２ 本研究の位置づけと内容 
本研究では、観光客を震災対策の基軸に置いて、事前啓発、地震発生時の警報伝達、避難誘導、避難収容（一時
退避・滞在）を検証すること。これまで国、都道府県や市町村が整備し、保管してきた統計や資料を観光地の震災
対策に生かすという視点で考えることにした。 
本研究は、８つの章で構成している。 
第１章では、「本研究の目的」として、本研究の背景と目的、研究の位置づけと、本稿の構成についてである。 
第２章では、「震災対策の法令制度から見た課題」として、現在の災害対策法制度において、観光客の安全確保
に際してどこまで具体的に規定しているか、現状を調査し課題を整理している。 
主な調査対象は、災害対策の法の変遷、災害対策基本法や法定の防災計画とし、現在の災害対策法制度で、観光
客を具体的に意識した事前啓発、警報伝達、避難誘導や避難収容の対応に結びつくかを確認した。また、都道府県
規模での視野を生かすことを考えた。都道府県は、観光入込客数や観光にかかる消費性動向の統計数値を持つ。都
道府県の防災体制を調査し、観光地における計画的な防災施策に生かすことを考えた。具体的には、事前啓発に際
して観光客が特段の援護の対象になっているか、避難に関して観光客がどこで被災しても同じ行動で対応できる
よう広域的な視点での調整が行われているか、都道府県によって市町村や観光地と意思統一する対応が行われて
いるかを調査した。 
調査の結果、観光客への事前啓発の不足に関し、災害対策基本法は、地域住民（居住者）を意識した条文になっ
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ていた。警報の伝達については、現状において、防災基本計画で観光客への伝達が明記され、定着した感がある。  
一方、観光客の避難誘導については30都道府県、避難収容については35都道府県の地域防災計画で確認した。
観光客の避難誘導や滞在についての記載も存在したが、内容が概念的なもの、地震災害時の行動で津波に限定した
ような記載にとどまるもの、観光客の帰宅支援として滞在を明示していないものが混在していた。このため、観光
客が帰宅できる状態になるまでの対応については、都道府県関係者へ確認する他、避難先における観光客の収容力
や避難距離を調査することが必要と考えた。 
第３章では、「都道府県における観光客への対応状況」として、第２章の結論を受けて、法制度の条文や本文と
いった形式的な内容ではわからない都道府県の実務的な対応や考え方を調査し、課題を整理している。 
これは、市町村、観光地関係者（観光事業者や施設管理者）が策定した防災計画や予防策に対して、都道府県の
ような広域的な視野による検証が入っていなければ、いざというときに機能しないおそれがあると考えたことに
よる。そこで、調査手法として、全都道府県の防災担当に向けてアンケート調査を実施した。 
調査内容は、地震災害情報の整備とその内容の調整、観光地での防災施策への利活用、観光客への伝達について
である。また、観光客の避難収容施策や防災計画の策定に都道府県が関与することについても調査を行った。前者
を2012年末に、後者を2014年末に集約した。 
2012年の調査では、観光客に災害情報を伝達するための工夫、市町村と災害情報を効果的に共有するための工
夫、隣接する他県との圏域で観光客を意識した情報の共通化のための調整について尋ねたが、実施していたのはい
ずれも半数を下回った。災害情報をどのように整備すれば高い効果が得られるか、との問いには、情報の統一化や
表記の平易化、という方法論、法令や統一基準の整備という法制度上の意見が示され、問題意識の存在を伺えた。
しかし、現行においては、観光客に対する事前啓発や避難対策の問題が表面化していない可能性がある。 
2014年の調査では、都道府県は観光客の避難に関心を示すも、自らがこの問題に関与することについては回答
が分かれた。市町村の置かれた状況によっては都道府県が関与すべきというもの、観光事業者が対処すべきという
ものや地域防災計画で既に市町村の役割としたというものである。つまり都道府県によって、地震災害対策におけ
る観光客への見方が違っていることが明らかになった。 
第４章では、「観光客の避難収容上の課題」として、第２章及び第３章での結論を受けて、観光入込客数と避難
場所や避難所について、都道府県規模の統計資料をもとに、避難先（避難場所や避難所）の収容力や避難距離の現
状を調査し、課題を整理した。調査に用いた統計資料は2014年10月時点で公開されたものを活用している。 
調査のために統計資料の確保に入ったところ、自治体によって統計資料の集計方法が不統一であった。また、統
計資料を非公開としていた事例もあった。いずれの統計資料も自治体が国の示したガイドラインに準じて集計し、
保有すべきものであったことから、情報収集上の課題の存在が明らかになった。 
調査内容としては、観光客の収容超過が発生するか、観光地点から避難先までの距離はどれくらいかを都道府県
ごとに計算し、観光地点分類別での傾向にも触れている。 
調査の結果、避難場所で観光客を受け入れる収容力が不足する事例を確認した。観光客の避難誘導については
30都道府県、避難収容については35都道府県の地域防災計画で確認できた。しかし、避難場所について月別の観
光入込客数を入れて収容力を計算したところ、通年で 26 の都道府県において収容超過が発生する結果となった。 
観光地点分類別では、都市型、歴史・文化型、スポーツ・レクリエーション型のような施設依存型の観光地点で
不足する傾向が見られた。また、観光地点から避難先までの距離では、直線でも数ｋｍに及ぶ事例が存在した。観
光地点分類別では、自然型、温泉・健康型のような自然依存型の観光地点で避難距離が長くなる傾向にあった。 
このように、観光客を対象とした避難先を確認するという目的を明確にすることで、既存の地震災害情報や統計
資料に活用の余地があることを確認できた。観光客を観光地の外に避難させることで、避難誘導と避難収容の両方
で検証が必要だということになる。 
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第５章では、「観光客を避難させるための適地の選定」として、観光客の避難先確保において、適地選定に必要
な確認項目と、これに対応する地震災害情報の所在と公表状況を調査した。 
調査内容は、観光客の避難先適地を把握するため、危険要素として、活断層の分布、地盤崩壊、宅地・建物の崩
壊、浸水や火災延焼のおそれを挙げた。検証のため、筆者に身近な横浜市のみなとみらい２１地区を対象にして、
危険個所を把握できる資料の所在を調査し、それが適地選定に活用できるかを試行している。 
 調査の結果、活断層分布図、地震ハザードマップ、宅地や建物の設計基準、浸水想定区域、火災延焼危険区域を
示す資料の所在を確認した。また、どこの観光地であっても精度の違いこそあれ、地震災害情報は、震災対策のた
めに活用ができる状況にあった。但し、民間所有の宅地や建物の設計内容は、公表を前提としていないため、情報
入手は困難な状態であった。 
検証事例に挙げたみなとみらい２１地区においては、これらの資料が一通り入手できた。宅地や建物個別の耐震
性については、土地区画整理事業による基盤整備以降、街区開発に際してまちづくり協議が徹底されており、適地
の確認が可能な状態であった。実際に、みなとみらい２１地区の来訪者に対し、同地区のエリアマネジメントが防
災マップを作成し、ＷＥＢで公開もしていた。よって、ここでも既存の地震災害情報や統計資料に活用の余地があ
ることを確認できた。 
第６章では、「観光客が避難する場所や施設の必要条件」として、観光客の避難収容に際して必要な一人当たり
の占用面積と観光地点から避難先までの距離を検証し、観光客の誘導を考慮した避難距離の目安を提示している。 
観光客の避難収容に関しては、手荷物を持った観光客を想定して投影面積を算出した。その上で、避難所運営マ
ニュアルのような既存資料の数値に投影面積が収まるかを照査した。避難距離については、日常生活における徒歩
圏を超えないことを目標に考え、平常時の経済活動で使われる徒歩圏を調査した。 
調査の結果、避難に際して観光客が占用する一人当たりの面積は、投影で１㎡から1.6㎡程度で収まり、多くの
都道府県で持つ避難所運営マニュアルの目安数値である一人当たり２㎡以上で対応できることがわかった。 
観光客の避難距離に関しては、日常生活での徒歩圏に相当する距離で収めることを前提に、揺れが収まった直後
に集合する一時退避の距離を概ね250ｍないし500ｍ以内、滞在施設への距離を概ね１ｋｍ以内と考えた。国土交
通省は、一時退避に対応する一時避難段階で 500ｍ以内、広域避難段階で２ｋｍ以内とする数字を例示している。
しかし、日常生活での徒歩圏を考えると、観光客を誘導するには遠いということになる。 
よって、一時退避や滞在にかかる占用面積については、既存資料の考え方が観光客にも適用可能なことが確認で
きた。一方、避難距離については、観光客を直接誘導するような体制でない限り、２ｋｍ以内という現行の考え方
は観光客にはそぐわないという側面も確認できた。 
第７章では、「東日本大震災での被災事例に見る観光地での震災対策の検証」として、当時の法制度及び防災計
画と避難先の安全や収容力の確保といった技術的課題との関係性を明らかにするために、東日本大震災の被災観
光地７か所（５つの観光地点分類）で、事前啓発、警報伝達、避難誘導、避難収容での問題点を確認した。調査方
法としては、地震発生時の状況を知る人に証言を求め、現地で発生した被害や観光客の混乱の有無を聴きだした。 
以下、調査結果を述べる。 
事前啓発は、沿岸部の観光地で津波の危険性を啓発することを記載した地域防災計画もあったが、その効果を確
認できる有力な証言は得られなかった。警報伝達は、津波警報に関して地域防災計画に記載され、実際に機能して
おり、問題点も指摘されていない。避難誘導は、松島町地域防災計画で記載があったが、それ以外の観光地では、
施設単位で誘導が行われていた。しかし、現地を知らないテナントに一時退避の誘導を任せた事例があり、そこで
は避難経路の安全を確認せずに誘導して混乱が生じている。また、その後の観光客の動きも把握できていない。避
難収容のうち一時退避空間の確保を法制度では求めてはいなかったが、調査したいずれの観光地でも確保してい
た。しかし、地盤の安全を確保していなかった事例では、その場で観光客を保護できなかった。避難収容のうち滞
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在施設は、市町や観光地が確保していた。しかし、滞在施設の一部倒壊や収容超過が発生した事例があった。また、
避難距離が2.6ｋｍあったため観光客がそこへの移動を諦めた事例もあった。 
調査対象の観光地では、市町や事業者の防災計画で対応は準備できていた。しかし、調査対象７か所のうち５か
所で、避難先の安全や収容力、避難距離といった技術的な問題で混乱が発生していた。このことから、法制度の見
直しを議論する前に、技術的な問題への対応が必要な状態にあったことがわかる。なお、避難誘導や避難収容で支
障があった場合でも、市町と事業者が連携して観光客を保護する体制が構築できた観光地では、その後の対処がで
きていたことから、観光地での責任体制を防災計画で明確にすることや、危機対処ができる人材の育成も重要であ
ることがわかった。 
 
３ 結論と課題 
（１）結論 
本研究では、観光客を対象とした震災対策に関し、法制度があいまいなところで問題が生じるのではないか、ま
た、避難先の確保に不十分なところがあるのではないかとの疑問から始まった。日常生活圏外での被災という観光
客の事情を考え、観光地については現行の市町村対応を基軸とした防災施策にとどまらず、都道府県も関与した広
域での対応が必要ではないか、という考えで研究を進めてきた。 
 研究を進める中で、第４章の資料調査で観光客の避難場所における収容力の不足を懸念した。加えて、観光客の
避難距離が数ｋｍに及ぶ事例の存在もわかった。第５章では、観光地の安全確保に着目し、既存の地震災害情報を
もって避難適地の調査が可能な状態にあることを明らかにした。第６章では、観光客の立場で避難に要する条件と
なる占用面積や避難距離の目安を示すことができた。その上で第７章において明らかにしたのは、東日本大震災の
被災地から抽出した７か所の観光地すべてで、観光客の避難先（一時退避空間や滞在施設）を確保していた。しか
し、安全性や収容力の検証ができていなかったり、避難先までの誘導で支障が出たりという状況を確認した。この
ことを踏まえ、観光客を安全かつ確実に収容する一時退避空間と滞在施設を観光地内またはその至近（避難距離で
前者が概ね250ｍないし500ｍ以内、後者が概ね１ｋｍ以内）に確保することを提案する。 
法制度の面では、国、都道府県、市町村や観光地関係者と、震災対策における観光客への対応についての連携や
調整が弱いことを第２章や第３章の調査で確認した。第４章の調査では、観光入込客数や避難先の収容人数で特殊
な集計値の採用や情報非公開の事例を確認した。第７章の調査では、市町と事業者が連携して観光客の避難誘導に
努めたことで、収容超過のような混乱が発生しても、その後速やかに対応し、事態の収拾につながっていることを
確認した。これらの対応は、法制度や防災計画に委ねる領域と考え、観光地では都道府県や市町村と観光地関係者
の連携を担保することが重要であり、避難先の確保に必要となる情報の開示、避難先確保や避難誘導の責務のほ
か、観光地において危機対処ができる人材の確保もあわせて担保することを提案する。ひいては地震発生後の初動
対応について、観光客はまず一時退避空間に参集することを全国一律の約束とし、平常時の啓発で観光客とも共通
認識を持てるように努めることを提案する。 
（２）今後の課題 
 本研究では、都道府県が関与した観光地防災計画の指針の提示には至らなかった。これは現在、都道府県ごとに
防災対応の考え方が異なっており、指針の提示にあたってもその背景を慎重かつ正確に把握する必要があると考
えたためである。また、本研究で提示した観光客の避難については、性別、国籍別といった区別や観光客の体力差
についても考慮していない。建物の安全定員や空気調和環境にも配慮する必要がある。さらに、食料の調達や供給
処理の検討を要する。加えて、避難に関して敷地や建物の利用が前提となるが、管理責任や費用負担も課題となる。 
 今後の課題を抱えてはいるが、本研究では、観光客の避難という観点から、震災対策として確認すべき点を明ら
かにした。これらの考え方が防災施策の改善に少しでも役立てば幸いである。 
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１．１ 研究の背景 
１．１．１ 研究の動機づけ 
地震災害は発生の時期が予測しにくく、いざ発生すると大きな損失を被ることになる。
こうした事態に事前に対応するには構造物の強化や避難先の確保と巨額の投資が必要とな
る。そのため、いつ発生するかわからない地震災害への備えに投資することを避ける事態
も発生し得る。災害対策基本法も、ハードによる予防対策が法の守備範囲から除外されて
いるという指摘もある1。 
国や自治体による啓発も行われている。地震に関しては、防災科学技術研究所が地震ハ
ザードステーションを整備し、地震による被害想定を示す資料を公開している。また、地
震ハザードマップやパンフレットを各戸配付する自治体も多い。首都圏では、震災時には
事業所・学校での待機を呼びかけている。近年、ようやく帰宅困難者対策に目を向けられ
るようになったところである。 
一方、観光地に出向いた時に大きな地震に遭遇すると、どう行動するかということにつ
いては、少なくとも、筆者の居住地で配付されたパンフレットには記載されていない。緊
急事態では訓練をこなさないと臨機応変な対応行動を取れない。これは筆者自身が経験か
らも実感する。観光地を観察すると、避難場所や避難所に関する表示の存在を確認できる
ケースがあった。ただし、いくつかの観光地を比較すると、避難場所や避難所の名称や表
示の方法に統一性のないことが気になった。 
地震発生直後には誰しもが身体の防護から避難に移る。身の安全を守るという行動には
差異はない。しかし、その地域における土地勘や社会的な役割によって具体的な行動は変
わってくる。とりわけ日常生活圏を離れた観光客は土地勘が弱い上、地域ごとのルールに
関する情報を持っていないことが考えられる。その「観光客」は災害対策上の対象として
これまで大きく取り上げられることがなかった。実際には、過去の大震災時に観光客も出
先で足止めを受けて混乱した可能性がある。たとえば東日本大震災の時、大都市の都市部
では帰宅困難者対策が進められていたはずであったが東日本大震災後に対策の見直しを迫
られた。 
災害対策基本法では、平常時に指定緊急避難場所や指定避難所を指定し、災害時に地域
住民や滞在者に避難指示や勧告を発出するのは市町村長の責務とされる。観光客について
も避難の対象になることは疑う余地はないが、具体的にどのような支援が得られるのかは
一般に認知されていないのではないかと考えてみた。 
大災害においては、市町村は数日間指揮機能を喪失することがある。この期間は交通手
段を失って観光客が足止めされる期間とも重複する。こうした背景から、観光地の防災に
ついて関心を持ったことが研究の動機である。 
                                                   
1 永松伸吾：「減災政策論入門―巨大災害リスクのガバナンスと市場経済 」(シリーズ災害
と社会 4，p.211，2008.11.19． 
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１．１．２ 社会的背景 
（１）観光客の増加 
政府は、観光立国実現に向けた施策について、関係行政機関の綿密な連携を確保し、そ
の効果的な推進を図るため、観光立国推進閣僚会議を立ち上げ、2013 年に「観光立国実現
に向けたアクション・プログラム」を策定し取り組んでいる2。 
国内旅行者については季節変動が大きいことが特徴である。その一方で、2010 年から
2013 年までの国内旅行者は、ほぼ横ばいとなっている（図 1.1 参照）。 
（出典：国土交通省・旅行観光消費性動向） 
図 1.1 国内観光客数の変化 
 
一方、外国人旅行者については 1998 年から 2015 年までの調査で、東日本大震災があっ
た 2011 年にはいったん落ち込んだものの、再び増加傾向にある。したがって、観光客数は
全体的に増加の傾向にあること。外国人を含めた多様な人が訪問していることがわかる（図
1.2 参照）。 
 
 
                                                   
2 観光立国推進閣僚会議：「観光立国実現に向けたアクション・プログラム（平成 25 年６
月 11 日）」，2013. 
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（２）市町村の取組み 
ａ）市町村地域防災計画 
市町村地域防災計画については同法第 42 条に定めがある。市町村防災会議（市町村防災
会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の市町村長。以下この条において同じ。）
は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成し、毎年
市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければな
らない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を
包括する都道府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであってはならないとする。 
第２項においては市町村地域防災計画の掲示事項について定めている。 
第２項第１号では、当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の
区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管理者（以下、「当該市町村等」という。）
の処理すべき事務又は業務の大綱について定めている。 
第２項第２号では、当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調
査研究、教育及び訓練その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警
報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災
害復旧に関する事項別の計画について定めている。 
第２項第３号では、当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労
務、施設、設備、物資、資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画に
ついて定めている。 
都道府県地域防災計画でも市町村にその対応を求めている。 
第３項においては、市町村地域防災計画は、第１項各号に掲げるもののほか、市町村内
の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（以下この項及び次条にお
いて「地区居住者等」という。）が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に
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必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援その
他の当該地区における防災活動に関する計画（同条において「地区防災計画」という。）に
ついて定めることができると定めている。 
第 4 項においては、市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たっては、災
害が発生した場合において当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援
することができるよう配慮するものとすると定めている。 
第 5 項においては、市町村防災会議は、第１項の規定により市町村地域防災計画を作成
し、又は修正したときは、速やかにこれを都道府県知事に報告するとともに、その要旨を
公表しなければならないと定めている。  
第 6 項においては、都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報
告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、
当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすることができると定めている。 
第 7 項においては、第 21 条の規定は、市町村長が第１項の規定により市町村地域防災計
画を作成し、又は修正する場合について準用すると定めている。 
市町村はその数が 1,700 を超える3。本研究では観光地防災を取り上げているが、市町村
レベルでは観光地防災の取組はまちまちという先行研究もある。そこでここでは、国際文
化観光都市の地域防災計画から、観光客を対象とした記述を調査する。 
国際文化観光都市は特別法による指定と政令による指定の２種類があり、特別法に基づ
く８市１町と政令に基づく３市の合計 11 市町となる（表 1.1 参照）。 
これらの地域防災計画では、11 市町中 8 市町について観光客の支援に関する記載を確認
することができた。具体的には、軽井沢町では、「観光客」を災害時には「住民」と読み替
えで定義した上で支援を定めている。地域防災計画本文の記述は、殆どが抽象的な表現と
しているが、京都市が踏み込んだ表現をしている。京都市は「観光地避難誘導取組指針」
を作成しており、これとリンクした記述をしていることによる。 
実際の施策についても調査した。静岡県熱海市が「観光基本計画」（2008.01．）を設け、
安全対策の項目で地震や津波から観光客を保護する記述がある。奈良市では、観光客向け
の避難所を示した「マップ」を観光案内所で配布している。「マップ」は日、英、中、韓の
言語版がある。京都市は前述の取組指針をもとに、京都駅周辺や祇園地区などで協議会を
設け、避難や一時滞在などの対策を進めている。軽井沢町では町の基本方針において、避
難時には「滞在客」を助けるよう住民に求めている。 
ここでは国際文化観光都市の調査だけにとどまったが、殆どの都市が地域防災計画に観
光客の記述を入れていた。観光客向け防災マップの配布や地域住民を挙げた観光客の支援
などの対応が行われていた。また、市町村ごとに対応の内容や方法が異なっていた。 
 
 
                                                   
3 2014.4.時点で 1,718 市町村であった。（総務省調査による。） 
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表 1.1 国際文化観光都市の地域防災計画における観光客の記述4 
（法定・政令の別） 
指定市名 
策定年月 特 徴 
（法定）別府市 2014.03． 観光客の記述あり。 
市内観光地を含め、自主防災会を結成した。 
（法定）熱海市 2010.02． 観光客の記あり。 
安全対策で地震・津波の記述あり。 
（法定）奈良市 2012. 観光客の記述あり。 
観光客向けマップ配布（四か国語）を作成し、観光客
に配布する。 
（法定）京都市 2013.03. 観光客の記述あり。 
嵐山や祇園などを対象に、観光地避難誘導取組指針を
作成する。 
（法定）松江市 ‐ 観光客の記述有あり。 
（法定）松山市 2010 年度 観光客の記述あり。 
市の防災訓練では観光客への対策を取り入れる。 
（法定）軽井沢町 2013. 観光客の記述あり。 
地震時には観光客の救護を呼びかける。 
「滞在客」は条例で住民とみなす。 
（政令）日光市 2012. 特段の記述はない。 
東日本大震災ではボランティアが対応した。 
（政令）鳥羽市 2013 年度 観光客の記述あり。 
誘導標識設置を記述している。 
（政令）長崎市 2014.04． 特段の記述なし。 
注）伊東市は図書館配架閲覧不能のため省略。 
（2014.12．時点） 
 
 
 
 
 
                                                   
4 2006.12.に観光立国推進基本法成立、2007.6.に観光立国推進基本計画策定、2008.10.に観
光庁設置、2013.6.に「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」とりまとめと施策
が進行した。 
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ｂ）市町村震災対策条例 
市町村についても都道府県と同様に条例の制定状況を調査した（表 1.2 参照）。2014 年度
時点で 25 の事例を確認できた。 
表 1.2 市町村震災対策条例の策定状況 
市区町村 条例名称 公布 施行 帰宅 
品川区 災害対策基本条例 H26.03.31 H26.04.01 〇 
豊島区 防災対策基本条例 H25.03.25 同日 〇 
千代田区 災害対策基本条例（改正） H25.12.09 同日 〇 
港区 防災対策基本条例 H23.10.14 同日 〇 
目黒区 災害対策基本条例 H21.03.13 同日 〇 
荒川区 災害対策基本条例 H14.03.15 同日 〇 
板橋区 防災基本条例 H14.03.11 H14.04.01 〇 
墨田区 地域防災基本条例 S54.03.14 同日  
渋谷区 震災対策総合条例 H08.03.29 H08.04.01 〇 
文京区 防災対策条例 ‐ H18.04.01 〇 
横浜市 震災対策条例（全部改正） H25.02.28 H25.04.01 〇 
相模原市 防災条例 ‐ H26.04.01 〇 
海老名市 災害対策基本条例 H26.10.02 H27.01.01 〇 
浦安市 災害対策基本条例 H21.03.31 H21.10.01 〇 
佐倉市 災害対策条例 H14.03.29 H14.04.01  
八潮市 防災基本条例 H24.12.21 同日 〇 
鹿嶋市 防災対策基本条例 H25.03.19 H25.06.01 〇 
秋田市 災害対策基本条例 H24.03.26 H24.07.01  
石巻市 防災基本条例 H26.04.01 同日  
名古屋市 防災条例 H18.10.16 同日 〇 
岡崎市 防災基本条例 H24.10.03 同日 〇 
大津市 災害等対策基本条例 H22.03.23 同日 〇 
宗像市 防災対策基本条例 H26.04.01 同日 〇 
厚岸町 災害対策基本条例 H25.03.27 H25.04.01  
笠岡市 防災基本条例 H25.03.28 H25.04.01.  
注）条例を制定している 25 市中の 19 市が帰宅困難者対策については項目を設けている。 
国際文化観光都市で震災対策条例を制定している事例は調査時点では存在しなかった。 
（2014 年度時点） 
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ｃ）市町村の行動計画 
行動計画は、2014 年度時点で横浜市、浜松市、大阪市、堺市といった大都市で作成して
いた。ほか、愛知県下では豊田市、刈谷市、瀬戸市、尾張旭市が作成していた。ここでは
地域防災計画よりも踏み込んだ表記がされている。一部の市町村では、観光客の避難誘導
や観光客への防災情報提供など、観光客を意識した記述を入れている。 
行動計画作成は法定事項ではない。そのため、数値化しやすい項目については数値化し、
後で進捗状況を確認できる。行動計画では観光客保護・支援を数値化には至っていない。 
 
ｄ）小括（市町村） 
国際文化観光都市の地域防災計画では、11 市町中８市町で観光客の記述を確認できた（１
市は Web や配架による閲覧が不可。）。具体的な対応策については市町ごとに手法が異なっ
ていた。避難・滞在先まで具体的に記述しているのは、奈良市、京都市、軽井沢町に留ま
る（鳥羽市は津波浸水時の高台避難を規定。）。 
条例を制定している 24 市（2014 年度時点）のうち 19 市が帰宅困難者対策については項
目を設けていた。 
市町村の行動計画は、４政令市の他、複数の市町村で作成していた。観光客への災害情
報提供や避難誘導について述べている市町村もあるが、このような市町村でも観光客の保
護・支援を数値化するまでには至っていない。 
 
 
１．１．３ 先行研究 
災害対策基本法を一般法ととらえ、その課題を述べたものについては、風間（2002）、と
今井（1961）の論文がある。風間は、災害対策基本法は防災の「一般法」であり、関連法
規を特別法とした総合調整のための法律であるとして、具体的な施策は従前の法令を含む
個別法に示すという考え方である。 
同法が防災の計画化・総合調整の必要性から制定されたとするのが今井（1961）の論文
である。災害対策基本法は、災害対策時に防災機関の調整が行われなかったことによる弊
害を解消することが制定の目的にもなっており、防災の計画化・総合調整することの必要
性から制定されているとの解釈を示している。しかし、これらの論文では、観光客の保護
には言及していないため、今回はこの点を重点的に調査する。 
防災行政研究会（2002）の「逐条災害対策基本法」では、都道府県防災会議について掘
り下げた解説がなされている。ここでは、現在、都道府県における災害対策業務は自治事
務として扱われているという前提で、都道府県防災会議に定める地域防災計画の課題を指
摘している。例えば、対応計画と予防計画が同居していること。広域災害への対処が困難
なこと。価値体系が欠如していること。ステークホルダーの計画過程への参加機会がない
こと。業務計画と計画権限の不一致などを挙げている。ここで言うステークホルダーとし
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ては、観光客と直接接触する観光業界の関係者が考えられるが、観光客が利活用する施設
の安全性、観光客への災害情報の提供、観光客への避難先の確保、観光客の当面の滞在先
の確保以前の問題である。 
地域防災計画の先行研究としては、生田ら（2014）、牧（2009）、村田（2013）がある。 
生田らは、現行の地域防災計画では観光客を守れないとして、観光危機管理計画の策定を
提唱している。そして、観光危機管理の対象は、その地域を訪れる旅行者・観光客と地域
の観光事業者としている。但し、ここでは初期段階での危機管理責任を示すにとどまり、
観光客の保護に必要なハード面の対策については言及していない。 
牧は、２１世紀前半の巨大災害に備えた災害対策のあり方として、日本の災害対策・体
制の課題について言及している。村田は、東日本大震災を受けた災害対策基本法改正の趣
旨を述べている。ここでは被害先行型となっている現在の体制の問題点に触れ、重要な指
摘がなされているが、観光客の保護にかかる対応については言及していない。 
観光地防災に関する先行研究としては、観光事業者による震災時の初動対応については、
大窪・林・前田（2013） 5がある。こちらは観光事業者による震災時の初動対応における
事例を示したもので、観光地での実効性ある対応に、観光客に身近な観光事業者の役割が
大きいということを立証した貴重なものである。 
久能木・伊津野・八木（2012） 6では、観光地での避難誘導表示にユニバーサルデザイ
ンの導入を提言する内容となっている。この研究段階では、避難場所の呼称や標識表示に
統一性がなかったため、実際に発災した際の混乱を予測し、外国人観光客の増加をも視野
に入れた先見性のある研究である。 
観光地における観光客の防災対策について述べた先行研究としては、熊谷・小野・中野
（1998）7がある。ここでは観光地の防災対策に関する現状分析として首都圏の市町村と観
光協会にヒアリング調査を行い、市町村地域防災計画の中で観光客の防災対策を読み解き、
市町村レベルにおいて観光客への防災対策は計画上ほとんど考慮されていない現状を述べ
ている。 
横部、仲谷（2011）8観光地防災における情報の収集と提供の支援について述べている。 
ここでは、複数のメディアを組み合わせて、観光地と公的機関が連携し、現場から被災
                                                   
5 大窪健之，林倫子，前田紀樹：「震災後に観光客を支えた民間による「観光防災」活動の
実態調査(1)」、歴史都市防災研究、pp.1‐6、2013． 
6 久能木慎治，伊津野和行，八木康夫：「観光地における防災ユニバーサルデザインに関す
る考察」、『歴史都市防災研究』第 6 巻、立命館大学、pp369-376、2012． 
7 熊谷良雄，小野祐介，中野孝雄：「観光地の防災対策に関する現状分析」、地域安全学会論
文報告集 (8)、pp.414-419、1998． 
8 横部径，仲谷善雄：「観光地防災における情報の収集と提供の支援に関する検討」、情報処
理学会第 73 回全国大会、pp.3-547 ｰ 3-548、2011. 
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状況を正確に伝えるとともに、公的機関からの指示を伝達する仕組みを検討している。 
佐藤ら（2014）9が、災害情報や避難経路を提供する Wi-Fi アクセスポイントを用いた災
害情報提供システムを提案している。 
Drabek Thomas.E（1996）10は、観光客の避難に関する政策づくりで、行政や観光業界
に行動アジェンダを提示している。 
また、行政機関や観光業界もいくつかの研究報告を出している。 
JTB 総研では、「観光危機管理計画」の必要性を述べ11、コンサルティング業務に乗り出
している。津波避難誘導の考え方としては、UNESCO が“A guide to Tsunami for Hotels.”
12で津波の危険性と避難方法について示している。 
ここに挙げた論文は、いずれも防災計画の制度的な側面を追求した優れたものであるが、
観光客を対象とした防災計画を主眼に置いたものではない。また、限られた地理的空間の
観光地のみを取り上げた研究についても、一般化が可能な成果なのかは検証を要する。 
本研究では、これらの先行研究の成果を参考にし、東日本大震災時点及びその直後にお
いて、主な観光地での観光客への対応状況やこれを後方支援する法令制度と行政機関、と
りわけ震災で市町村の指揮機能が損なわれることを前提に、都道府県の考え方を取り上げ
る。そして、その中から観光客を対象とした計画的な減災施策について現状と必要な項目
を明らかにする。これにより、国、都道府県、市区町村、観光事業者・施設管理者の役割
を明らかにし、観光客に配慮した計画的な防災施策に結び付けたい。 
 
 
 
 
                                                   
9 Toshiki Sato, Tomoko Izumi, and Yoshio Nakatani，：“Tourist Evacuation Guidance 
Support System for Use in Disasters”，pp494-501，M. Kurosu (Ed.): Human-Computer 
Interaction, Part III, HCII 2014, LNCS 8512, pp. 494–501, 2014. © Springer 
International Publishing Switzerland . 2014 
10Drabek Thomas.E：（“Disaster evacuation behavior : tourists and other transients.
“Natural Hazards Research and Applications Information Center, University of 
Colorado Boulder. 1996. 
11 JTB 総研：「観光危機管理」（2018.8.閲覧）
https://www.tourism.jp/consulting/sector/crisis-management/ 
12 “A guide to Tsunami for Hotels.”
http://unesdoc.unesco.org/images/0022/002264/226428e.pdf , UNESCO/IOC2012
（2018.8.閲覧） 
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図 1.3 先行研究の体系 
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１．２ 研究の目的と展開 
１．２．１ 研究の目的 
（１）目的 
本研究では、観光客を具体的な対象とした地震防災について、現状の課題を挙げ、今後
の方向性を示すことを目的とする。 
市町村においては、地震時における観光客への対応を条例や行政計画によって位置づけ、
創意工夫を行っているケースはある。しかし、対応策が個々に異なり、内容にも統一性が
なかったため、本研究では震災対策の上位に位置する国や都道府県での対応を対象とする。 
知りたいこととしては、地震防災を考える上で、現状の法制度が観光客の保護・支援を
どこまで具体的に考慮しているか、都道府県として法令に上乗せした防災施策を展開して
いる事例はあるか、市町村の機能が打撃を受けた地震直後において、都道府県として観光
客への対応を計画・予防の段階でどのように考えているか、現行制度下において、観光客
の避難所に相当する空間は遺漏なく確保できているか、といった点である。 
これらを調査した上で、観光客を考慮した対策として、不足する項目を取り上げ、かつ
現状の情報を生かす方策を見出す。 
なお、ここでは、震災時において観光地で観光客の安全確保を図る上で、事前啓発から
帰宅開始まで間に必要な対応を提示する形で展開する。 
 
 
図 1.4 本研究の目的 
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（２）展開 
本研究は、主に地震災害情報の活用という観点になるが、検討項目は次のとおりとする。 
ａ）観光客への啓発に関すること。 
  観光地での避難行動をあらかじめ観光客に情報提供すること。ここでは、「事前啓発」
と称することにする。 
ｂ）観光客への警報伝達に関すること。 
  震災時に観光客に対して避難開始の情報を提供すること。ここでは、「警報伝達」と称
することにする。 
ｃ）観光客の避難誘導に関すること。 
  震災時に観光客を安全な避難先に誘導（情報提供）すること。ここでは、「避難誘導」
と称することにする。 
ｄ）観光地の耐震化に関すること。 
  地震災害情報を観光地の宅地や建物の耐震化に反映すること。ここでは、「安全対策」
と称することにする。 
ｅ）観光客の避難先確保に関すること。 
 震災時に観光客を一時退避（集合）させる場所や滞在する施設を確保すること。ここ
では、「避難先確保」と称することにする。 
ｆ）行政機関及び観光地関係者との調整や役割分担に関すること。 
  震災に備え、観光客の安全を確保するために必要な提供情報の調整や、観光客を支援
するための役割分担をすること。ここでは、「関係者調整」と称することにする。 
 
 
１．２．２ 研究の展開 
（１）展開 
本研究では、地震災害情報の活用に関すること、観光地の空間や施設の活用に関するこ
と、観光客を取り巻く関係者との調整に関することから展開する。地震災害情報の活用と
しては、観光客への啓発での活用、観光客への警報伝達、観光客の避難誘導を事例とする。 
 観光地の空間や施設の活用としては、観光地内の空間や施設の安全確保、観光客の避難
先や滞在先の確保を事例とする。 
 観光客を取り巻く関係者との調整としては、行政機関同士や観光事業者との調整が挙げ
られる、とりわけ本研究では都道府県との調整を取上げる。 
 
（２）手順 
ここでは、次の手順で研究を進めていく。 
災害対策法制の歴史を振返り、国及び地方公共団体の防災計画や条例規則の解釈を読む。 
都道府県レベルでの観光地防災に関する考え方や実際の対応を確認する。 
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震災時に観光客を支援し得るか実現を確認する。 
震災時に観光客を支援し得る観光地の条件を示す。 
ａ）災害対策法制 
政府が観光客などの来街者に対し、どのような災害対策を考えているかを知るために、
指定行政機関のうち中央省庁が定める防災業務計画での「観光客」の扱いについて資料
調査した。同様に 47 都道府県の地域防災計画について調査する。 
ｂ）立地上の問題 
地震調査研究推進本部（以下、「推進本部」という。）は、一般向けに、日本の面積は
世界の面積の 1％未満であるか、世界の地震の約 1
割が日本の周辺で起こっているとする。日本は世界
的にも地震による危険度が非常に高い。つまり、ど
この観光地でも地震によって強い揺れに見舞われ
る可能性があることになる。防災科学技術研究所で
は、日本とその周辺で発生する全ての地震の位置・
規模・確率に基づき、地震動の「強さ」・「期間」・「確
率」の関係情報を扱い、各地点がどの程度の確率で
どの程度揺れるのかをまとめて計算し、その分布を
確率論的地震動予測地図として公開している。資料
を図 1.5 に示す。 
ｃ）宅地・建物の問題 
避難先確保や生活再建支援など、被災住民への
対策は充実しつつある。今日においては、震災による交通支障を見込んで、事業所や学
校での関係者留め置きなどの混乱防止を計画的に推進している。建築物の耐震改修の促
進に関する法律（平成 7 年 12 月 25 日施行、最近改正平成 25 年 11 月）により、特に多
数の者が利用する施設については、2015 年中に耐震化率 90％以上を行政目標に施策が展
開された。現在は 2020 年までに耐震化率 95％以上となっている。 
多数の人が利用する施設には、観光施設が該当するするケースもある。その一方で、
歴史的建造物や自然を活用した観光施設では、対応が行われていないことも考えられる。
建築基準法では現在、耐震レベルでレベル１とレベル２の２段階の考え方が示されてい
る。レベル１では、震度５強～震度６弱程度の地震を対象に、構造体の被害を軽微に止
めるための構造としている。レベル２では、震度６強～弱い震度７程度の強震動を対象
にしている。目標はあくまでも建物の倒壊によって圧死者を出さないことにある。また、
その地方における過去の地震の記録に基づく震害の程度及び地震活動の状況その他 地
震の性状に応じて国土交通大臣が告示 1793 号で 1.0～0.7 までの範囲内で定めた地域別
地震係数の考え方もある。 
地盤対策について国土交通省は、品質確保の観点での対応を求めている。しかし、建
図 1.5 地震発生確率分布 
（出典：防災科学技術研究所） 
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築の構造設計のような拘束力まではない。一方、地震被害を想定した各種調査は、想定
地震による予測震度や液状化被害をはじめとした被害想定の資料をストック情報として
国や都道府県が公表している。これらを組み合わせて、震災時でも観光客への被害を抑
制しようというものである。 
こうした考え方が、この係数が観光地の所在地の最大震度と符合するか、改めて検討
を要する。 
ｄ）観光客の避難や帰宅までの滞在 
市区町村では一般的に初動段階での避難先として避難場所が指定されているが、同一
県内でも市区町村によってその呼称や内容が異なっているケースがある。多くが災害内
容や被害状況に応じて設定する避難先が変わる前提になっている。 
そこで、原則的に避難場所までの距離が徒歩圏で確保できているか、収容人数に観光
客が考慮されているか、事例を確認する。                                                                                                                                                                                   
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１．３ 研究の構成 
本研究では、災害時における観光客の保護・支援について、観光地においてインフラ面
での対応の余地が残ると仮定した。そこで、観光地における防災上の対応が必要な項目を
挙げ、実際の地震被害で検証する。 
本研究では、災害対策法制の変遷や現在の都道府県の考え方を調査し、問題の所在を制
度面から明確化する。次に、観光地点での安全を高めるため、観光地点の立地特性把握と
施設の耐震化の重要性を述べ、観光客を保護する空間確保の有用性を証明する。 
これを受けて、本稿では次のような章立てとする（図 1.5 参照）。 
第１章は、本章「本研究の目的」である。ここで研究の背景、目的や構成を示した上で、
本稿全体の外観を提示する。  
第２章は、「震災対策の法令制度から見た課題」である。ここでは、災害対策法制の変遷
をもとに、観光客への震災時支援についての資料調査をもとに述べる。現在の災害対策法
制で、観光客の安全確保に対してどこまで具体的に解釈できるかを調査し、不足する項目
を明らかにする。検討項目としては、事前啓発、警報伝達、避難誘導、安全対策、避難先
確保、関係者調整を取上げる。 
第３章は、「都道府県における観光客への対応状況」を述べる。予防段階での対応を考え
ると、市町村での対応には限界がある。そこで、都道府県防災計画をはじめとする様々な
計画の中で、観光客への対応が具体的にどのように保障されているか都道府県に対して行
ったアンケート調査結果について述べ、不足する項目を明らかにする。検討項目としては、
検討項目としては、検討項目としては、事前啓発、安全対策、避難先確保、防災調整を取
上げる。 
第４章は、「観光客の避難収容上の課題」について述べる。ここでは市町村に生活基盤を
置かない観光客を意識し、観光客の避難環境整備の重要性を明らかにする。検討項目の避
難誘導、安全対策、避難先確保に対応する。 
第５章は、「観光客を避難させるための適地の選定」について述べる。これは、観光地で
の安全性確認事項として、地震発生で考えられる観光地での事象を挙げ、その原因にかか
る項目をもとに調査すべき基礎調査項目を明らかにし、あわせて基礎調査項目に相当する
既存の調査結果の所在について述べる。検討項目の安全対策、避難先確保に対応する。 
第６章は、「観光客が避難する場所や施設の必要条件」について述べる。これも観光地で
の安全性確認事項として、地域住民の避難に対応した震災時一時避難場所や避難所に対応
する観光客の一時退避空間や滞在施設の要件を明らかにする。その上で、観光地内の避難
環境が確保できるか、新たに地盤改良や施設の耐震化を経て整備する必要があるかの判断
材料を挙げる。検討項目の避難先確保を受け、避難誘導、避難先確保、関係者調整を補完
する。 
第７章は、「東日本大震災での被災事例に見る観光地での震災対策の検証」について述べ
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る。観光地の立地特性、観光施設の耐震化促進、退避・滞在施設の整備について東日本大
震災での被災観光地の問題点を取り上げる質的検証を通し、本研究で述べた項目の妥当性
を証明する。検討項目の事前啓発、警報伝達、避難誘導、安全対策、避難先確保、関係者
調整に対応する。 
第８章は、本稿の「結論と今後の課題」である。 
 
 
 
図 1.6 研究の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1-17 
 
第 1章 参考文献 
１）大窪健之，林倫子，前田紀樹：「震災後に観光客を支えた民間による「観光防災」活動
の実態調査(1)」，歴史都市防災研究，pp.1-6，2013． 
２）観光立国推進閣僚会議：「観光立国実現に向けたアクション・プログラム（平成 25 年
６月 11 日）」，2013. 
３）久能木慎治，伊津野和行，八木康夫：「観光地における防災ユニバーサルデザインに関
する考察」，『歴史都市防災研究』第 6 巻，立命館大学，pp369-376，2012． 
４）熊谷良雄，小野祐介，中野孝雄：「観光地の防災対策に関する現状分析」，地域安全学
会論文報告集 (8)，pp.414-419，1998. 
５）JTB 総研：「観光危機管理」（2018.8.閲覧） 
https://www.tourism.jp/consulting/sector/crisis-management/ 
６）永松伸吾：「減災政策論入門―巨大災害リスクのガバナンスと市場経済 」(シリーズ災
害と社会 4，p.211，2008. 
７）防災科学技術研究所：地震ハザードステーション（2018.8.閲覧） 
（http://www.j-shis.bosai.go.jp/） 
８）横部径，仲谷善雄：「観光地防災における情報の収集と提供の支援に関する検討」，情
報処理学会第 73 回全国大会，pp.3-547- 3-548，2011. 
９ ） Drabek Thomas.E ， “Disaster evacuation behavior : tourists and other 
transients.“Natural Hazards Research and Applications Information Center, 
University of Colorado Boulder. 1996． 
10）Toshiki Sato, Tomoko Izumi, and Yoshio Nakatani，：“Tourist Evacuation Guidance 
Support System for Use in Disasters” ， pp494-501 ， M. Kurosu (Ed.): 
Human-Computer Interaction, Part III, HCII 2014, LNCS 8512, pp.494–501, 2014. 
© Springer International Publishing Switzerland 2014 
11）UNESCO/IOC2012：“A guide to Tsunami for Hotels.” 
http://unesdoc.unesco.org/images/0022/002264/226428e.pdf （2018.8.閲覧） 
 
  
第２章 震災対策の法令制度から見た課題 
 
２．１ 本章の目的と調査方法 ................................................................................................. 2- 1 
２．１．１ 調査の背景 ........................................................................................................ 2- 1 
２．１．２ 調査の目的 ........................................................................................................ 2- 2 
２．１．３ 調査の方法と確認事項 ...................................................................................... 2- 2 
２．２ 震災対策の法体系と変遷 ............................................................................................. 2- 4 
２．２．１ 震災対策の法体系 ............................................................................................. 2- 4 
２．２．２ 災害対策法制度の変遷 ...................................................................................... 2- 4 
２．２．３ 本節の小括 ........................................................................................................ 2-18 
２．３ 防災基本計画と観光客対策 .......................................................................................... 2-20 
２．３．１ 災害対策基本法に基づく計画 ........................................................................... 2-20 
２．３．２ 防災関連の法令や国での議論 ........................................................................... 2-24 
２．３．３ 本節の小括 ........................................................................................................ 2-25 
２．４ 都道府県の地域防災計画及び震災対策条例と観光客 ................................................. 2-27 
２．４．１ 都道府県地域防災計画 ...................................................................................... 2-27 
２．４．２ 都道府県震災対策条例 ...................................................................................... 2-29 
２．４．３ 観光客を対象とした防災項目 ........................................................................... 2-32 
２．４．４ 本節の小括 ........................................................................................................ 2-33 
２．５ 第２章のまとめ ............................................................................................................ 2-35 
２．５．１ 災害対策法制..................................................................................................... 2-35 
２．５．２ 確認事項 ............................................................................................................ 2-37 
２．５．３ 課題 ................................................................................................................... 2-38 
２．５．４ 総括 ................................................................................................................... 2-39 
 
第２章 参考文献 ....................................................................................................................... 2-41 
 
 
  
  
2-1 
 
２．１ 本章の目的と調査方法 
２．１．１ 調査の背景 
震災時における観光客への対応を知る上では、まず、現行法制度を調査することが重要
と考えた。震災時においては、地域住民と同様に観光客を保護・支援するべきであること
は異論の余地はない。しかし、地域住民が日常生活圏での被災であるのに対し、観光客は
非日常生活圏での被災となる。このことを考慮し、震災対策の計画や予防を振返ろうと考
えたためである。 
災害対策法制ではいくつかの先行研究がある。災害対策基本法を一般法ととらえ、その
課題を述べたものについては，風間（2002）、と今井（1961）の論文がある。風間は、災害
対策基本法は防災の「一般法」であり、関連法規を特別法とした総合調整のための法律で
あるとして、具体的な施策は従前の法令を含む個別法に示すという考え方である。 
同法が防災の計画化・総合調整の必要性から制定されたとするのが今井（1961）の論文
である。災害対策基本法は、災害対策時に防災機関の調整が行われなかったことによる弊
害を解消することが制定の目的にもなっており、防災の計画化・総合調整することの必要
性から制定されているとの解釈を示している。しかし、これらの論文では、観光客の保護
には言及していないため、今回はこの点を重点的に調査する。 
防災行政研究会（2002）の「逐条災害対策基本法」では、都道府県防災会議について掘
り下げた解説がなされている。ここでは、現在、都道府県における災害対策業務は自治事
務として扱われているという前提で、都道府県防災会議に定める地域防災計画の課題を指
摘している。例えば、対応計画と予防計画が同居していること。広域災害への対処が困難
なこと。価値体系が欠如していること。ステークホルダーの計画過程への参加機会がない
こと。業務計画と計画権限の不一致などを挙げている。ここで言うステークホルダーとし
ては、観光客と直接接触する観光業界の関係者が考えられるが、観光客が利活用する施設
の安全性、観光客への災害情報の提供、観光客への避難先の確保、観光客の当面の滞在先
の確保以前の問題である。 
地域防災計画の先行研究としては、生田ら（2014）、牧（2009）、村田（2013）がある。 
生田らは、現行の地域防災計画では観光客を守れないとして、観光危機管理計画の策定を
提唱している。そして、観光危機管理の対象は、その地域を訪れる旅行者・観光客と地域
の観光事業者としている。但し、ここでは初期段階での危機管理責任を示すにとどまり、
観光客の保護に必要なハード面の対策については言及していない。 
牧は、２１世紀前半の巨大災害に備えた災害対策のあり方として、日本の災害対策・体
制の課題について言及している。村田は、東日本大震災を受けた災害対策基本法改正の趣
旨を述べている。ここでは被害先行型となっている現在の体制の問題点に触れ、重要な指
摘がなされているが、観光客の保護にかかる対応については言及していない。 
観光地の防災研究については、熊谷ら（1998） 「観光地の防災対策に関する現状分析」
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の研究がある。ここでは、主に首都圏内の市町村と観光協会における防災対策を調査し、
観光地防災が不十分との結論を出している。主に市町村と観光協会における防災対策を調
査し、観光地防災が不十分との結論を出しているが、その対象を首都圏に重点化している。 
ここに挙げた論文は、いずれも防災計画の制度的な側面を追求した優れたものであるが、
観光客を対象とした防災計画を主眼に置いたものではない。また、限られた地理的空間の
観光地のみを取り上げた研究についても、一般化が可能な成果なのかは検証を要する。 
そこで本研究においては、観光客に対応した地震防災という視点で、施策現行の防災策
に至る変遷を掌握しつつ、国や都道府県の実際の対応に視点を置く。 
 
 
２．１．２ 調査の目的 
 本章では、災害対策法令とそのもとで、観光客の安全確保に際して考えられる予防策を
どこまで具体的に規定してその実行を担保しているのかを調査し、考えられる課題を明ら
かにしたい。そこで、ここでは、現在の震災対策法制度のもと、観光地で震災時に観光客
の安全確保を図る上で不足し、補完を要する点を明らかにすることを目的とする。 
 
 
２．１．３ 調査の方法と確認事項 
（１）調査方法 
災害対策法制はその存在が確認できる江戸時代末期から現在の災害対策基本法が定めら
れるまでの経緯を拙著1に示した。制度設計は、被害が発生してからの救助とその後の自立
支援が骨格となっていた。その対象も、居住者たる住民を見据えての制度設計であった。
開国後から第二次世界大戦までの間は、建物の耐震化や地震研究に災害対策の幅を広げて
いるが、社会全体を対象とした動きであり、観光客や観光地を対象とした防災の議論には
馴染まない。 
別の視点としては、関東大震災による被害が日本の災害対策史上大きな出来事としてい
る。建物の耐震化もこれに連動する形となっていた。つまり、ここでは被害先行型の対応
であったということになる。 
 戦後、昭和南海地震や福井地震のような大地震が発生しているが、建築基準の見直し程
度にとどまっていた。その後、伊勢湾台風での被害を受けて現在の災害対策法である災害
対策基本法が制定された。要するに、災害対策基本法も被害先行型で制定された法律とい
うことになる。そこで、ここでは災害対策基本法制定以降の動きを追うことにする。また、
国や都道府県レベルではどこまで具体的な内容を計画に反映しているのかを見る。 
 
                                                   
1 黒澤：「地震ハザード情報を活用したまちづくりに関する一考察 : 地震調査をもとにした
規制型まちづくりと公共政策」,『公共政策』13, 2013，日本公共政策学会，pp.81-90，2013． 
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（２）確認事項 
現行法制度でも、災害時には観光客が救助・支援の対象になることは疑いがない。しか
し、観光客は地域住民や通勤・通学者とは違い、その場を日常生活拠点としていないこと
で、行動特性も異なってくる。観光客が目先の避難を行い、当面の滞在先の確保といった
視点で法制度を読み返したとき、さらなる改善の余地がないかを確認する。 
本研究では、震災対策でも計画、予防段階を基本に考えることにする。そこで、地震災
害情報の活用に関すること、観光地の空間や施設の活用に関すること、観光客を取り巻く
関係者との調整に関することから展開する（図 2.1参照）。 
なお、観光客を主な対象に考え、検討項目としては、事前啓発、警報伝達、避難誘導、
安全対策、避難先確保、関係者調整を取上げる。 
 
図 2.1 調査方法と手順 
 
本章の構成としては、防災関連の法令制度の特徴を明確にするために、観光地の防災行
動を構築する際の課題として、観光客の避難や帰宅までの留置きを考慮する必要性や既存
の手法の課題を整理し、本手法の位置付けを示す。 
構成としては次の通りである。 
第２節では、震災対策の法体系と変遷について述べる。 
第３節では、防災基本計画と観光客対策について述べる。 
第４節では、都道府県の地域防災計画及び震災対策条例と観光客について述べる。 
第５節で第２章のまとめとする。 
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２．２ 震災対策の法体系と変遷 
２．２．１ 震災対策の法体系 
 震災対策に係る上位の法律は、災害対策基本法である。これ以前から災害救助法と存在
したが、主に災害発生後の体制や支援が主な内容となっており、災害対策基本法制定以降、
災害対策基本法の下位に位置づけられている。他に特定の地域や特定の事象に適用される
特別措置法がある（図 2.2 参照）。 
 
図 2.2 震災対策の法体系 
 
 
２．２．２ 災害対策法制度の変遷 
災害対策法は現在、災害対策基本法がそれに該当する。現行法の解釈は逐条解説が存在
するため、本研究では、過去の背景から法令制度を正確に解釈すべく、記録が残る江戸時
代末期から東日本大震災直後史実を調査した。 
 
（１）江戸時代から関東大震災前まで 
江戸時代においては、江戸幕府や各藩では、被災者に対して避難小屋（避難所）への収
容、御救金（おたすけきん＝義捐金）や御救米（食糧供与）、復旧工事への臨時雇いを実施
していたと伝えられる。江戸市中では「七分金積立（基金）」の仕組みがあった2。記録によ
るとこれら安政江戸地震の際、食料配給や御救小屋（避難所）などが機能していた。明治
改元（1868）以降、明治政府から「諸府県施政順序」（1869）が発出され、府県の人口に応
                                                   
2 東京都公文書館：「都史紀要７」東京都，1960. 
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じた備蓄が進められた。太政官達の県治条例中の「窮民一時救助規則」（1871）で、15 日
分の米支給や家屋建築費貸与、農具代や種もみ貸与の基準を定めていた（1875 年に規則で
仮小屋供与や炊き出しを追加した。）。 
1871 年公布の県治条例中窮民一時救助規則では、被災者救済を税の減免という形で一体
化してとらえていた。1877 年公布の「凶歳租税延納規則」では租税の減免や徴収猶予を定
めている。1880 年公布の「備荒儲蓄法」は、20 年間の時限立法であった。これは政府が
10 年間にわたり毎年 120 万円の歳出をする。府県はそれをもとに、被災者に最大 30 日間
にわたり食料供与をするほか、１戸 10 円以内の資金にて小屋掛けを行い、農具と種もみ代
（同 20 円以内）の給付を行った。しかし、1880 年代には濃尾地震や三陸地震などの災害
が頻発し、儲蓄金が底を尽いてしまった。そこで制度としては「罹災救助基金法」に移行
した。ここではこれまでの儲蓄金を府県が造成する基金に委ねることになった。府県は 50
万円以上の基金を設立し、避難所費、食料費、被服費、治療費、埋葬費、小屋掛け費、就
業費、学用品費、運搬用具費、人夫賃を原則現物支給することとした。この基金は府県税
をもとに造成したものであるが、給付基準は当該府県議会の議決を経て内務大臣と大蔵大
臣の認可を必要とした。この時期は、政府も近代国家の体制を固めるため、国土基盤や都
市基盤の整備を急いでいた。とりわけ東京をはじめ大都市ではインフラ整備が喫緊の課題
となっていた。これを受け、市区改正条例（1888 年勅令第 62 号）が公布された。ここで
は、内務大臣のもとに委員会を置き、事業管理や特別税の賦課についても定めていた。東
京では 1889 年に市区改正設計を公示、事業に着手しようとしたもつかの間、財政上の理由
などにより実施に至ったのは1903年であり、それも大幅に規模を縮小しての実施であった。  
この段階での市区改正は、東京以外でも大阪や名古屋などの５大市に限定されていたほ
か、建築物への規制も備わっていなかった。建築物への規制など私権制限は、1919 年の旧
都市計画法と市街地建築物法の制定を待つことになった。 
防災体制面では1894年の消防組規則の制定により警察組織としての消防組が規定された。
この他、行政による緊急対応の規定として 1900 年に行政執行法を公布している。その後、
罹災救助基金に対する国の支援策として 1911 年に「府県災害土木費国庫補助に関する件」
が制定された。しかし府県の財政力に左右され、その機能を果たすには不十分な要素を抱
えていたが、この時期は大きな災害もなく災害対策上の問題は表面化していない。 
我が国は、日清戦争（1894 年）や日露戦争（1904 年）を転機に工業化が進展した。東京
市の人口は、1922 年には約 250 万人となり、市街地が郊外部に膨張した。郊外への鉄道の
敷設もこの時に進んでいる。また、1920 年 1 月には都市計画法が６大市に適用された。1920
年 12 月には市街地建築物法の適用も始まった。1921 年 5 月に東京都市計画も認可された。
ただ、この時に進められたのは道路や河川などのインフラ整備が中心であった。 
1922 年 2 月、後藤新平を会長に財団法人東京市政調査会が設立され、ニューヨーク市政
調査会のビアード博士（Charles Austin Beard，1874‐1948）を招聘し、東京市政の調査
を依頼した。博士は翌年 3 月まで滞在し、6 月に意見書「東京市政論」を提出したが、既に
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後藤は東京市長を辞任しているが、ビアード博士の「東京市政論」公開を待たずに関東大
震災に襲われたことになる（表 2.1 参照）。 
表 2.1 主な災害対策経緯（改元～終戦） 
西暦 史実 災害対策法制 備考 
1868 明治改元      
1871   県治条例中窮民一時救助規則 被災者への食糧支給と金銭貸与を規
定． 
1872 廃藩置県      
1877   凶歳租税延納規則 租税納付期限猶予を規定． 
1880 日本地震学会設立 
  
  御雇い外国人主導で設立． 
備荒儲畜法 凶歳租税延納規則を移行 
1888     市区改正条例（インフラ整備を規定．） 
1889     東京市区改正設計公示（財政事情から
1903 年まで実施不能．） 
1890 大日本帝国憲法施行     
1891 濃尾地震   M7.9、死者 7273 人 
1892 震災予防調査会発足   濃尾地震から建築物の耐震研究開始． 
1896 明治三陸地震・津波   M7.1 、死者 21,959 人 
1899 救済用国庫枯渇 罹災救助基金法 府県税による基金を造成． 
1894   消防組規則 警察組織の消防組を規定． 
1899     耕地整理法 
1900   行政執行法 緊急時の行政権を規定 
1916 家屋耐震構造論   震災予防調査会の成果． 
1919     都市計画法、市街地建築物法（土地利
用、建物への私権制限．＜足元固定工
法＞） 
1923 関東大震災   M7.9、死者 105,000 人 
 
（２）関東大震災から第二次世界大戦終戦までの流れ 
1923 年 9 月に発生した関東大震災は、災害対策法制にも都市計画法制にも影響を与えた。
政府は、震災前から大都市の整備を模索していたこともあって復興の着手は早かった。 
発災直後に内閣総理大臣が臨時震災救護事務局を立ち上げて戒厳令を敷き、被災者救助
と混乱防止（治安維持）に乗り出している3。また、臨時物資供給令など数種の勅令を発出
し、トップダウン型での対策に乗り出している。また、震災の翌日には後藤新平が内務大
                                                   
3 治安維持法は 1925 年に施行された。 
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臣に任命されている。この時期の動きを表 2.2 に示す。 
 
後藤は、復興方針を定めるとともに帝都復興院を立ち上げ、二つの構想案を作成してい
る。折からの財政難もあり、帝都復興院参与会・同評議会で検討の上、事業費が安価な案
が原案となった。さらにこれも帝都復興審議会の審議で下降修正され、重ねて議会多数派
であった政友会の修正意見で下降修正され、9 億円の原案が 4 億円にまで削減されている。
その結果、復興道路の幅員が縮小されるなどの影響が出た。大幅修正されつつも、幹線道
路や復興公園、復興小学校などが整備されて一応の成果を得ている。こちらも中央集権下
での勅令によるトップダウン型計画・事業である。また、財政事情や政治的事情に左右さ
れている。 
表 2.2 主な災害対策経緯（関東大震災以降～終戦） 
西暦 史 実 災害対策法制 課題・改善点 
1923 関東大震災   M7.9、死者 105,000 人 
帝都復興法案断念   特別都市計画法（耕地整理では地主同意難
航。特別都市計画法は東京・横浜の復興に
寄与。） 
1924     市街地建築物法改正（耐震計算義務化。＜
損傷限界規定＞） 
1925 東大地震研究所設立 
  
  地震予防調査会は解散。 
治安維持法 災害時の混乱に対抗。 
1927 北丹後地震   M7.5、死者 2,925 人 
1931 満州事変   戦時体制 
1933 昭和三陸地震・津波   M8.3、死者 3,064 人 
1939 戦時体制 警防団令 消防組の再編 
1940   部落会町内会等整備要領    
1941 第二次世界大戦      
1942     戦時規格作成委員会発足（建築物許容応力
度引上げ） 
1943 市制・町村制施行   町内会を市町村の法定補助的下部組織と
して規定 
鳥取地震  M7.2、死者 1,083 人 
1944 東南海地震   M7.9、死者 1,443 人 
1945 三河地震   
  
M6.8、死者 2,306 人 
終戦 戦災地復興基本計画方針閣議決定（土地区
画整理事業による復興を規定。） 
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帝都復興法案の提出を断念せざるを得なくなった政府は、土地区画整理事業の対象地を
震災による延焼火災の焼失地に限定、これを施行するのに必要な条項に絞り込んで 1923 年
に特別都市計画法案を議会に提出、可決・成立となった。 
この特別都市計画法は、関東大震災の被災都市である東京と横浜で復興に大きな役割を
果たしている。もともと耕地整理の手法では、土地所有者や関係者（小作人）など権利者
の同意が得られず、事業進捗の妨げになっていた。 
したがって、耕地整理法準用の例外として建物のある宅地を強制的に施行区域に編入し、
工事完了前の換地処分を特別都市計画法では認めたためである。また、行政庁施行による
土地区画整理事業で、公共減歩制を導入し、減歩の補償を限定したことも特徴的である。
つまり災害復興のため、法律の強制力を発揮させた事例といえる。東京と横浜では、震災
復興都市計画により、1925 年 2 月に用途地域が指定されるに至った。 
戦時体制となり、地方の業務増大や財源不足を町内会が補完機能を果たすようになった。 
さらに 1939 年の警防団令による消防組の再編、1940 年の部落会町内会等整備要領に基
づき、町内会等は「市町村の補助的下部組織」として正式に位置づけている。1943 年には
市制・町村制によって、町内会が市町村の法定補助的下部組織となった。 
戦時体制にあっては、法制として、あくまでも防空など避難・即応能力を高める方向に
あった。予防という観点では、空爆とそれによる延焼からの避難を確保するためのもので
あった。ちなみに、第二次世界大戦中には都市計画法制に動きはなく、危機対処だけで手
いっぱいだったことになる。 
 
（３）戦後・災害対策基本法制定まで 
1946 年 12 月 21 日、紀伊半島の紀伊水道沖から四国南方沖を震源とする南海地震が発生
した。この地震では 1,000 人を超える死者を出し、既定の罹災救助基金法が適用されるは
ずの大災害であった。しかし、敗戦直後で、行政機関が混乱している上、折からの物価高
騰もあり、廃止に追い込まれた。 
代わって第 1 回国会にて災害救助法が制定され、生存権を保障する法律となった。地方
行政の末端に至る迄、戦時統制機能を一掃4する趣旨で部落会町内会等整備要領が廃止され
た。さらに、1947 年、日本国憲法と地方自治法の施行に合わせて強制的に解散されること
となり、共助の基盤がその法的根拠を失った。 
日本国内ではその後も多くの災害に襲われ、その都度救助・復旧に関する法律が成立し
運用されている。しかし、1958 年に襲った伊勢湾台風をきっかけに災害対策基本法制定に
向かうことになった。 
戦前・戦中は非常災害時に対処する体制が存在したが、民主主義や地方自治の本義に立
脚し、平時より当該地域において起こりうる災害のあらゆる事態に対処しうる防災計画に
より体制を確立することを見込んで、1961 年に災害対策基本法が成立した。そこには、既
                                                   
4 町内会、部落会の廃止に関する内務次官声明による。 
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存の法律を補完し、有機的、体系的な関連性を保ちながら防災責任の明確化を意図してい
る5。また、施策における防災上の配慮として、科学的研究、治山治水などの国土保全や都
市の防災構造の改善（法第 8 条）で災害の予防について規定した6。 
この時期には戦時体制での町内会等が解散となり、伊勢湾台風の際にも組織の不在から
被害が拡大したとして、法 5 条 2 項で「住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織」
の整備が市町村の責務とされた。あくまでも災害対策は民主的に行われなくてはいけない
という考えである。伊勢湾台風による被害から法制定まで約 3 年を要しているが、これは、
日米安全保障条約の問題で国会が紛糾したためとされている。 
一方、都市計画法制は、関東大震災において、財政上の理由や政治的判断から復興計画
は当初案からかなり縮小されたが、戦災復興においてもまた同じことが起きている。 
組織としては戦災復興院が設立された。1945 年末には「戦災地復興計画基本方針」が閣
議決定されている。ここでは、復興の基本的考え方7を実現するため、土地区画整理事業を
できる限り急速に実施することとし、罹災区域全体で事業実施を急ぐことや、関係する土
地の全部を施行区域に編入することなどを述べている。 
1946 年 9 月には新たな特別都市計画法が制定され、115 都市で復興都市計画を策定して
いる。ただ、戦後処理の財政難もあり、ここでも事業規模の縮小を余儀なくされ、「戦災復
興都市計画の再検討に関する基本方針」（1949 年 6 月 24 日閣議決定）を出している。ここ
で、政府方針に承服できなかった 15 の地方公共団体については、横浜国際港都建設法（1950
年法律 248 号）や京都国際文化観光都市建設法（1949 年法律 251 号）などの特別都市建設
法を制定させるに至った。特別法の制定によって復興都市計画の重点化を狙ったものであ
る。この特別法は現在でも引き継がれている。 
ここまでの過程を振返えると、災害対策の基軸は災害応急対応以降の事後対策に重きを
置いていた。また、部落会町内会等整備要領によって地域住民による共助の基盤さえ失っ
たことがわかる。観光客保護以前の状況と解釈する。 
ここまでの動きを表 2.3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
5 野田卯一：「災害対策基本法―沿革と解説―」p62，全国防災協会，1963. 
6 野田卯一：「災害対策基本法―沿革と解説―」p180，全国防災協会，1963. 
7 復興院では産業立地、都市農村人口の配分等による合理的方策を挙げている。 
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表 2.3 主な災害対策経緯（戦後・災害対策基本法制定まで） 
西暦 史実 災害対策法制 課題・改善点 
1946 昭和 
南海地震 
 
 
 
災害救助法 
M8.0 死者 1,443 人。罹災救助基金法は機能
せず廃止。災害救助法で生存権を保障。戦時
統制機能を規定した部落会町内会等整備要
領は廃止 
特別都市計画法（新）（特別都市計画法をも
とに 115 都市で復興計画策定。） 
1947 日本国憲法施行、地
方自治法施行 
  地域防災も担った町内会を強制的に解散。 
1948 福井地震   M7.1、死者 3,769 人 
1949 財政難での復興計画
縮小 
  戦災復興都市計画の再検討に関する基本方
針（基本方針に抵抗する 15 都市を斟酌して
特別都市建設法を制定。） 
1950     建築基準法公布（耐震性考慮。） 
1951 京大防災研究所設立   福井地震が契機 
1952 十勝沖地震   M8.2、死者 33 人 
1958 伊勢湾台風   死者 5,098 人 
1959     建築基準法改正（耐火建築を規定。定期検
査・報告制度の設置。） 
1960 チリ地震   津波被害で死者 142 人 
1961   災害対策基本法施行 発的な防災組織の整備を市町村の責務とす
る。住民等の責務、防災対策の推進について
も規定 
 
（４）災害対策基本法制定から阪神・淡路大震災まで 
災害対策基本法は 1961 年制定以降、災害時の課題の克服と社会状況の変化に対応して改
正が続いた。内閣府も「この法律の制定以前は、災害の都度、関連法律が制定され、他法
律との整合性について充分考慮されないままに作用していたため、防災行政は充分な効果
をあげることができなかった。災害対策基本法は、このような防災体制の不備を改め、災
害対策全体を体系化し、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図ることを目的と
して制定されたものである。」8としている。 
災害対策基本法は制定当時、災害対策の総合化と計画化、災害対処体制構築を骨子とし、
基本的な考え方は被災時の救助・救援にあった（表 2.4 参照）。 
                                                   
8 内閣府：「災害対策基本法の概要」, 
（http://www.bousai.go.jp/taisaku/kihonhou/pdf/kihonhou_gaiyou.pdf）（2018.6.閲覧） 
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 表 2.4 主な災害対策経緯（災害対策基本法公布～阪神淡路大震災） 
西暦 史実 災害対策法制 課題・改善点 
1962  災害対策基本法改正 災害緊急事態の布告、緊急災害対策本部
の規定 
激甚災害に対処するための
特別の財政援助等に関する
法律 
都道府県・市町村及び被災者に対する復
興支援のために国が通常を超える特別
の財政援助または助成を行う。 
宅地造成等規制法（宅地の防止措置） 
1963 防災科学研究ｾﾝﾀｰ  現・防災科学技術研究所 
1964 新潟地震 M7.5、死者 26 人 
1966  地震保険に関する法律 被災者の生活の安定に寄与するため、政
府による地震保険の再保険を規定。居住
用建物または生活用動産のみを保険対
象とした。特定の損害保険契約に附帯す
ることが条件。 
1968 十勝沖地震 M7.9、死者 52 人 
1971   建築基準法改正（RC 造構造規定強化） 
1974 伊豆半島沖地震 M6.9、死者 30 人 
1978 伊豆大島近海地震 M7.0、死者 25 人 
宮城県沖地震 M7.4、死者 28 人 
 大規模地震対策特別措置法 ・強化地域指定、地震観測体制整備他震
防災体制整備に関する事項等について
特別措置を規定。 
災害対策基本法改正 
1979 地震防災対策強化地域
判定会発足 
 ・気象庁長官の諮問機関 
1980  地震防災対策強化地域にお
ける地震対策緊急整備事業
に係る国の財政上の特別措
置に関する法律 
・地方公共団体等が実施する地震対策緊
急整備事業に係る経費に対する国の負
担又は補助割合の特例、 
・国の財政上の特別措置について規定、 
災害対策基本法改正 
1981  建築基準法改正 ・十勝沖地震や宮城県沖地震を受け、耐
震設計基準を大幅見直し。 
1983 日本海中部地震 M7.7、死者 104 人 
1984 長野県西部地震 M6.8、死者 131 人 
                                                        
阪神・淡路大震災後の改正では、「防災に関する責務明確化」、「防災に関する組織」、「防
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災計画」、「災害対策の推進」、「財政金融措置」、「災害緊急事態」と主に行政機関の役割を
明確化している。一方で、「コミュニティと地域防災力」も明確化している。大災害では行
政機関も被災する。体制構築にも時間を要し、対応にも限りがある。そこで、地域コミュ
ニティ構成員も応急対策を行い、市町村長の責務で自主防災組織の充実を図るとされた。 
 
（５）阪神・淡路大震災直後から東日本大震災まで 
災害対策基本法制定以降、で人的被害の大きな震災では、の阪神・淡路大震災（1995.1.17.）、
2004 年 10 月 23 日の新潟県中越地震（2004.10.23．）、東日本大震災（2011.3.11．）が挙げ
られる（表 2.5 参照）。 
表 2.5 主な災害対策経緯（阪神淡路大震災以降～東日本大震災） 
西暦 史実 災害対策法制 課題・改善点 
1995 兵庫県南部地震  阪神淡路大震災、M7.3、死者 6,437 人 
 災害対策基本法改正 1 
建物の耐震改修に関する法律 
被災市街地復興特別措置法 
被災区分所有建物の再建等特措法 
・災害時における交通の規制等、地震防災
対策特措法、災対策強化法、国の財政特別
措置、地震調査研究推進体制 
 
災害対策基本法改正 2 ・地方公共団体相互協力、緊急災害対策本
部設置規定 
1996   
  
気象庁震度階改定 震度 6 強～7 の境界を改定 
特定非常災害の被害者の権利利益の
保全等を図るための特別措置法 
・権利利益満了日延長、義務不履行の免責、
法人破産特例、民事調停法手数料特例 
1997   密集市街地防災街区整備促進法  
1998   
  
被災者生活再建支援法 
  
・生活基盤被害で生活再建困難者に対する
都道府県基金による自立支援策 
建築基準法改正 ・性能規定や免震 
1999   災害対策基本法改正 ・地方分権推進による一括改正 
2000   住宅品質確保促進等に関する法律  
2002   東南海・南海地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法 
・基本計画作成、観測施設整備、地震対策
上緊急整備すべき施設、震災対策の推進 
2003   災害対策基本法改正 ・社会資本整備重点計画法に伴う改正 
2004   日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に
地震防災対策推進特措法 
・基本計画等作成、観測施設等の整備、地
震防災緊急整備施設等整備特別措置 
新潟県中越地震  M6.8、死者 68 人 
2007 新潟県中越沖地震  M6.8、死者 15 人 
2008 岩手・宮城内陸地震  M7.2、死者 23 人 
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阪神・淡路大震災では、初動の遅れから、地域住民を中心に 6,000人超の死亡者が出た。
このため基本的な防災体制の構築が急務となった。被災者の租税減免など、生活再建のた
めの特別措置がなされたが、観光客支援にまでは議論が及ぶ状況ではなかった。  
 
（６）東日本大震災以降の災害対策基本法 
2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震は大津波を併発した。2015年 3月 10
日時点の死者は 15,891人、戦後最悪の被害をもたらした地震でもあり、災害対策基本法の
大幅な改正が行われた（表 2.6 参照。）。被災地においては観光施設にも支障が及んだが、東
北地方では観光の閑散期で金曜日の日中に発生しており、観光客の被害が表面化すること
はなかった。首都圏では大学の春休みに差し掛かった時期であり、スポーツ・レクリエー
ション型観光地の需要があった。展示場ではイベントがあった。 
表 2.6 主な災害対策経緯（東日本大震災～2011 年改正） 
暦 史実 災害対策法制 課題・改善点 
2011 東北地方太平洋沖地震 3.11． 東日本大震災（MW9.0、死者 15,891
人以上） 
5.2．災害対策基本法改正 ・大災害を生き抜くための日ごろか
らの備えを災害対策基本法に反映。 
・地域の自主性及び自立性を高める
ための改革（都道府県防災会議の強
化。）。 
8.30．災害対策基本法改正 ・地域の自主性及び自立性を高める
ための改革（都道府県防災会議の強
化） 
12.14．災害対策基本法改正 ・津波防災地域づくり 
2012  6.27．災害対策基本法改正 ・二次改正 都道府県災害対策本部
の強化、市町村災害対策本部の強化、
防災教育の実施 
2013  6.14．災害対策基本法改正 
6.21．災害対策基本法改正 
・二次第二弾改正 地域の自主性及
び自立性を高めるための改革 
・一部改正 
2014  11.21．災害対策基本法改正 ・三次改正 災害時における道路上
の放置車両撤去 
2015  7.17.災害対策基本法改正 ・廃棄物処理法及び本法一部改正 
 
（７）東日本大震災後の災害対策基本法第二次第一弾改正（2012 年 6 月） 
 一連の流れを表 2.7 に示す。 
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表 2.7 東日本大震災後第一弾改正の主な内容 
改正事項 条 項 内 容 
発災時の情報収集等強化 第 51 条 
第 53 条 
・国と地方公共団体等の災害応急対策責任者が情報
共有・連携して対策を実施。市町村の被害状況報告
が不可能な場合、都道府県自ら情報収集等を実施 
地方公共団体間の応援業務等に
係る都道府県・国による調整規
定の拡充・新設と対象業務の拡
大 
 
第 67 条 
第 68 条 
第 72 条 
第 74 条 
第 74 条の 2 
・災害応急対策業務に係る地方公共団体間の応援規
定で、都道府県の調整規定を拡充し、国の調整規定
を新設。限定的な応援対象業務を、避難所運営支援、
巡回健康相談、施設修繕等の災害応急対策一般に拡
大。・市町村から都道府県への応援要請は、応急措
置以外でも知事等に応諾義務。 
地方公共団体間の相互応援等を
円滑化するための平素の備えの
強化 
第 8 条 
第 40 条 
第 46 条 
・災害発生時の円滑な相互応援のため、国及び地方
公共団体は、災害発生予防、又は災害拡大防止のた
め、地方公共団体の相互応援に加え、広域一時滞在
に関する協定締結事項の実施に努める。また、災害
予防責任者は、予め地域防災計画等において相互応
援や広域での被災住民の受入れを想定する等の必
要な措置を講ずるよう努める。 
救援物資供給の仕組み 第 86 条の 7 ・（省略）長時間孤立の場合 
被災住民の広域避難調整 第 86 条の 2 ・（省略）居住者 
教訓伝承・防災教育強化 
  
第 7 条 
第 46 条 
第 47 条の 2 
・住民の責務として災害教訓伝承を明記。・国・地
方公共団体のほか、防災上重要な施設の管理者も含
め、災害予防責任者が防災教育を行うことを努力義
務化 
地域防災計画の策定等への多様
な主体の参画 
第 15 条 ・地域防災計画策定で多様な主体の意見を反映でき
るよう、地方防災会議委員に、自主防災組織構成者
や学識経験者を追加 
国・地方公共団体の防災会議と
災害対策本部の役割の見直し 
第 11 条 
第 14 条 
・役割分担の明確化、災害応急対策のための方針作
成、本部長から関係機関への協力要求等を災害対策
本部の規定に設け、一方で、地方公共団体の防災会
議について、平時における防災に関する諮問的機関
の機能強化のため、地方公共団体の長の諮問に応じ
て防災関連重要事項を審議すること等を所掌事務
に追加 
災害の定義の見直し 第 2 条 （省略）災害の定義 
（出典：内閣府資料と条文をもとに筆者が編集） 
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国は東日本大震災を契として、発生が想定される巨大地震に備え、2011 年 10 月に中央
防災会議に「防災対策推進検討会議」を設置した。2012 年 3 月の中間報告では、具体化可
能なものから政策で実現すべきとして、2012 年 6 月 20 日に改正災害対策基本法が成立し
た。大規模広域な災害に対する即応力の強化をはかるものとして、「発災時における積極的
な情報の収集・伝達・共有の強化」を挙げている（法第 51 条、第 53 条）。この時、市町村
による被害状況報告が不可能な時に都道府県が情報収集の措置を取れるようにし、国、地
方公共団体で情報共有し、連携して対策を行う努力義務を追加した。その他、「相互応援に
係る都道府県・国による調整規定の拡充・新設と対象業務の拡大」、「教訓伝承の新設・防
災教育強化等による防災意識の向上」、「災害に対する即応力の強化等」、「国による応急措
置等の応援や代行」、「住民等の円滑かつ安全な避難の確保」、「被災者保護対策の改善」な
どを挙げている。また、東日本大震災では災害時要援護者への情報提供や避難等の対応が
不十分との指摘を踏まえ、地域防災会議の委員について自主防災組織構成者又は学識経験
者の加入を可能とした。 
この改正法でいう「避難」は、発災直後の一時的な「緊急避難」と生活再建のための「長
期避難」が混在している。地域住民の保護・支援を基軸とした条文であることがわかる。 
 
（８）東日本大震災後の災害対策基本法第二次第二弾改正（2013 年 6 月 17 日） 
第一弾改正の際の附則、衆参両院災害対策特別委員会附帯決議や防災対策推進検討会議
最終報告を受け、2013 年 6 月 17 日に改正法が成立した。改正骨子は「大規模災害に対す
る即応力の強化等」、「住民等の円滑かつ安全な避難の確保」、「被災者保護対策の改善」、「平
素からの防災への取組の強化」、「その他」で構成される（表 2.8 参照）。 
この時の改正は、大規模災害に対する即応力強化（第 105 条、第 108 条）では、国等に
よる地方公共団体へのバックアップが盛り込まれた。また、即応力の強化も意識している。 
住民等の円滑・安全な避難確保（第 49 条、第 60 条）では、従来曖昧だった避難先の概
念が細分化された。被災者保護対策の改善（第 2 条、第 5 条、第 7 条及び第 42 条）では、
観光事業者への事業活動継続で観光客支援を扱える。平素からの防災への取組強化（第 2
条、第 5 条、第 7 条、第 42 条、第 49 条）では、災害時における民間事業者との協定で観
光客支援を扱い得る。なお、第 86 条で言う被災者保護は、地域住民の中の要支援者を対象
としたものであるが、第 86 条 4 では、緊急の場合、都道府県知事から運送事業者に被災者
の運送を要請できるように規定している。すなわち、従来は一括りになっていた被災者を
細分化し始めている。発災時の情報収集等強化（第 51 条、第 53 条）は災害発生時の情報
収集・提供であり、観光客を含む被災者全般の救助・支援に関わる規定である。地方公共
団体間の応援業務等に係る都道府県・国による調整規定の拡充・新設と対象業務の拡大（第
67 条、第 68 条、第 72 条、第 74 条、第 74 条の 2）は、災害発生時における行政機関の応
援や調整といった災害対応全般に関わる。地方公共団体間の相互応援等を円滑化するため
の平素の備えの強化（第 8 条、第 40 条、第 46 条）も災害対応全般に関わり、災害発生時
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の相互応援等を予め協定等で定めることも述べている。ここでは、相互応援を強制力のな
い協定で対応しようとしている。 
表 2.8 東日本大震災後第二弾改正の主な内容 
改正事項 条 項 内 容 
大規模災害に対する即応力強化 
  
  
第 105 条 
第 108 条 
第 108 条の 3 
災害緊急事態布告時には、災害応急対策等の閣議
決定と、総理の指揮監督の下、政府一体で対処。
地方公共団体の機能が著しく低下した場合、国が
災害応急対策を応援し、応急措置を代行する仕組
みの構築、災害時に臨時避難所とする施設の平常
時の規制適用除外措置。 
住民等の円滑・安全な避難確保 
  
  
  
第 49 条の 4 
～13 
第 60 条 
～第 61 条の 3 
市町村長は、一定期間滞在する避難所と区別し、
安全性等一定基準を満たす施設又は場所を、緊急
時の避難場所として予め指定。的確な避難指示等
のため、国又は都道府県の市町村長からの助言応
答義務。市町村長の防災マップ作成努力。 
被災者保護対策の改善 
  
  
  
86 条の 6～14 
   
市町村長は、緊急時避難場所と区別し、一定期間
滞在する避難所を予め指定。 
第 90 条の 2 
第 90 条の 4 
・（省略）罹災証明書関連 
・（省略）被災者台帳関連 
関連事項 ・本法所管を厚労省から内閣府に移管。 
平素からの防災への取組強化 第 5 条 
第 5 条の 2 
「減災」の考え方等、災害対策の基本理念を明確
化する。災害応急対策等に関する事業者に、災害
時に必要な事業活動の継続に努めることを責務
とし、国及び地方公共団体と民間事業者との協定
締結を促進。 
第 7 条第 2 項 
第 7 条第 3 項 
住民の責務に生活必需物資の備蓄等を明記し、市
町村居住者等が地区防災計画を提案できる。 
第 49条の 3ほか 国、地方公共団体とボランティアとの連携を促進 
第 42 条 
第 42 条の 2 
地区防災計画を市町村地域防災計画に定めるこ
との市町村防災会議への提案。  
災害の定義 第 2 条 ・（省略）災害の定義 
相続の承認又は放棄すべき期間 第 23 条の 2 
第 50 条ほか 
・（省略）相続関係 
 （出典：内閣府資料と条文をもとに筆者が編集） 
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救援物資供給の仕組み（第 86 条の 7）は、被災者への救援物資の供給に関するもので、
観光客の支援とは関係ない。被災住民の広域避難調整（第 86 条の 2）も観光客とは関係な
い。教訓伝承・防災教育強化（第 7 条、第 46 条、第 47 条の 2）は、住民に対する啓発を
想定している。国民全体への啓発や観光事業者の防災意識向上で関係する。地域防災計画
の策定等への多様な主体の参画（第 15 条）は、地域防災計画策定の際に自主防災組織や学
識経験者を取り込むものである。観光客に関係する事業者や学識経験者が計画づくりに参
画できる可能性がある。国・地方公共団体の防災会議と災害対策本部の役割の見直し（第
11 条、第 14 条）は、防災会議と災害対策本部の役割について述べている。地域防災計画策
定にあたって、従来、都道府県は内閣府と市町村は都道府県知事と事前協議し、承認を得
ることを要した。この改正によって策定後、それぞれ事後報告をすることになった。また、
都道府県地域防災計画の記述事項は内閣府から例示が行われるが、計画策定に都道府県防
災会議の主体性が尊重される。災害の定義の見直しは、観光客への支援とは直接関係しな
いことがわかる。 
 
（９）考察 
 災害対策法制はその存在が確認できる江戸時代末期から現在の災害対策基本法が定めら
れるまで、被害が発生してからの救助とその後の自立支援が骨格となっていた。その対象
も居住者たる住民を見据えての制度設計となっていたことがわかる。 
 開国から第二次世界大戦までの間は、建物の耐震化や地震研究に災害対策の幅を広げて
いるが、社会全体を対象とした動きであり、観光地防災の議論には馴染まない。 
 別の視点では、関東大震災による被害が日本の災害対策史上大きな出来事となっている。
建物の耐震化もこれに連動する形となっている。被害先行型の対応であった。 
 戦後、昭和南海地震や福井地震のような大地震が発生しているが、建築基準の見直しを
する程度にとどまっている。その後、伊勢湾台風での被害を受けて、現在の災害対策法で
ある災害対策基本法が制定されている。災害対策基本法も被害先行型で制定されたことに
なる。 
観光地内の空間や施設の安全確保、観光客の避難先や滞在先の確保、地震災害情報の観
光客への啓発での活用、観光客への警報伝達、観光客の避難誘導、という視点でとらえた
時、観光客が利活用する施設の安全性は、一定規模以上の建築物から重点的に耐震化を図
るような法制度の整備が徐々に進んでいる。また、観光客への情報提供も充実する方向で
災害対策基本法の改正に反映されていることがわかる。しかし、避難先や滞在先について
は、あくまでも地域住民を視野に入れた制度設計となっている。 
 災害対策法制度の変遷を図 2.3 に示す。 
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図 2.3 災害対策法の変遷 
 
 
２．２．３ 本節の小括 
 災害対策法制はその存在が確認できる江戸時代末期から現在の災害対策基本法が定めら
れるまで、被害が発生してからの救助とその後の自立支援が骨格となっていた。その対象
も居住者たる地域住民を見据えての制度設計となっていた。開国後から第二次世界大戦ま
での間は、建物の耐震化や地震研究に災害対策の幅を広げているが、社会全体を対象とし
た動きであり、観光地防災の議論には馴染まない。一方、別の角度から見ると、関東大震
災による被害が日本の災害対策史上大きな出来事となっている。建物の耐震化もこれに連
動する形となっていた。いわば被害先行型の対応となっていた。 
 戦後、昭和南海地震や福井地震のような大地震が発生しているが、建築基準の見直しを
する程度にとどまっている。その後、伊勢湾台風での被害を受けて現在の災害対策法であ
る災害対策基本法が制定された。つまり同法も被害先行型で制定されたことになる。 
 本節では、主に同法施行後を取り上げてきた。観光客が利活用する施設の安全性、観光
客への災害情報の提供、観光客への避難先の確保、観光客の当面の滞在先の確保という視
点でとらえた時、観光客が利活用する施設の安全性は、一定規模以上の建築物から重点的
に耐震化を図るような法制度の整備が徐々に進んでいる。また、観光客への情報提供も充
実する方向で災害対策基本法の改正に反映されていることがわかる。 
災害対策基本法の条文の中には、国、都道府県、市町村、指定公共機関と住民等が登場
する。この中の「住民等」とは、法第 7 条で、地方公共団体の区域内の公共的団体、防災
上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する責務を有する者、災害応急対
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策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者、地方公
共団体の住民、となっている。また、第 61 条で避難の対象となる人を居住者等と呼んでい
る。つまり観光客という特別の概念は存在しない。観光客を災害時の支援対象から排除す
るものでもない。 
災害対策法制と観光客の保護との関連を図 2.4 に示す。 
 
 
 
図 2.4 災害対策法制と観光客の保護 
 
避難先や滞在先については、あくまでも地域住民を視野に入れた制度設計となっており、
観光客の保護という観点からは具体的なものが読み取れない状況になっていた。平成年代
に発生した震災においても、問題が表面化したものについて法制問題として取り上げられ、
避難に対する考え方が見直されているのとともに、保護の対象を細分化する傾向が法改正
の中に出ている。 
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２．３ 防災基本計画と観光客対策 
２．３．１ 災害対策基本法に基づく計画 
（１）防災計画の考え方 
災害対策基本法は、防災関係法規の中でも一般法であり、先に存在していた災害救助法
や水防法などを特別法として位置づけ、これら特別法を調整する機能を期待している9。 
同法はその総合調整の手段として、防災基本計画、防災業務計画、都道府県地域防災計
画及び市町村防災計画の策定を求めている。防災基本計画は政府に置く中央防災会議で定
め、防災業務計画は同法に基づき、防災基本計画を上位計画として、各省庁と郵政、電力、
旅客鉄道会社などの指定公共機関が定める。都道府県地域防災計画は同法に基づき、防災
基本計画を上位計画とし、都道府県に置く都道府県防災会議で定める。市町村地域防災計
画は、同法に基づき、防災基本計画と都道府県地域防災計画を上位計画として、市町村に
置いた市町村防災会議で定める。 
これらの防災計画は法定計画であるため、国、指定行政機関（府省庁）、地方（都道府県。
市町村）、指定公共機関のほぼすべてがこれを策定している。一方、その内容がどこまで詳
細に述べられているか、計画をどこまで具体的に運用しているか、といった視点になると
各々で対応が違ってくる。 
地震防災に限らず災害対策はすべての行政分野が関係して総合的な対応が求められる10。
災害対策基本法では、災害予防及びその実施責任が第 46 条に定められている。災害予防と
しては、防災に関する組織の整備に関する事項、防災に関する教育及び訓練に関する事項、
防災に関する物資及び資材の備蓄、整備及び点検に関する事項、防災に関する施設及び設
備の整備及び点検に関する事項、災害が発生した場合における相互応援の円滑な実施及び
民間の団体の協力の確保のためにあらかじめ講ずべき措置に関する事項、要配慮者の生命
又は身体を災害から保護するためにあらかじめ講ずべき措置に関する事項、これらのほか、
災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等の改善に関する
事項について災害の発生又は拡大を未然に防止するために行うものとしている。 
実施責任としては、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長そ
の他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害予防の
実施について責任を有する者は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害予防を実
施しなければならない。 
ここまでは、都市計画手法による規制指導や都市整備などの施策と必ずしもリンクして
いない可能性がある。先行研究でも、藤村（1962）、室崎（1999）や青山（2004）などが
ハード面の対策を重視していないという見方をしているが、ハード面での対策を評価する
                                                   
9 第 39 回臨時国会自治大臣答弁による。 
10 藤村重任：「防災政策の動向と問題点‐特に行政体制について」『水利科学』６（5）， 
pp.1-15，1962. 
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意見の研究は出ていない。また、今井（1961）、風間（2002）では災害対策基本法に総合調
整力を期待している。これを考慮すると、問題が表面化していない観光客への支援に関し
ては、国として十分な対策が取れるとしているか、地方公共団体や指定公共機関のいずれ
かが的確に対応するものと解釈している可能性がある。 
2013 年 6 月 17 日の法改正により、地域防災計画改定の際に、それぞれの策定主体によ
る従前の事前協議制から事後報告に移行した。とりわけ、従来は内閣府の意向が強く表れ
た都道府県地域防災計画については、その記述内容の自由度が高まったことになる。 
ここで要点をまとめると、次のとおりである。 
ａ）防災計画は、災害対策基本法に基づき、総合的な災害対策を取り扱うことが期待さ
れる。観光施策を担当する部門もこの計画に参画している。 
ｂ）地域防災計画の策定や改定には、従来、都道府県は内閣府に、市町村は都道府県知
事に事前協議をすることになっていた。2013 年に事後報告制に変わったため、地域の実
情が取り込みやすい制度になっている。 
防災基本計画と観光客対策の関連を図 2.5 に示す。 
 
図 2.5 防災基本計画と観光客対策 
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（２）防災基本計画（中央防災会議） 
中央防災会議が定める防災基本計画の記述内容は概念的である11。それでも東日本大震災
の前、2010 年２月改正の時点で津波警報の伝達の対象として、観光客を明記している。  
2018 年時点では、第１節「災害発生直前の対策」の中の「津波警報等の伝達」の項目で、
「津波警報、避難勧告等の伝達に当たっては、走行中の車両、運行中の列車、船舶、海水
浴客、釣り人、観光客等にも確実に伝達できるよう、防災行政無線、全国瞬 時警報システ
ム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を 含む。）、携帯電話（緊
急速報メール機能を含む。）、ワンセグ等のあらゆる手 段の活用を図るものとする12。」と、
同計画の中に唯一の記述がある。警報伝達に関しては、明記されていることになる。 
防災基本計画は、下位の計画である防災業務計画、都道府県地域防災計画や市町村地域
防災計画に反してはならない。よって、下位計画についても調査する。 
 防災基本計画での観光客に関する記述の体系を図 2.6 に示す。 
 
 
図 2.6 防災基本計画での記述 
 
（３）指定行政機関の防災業務計画 
指定行政機関（中央省庁を対象とする。）が定める防災業務計画は、所掌事務に関連する
事項を対象とする。このうち、災害時における観光客の保護・支援に関しては内閣府、総
                                                   
11 中央防災会議：「防災基本計画（平成 26 年 1 月）」, 2014. 
12 中央防災会議：「防災基本計画（平成 26 年 1 月）」（第３編津波対策編）,  
第２章災害応急対策, pp.123-124, 2014. 
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務省、国土交通省の防災業務計画に記述が確認できた。 
「内閣府防災業務計画」では、地震防災上必要な教育及び広報に関する措置の項目で、「政
策統括官（防災担当）は、東南海地震と南海地震が数時間から数日の時間差で発生するこ
とによる被害の拡大を防ぐため、両地震が連続して発生した場合に生じる危険について周
知するなど、住民や現地の地理に不案内な観光客等の意識の啓発に努める13。また、「政策
統括官（防災担当）は、明治三陸地震のような、地震の揺れのわりに大きな津波を発生さ
せるいわゆる「津波地震」に関する知識の普及や、津波に対する心得についての広報など、
住民や現地の地理に不案内な観光客等の意識の啓発に努める14。」と述べている。 
東南海地震、南海地震特別措置法を受け、ここでも津波による被害拡大防止を意識した
記述になっている。 
「総務省防災業務計画」では、放送の確保のための要請の項目で、「内部部局及び南海ト
ラフ推進地域総合通信局等は、放送事業者（南海トラフ推進地域において放送するものに
限る。以下この章において同じ。）に対し、緊急警報放送及び緊急地震速報の活用を含め、
非常災害時における放送の確保に関する要請を行うものとする。 
内部部局及び南海トラフ推進地域総合通信局等は、南海トラフ推進地域内の居住者等及
び観光客等に対して、放送事業者が、各計画主体と協力して、次に掲げる情報の正確かつ
迅速な提供に努めることに留意するよう要請するものとする。①大きな揺れを感じたとき
は津波警報等が発表される前であっても津波に対する注意を払うよう促すための情報、② 
津波警報等、③被害に関する情報、④交通に関する情報、⑤ライフラインに関する情報、
⑥防災関係機関や居住者等が津波からの円滑な避難を行うために必要な情報、(3)（省略）15。」
と述べている。ここでも南海トラフ地震を念頭に、津波による被害拡大を意識した記述に
なっている。同省は放送事業や電気通信事業の監督を行う立場である。外局ではる消防庁
は、火山災害に関して防災知識普及の観点から、観光客をその対象に取り込んでいる16。 
「国土交通省防災業務計画」では、避難対策等の項目で、「平野部などにおいて活用でき
る津波避難ビルについて検討を行うものとする。津波災害に対するハザードマップ等を作
成し、危険箇所、避難地、避難路の周知を図るものとする。この場合、地方公共団体に技
術的助言を行うものとする。観光客や港湾における就労者、漁業従事者等の避難誘導計画
を作成するものとする17。」、行を変えて、「平野部などにおいて活用できる津波避難ビル及
                                                   
13 内閣府：「内閣府防災業務計画」,p44，2013. 
14 内閣府：「内閣府防災業務計画」,p46，2013. 
15 総務省：「総務省防災業務計画」,p25，2001. 
16 消防庁：「消防庁防災基本計画」,p33，2015.では、第４節災害予防、１ 防災知識の普及
で「火山災害に関する正しい知識を広く住民、観光客等に普及浸透させるため、火山活動
や火山災害対策に関する教育施設等の整備を支援するとともに、次の事項に重点を置いて
啓発に努める．」と記述している。 
17 国土交通省：「震災対策」，p61，2014. 
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び人工高台の整備等について検討を行うものとする。津波災害に対するハザードマップ等
を作成し、危険箇所、避難地、避難路の周知を図るものとする。この場合、地方公共団体
に技術的助言を行うものとする。観光客や港湾における就労者、漁業従事者等の避難誘導
計画を作成するものとする18。」、さらに、「平野部などにおいて活用できる津波避難ビルに
ついて検討を行うものとする。津波災害に対するハザードマップ等を作成し、危険箇所、
避難地、避難路の周知を図るものとする。この場合、地方公共団体に技術的助言を行うも
のとする。観光客や港湾における就労者、漁業従事者等の避難誘導計画を作成するものと
する19。」と述べている。 
国土交通省は国土政策、河川、港湾、道路、鉄道、航空に関する行政のほか、気象庁、
観光庁及び海上保安庁を抱え、観光客との関連性も深い。したがって、抽出した文章にも
これらに関係する言葉が散りばめられている。 
ここで抽出した文章では、南海トラフ巨大地震を具体的にイメージしたものになってい
る。これは被害想定を立てるための想定地震が南海トラフ地震であるからであって、それ
以外の地震被害を排除する理由はないため、南海トラフ巨大地震以外の大震災にあっても
必要な体制を取るものと解釈する。 
国としては大地震発生時に必要な対策を取るとしても、その内容は必ずしも明確になっ
ていない。最近の震災対策を振り返っても、被災地を抱える市町村や都道府県の動向を待
って動くということである。 
 
 
２．３．２ 防災関連の法令や国での議論 
観光地において都市計画及び建築基準上を介した地震対策であるが、建築物の耐震改修
の促進に関する法律（耐震改修促進法）で、店舗、旅館のような不特定多数の人が利用す
る建築物のうち大規模なものについて、耐震診断を行い報告することを義務付けし、その
結果を公表する規定となっていた。都市計画では、都市施設整備や市街地整備で防災性を
考慮した空間確保を個々の効果として表現している。 
また、帰宅困難者に関して、内閣府（防災担当）及び東京都が、首都直下地震発災時に
おける帰宅困難者等対策について、東日本大震災の教訓を踏まえ、国、地方公共団体、民
間企業等が、それぞれの取組に係る情報を共有するとともに、横断的な課題について検討
するための協議会として、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会を設置している。 
2015 年には、内閣府（防災担当）が「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイド
ライン（平成 27 年３月）」を公表している。 
 
 
                                                   
18 国土交通省：「震災対策」，pp.70-71，2014. 
19 国土交通省：「震災対策」，p61，2014. 
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２．３．３ 本節の小括 
中央防災会議が出す「防災基本計画」は基本計画であるが、「津波警報等の伝達」の項目
の中で観光客への避難呼びかけを記している。府省庁における防災業務計画では記述内容
に具体性が出てくる。所管業務の延長として、観光客への災害情報の伝達と観光客への避
難誘導に関する記述がある。その内容は、災害対策基本法第３条の条文に沿った内容であ
り、かつ、防災基本計画の記述を踏襲している。観光客を危険な場所から退出するように
情報伝達することや、必要に応じて避難する場所を提供するところまでは読み取れる内容
である。但し、観光客の避難先確保にあたって、避難者の収容力（数値的な根拠）を確保
するところまでは求めてはいない。 
検討項目の「事前啓発」は災害対策基本法第 47 条２と第 48 条が該当するが、これは地
域住民を対象とした防災の教育・訓練の規定であり、観光客にそのまま適用できる内容で
はない。「警報伝達」は、同法第 60 条から 61 条３が該当する。ここは危険な場所からの退
避を意味しており、観光客にもそのまま適用できる規定である。都道府県でも一般化して
いれば対応済みと解釈する。「避難誘導」については、同法第 60 条から 61 条３が該当する
も、具体的な経路指示ではないため、さらに調査を行う。「安全対策」については、同法第
8 条三で耐震化について触れているも、具体的に観光施設を耐震化する内容ではない。「避
難先確保」については、同法第 49 条４から 13 が該当するが、観光客を特出していないた
め、さらなる調査を行う。「関係者調整」については同法でも推奨しているところであるが、
具体的な調整の有無の調査を行う。 
災害対策法制と観光客の保護の関係を図 2.7 に、また、国による観光客の保護を図 2.8 に
示す。 
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図 2.7 災害対策法制と観光客の保護 
 
 
図 2.8 国による観光客の保護 
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２．４ 都道府県の地域防災計画及び震災対策条例と観光客 
２．４．１ 都道府県地域防災計画 
（１）災害対策基本法上の動き 
都道府県地域防災計画は法第 40 条に定めがある。都道府県防災会議は、防災基本計画に
基づき、当該都道府県の地域に係る都道府県地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県地
域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。
この場合において、当該都道府県地域防災計画は、防災業務計画に抵触するものであって
はならないとされる。 
指定行政機関防災業務計画の記述は都道府県地域防災計画にも影響する。国土交通省防
災業務計画では、地域防災計画の作成の基準として章を設けている20。 
以下、同条 2 項における都道府県地域防災計画の考え方について述べる。 
法第 2 項第 1 号では、当該都道府県の地域に係る防災に関し、当該都道府県の区域の全
部又は一部を管轄する指定地方行政機関、当該都道府県、当該都道府県の区域内の市町村、
指定公共機関、指定地方公共機関及び当該都道府県の区域内の公共的団体その他防災上重
要な施設の管理者（次項において「管轄指定地方行政機関等」という。）の処理すべき事務
又は業務の大綱について述べている。 
法第 2 項第 2 号では、当該都道府県の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のため
の調査研究、教育及び訓練その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又
は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並び
に災害復旧に関する事項別の計画を定めることを述べている。 
法第 2 項第 3 号では、当該都道府県の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要す
る労務、施設、設備、物資、資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計
画を定めることを述べている。 
法第 3 項では、都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たっては、災
害が発生した場合において管轄指定地方行政機関等が円滑に他の者の応援を受け、又は他
の者を応援することができるよう配慮するものとするよう述べている。 
法第 4 項では、都道府県防災会議は、第一項の規定により都道府県地域防災計画を作成
し、又は修正したときは、速やかにこれを内閣総理大臣に報告するとともに、その要旨を
公表しなければならないと述べている。 
法第 5 項では、内閣総理大臣は、前項の規定により都道府県地域防災計画について報告
を受けたときは、中央防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該
都道府県防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすることができると述べている。 
法第 41 条では、都道府県が他の法令の規定に基づいて作成し、又は協議する次に掲げる
                                                   
20 国土交通省：「国土交通地域防災計画の作成の基準」，『国土交通省防災業務計画』
pp.304-319, 2006. なお、1018.9. の修正でも観光客については触れていない。 
2-28 
 
21防災に関する計画又は防災に関連する計画の防災に関する部分は、防災基本計画、防災業
務計画又は都道府県地域防災計画と矛盾し、又は抵触するものであってはならないと述べ
ている。 
これらの条項のうち、第 4 項では、都道府県地域防災計画を策定したら内閣総理大臣に
報告することになっている。これは東日本大震災後における災害対策基本法第一弾改正の
時に、それまで「協議」していたものを「報告」に変えたものである。従前の都道府県地
域防災計画は国との協議を重視し、都道府県の自主性・主体性を十分発揮できなかった可
能性がある。しかし、報告制としたことでこうした制約はなくなった。 
 
（２）地域防災計画で示した観光客支援 
熊谷ら22によると、1997 年当時の都道府県が策定する 30 の地域防災計画の内、観光客の
防災に関する記述があったのは、10 であったとしている。本研究では 47 都道府県の地域防
災計画中、40 で観光客に関する記述を見ることができる。 
都道府県地域防災計画は、国の計画との整合性が求められる。観光客に関する記述で「啓
発」、「情報伝達」、「避難誘導」に関連する語句が国の防災業務計画に記載されている。こ
こでは都道府県地域防災計画の共通編、震災対策編及び津波対策編の中でこれらの語句の
反映状況と、観光客支援に適用できるそれ以外の特徴を調べた（表 2.9 参照）。 
 
表 2.9 都道府県地域防災計画の特徴23 
掲載項目 啓発 警報 誘導 避難先 
都道府県数 
（比率％） 
２１ 
（45％） 
３９ 
（83％） 
３０ 
（64％） 
３５ 
（74％） 
                          （2014.12.末現在） 
「啓発」、「情報伝達」、「避難誘導」の使用例を挙げる。 
ａ）「啓発」の記載例 
特に、海水浴シーズン、観光シーズンにおいては、津波に対する心得や当該地域の津
波の危険性等についての啓発を実施する。…一般住民、観光客、海水浴客、釣り客等24 
ｂ）「情報伝達」の記載例 
沿岸市町村は、住民等に対する大津波警報・津波警報・津波注意報の伝達手段として、
走行中の車両、運行中の列車、船舶、海水浴客、釣り人、観光客等にも確実に伝達でき
                                                   
21 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関
する法律 （昭和 55 年法律第 63 号）第 2 条第 1 項 に規定する地震対策緊急整備事業計画
など。 
22 熊谷良雄，小野祐介，中野孝雄：「観光地の防災対策に関する現状分析」，『地域安全学会
論文報告集』，地域安全学会，pp.414-419, 1998. 
23 詳細は付録 第 2 章資料 別表 2.1 を参照のこと。 
24 青森県：「青森県地域防災計画（地震・津波災害対策編）」p69 
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るよう、防災行政無線、北海道防災情報システム、全国瞬時警報システム、テレビ、ラ
ジオ、携帯電話、ワンセグ等のあらゆる手段活用を図るとともに、海浜地での迅速かつ
確実な伝達を確保するため、サイレン、広報車等多様な手段を整備する25。 
ｃ）避難誘導の記載例 
帰宅困難者、観光客等地区外の避難者の避難に資するため、標識の共通化、誘導標識、
案内板等の設置に努めること26。 
 
防災基本計画にも記載された津波警報をはじめとした「情報提供」や指定行政機関防災
業務計画に記載された観光客への「啓発」、「避難誘導」については都道府県地域防災計画
本文に概ね記載されていた。防災業務計画よりも具体的な記述方法としては、標識表示の
整備や災害時の対応を書いたパンフレットの配付といった啓発方法の具体策を掲示した事
例がある。また、都道府県防災会議の構成員になっていない日本旅行業協会や全国旅行業
協会との連携を記載した例も出てきた。観光客の収容避難先の確保に触れた記載例もある。 
本研究に着手した 2012 年度時点では、岩手県での標識表示の啓発事例があった程度で、
ほとんどの都道府県が防災業務計画の記述に留まっていた。都道府県地域防災計画は、修
正にあたり内閣総理大臣と協議をする規定だったのが、報告をする規定に変わったことが
影響している可能性がある。観光客に関する記載も、管下市町村や業界団体に要請する内
容の記述を含めて 10 の県に及んだ。 
 
 
２．４．２ 都道府県震災対策条例 
（１）都道府県震災対策条例の制定状況 
基本的に計画は、策定に関与した主体以外の責務が規定できない。観光地における震災
の予防に関しては、地域防災計画だけでなく、個別の防災関連施策が適正に施行されて効
果を生む。従前から建築基準法や消防法などの法令が機能しているが、総合的な震災対策
施策を展開するには、都道府県が議会の議決を経て、震災対策に関する条例を制定する方
法があるが、2014 年時点では 23 都県で制定していた（表 2.10 参照）。 
 
                                                   
25 北海道：「北海道地域防災計画（地震・津波防災計画編）」p57, 2014. 
26 栃木県：「栃木県地域防災計画（震災対策編）」p442, 2014. 
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表 2.10 都道府県における震災対策基本条例 
都道府県 条例名称 公布 施行 記述 
静岡県 静岡県地震対策推進条例 H8.3.28 H8.4.1 なし 
東京都 東京都震災対策条例 H12.12.22 H13.4.1 ※1 
埼玉県 埼玉県震災予防まちづくり条例 H14.3.29 H14.7.1 なし 
三重県 三重県防災対策推進条例 
（H21.3.25 全部改正） 
H16.3.23 H16.4.1  
愛知県 愛知県地震防災推進条例 H16.3.26 H16.4.1  
岐阜県 岐阜県地震防災対策推進条例 H17.3.23 H17.4.1  
香川県 香川県防災対策基本条例 H18.7.15 H18.7.15  
宮崎県 宮崎県防災対策推進条例 H18.9.19 H18.9.19 ※2 
愛媛県 愛媛県防災対策基本条例 H18.12.19 H18.12.19  
鹿児島県 鹿児島県防災対策基本条例 H19.12.15 H20.4.1 なし 
岡山県 岡山県防災対策基本条例 H20.3.18 H20.3.18  
和歌山県 和歌山県防災対策推進条例 H20.3.24 H20.4.1  
高知県 高知県南海地震による 
災害に強い地域社会づくり条例 
H20.3.25 H20.4.1 ※3 
宮城県 宮城県震災対策推進条例 H20.10.23 H21.4.1  
広島県 広島県防災対策基本条例 H21.3.24 H21.3.24  
大分県 大分県減災社会づくりのための県民
条例 
H21.3.30 H21.4.1 なし 
北海道 北海道防災対策基本条例 H21.3.31 H21.4.1 なし 
鳥取県 鳥取県防災及び危機管理に関する基
本条例 
H21.7.3 H21.7.3 なし 
岩手県 みんなで取り組む防災活動促進条例 H22.10.15 H23.4.1 なし 
徳島県 徳島県南海トラフ巨大地震等に係る 
震災に強い社会づくり条例 
H24.12.21 H24.12.21  
神奈川県 神奈川県地震災害対策推進条例 H25.1.11 H25.4.1  
長崎県 みんなで取り組む災害に強い長崎県
づくり条例 
H25.3.29 H25.4.1 ※4 
千葉県 千葉県防災基本条例 H25.12. H26.4.1  
    （公布日を基準に整理）  
注）記述がない場合は「なし」と表示した。 
記述欄が空欄の場合、条例化はしていないが帰宅困難者として取り扱っていた。 
※1 東京都：観光客は帰宅困難者として通勤、通学、買物などでの来訪者とともに支援
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対象とし、東京都帰宅困難者対策条例（H24.3.30 交付、H25.4.1 施行）で具体的対応を
決めていた。 
※2 宮崎県：帰宅困難者等災害により交通機能等が停止し、速やかに帰宅することが困
難となった者及び観光等の旅行の途中で目的地に到着することが困難となった者をいう。 
※3 高知県：居住者等 居住する者、通勤する者、通学する者、観光等で一時滞在する
者及び通過する者をいう。 
※4 長崎県：（観光施設等の利用者の安全の確保）第 15 条 観光施設、宿泊施設（農林
漁村体験民宿業の施設を含む。）その他観光に関する施設を所有又は管理する者は、当該
施設の利用者に対して、災害に備えて、あらかじめ、避難場所及び避難経路を教示する
よう努めるとともに、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、災害等に関す
る情報の提供、避難場所への誘導等を行うよう努めるものとする。 
（旅行者の安全の確保）第 32 条 県は、旅行者の安全を確保するため、市町及び防災関
係機関と連携して、県内外の観光地等における災害の発生の状況に関する情報の提供、
災害時の避難場所への誘導等に資する環境の整備を図るものとする。 
 
 本研究では、観光地あるいは観光地を含めた都道府県の地域で、法律の上乗せや横出し
による震災からの安全確保の取組みを確認していった。 
特徴的だったのは、徳島県の「徳島県南海トラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づく
り条例」で、第 55 条から第 61 条までで特定活断層調査区域における土地利用の適正化等
で、一定規模以上の開発に際して、活断層の調査を行い、活断層直上での建築を避けさせ
るものである。実効性を担保するために県職員が立ち入りを行い、状況によっては改善の
勧告を出せる規定がある。しかし、遵守しなかった場合には、その内容を公表するにとど
まる。静岡県では、建築の耐震設計に際して、国土交通省が告示した地域係数 1.0 に対して、
1.2 を確保するように指導している。「静岡県地震対策推進条例」を見ると、第 15 条で既存
建築物の耐震性の向上について述べている他、地震対策の基本的な考え方を述べているが、
施行規則を含めて、地域係数に言及した条文は存在していない。前文には、「県民は、「自
らの命は自ら守る」「自らの地域は皆で守る」という地震対策の基本に立ち、家庭や事業所
における地震対策、地域における住民相互の協力による防災活動を行う必要がある。」とい
う理念がある。東海地震の発生を地域住民自身が意識したことで、このような条例に結び
つき、行政指導としての地域係数の割増しをも受け容れているものと考えられる。 
 
（２）都道府県の震災対策行動計画 
都道府県で震災対策の行動計画を策定しているのは 2014 年時点で 11 都県あった。 
埼玉県は東京都と共に首都圏九都県市首脳会議に参画し、防災・危機管理対策委員会に
おいて帰宅困難者対策に着手している。首都圏の都市部では、観光客に限らず、多方面か
らの来訪者があるため、当該都県の危機管理部門でも都市部の帰宅支援で観光客を特化す
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る必要性は感じてはいない。 
静岡県は 2014 年 3 月に「平成 25 年度観光地防災対応力緊急点検事業報告書」を公表。
また、以前から独自に「ふじのくに防災士」の資格制度 を持つほか「防災地域連携」を展
開、東海地震の前提での対応となっていた。奈良県は 2006 年 4 月に「地震アクションプロ
グラム」を策定し、その中で観光客の帰宅支援を記述していた。熊本県は「熊本県統合型
防災情報システム」を構築し、ホームページを経由して誰でも閲覧が可能であった。秋田
県は「観光客等の防災対策」ガイドラインを 2015 年 3 月に策定している27。滋賀県は 2015
年 6 月に京都府とともに「観光・防災 Wi-Fi ステーション整備事業」28を指定している。山
梨県は特に規定はなし。 
概して地域防災計画に観光客の記述をしてない都道府県でも、実際には観光客支援に取
り組んでいることがわかった。（表 2.11 参照）。 
 
表 2.11 都道府県の行動計画 
都県名 都道府県行動計画 
宮城県 震災対策アクションプラン（2003） 
東京都 東京都震災対策事業計画（2002） 
山梨県 やまなし防災アクションプラン（2003） 
静岡県 静岡県地震対策アクションプログラム（2006） 
愛知県 あいち地震対策アクションプラン（2002） 
岐阜県 岐阜県緊急アクションプログラム（2002） 
三重県 三重地震対策アクションプログラム（2002） 
滋賀県 地震防災プログラム（2004） 
奈良県 地震アクションプログラム（2006） 
和歌山県 地震防災対策アクションプログラム（2004） 
徳島県 徳島県地震防災対策行動計画（2006） 
                      （2014 年末現在） 
 
 
２．４．３ 観光客を対象とした防災項目 
地震に都市計画上の規制や建築物の耐震性強化を制度化した事例を、地方自治体のポー
タルサイトで調査した。その結果、地盤については、建築物を保全するための基礎地盤の
安定性確保についての規定はあるが、屋外の地盤改良を義務付ける規定は存在しなかった。 
地震対策として徳島県条例のような条例を持つ自治体は都道府県では他に類がなく、市
                                                   
27 秋田県：「観光客等の防災対策」ガイドライン（平成 27 年 3 月）, 2015. 
28 総務省が認定する事業である。 
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町村では西宮市に条例があった。観光地に特化したものではないが、開発に際して活断層
の存在を開発者に意識させる意図があった。 
建築物の安全性確保については、地域別係数を引き上げる静岡県と同様の事例を調査し
た。その結果、活断層が分布する都心部において、地域別係数を 0.8から 1.0に引き上げ
る福岡市が浮上したがこれは福岡市条例に基づくものであった。活断層上の建築を回避す
る土地利用の地区計画を定めた横須賀市の事例にも行きついたが、この事例は横須賀市が
決定する地区計画で、土地利用も研究施設エリアで観光地とは関連がなかった。 
観光地の安全確保にかかる取組に限定せずとも、震災対策を土地利用や規制強化につな
げた事例は、都道府県はもとより、市町村ともに一般化には至っていない。それでも地震
防災情報でもストックされた情報によって地域の安全性向上に生かしている事例が存在し
たことになる。 
観光客を含む来訪者の避難支援については、内閣府（防災担当）及び東京都が、首都直
下地震発災時における帰宅困難者等対策について、東日本大震災の教訓を踏まえ、国、地
方公共団体、民間企業等が、それぞれの取組に係る情報を共有するとともに、横断的な課
題について検討するための協議会として、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会を設置し
た。被災観光客の受け入れに関しては、東京都が帰宅困難者対策を条例に規定している 。
前向きな対応を見る一方で、指定避難所での受け入れをしている自治体が存在する中、異
なる対応が並立することがわかる。 
 
 
２．４．４ 本節の小括 
観光客への災害情報の提供については、国の防災業務計画にも記述が確認できることも
あり、34 の都道府県地域防災計画にその記述を確認することができた。 
観光客の避難についても 34 の都道府県地域防災計画にその記載が確認できた。その中身
は都道府県によって手段が異なっている。危険な箇所からの退避を促すもの。避難経路を
示すような事例もあったが、津波浸水被害から逃れるための高台への経路示すもの。帰宅
困難者としての避難先を示すものであった。 
ところで、地震防災情報を活かして開発行為に際して活断層直上での建築を回避させる
取組みや、建築の耐震設計を割増しさせる取組みをしている自治体も都道府県と市町村を
通して５つの例を確認した。先進的な取組を行う自治体が存在しつつも、いずれも強制力
を駆使するところではない。また、全国に波及する機運までは高まっていない。 
しかし、地域の意識が高まれば、都道府県という範囲でも耐震設計値の上乗せや活断層
の建築回避という行動に結び付けられるとも解釈できる。まずは合理的な理由と明確な数
値基準の提供が必要と考えるところである。 
検討項目としては、「事前啓発」は地域防災計画の中で扱っていない都道府県もあり、手
薄になっている可能性を裏付けた。「警報伝達」は、地域防災計画での記述も進んでおり、
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実際に対応は進んでいるものと解釈する。「避難誘導」に関しては、地域防災計画で取り上
げた都道府県でも、その内容に具体性がないため、さらに検証を要する。「安全対策」につ
いても、観光地の施設を特出するものではない。「避難先確保」は、取り上げていない地域
防災計画があるほか、取り上げていても観光客の収容の考え方が異なっていることから、
再検証を要する。「関係者調整」については、地域防災計画の記述では追いきれないため、
さらなる調査を要する。 
都道府県の地域防災計画における観光客対策の関係を図 2.9 に示す。 
 
 
図 2.9 都道府県の地域防災計画における観光客対策 
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２．５ 第２章のまとめ 
２．５．１ 災害対策法制 
（１）災害対策法令上の扱い 
今回の調査では、災害対策法令は、大きな被害を生み出した大災害があって、その被害
分析から制定・改正される傾向があった。災害対策基本法も伊勢湾台風の被害を省みて制
定された。 
 災害対策基本法を含め、我が国の災害対策法制は問題解決型で制定・改正が進められて
いた。例えば、過去の震災で社会問題化したものについては、その対策を法改正に反映さ
せていることがわかった。地震防災体制の推進、災害時における交通の規制、地震に対す
る調査研究の推進、保護対象の細分化（要支援者保護）のように、震災発生後、社会問題
となったものについては、その対策を踏まえて法律改正に反映させていることがわかった。 
 災害対策基本法の条文を調べると、国、都道府県、市町村、指定公共機関と住民等が登
場する。この中の「住民等」とは、法第 7条で、地方公共団体の区域内の公共的団体、防
災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する責務を有する者、災害応急
対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者、地方
公共団体の住民、となっている。また、第 61条で避難の対象となる人を居住者等と呼んで
いる。つまり観光客という個別の分類にまではなっていないことがわかった。このことが
観光客を災害時の支援対象から排除するものではないが、現実に支援が行き届くものか、
を明確にするため、実運用面をさらに詳しく調査する。 
観光地において都市計画及び建築基準を介した地震対策については、建築物の耐震改修
の促進に関する法律（平成 7年法律第 123号）（以下、耐震改修促進法という。）で、店舗、
旅館のような不特定多数の人が利用する建築物のうち大規模なものについて、耐震診断を
行い報告することを義務付けし、その結果を公表する規定となっていた。都市計画では、
都市施設整備や市街地整備で防災性を考慮した空間確保を個々の効果として表現している
ことを確認した。 
 
（２）国の施策 
 中央防災会議が出す「防災基本計画」は基本計画であるが、「津波警報等の伝達」の項目
の中で観光客への避難呼びかけを記していた。指定行政機関防災業務計画では記述内容に
具体性が出ていた。所管業務の延長として、観光客への災害情報の伝達と観光客への避難
誘導に関する記述があった。その内容は、災害対策基本法第３条の条文に沿った内容であ
り、かつ、防災基本計画の記述を踏襲していた。観光客を危険な場所から退出するように
情報伝達することや、必要に応じて避難する場所を提供するところまでは読み取れる内容
となっていた。この辺りは、東日本大震災で大津波による被害を受けての対応とみられる。
但し、観光客の避難先確保にあたって、避難者の収容力（数値的な根拠）を確保するとこ
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ろまでは求めてはいないことがわかった。 
現在、法での規定ではないが、首都圏や関西圏の都心部において、管轄する都府県や政
令市を中心に観光客を含む帰宅困難者対策を実施している。これについては、内閣府でも
首都直下地震の対策の一環として、帰宅困難者対策に関する議論が行われ、2015 年には内
閣府が帰宅困難者対策のガイドラインも出していた29。これに従うかどうかは、自治体や関
係者が判断する。 
 
（３）都道府県の施策 
防災基本計画にも記載された警報や避難指示にかかる観光客への伝達については、都道
府県地域防災計画でも一般化していた30。これ以外の災害情報提供について、その内容と伝
達手段は都道府県によって異なっていた。また、観光客をどこに避難させるか、避難先は
観光客の収容に耐えられるか、といった点については、地域住民との区別化や計量的な担
保につながる記述にまでは及んでいない都道府県があることもわかった。避難先が適正に
配置されているか。収容能力を確実に確保できているか。交通機能回復まで観光地に滞在
することが担保できているかという視点では、明確化させる余地があった。 
都道府県地域防災計画、震災対策条例、行動計画を見ても、危険な場所からの観光客へ
の退避呼びかけは規定していた。また、大都市圏の都心部においては、観光客を含む帰宅
困難者対策が始まっている。これは、大都市圏においては、都道府県と政令市が対応を議
論している。東京都においては、帰宅困難者対策を条例に規定しているなど、都道府県レ
ベルで温度差はあるものの対応に動きがみられる。 
静岡県では条例を背景としながら、事実上は行政指導による耐震設計の係数上乗せが定
着している。徳島県では、条例によって一定規模以上の開発に際し、活断層の有無を調査
し、活断層直上での建築物設置を回避する規定を定めていた。この条例も罰則規定は設け
ておらず、あくまでも住民や事業者の自発的な対策を求めるものとなっていた。 
災害対策法制度で考えられる観光客保護の課題を図 2.10に示す。 
                                                   
29 内閣府（防災担当）：「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン（平成 27 
年３月）」, 2015. 
30 内閣府、総務省や国土交通省の防災業務計画にも位置づけがあった。 
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 図 2.10 災害対策法制度で考えられる観光客保護の課題 
 
 
２．５．２ 確認事項 
ここでは、地震災害情報の活用に関すること、観光地の空間や施設の活用に関すること、
観光客を取り巻く関係者との調整に関することについて確認する。 
地震災害情報の活用としては、観光客への啓発での活用、観光客への警報伝達、観光客
の避難誘導を事例とする。 
 観光地の空間や施設の活用としては、観光地内の空間や施設の安全確保、観光客の避難
先や滞在先の確保を事例とする。 
 観光客を取り巻く関係者との調整としては、行政機関同士や観光事業者との調整を事例
とする。 
 
（１）観光客への地震災害情報の提供 
 災害時における地域住民や滞在者への避難は、市町村長の責任であるが、東日本大震災
での大津波被害を経て、津波警報を観光客に伝達する規定は、防災基本計画に記述があっ
た。このため、指定行政機関防災業務計画や都道府県地域防災計画にもそれが反映されて
いた。一方、災害情報提供でも観光客への事前啓発や避難誘導に関しては、防災基本計画
や指定行政機関防災業務計画には記述がなく、都道府県地域防災計画では、その有無や取
扱が都道府県によって異なっていた。 
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（２）観光地内の空間や施設の安全確保 
地盤については、建築物を保全するための基礎地盤の安定性確保についての規定は存在
した。地震対策として都道府県の条例で地盤の調査を義務付けているのは、徳島県のみで
あった31。予測地震に対応する建築物の安全性確保については、全県下の地域別係数を 1.0
から 1.2 に引き上げる静岡県のみであった32。調査時点では、これ以外の類似事例が確認で
きなかったことから、一般化には至っていないことがわかった。 
 
（３）観光客の避難先や滞在先の確保 
東日本大震災後の災害対策基本法改正で、指定緊急避難場所や指定避難所の規定が明確
化した。このため、市町村ではこれらの整備が急がれるところである33。他方、帰宅困難者
対策として滞在施設を確保しようとする動きも並行していた。 
また、観光客の避難先が定量的に確保できているものか、観光地の至近で避難できるも
のか、改めての検証を要すると考える。 
 
 
２．５．３ 課題 
ここでは、第 2章を振返り、観光客への地震災害情報の提供、観光地内の空間や施設の
安全確保、観光客の避難先や滞在先の確保の課題を述べる。 
 
（１）観光客への地震災害情報の提供 
 津波警報を観光客に伝達すること以外の観光客への災害情報提供については、防災基本
計画や指定行政機関防災業務計画には記述がなく、都道府県地域防災計画では、その内容
や手法が都道府県によって異なっていた。したがって、観光地によって観光客への情報伝
達の対応が異なり、取組みに温度差を感じる要因になっていることがわかった。 
 
（２）観光地内の空間や施設の安全確保 
地盤については、建築物を保全するための基礎地盤の安定性確保についての規定はある
が、屋外の地盤改良を義務付けるような規定までは存在しないことがわかった。地震対策
として条例で地盤の調査を義務付けているのも限られていた。予測地震に対応する建築物
                                                   
31 市町村の条例で、地盤の調査を義務付けているのは西宮市であった。 
32 市町村の条例で、活断層に沿った都心部の区域で地域別係数を 0.8 から 1.0 に引き上げ
ているのは福岡市であった。 
33 本文では取り上げていないが、市町村によっては観光地を抱える地域の事情から、観光
客に特化した避難先の確保を工夫していることがわかった。地域防災計画において、特に
観光客が滞留しやすい地区で観光客への避難場所を規定した京都市、奈良市や、参拝客で
混雑した時の避難場所を定量的な計算に基づいて避難場所を確保する計画を立てた太宰府
市の事例があった。 
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の安全性を自治体レベルで上乗せする事例も限られており、一般化まではしていないこと
がわかった。また、法定の基準では予測地震に対応しない地域はなおも存在することがわ
かった。 
 
（３）観光客の避難先や滞在先の確保 
 観光客の避難先が定量的に確保できているものか、観光地の至近で避難できるものか、
改めての検証を要するものと考える。地域防災計画において、観光客への避難場所を規定
することは、全国的に一般化まではしていないことがわかった。 
 
 
２．５．４ 総括 
現在の災害対策法制度は、地域住民（居住者）を基軸にした制度設計となっている。観
光客への警報伝達は一般化している一方、観光客への事前啓発や避難先確保が不明確にな
っている可能性がある。 
 
（１）調査でわかったこと 
 災害対策法制上、観光客も救助や支援の対象にはなっている。 
 観光客への防災啓発で、津波への心得の教示については都道府県地域防災計画でも定着
しつつあること。 観光客の避難について、危険な場所からの離脱を促す記述は都道府県
地域防災計画でも定着しつつある。 
 観光客への警報の伝達に関する記述は、都道府県地域防災計画でも定着しつつある。 
 
（２）疑問点 
 地域住民や帰宅困難者のうち通勤・通学者との特性の違いまでは明らかではない。 
 観光客の避難を促すとしても、具体的にどこに集合し、どの施設に逃げるかという具体
的な対応を求める記述は都道府県地域防災計画でも不明確である。 
このため、観光客が帰宅できる状態になるまでの対応については、都道府県の関係者へ
の確認の他、避難先における観光客の収容力や避難距離の調査が必要になると考える。 
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図 2.11 本章の結論（総括） 
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３．１ 本章の目的と調査方法 
法令制度の調査だけでは把握できない都道府県の実務的な対応状況を知るべく、都道府
県防災担当にアンケート調査を行った。その内容をもとに論述する。 
 
３．１．１ 背景と目的 
（１）背景と目的 
現行の災害対策法制度では避難の計画は市町村長が定めることになっており（災害対策
基本法第 49 条関連、第 56 条関連、第 60 条関連）、保護の対象は避難時要援護者に対する
対応を除いて特段の区別はなく観光客も当然に対象となる。ただ、避難の考え方は市町村
によってその戦略が異なる。市町村によって避難先の呼称が違っている。この点は 2013 年
6 月の法改正で指定緊急避難場所や指定避難所という言葉が定義づけられたが、呼称の修正
に至っていない事例も存在する。 
今回は、観光客の広域移動の特徴を踏まえ、都道府県の防災施策を調査の対象とし、先
に都道府県地域防災計画において、全都道府県には及ばないものの、観光客への事前啓発
や避難誘導情報の提供や観光客の避難や帰宅困難について記載されていることを知った。  
ただ、地域防災計画は抽象的な記述であり、記述がある施策については実際にどのように
行われているのか、記述がない施策には何か理由があるのか、災害対策基本法で観光客を
特段の要援護対象としていない状況にあって、都道府県としてどのようにとらえているの
か知りたいという筆者の意向もあり、都道府県の防災担当者に協力をお願いして調査する
に至った。また、観光地での防災施策に関して都道府県レベルでの規制指導を資料調査に
て掌握したが、見逃しを防ぐために直接担当者に確認した。 
ここでは、災害対策法制度の条文や本文ではわからない都道府県での実務的な対応状況
を把握し、観光客の安全確保を図る上で不足し、補完を要する点を明らかにする。 
 
（２）明らかにする点 
都道府県の対応実態に関して明らかにしたかった点は４点ある。 
１点目は、防災情報の提供を平時から観光客に向けて発信しているか。 
２点目は、地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から他
の地方自治体と調整しているか。 
３点目は、地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から地
元事業者と情報共有のための工夫をしているか。 
四点目は防災情報（ストック情報）を都市計画や建築協定に生かしているか。  
観光客の保護に関して明らかにしたい点は２点ある。 
まず、観光客を観光地内で保護する考え方を、都道府県の防災担当者はどうとらえるか
という点、もう一つが、観光客を保護する観光地防災に都道府県として主体的に関わるべ
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きとの考えについて都道府県の防災担当者はどうとらえるかという点である。 
 
 
３．１．２ 調査の内容と構成 
（１）調査の内容 
ここでは、都道府県における観光客の保護の取り組みを明らかにする。 
調査内容としては、二つのテーマを設定した。 
ａ）観光客への防災情報提供と都道府県間、管下市町村、管下業界団体との調整 
ｂ）観光地防災への都道府県の関わり方  
 
（２）調査方法 
ａ）第１回アンケート調査 
観光客への防災情報提供と都道府県間、管下市町村、管下業界団体との調整について
の調査を、東日本大震災の初期対応に一定のめどがついた 2012 年末に、観光地防災への
都道府県の関わりを調査した（以下、「第１回アンケート調査」という。）。 
この時の調査の概要を表 3.1 に示す。 
 
表 3.1 第 1 回アンケート調査の概要 
調査項目 第１回アンケート 
調査目的  観光客への震災時支援に都道府県が予防段階でどのように取組んでいるの
かを知る。 
調査期間  2012/12 （東日本大震災直後における状況） 
調査対象  47都道府県の防災担当者 
調査方法  郵送 
調査内容  観光客への地震災害情報（ストックされた情報）提供と課題 
 都道府県と市町村間、隣接都道府県との情報内容の調整 
回 収  40通（85.1％) 
 
 
ｂ）第２回アンケート調査 
観光地防災への都道府県の関わり方については、東日本大震災後に多くの都道府県で
行われた地域防災計画の見直しにほぼめどがついたとされる2014年末に調査した（以下、
「第２回アンケート調査」という。）。 
この時の調査の概要を表 3.2 に示す。 
 
表 3.2 第２回アンケート調査の概要 
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調査項目 第２回アンケート 
調査目的  観光客への震災時支援に都道府県が取り組むことについての考え方を知
る。  
調査期間  2014/12（災害対策基本法改正後） 
調査対象  47 都道府県の防災担当者 
調査方法  郵送 
調査内容  観光客の一時退避。観光客の留置き。観光客の帰宅支援について。観光地
防災計画について。 
回 収  23 通（48.9％） 
 
 
（２）構成 
第２節で、2012 年に実施した第１回アンケート調査について述べる。 
ここでは、観光客への防災情報提供と都道府県間、管下市町村、管下業界団体との調整
を対象とする。 
第３節で、2014 年に実施した第２回アンケート調査について述べる。 
ここでは、観光地防災への都道府県の関わりを対象とする。 
第４節で、結論と今後の課題として、観光客の保護にどう向き合うべきかを述べる。 
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３．２ 観光地側での情報共有と観光客への情報提供 
ここでは、2012 年に実施した第１回アンケート調査について述べる。この調査では、観
光客への防災情報提供と都道府県間、管下市町村、管下業界団体との調整を対象とする。 
 
３．２．１ 第１回アンケート調査の概要 
（１）調査内容 
次の点について、都道府県での実際の対応状況を問うた。 
観光客への平常時における防災情報提供の内容と方法 
都道府県間、管下市町村、管下業界団体との調整 
 
（２）調査期間 
2012 年度時点の状況を確認すべく、9 月下旬に郵送し，年末までの返信とした。 
 
（３）調査の相手方 
アンケート票の送付先は、47 都道府県の防災担当者とした。 
震災直後ではあったが、各都道府県の実態を反映させる趣旨から、都道府県名及び担
当者名を伏せる形で協力を得た。 
 
（４）調査の方法 
調査票の回収が容易な郵送調査法とした。 
 
（５）調査項目 
防災情報の提供を平時から観光客に向けて発信しているか。 
地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から他の地方自
治体と調整しているか。 
地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から地元事業者
と情報共有のための工夫をしているか。 
防災情報（ストック情報）を都市計画や建築協定に生かしているか。 
 
（６）回収率 
  調査当時、地域防災計画改定方針が明確になっていなかった都道府県が存在したこと
もあって回収に時間がかかったものの、最終的には 47 都道府県中 40 通（回収率 85.1％）
である。 
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３．２．２ 第１回アンケート調査の設問と回答 
都道府県における地震災害対策の施策の現状調査をもとに、調査結果を検討項目別（事
前啓発、安全対策、関係者調整）に整理して取上げる1。 
 
（１）検討項目：事前啓発に関係するもの 
ａ）防災情報の提供を平時から観光客に向けて発信しているか 
前章で、観光客に対する防災情報の提供は、リアルタイムで行われる避難・誘導情報
と比較して、平時から示される防災情報（ストック情報）について記載している自治体
数が全体からするときわめて少数であることがわかった。この点に関連して、都道府県
の認識を表 3.3 に示す。 
 
表 3.3 観光客に対する事前啓発のための情報提供に関する都道府県の認識 
設 問 回 答 
(観光客への情報提供） 
観光客向けの地震に関する災害情報提供の工夫をし
ていますか。 
有効回答数：36 
“工夫している“     （25％） 
“していない“     (65％) 
“無回答”      （10％） 
（都道府県立施設での観光客に対する情報伝達） 
都道府県立の集客施設で災害情報を観光客に伝達し
ているか。 
有効回答数：13 
“伝達している“   （78％） 
“無回答”      （22％） 
理由・課題 回 答 
観光客に伝達していない理由 
 
“伝達方法の問題”情報提供のタイミング、媒体“、
“法制度上の問題”法令で無規定、表記の全国未統
一”、“消極的理由”市町村対応を期待、施設管理者
対応の期待“ 
観光客への情報周知にかかる課題 
 
“法令の規定がない（4）”、“災害情報にかかる表記
方法が全国統一されていない（10）”、“観光業界や
業界集客施設管理者の協力・理解が得られない
（4）”、”その他（10）”  
 
「観光客に対する情報提供の工夫をしている」と回答した都道府県は約 25％あった。
一方で、過半数の都道府県は「特に意識をしていない」と回答した。また、伝達してい
ない理由については、提供のタイミングや媒体が得られにくいことや、HP やパンフレッ
トの配布といった観光客の自主性に依存するといったもの、市町村や施設管理者の対応
を期待するものや、法令で規定が無いことによるものが挙げられた。中でも法令で全国
的な統一がなされていないことを課題に挙げた自治体が最も多かった。 
 
（２）検討項目：安全対策に関係するもの 
ａ）防災情報（ストック情報）を都市計画や建築協定に生かしているか 
観光地の防災性を高めるため、都道府県として都市計画や建築協定に防災情報を活か
                                                   
1 調査票と回答の詳細については付録の第 3 章資料を参照のこと。 
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しているか、表 3.4 に示す。 
 
表 3.4 都市計画や建築協定への反映 
設 問 回 答 
(都市計画や建築協定への反映) 
災害情報で得られた内容を、都市計画や建築協定な
どの規制誘導で活用していますか。 
有効回答数：32 
“活用している”    （13％） 
“活用や同意基準なし” （68％） 
（都市計画事業での活用） 
防災情報を都市計画事業に生かしているか。 
 
有効回答数：35 
“活かしている”   （26％） 
“活かしていない”  （74％） 
他の指標 
災害（ストック）情報の指標は他の判定指標（例え
ば建物危険度判定や災害認定等）と整合させている
か。 
有効回答数：33 
“整合させている”  （ 3％） 
“整合させていない” （97％） 
理由・課題 回 答 
(活用事例) “特定活断層調査区域の指定により一定規模の
建築物の建築制限を設けている。”、“都市計画同
意に関して防災部局の参画を定めている。”、“木
造密集市街地の解消や防災都市づくり推進の施
策に反映している。” 
 
 
（３）検討項目：関係者調整に関するもの 
ａ）地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から他の地方自治体
と調整しているか 
観光客に対する情報提供の課題として、伝達の方法やタイミング、市町村や観光業界
との関係があげられた。観光客は複数の観光地を周遊行動し、１か所に滞在する時間は
短いといった特性を持つ。周遊行動をする観光客に適切な情報を提供し、安全に避難さ
せるためには、市町村や他都道府県との連携が必要となる。そのため、これらの関係者
と情報を共有し、意識を合わせておくことが不可欠であると考える。表 3.5 に管下市町
村・他都道府県との情報共有の工夫について示す。 
 
表 3.5 管下市町村・他都道府県との情報共有の工夫 
設 問 回 答 
(災害情報の市町村との共有) 
市町村と災害ストック情報を効果的に共有するため
に工夫している点はありますか。（複数回答可） 
有効回答数：37 
 “市町村と会合を設置（6）” 
“市町村向けマニュアル作成（6） 
“市町村と個別の調整を実施（2） 
“特に対応していない（23）“ 
(災害情報の他県との共有) 
他府県と隣接する圏域において、来街者を意識し、
他府県と災害情報を共通化するための調整を行って
いますか。 
有効回答数：13 
“調整を行っている“(46.2％) 
“特に意識していない“(53.8％) 
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ｂ）地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から地元事業
者と情報共有のための工夫をしているか。 
先の設問と同様に、危機管理に民間事業者との連携で、情報を共有し、意識を合わせ
ておくことも不可欠であると考える。そこで、表 3.6 に観光事業者との情報の共有に関す
る調査を示す。 
 
表 3.6 地元事業者との情報共有 
設 問 回 答 
（災害情報の作成） 
災害情報を、行政内部用と一般公開用について目的
の違いから別々に作成していませんか。 
有効回答数：40 
“分けていない”   （100％） 
（業界の参加） 
防災情報整備の際に、保険業界や不動産業界のよう
な民間事業者を参加させているか。 
有効回答数：40 
“参加させていない” （100％） 
（不動産業者への依頼） 
防災情報を顧客に重要事項として通知するよう不動
産業者に依頼しているか。 
有効回答数：36 
“依頼又は指導をしている” 
   （6％） 
（耐震化に関する情報提供） 
地元事業者に建物耐震化のための施工業者の連絡先
提供や助成制度を紹介しているか。 
有効回答数：36 
“紹介している”   （39％） 
設 問 主な意見 
（観光地との情報共有） 
行政と住民。地元事業者が防災意識を共有するため
には，災害情報をどのように整備すれば高い効果が
得られますか。（主な意見） 
 
有効回答数：37 
“地域特性の反映”  
“表記の統一化” 
“表記の平易化” 
“情報の共有化” 
 
 
３．２．３ 第１回アンケート調査の結果考察 
（１）結果 
ａ）防災情報の提供を平時から観光客に向けて発信しているか。 
行政側から観光客に向けた情報提供は積極的には行われておらず、情報提供の課題は、
提供方法（提供のタイミング、媒体、観光事業者の協力）提供内容（全国統一基準、平
易化）が、自治体の担当者で課題として認識されていることが明らかになった。 
ｂ）地域によって観光客の避難ルールや標識の表示に大きな違いが生じないよう、平時
から他の地方自治体と調整しているか。 
管下市町村や隣県との情報共有を行っている事例は存在したが、全国的な広がりには
なっていなかった。観光事業者との情報共有のための一般公開用情報は行政内部用の資
料と同じデータをもとに作成しているため、行政目的で作成したものと一般公開用で作
成しているものとで根幹的な部分では相違ないようになっていた。 
これらを振返ると、自治体単体で工夫できる点については積極的に取り組まれている
が、管下市町村や他都道府県との連携は必ずしも行われてはいない。このため、自治体
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間で避難ルール統一化が行われていない可能性があることがわかった。 
ｃ）地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から地元事業者と情
報共有のための工夫をしているか。 
地元事業者に公開されている防災情報は、行政内部で整備したものと同じ防災情報を使用し
ているため、情報の不一致による問題はないことがわかった。但し、情報提供の内容や方法に
ついての統一基準が存在していないことがネックになっている可能性があることがわかった。 
ｄ）防災情報（ストック情報）を都市計画や建築協定に生かしているか。 
災害情報で得られた内容を、都市計画や建築協定などの規制誘導で活用している自治
体は、有効回答の 12.5％であり、規制誘導として全国には広がっておらず、自治体によ
って防災情報を巡る対応が異なっていることがわかった。 
 
（２）財政指標との比較検討 
財政指標が都道府県の防災対応に影響する場合、国土の安全確保という観点から、財政
的支援策を考える必要がある。そこでここではアンケートで得られた結果を都道府県の財
政指標2と照合させてみた。 
 照合したのは、都道府県管下市町村との調整に関する回答である。市町村と災害ストッ
ク情報を効果的に共有するために工夫している点はありますか。との設問で、”市町村との
会合で決定する”、“市町村向けマニュアルを作成する”、“市町村と個別に調整する”、“特に
なし”との回答と照合した（図 3.1‐図 3.4 参照）。 
 
図 3.1 財政力指数との関係 
 
財政力指数3が高い順では、“市町村との会合で決定する”が 0.61、次いで“市町村
                                                   
2 総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」，2012. 
3 財政力指数は地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除
して得た数値の過去３年間の平均値である。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の
留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるとされる。 
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向けマニュアルを作成する”が 0.52、“市町村と個別に調整する”が 0.45 で“特にな
し”と回答した 0.39 を上回る程度。 
 
図 3.2 経常収支比率との関係 
 
ここでは、経常収支比率との関係を示す4 。“市町村と個別に調整する”と回答した自
治体の経常収支比率平均値が 98.0％と最も高く、“市町村向けマニュアルを作成する”
が 93.9％、“市町村との会合で決定する”93.1％が、“特になし”が 92.7％であった． 
 
図 3.3 実質公債費率との関係 
 
ここでは財政課基準と財政再生基準5との関係を示す。 
財政化基準は 25.0％で、財政再生基準は 35.0％としている。 
                                                   
4 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、経常一般財源のうち、人件費、扶
助費、公債費のように経常的経費に充当されたものが占める割合である。 
5 実質公債費比率は地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の
標準財政規模に対する比率の過去３年間の平均値で、借入金（地方債）の返済額及びこれ
に準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を表す指標である。この数字が小さけれ
ば健全な状態とされる。 
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“市町村と個別に調整する”と回答した自治体の経実質公債費比率は 35.2％と最も高く、
“市町村向けマニュアルを作成する”が 17.6％、“特になし”が 14.7％“市町村との会合で
決定する”11.9％の順に続く。 
 
図 3.4 将来負担比率との関係 
 
 “市町村と個別に調整する”と回答した自治体の経実質公債費比率6は 284.3％と最も高
く、次いで“市町村向けマニュアルを作成する”が 233.2％、“特になし”が 196.0％、“市
町村との会合で決定する”が 190.2％という順番になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
6 将来負担比率は、地方公共団体の一般会計で将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模
を基本とした額に対する比率で、これが高いと将来、財政を圧迫する可能性が高いとされ
る。 
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３．３ 観光客の避難先確保と都道府県の考え方 
ここでは、本研究で主張する次の２点について、４つの設問を作成し、都道府県の防災
担当者はどうとらえるかを調査した。 
観光客を観光地内で保護する考え方について。 
観光客を保護する観光地防災に都道府県として主体的に関わるべきとの考えについて。 
検討項目としては、避難先確保、関係者調整を取上げる。 
 
３．３．１ 第２回アンケート調査の概要 
（１）調査内容 
2014 年末に全都道府県の防災部門担当者に対し調査票を郵送し、新たな概念として観光
地防災計画策定の意義について担当者の意見を求めた。 
 
（２）調査期間 
2014 年 12 月下旬に郵送し、2014 年末時点の状況を記入していただいた。 
 
（３）調査の相手方 
アンケート票の送付先は、47 都道府県の防災・危機管理担当部門の担当者として都道府
県名とあわせて匿名で扱った。 
 
（４）調査方法 
調査票の回収が容易な郵送調査法とした。 
 
（５）調査項目 
４項目（観光客の一時退避、観光客の留置き、観光客の帰宅支援について、観光地防災
計画について） 
 
（６）回収率 
47 都道府県中 29 都道府県の担当者から回答が得られた。回答率は 61.7％であった。 
 
 
３．３．２ 第２回アンケート調査の設問と回答 
都道府県における地震災害対策の施策の現状調査をもとに、調査結果を検討項目別（避
難先確保、関係者調整）に整理して取り上げる7。 
 
                                                   
7 調査票と回答の詳細については付録の第 3 章資料を参照のこと。 
3-12 
 
（１）調整項目：避難先確保に関するもの 
観光地内避難場所の確保に関する都道府県の認識 
ここでは、設問として、２つ用意した。 
「観光地点では、（地震発生直後の）最初の段階における一時退避のための空間を予め観
光地点内又はその至近に確保しておくべき。」、 
「防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客をわざわざ
離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効である。」、 
の２点である。 
まず、「観光地点では、（地震発生直後の）最初の段階における一時退避のための空間を
予め観光地点内又はその至近に確保しておくべき。」との設問に対しては、82％の都道府県
担当者から「そう思う」との賛同を得た。 
その他の意見として、「市町村指定の避難場所で確保済」、「一律の空間を確保すべきでは
ない」、「今後の課題である」といったものがあった（表 3.7 参照）。 
 
表 3.7 観光地内避難させる空間を確保することについての都道府県の認識 
設問 1 回 答 
観光地点では、最初の段階における一時退避のため
の空間を予め観光地点内又はその至近に確保してお
くべきとの考え方について 
有効回答数：23 
“そう思う”         (82.8％) 
“そうは思わない”      (0％) 
“その他”           (17.2％) 
設問 1 の分類 記述内容 
その他 市町村指定避難場所で確保。今後の課題。一律の
空間を確保すべきでない。１０年をめどに検討す
る。 
 
 
 
次に、「防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客をわざ
わざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効である。」
との設問に対しては、86％の都道府県担当者からから「そう思う」との賛同を得た（表 3.8
参照）。 
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表 3.8 観光地内避難させる空間を確保することについての都道府県の認識 
設問 2 回 答 
防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点におい
ては、滞在中の観光客をわざわざ離れた広域避難場
所等に誘導するのではなく、その場に留め置くこと
が有効との考えについて 
有効回答数：23 
“そう思う”         (86.7％) 
“そうは思わない”   (   0％) 
“その他”           (13.3％) 
設問 2 の分類 選択理由 
その他 観光協会と自治体が協力する。県市地域防災計画
で定めている。観光協会や市町村。整備の動きな
し。施設管理者がマニュアル。市町村の方が有効。
地域防災計画を活かす。状況による。管理者が策
定すべき。想定が困難。地区防災計画。管理者が
作成すべき。 
 
（２）検討項目：関係者調整に関するもの 
都道府県防災計画の策定に関する行政の認識をアンケート調査で確認した。 
まず、被災時に観光客を保護・支援することを目的として、観光地点の管理者やこれを
包括するコミュニティに関係市町村を取り込み、都道府県が主導的に「観光地防災計画」
という新たな概念の計画を策定することについては、「そう思う」との回答は 1 割 5 分にも
満たさなかったが、「その他」が 5 割 5 分を占め、その内容も多岐に及んだ（表 3.9 参照）。 
 
表 3.9 観光地防災計画に関する行政の認識 
設問 3 回 答 
被災時に観光客を保護・支援することを目的として、
観光地点の管理者やこれを包括するコミュニティ
(観光協会等)に関係市町村を取り込み、都道府県が主
導的に「観光地防災計画」という新たな概念の計画
を策定することについて。 
有効回答数：23 
“そう思う”           (14.8％) 
“思わない”           (29.6％) 
“その他”             (55.5％) 
 
設問 3 の分類 選択理由 
そう思う ・施設管理者の判断による。 
思わない ・避難者が点在することはかえって支障になる。 
その他 ・状況判断による。 
・今後の課題と考えている。 
・指定避難か屋内待避とすべき。 
 
観光客の保護を想定した場合、大災害時には市町村の行政機能が著しく低下することや、
市町村を超えた帰宅支援（幹線道路の復旧、バス輸送手配等）などが必要となることから、
この部分は都道府県が役割として担うべきではないかとの考え方に対しても、多岐にわた
る「その他」の意見が４割を超えた。その一方、「そう思う」という意見も４割近くあり、
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否定的な「思わない」を上回った（表 3.10 参照）。 
 
表 3.10 観光地防災計画に関する行政の認識 
設問 4 回 答 
観光客の保護を想定した場合、大災害時には市町
村の行政機能が著しく低下することや、市町村を
超えた帰宅支援（幹線道路の復旧、バス輸送手配
等）などが必要となることから、この部分は都道
府県が役割として担うべきではないかとの考え方
に対して。 
有効回答数：23 
“そう思う”    （39.3％） 
“思わない”    （17.9％） 
“その他”     （42.8％） 
設問 4 の分類 選択理由 
そうは思わない ・市町村と輸送事業者で対応するべき。 
・市町村と各施設で対応するべき。 
その他 ・県地域防災計画でも規定している。（2） 
・まずは市町村が対応するべき。 
・一律の役割分担はなじまない。 
・今後の課題と考える。 
・GS 被災者支援協定を締結している． 
・事前に決めるべきではない． 
・海外客への対応は国，都道府県，市町村で役割
を分担すべき． 
・その時の状況で役割分担すべき． 
・自治体（市町村）では限界があり，都道府県の
対応が必要． 
 
 
３．３．３ 第２回アンケート調査の結果考察 
（１）回答数 
回答は北海道・東北エリア７道県からは６道県、関東甲信越エリア１０都県からは７都
県、中部・北陸エリア７県からは４県、近畿エリア６府県からは２府県、中国・四国エリ
ア９県からは２県、九州・沖縄エリア８県からは２県、合計２３都道府県の防災担当者か
ら回答が得られた。 
東日本大震災の被災地を抱える北海道・東北エリアと関東甲信越からの回答率が高い。 
（２）エリアごとの回答結果 
エリアごとの回答を示す。 
ａ）北海道・東北エリア 
北海道・東北エリア７道県のうち、６から回答があった（表 3.11 参照）。 
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表 3.11 第 2 回アンケートの回答パターン（北海道・東北） 
  Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
北① Y Y Y Y  
北② O O O O Q1 市町村指定避難場所とすべき。Q2 状況判断による。
Q3 地域防災計画で規定済み。Q4 観光協会と自治体が
協力すべき。 
北③ Y Y O O Q3 まずは市町村が対応すべき。Q4 地域防災計画で規
定済み。 
北④ Y Y N N Q3 市町村と輸送事業者が対応する。Q4 市町村同士で
対応する。 
北⑤ Y Y Y O Q4 観光協会や市町村が対応すべき。 
北⑥ Y Y Y O Q4 整備の動きはない。 
 
集計 
     
Y ５ ５ ３ １  
O １ １ ２ ４  
N ０ ０ １ １  
X ０ ０ ０ ０  
計 ６ ６ ６ ６  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきではないかとの提案に対し、賛意が５、その他の意見
が１で「市町村指定避難場所とすべき」との意見であった。既に指定避難場所 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の考えに対して、賛意は５、その他が１で「状況判断による」というもの。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案に対しては、賛意が３、その他が
２で「地域防災計画で規定済み」と「まずは市町村が対応すべき」、否定が１で「市町村
と輸送事業者が対応する」というもの。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案に対して、賛意が１、その他が４で
「観光協会と自治体が協力すべき」、「地域防災計画で規定済み」、「整備の動きはない」
というもの。否定が１で「市町村同士で対応する」というもの。 
東日本大震災の被災地を抱えるエリアで、回答率が最も高い。一時退避や観光地での
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留置きについては概ね支持を得たが、観光地防災計画に関しては、既存の地域防災計画
を活用すること。また、震災初期には市町村が機能しない恐れがあるという前提でも、
基本的に都道府県ではなく市町村が対応すべきとの回答傾向があった。 
 
ｂ）関東甲信越エリア 
関東甲信越 10 都県のうち、７から回答があった（表 3.12 参照）。 
 
表 3.12 第 2 回アンケートの回答パターン（関東甲信越） 
 Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
関① Y Y N O Q3 市町村と各施設が対応する。 
Q4 施設管理者がマニュアル整備すべき。 
関② Y Y O O Q3 自治体だけでは限界がある。 
Q4 市町村の方が有効である。 
関③ Y O Y X Q2 施設管理者の判断による。 
関④ Y Y Y N Q4 市町村で整備すべき。 
関⑤ Y Y Y Y  
関⑥ Y Y O O Q3 一律の役割分担はなじまない。④地域防災計画を活
かすべき。 
関⑦ O O O X Q1,Q2,Q3 今後の課題である。Q4 答えられない。 
 
集計 
     
Y ６ ５ ３ １  
O １ ２ ３ ３  
N ０ ０ １ １  
X ０ ０ ０ ２  
計 ７ ７ ７ ７  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきとの提案に対し、賛意が６、その他が１で「今後の課
題である」というもの。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の提案に対し、賛意が５、その他が２で、「今後の課題である」と「施設管理者の判断に
よる」というもの。 
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設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案に対しては、賛意が３、その他が
３で、「自治体だけでは限界がある」、「一律の役割分担はなじまない」、「今後の課題であ
る」というもの。否定が１で「市町村と各施設が対応する」というもの。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案に対しては、賛意が１、その他が３
で、「施設管理者がマニュアル整備すべき」、「市町村の方が有効である」、「地域防災計画
を活かすべき」というもの。否定が１で「市町村で整備すべき」というもの。残り１が
答えられないというもの。 
関東甲信越エリアも東日本大震災の被災地を抱える。 
一時退避と観光地での留置きについては概ね賛意が得られたものの、観光地防災計画
については既存の地域防災計画の活用や市町村での対応を述べており、北海道・東北エ
リアに似た回答傾向であった。 
 
ｃ）中部・北陸エリア 
中部・北陸エリア７県からは４回答があった（表 3.13 参照）。 
 
表 3.13 第 2 回アンケートの回答パターン（中部・北陸） 
 Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
陸① Y O N N Q2 指定避難所か屋内退避にすべき。 
陸② Y Y O Y Q2 ガソリンスタンドと被災者支援協定を締結して対
応済み。 
陸③ Y N Y N Q2 被災者が点在することはかえって支障になる。Q4
危機管理の細分化は要検討である。 
陸④ Y Y Y O Q4 その時の状況による。 
 
集計 
     
Y ４ ２ ２ １  
O ０ １ １ １  
N ０ １ １ ２  
X ０ ０ ０ ０  
計 ４ ４ ４ ４  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきとの提案に対し、全回答が賛意であった。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
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わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の考えに対しては、賛意が２、その他が１で「指定避難所か屋内退避にすべき」という
もの。否定が１で「被災者が点在することはかえって支障になる」というもの。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案に対しては、賛意が２、その他が
１で「ガソリンスタンドと被災者支援協定を締結して対応済み」というもの。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案に対しては、賛意が１、その他が１
で「その時の状況による」というもの。否定は２でそのうち１は「危機管理の細分化は
要検討である」というもの。 
ここでは一時退避については理解が得られたものの、観光地での留置きについて避難
者の点在に対する疑問があり、観光客の安全を考える上で貴重な意見を受けた。 
観光地防災計画については、避難先や協定による協力体制の活用など、代替案が示さ
れた。都道府県の関与については、状況によって変わるようなイメージになっている。 
 
ｄ）近畿エリア 
近畿エリア６府県からの回答は２であった（表 3.14 参照）。 
 
表 3.14 第 2 回アンケートの回答パターン（近畿） 
 Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
近① O Y O O Q1 一律の空間を確保すべきではない。③事前
に決めるべきではない。④施設管理者が策定す
べき。 
近② O Y X X Q1 10 年をめどに検討する。 
 
集計 
     
Y ０ ２ ０ ０  
O ２ ０ １ １  
N ０ ０ ０ ０  
X ０ ０ １ １  
計 ２ ２ ２ ２  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきとの提案に対して賛意はなく、その他が２で「一律に
決めるべきではない」、「10 年をめどに検討する」というもの。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
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の考えに対してはいずれも賛意であった。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案については、その他が１で「事前
に決めるべきではない」というもの、もうひとつが無回答であった。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案については、その他が１で「施設管
理者が策定すべき」というもの。もう一つは無回答であった。 
母数６に対して回答数が２にとどまった。 
ここでは、観光地での留置き以外は考え方が異なる傾向にあったが、防災計画を施設
管理者が策定するべきという意見意外の明確な意見は出ていない。 
 
ｅ）中国・四国エリア 
中国・四国エリア９県からの回答は２であった（表 3.15 参照）。 
 
表 3.15 第 2 回アンケートの回答パターン（中国・四国） 
 Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
四① Y Y O O Q3,Q4 外国人観光客の対応は国と自治体が役
割分担すべき。 
四② Y Y Y Y  
 
集計 
     
Y ２ ２ １ １  
O ０ ０ １ １  
N ０ ０ ０ ０  
X ０ ０ ０ ０  
計 ２ ２ ２ ２  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきとの提案に対してはいずれも賛意であった。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の考えに対してはいずれも賛意であった。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案について、賛意は１、その他が１
で「外国人観光客の対応は国と自治体が役割分担すべき」というもの。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案については、賛意は１、その他が１
で「外国人観光客の対応は国と自治体が役割分担すべき」というもの。 
母数が９に対し、回答数が２にとどまった。 
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基本的に一時退避と観光地での留置きについては賛意を得たが、観光地防災計画に関
して賛意をえたものと、外国人観光客に対する役割に特化したものがあった。 
ｆ）九州・沖縄エリア 
九州・沖縄エリア８県からは回答が２あった（表 3.16 参照）。 
 
表 3.16 第 2 回アンケートの回答パターン（九州・沖縄） 
 Q１ Q２ Q３ Q４ その他意見又は否定した理由 
九① Y Y O O Q3 その時の状況で役割分担すべき。 
Q4 想定は困難である。 
九② Y Y O O Q3 地域防災計画で規定すべき。 
Q4 施設管理者が作成すべき。 
 
集計 
     
Y ２ ２ ０ ０  
O ０ ０ ２ ２  
N ０ ０ ０ ０  
X ０ ０ ０ ０  
計 ２ ２ ２ ２  
Y：はい N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
 
設問１の観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内
又はその至近に確保しておくべきとの提案に対してはいずれも賛意であった。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の考えに対しては、いずれも賛意であった。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案については、いずれもその他の意
見で「その時の状況で役割分担すべき」、「地域防災計画で規定すべき」というもの。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案については、いずれもその他の意見
で、「想定は困難である」、「地区防災計画として施設管理者が作成すべき」というもの。 
母数８に対して回答は２にとどまった。 
一時退避と観光地での留置きについては賛意を得たが、観光地防災計画では、既存の
制度を使うべきという回答傾向が見られた。策定主体も施設管理者を見込んでいた。 
 
ｇ）全集計値 
ここでは全集計値をとりまとめる（表 3.17 参照）。 
設問１の一時退避に関しては、回答数 23 のうち賛意が 19 で、都道府県の防災担当者
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は、概ね最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内又はその至近に確
保しておくべきとのイメージで一致することがわかった。 
設問２の防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客を
わざわざ離れた広域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と
の考えに対しては、回答数 23 のうち賛意が 18 であった。概ねイメージが一致すること
がわかった。 
設問３の都道府県による観光地防災計画策定の提案について、回答 23のうち賛意が９
あったが、その他意見が 10、否定意見が３あったが、市町村や施設管理者に委ねるべき
という傾向にあった。 
設問４の観光客の都道府県による帰宅支援の提案については、賛意と否定的意見がい
ずれも４であった。否定的意見とその他意見については、観光協会、市町村や輸送事業
者が対応すべきというものと、状況判断によるというものが混在していた。観光客の輸
送支援に都道府県の関与というイメージに結びついていないことがわかった。 
 
表 3.17 第 2 回アンケートの回答集計 
集計 Q1 Q2 Q3 Q4 備 考 
Y １９ １８ ９ ４  
O ４ ４ １０ １２  
N ０ １ ３ ４  
X ０ ０ １ ３  
計 ２３ ２３ ２３ ２３  
Y：はい、N：いいえ、O：その他、X：回答不可又は回答なし 
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３．４ 第３章のまとめ 
市町村や観光地に対して、観光客への事前啓発、避難誘導や避難収容に関する調整を行
っていない事例の存在が都道府県確認できた。観光地では、観光客に事前啓発が行きわた
っているか、避難誘導や避難収容が確実に確保できているか現状を再確認しておくことが
必要と考える。 
 
３．４．１ アンケート調査の振返り 
（１）第１回のアンケート調査 
４つの項目について都道府県防災担当者に対して問いかけた。 
ａ）防災情報の提供を平時から観光客に向けて発信しているか。 
ｂ）地域によって観光客の避難ルールや標識の表示に大きな違いが生じないよう、平時
から他の地方自治体と調整しているか。 
ｃ）地域によって観光客の避難ルールに大きな違いが生じないよう、平時から地元事業
者と情報共有のための工夫をしているか。 
ｄ）防災情報（ストック情報）を都市計画や建築協定に生かしているか。 
 その結果、行政側から観光客に向けた情報提供は行われてはいるが、その提供方法や内
容が異なり、観光客に理解されているかも把握できない状況であることがわかった。一方、
都道府県の担当者でもこの問題は課題として認識されていることがわかった。 
管下市町村や隣県との情報共有を行っている事例は存在したが、全国的な広がりにはな
っていないことがわかった。 
観光客への情報提供は、各自治体で工夫している一方、全国統一的な基準の設定を求め
るような意見も存在することがわかった。あわせて、情報提供の内容や方法についての統
一基準が存在していないことがネックになっている可能性があることがわかった。つまり、
観光客に対する平常時の情報提供に関しては、都道府県によってその対応が異なっている
ことがわかった。さらに、地震ハザード情報を土地利用や建築上の規制指導に生かしてい
る例は、先の資料調査で把握していた建築耐震構造設計上の基準設定（静岡県）、活断層の
調査と直上での開発・建築の見合わせ（徳島県）、以外の事例の教示も出てこなかった。 
つまり、行政は地震災害ハザード情報を把握しても、それを強制力が伴う規制にはつな
げていないこと。行政指導のレベルでも一般的には広まっていないことがわかった。 
一方、地震災害ハザード情報は基本的に一般に対して公表をしており、観光事業者や施
設所有者がアクセスできる状況にあることがわかった。 
第１回調査では、検討項目の、事前啓発、安全対策、関係者調整で整理したが、いずれ
の項目も、実態として進んでいない現状がわかった。 
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（２）第２回アンケート調査 
２つの項目について問いかけた。 
ａ）観光客を観光地内で保護する考え方について。 
ｂ）観光地防災に都道府県として主体的に関わるべきとの考えについて。 
 その結果、無理に指定避難場所に誘導するのではなく、観光地内で観光客を保護すると
いう考え方にはおおむね賛同を得られた。その一方で、都道府県として主体的に関わるこ
とについては、市町村や事業者役割が一義的に対応するという役割の存在や、被災の程度
といった状況によって変化するため、慎重意見が目立った。 
観光客の保護を想定した場合、大災害時には市町村の行政機能が著しく低下することや、
市町村を超えた帰宅支援（例えば、幹線道路の復旧、バス輸送手配）が必要となることか
ら、この部分は都道府県が役割として担うべき被災時に観光客を保護・支援することを目
的として、観光地点の管理者やこれを包括するコミュニティ（観光協会や組合といった地
域の事業者組織）に関係市町村を取り込み、都道府県が主導的に「観光地防災計画」とい
う新たな概念の計画を策定することについてはやや慎重であった。 
観光客の保護を想定した場合、大災害時には市町村の行政機能が著しく低下することや、
市町村を超えた帰宅支援（幹線道路の復旧、バス輸送手配等）などが必要となることから、
この部分は都道府県が役割として担うべきとの考えは慎重であることがわかった。 
第２回調査では、検討項目の、避難先整備、関係者調整で整理した。都道府県の担当者
は、避難先整備の重要性は理解しつつも、関係者調整で自らの関与については慎重である
ことが傾向として現れた。 
 
 
３．４．２ 課題 
 大地震を想定した観光客の保護については、都道府県間や市町村間で対応への考え方が
異なることがわかった。また、観光地における避難先の整備には一定の理解を示しながら
も、観光地に特化した防災計画の策定や都道府県の関与について、都道府県は慎重である
ことがわかった。国も関与しているフロー情報の伝達以外は、都道府県間で対応に違いや
温度差が発生するおそれがある。観光客への対応を特に意識していない都道府県が存在す
る中で、震災時に観光客の避難・滞在先（宿泊先）が確保できているかを改めて調査する
必要があることがわかった。 
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４．１ 本章の目的と調査方法 
ここでは、観光客の避難収容が確実に行える状況になっているか、避難先の収容力や避
難距離の現状を調査する。 
 
４．１．１ 調査の背景 
第２章では、都道府県の地域防災計画には、災害時における観光客の避難先の考え方が
曖昧になっていた。 
第３章では、都道府県の取組を調査した時に、都道府県相互のみならず管下市町村との
防災情報整備の考え方が統一できていない実態を伺うことができた。また、地震災害ハザ
ード情報を避難先の設定に生かす趣旨の回答もなく、地震発生時に観光客の避難収容が確
保できているか疑問が生じた。 
2013.6.の災害対策基本法改正により、市町村長による指定緊急避難場所及び指定避難所
の指定が義務化された。しかし、内閣府の調査でも、2014.10.時点、全国 1,741 市町村のう
ち、944 市町村（54.2％）において指定避難所が未指定となっていた。 
観光客に向けて観光地ごとの防災ルールを事前に周知することは、都道府県においても
提供機会がつかみにくく、媒体によっても左右されること、提供内容が不明な状況にあっ
た。このため、本研究では、観光客の避難先の現状を調査する。 
 
 
４．１．２ 調査の目的と確認事項 
（１）目的 
観光地において震災被害が発生した時、観光客の避難先を Web やリーフレットを駆使し
て明確に示しているのは京都市の観光地や奈良市の観光地である。また、ピーク時の観光
客数を算出して、避難先を確保する計画を立てているのが太宰府市である。主な観光地で
の具体的な対応について、Web上で把握できるのはこれらの数例であり、ピックアップした
これらの事例だけでも、収容力を実証した資料を確認できるのは太宰府市に限られる。 
帰宅困難者対策で観光客の滞在施設を設けている場合でも、観光入込客数の検証がなけ
れば、収容しきれないことも考えられる。このため、東日本大震災後は首都圏でも通勤者
や通学者は無理に帰宅させず、事業所や学校に留めるよう行政機関からの啓発が行われて
いるのが実態である。観光客は帰宅困難者として分類されることもあるが、避難場所や避
難所は、災害対策基本法上は観光客も避難できる。そこで、観光地において震災被害が発
生した時、都道府県が掌握している震災時の避難場所に避難すると仮定し、観光地で震災
時に観光客の安全確保を図る上で必要となる避難先に関し、収容力や避難距離を調査し、
現状を把握することを目的に展開する。もって、現行法制度で地震時に観光客を保護する
体制が整備できているかを明らかにする。 
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（２）なぜ避難収容上の課題を取り上げるのか 
観光客に向けて観光地ごとの防災ルールを事前に周知することは、都道府県においても
提供機会がつかみにくく、媒体によっても左右されること、提供内容が不明な状況にあっ
た。このため、本研究では、観光客の避難先の現状をとらえることとした。 
 本章で確認することは次の２つである。 
 ａ）観光客の入込客数ベースで避難先に避難収容できるか。 
ｂ）観光地から避難先までの距離はどれくらいか。 
 
 
４．１．３ 調査の方法 
都道府県が持つ集計データから観光地としての避難先を確認する。 
観光地で震災を被った際に観光客を安全に退避させ、一時滞在させる空間が現状におい
て確保できているか、都道府県の規模で検証した。市町村によってはデータが公開されて
いないケースもあるが、都道府県規模での集計値が活用できる。一般的には市町村におい
て、避難場所が確保されているとされるが、地域住民の避難先が確保できていても観光客
への対応が考慮されているかを明確に述べていないケースが存在する。 
そこで、観光客が避難すると想定される避難先において、収容超過が生じないかを検証
する。具体的には、避難場所のデータと観光入込客数を重ね合わせ、収容超過が発生しな
いかを確認する。これは、震災時に観光客を避難収容することを前提にして、都道府県が
認知している避難先に観光客が避難した時に、収容力指数が満たされているかの確認を行
うものである。なお、検討にあたっては公表数値を用いる関係から都道府県を単位とした。 
第４章の構成は次のとおりである。 
第２節では、観光客を考慮した避難先として、基本データの扱いについて述べる。 
第３節では、観光客を考慮した避難場所の収容力として、基本データの把握と推計、分
類別観光入込客数の推計を経て収容力の推計を行う。 
第４節では、考察として、観光客の収容と避難距離に関して述べる。 
第５節は第４章の結論とし、本章をまとめるとともに、残された課題について述べる。 
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図 4.1 調査の対象と方法 
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４．２ 観光客を考慮した避難先 
４．２．１ 基本データの把握と推計 
（１）月別観光入込客数の把握 
はじめに、全都道府県のホームページから観光入込客数（2013 年版）を調査した。この
うち観光入込客統計を導入していないのは大阪府、独自の集計方法をしていたのが京都府、 
Web 上で数値を公表していないのが、東京都、静岡県、岡山県、山口県、徳島県、愛媛
県、佐賀県であった。総じて 1 都 2 府 6 県が観光庁の言う集計値として確保することがで
きなかった。さらに、埼玉県、富山県、福井県、岐阜県、滋賀県、兵庫県、宮崎県の 7 県
では、3 か月ごとの観光入込客数のみが開示されており、全都道府県を通しての公表数値を
確保できなかったため、一部については推計値を用いる（図 4.2 参照）。 
 
（注）京都府は京都市のみ独自集計値を用いており一部公表に分類した。 
図 4.2 観光入込客統計調査対象地点公表状況 
凡 例 
■：公表（23） 
■・■：一部公表（11） 
■：非公表（13） 
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（２）月別観光入込客数の推計 
一律の公表数値を確保できなかったため、数値の公表が行われないなどの理由で入込客
数がわからない都府県については、都道府県別人口、人口密度と県内総生産（GDP・百万
円）から、1 ㎢あたりの県内総生産で４つのランクに分類した。その上で、ランクごとの平
均値によってグループ内の月別観光入込客数で未公表の地点を推計する方法を採用した
（図 4.3 参照）。 
観光入込客統計未導入の大阪府及び京都府は集計対象としていない。また、富山県・福
井県・福岡県は当時、集計値が不存在であった。これらの ２府 ３県に関してはグループ
分けによる推計を行った。 
 
 
図 4.3 月別観光入込客数の推計 
 
 都道府県の人口・人口密度は総務省で発行している人口推計（2013 年 10 月 1 日現在）
のデータを用いた。県内総生産は内閣府で発行している 2011 年度の数値を用いた。これら
をもとに次式を用いて都道府県別 1 ㎢あたり県内総生産（GDP）を算出した。 
 
・・・（式 4.1） 
都道府県別 1 ㎢あたり GDP による仕訳を算定した1。 
   
大阪府は観光入込客統計を未導入の為府独自の動態調査の年間値を用い、京都府に関し
ては京都市が独自の統計調査を行っているため、標準的な観光入込客統計とは異なった基
準で集計されている。全国規模での比較は、集計方法の違いによる影響があることを認識
することが必要である。 
 
                                                   
1 GDP は付録 第 4 章資料 別表 4-1 を参照のこと。また、都道府県月別観光入込客数は別
表 4-2 を参照のこと。 
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（３）平日・土日祝別の一日当たり月別観光入込客数推計 
ここでは、平日・土日祝別の月別観光入込客数を推計するため、事例として千葉県にお
ける観光施設の平日・土日祝別の月別観光入込客数の構成比（2011 年）をもとに、都道府
県の平日・土日祝別の月別観光入込客数を推計した。 
 
（４）平日・土日祝別の月別観光入込客数の公表施設 
いなげの浜、千葉市動物公園、千葉市科学館、千葉県立中央博物館、千葉県立美術館、
千葉市美術館、千葉市立郷土博物館、美浜園、千葉市立加曽利貝塚博物館、市民ギャラリ
ー・いなげ、千葉県総合スポーツセンター、アクアリンクちば、泉自然公園、京葉カント
リー倶楽部、平川カントリークラブ、袖ケ浦カンツリークラブ（本袖）、千葉市民ゴルフ場、
千葉港めぐり観光船、白子テニス村が公表施設である。 
推計方法としては、施設の平日・土日祝別の月別観光入込客数の構成比の平均値から、
平日・土日祝別の一日当たりの割合を求め、月別の合計観光入込客数に乗じて推計を行う
（図 4.4 参照）。 
なお、月別の観光入込客数が開示されていない地点では、年間の観光入込客数から同様
に推計を行った。 
 
 
図 4.4 平日・土日祝別月別一日当たり観光入込客数の推計フロー 
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表 4.1 平日・土日祝別の各月一日当たり観光入込客数構成比 
 1 月 2 月 3 月 
 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 
割合 47.26％ 52.74％  49.14％ 50.90％  54.01％ 45.99％  
日数 20 11 31 19 9 28 22 9 31 
日当り 2.36％ 4.79％  2.58％ 5.66％  2.45％ 5.11％  
 4 月 5 月 6 月 
 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 
割合 45.71％ 54.33％  38.09％ 61.91％  55.66％ 44.34％  
日数 20 10 30 19 12 31 22 8 30 
日当り 2.27％ 5.45％  2.00％ 5.16％  2.53％ 5.54％  
 7 月 8 月 9 月 
 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 
割合 47.26％ 52.74％  49.14％ 50.90％  54.01％ 45.99％  
日数 20 11 31 23 8 31 20 10 30 
日当り 2.30％ 4.91％  2.49％ 5.34％  2.09％ 5.82％  
 10 月 11 月 12 月 
 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 平日 土日祝 合計 
割合 43.99％ 56.01％  50.82％ 49.18％  48.21％ 51.79％  
日数 20 11 31 20 10 30 21 10 31 
日当り 2.20%  5.09%  2.54% 4.92%  2.30% 5.18%  
 
表 4.2 平日・土日祝別の各月一日当たり観光入込客数構成比平均 
 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 
平日 2.36 2.58 2.45 2.27 2.00 2.53 2.30 2.49 2.09 2.20 2.54 2.30 
土日祝 4.79 5.66 5.11 5.45 5.16 5.54 4.91 5.34 5.82 5.09 4.92 5.18 
 
表 4.3 平日・土日祝別の年間一日当たり観光入込客数構成比 
平日日数 ２４６日 
土日祝日数 １１９日 
平日一日当たり構成比 ０．００１９５ 
土日祝一日当たり構成比 ０．００４３７２ 
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４．２．２ 分類別観光入込客数の推計 
観光入込客統計により、観光施設は自然、歴史・文化、温泉・健康、スポーツ・レクレ
ーション、都市型、その他、行祭事に分類され、施設別観光客数を推計している。 
ここでは、観光庁が開示している都道府県別「全国観光入込客数統計に関する共通基準
集計表」（2012 年、2013 年）の「都道府県別観光地点・行祭事・イベント別観光入込客数
（述べ）」から推計を行う2。 
 
（１）平日・土日祝別の分類別観光入込客数の推計 
ここでは、平日、土日祝別に分類別の観光入込客数を推計する。これは、平日、土日祝
別の構成比とそれぞれの年間の日数から、一日当たりの観光入込客数の割合を算出し、そ
こから分類別の平日・土日祝の観光入込客数を推計する（図 4.5 参照）。 
 
  
図 4.5 都道府県別分類別観光入込客数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
2 推計値は付録 第 4 章資料 別表 4-5 を参照のこと。 
4-9 
 
４．３ 観光客を考慮した避難場所の収容力 
４．３．１ 避難先の施設数と収容可能人数の推計 
（１）避難先の集計 
ここでは、人口密度別に分類したグループ内で、1 施設当たりの収容人数を算出し、収容
人数が不明の都道府県について収容人数を推計する方法である。収容人数を把握できた地
点と把握できなかった地点で収容施設数についても把握する必要がある。これについては
都道府県に電話によるヒアリングを行っている。宮城県、秋田県、福島県、岐阜県、静岡
県、佐賀県、大分県、宮崎県の 8 県の避難場所数と避難人数を把握することができた。 
三重県は場所数、広島県は収容人数のみを集計することができた。栃木県、群馬県、埼
玉県、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、石川県、長野県、滋賀県、奈良県、和歌山県、
岡山県、佐賀県、長野県、大分県の 1 都 15 県は内閣官房国民保護ポータルサイトや都県ホ
ームページ掲載の数値を集計した。これらの都道府県から集計ができなかった地点の収容
人数を推計する。推計方法は、観光入込客数と同様に 1 ㎢あたりの県内総生産によってグ
ループ分けを行い、同一グループ内の平均 1 施設当たり収容人数を、内閣官房国民ポータ
ルサイト掲載の場所数に乗じることで求める（表 4.4 参照）。 
 
（２）避難先 
災害時に人々が公式な避難先として指定緊急避難場所と指定避難所がある。また、これ
らの避難先に向かうために集合する場所（一時避難場所）は、行政ではなく、町内会のよ
うな地域団体で取り決める例も存在する。 
ａ）避難場所 
市町村によって呼称が異なるが、一時避難場所、一次避難場所、指定緊急避難場所な
どと呼ばれ、災害発生時に人々が一時的に身の安全を確保するために避難する空間であ
り、公園や駐車場、学校の校庭などの屋外の避難場所も多々存在する。また、通常、避
難場所では宿泊を想定しない。 
ｂ）避難所 
市町村によって呼称が異なるが、二次避難場所、収容避難場所、緊急避難所などと呼
ばれる。自宅の倒壊や安全確保に不安があり、自宅に戻ることができない場合に避難し、
宿泊滞在する。一人あたりの面積を市町村で定めている。目安として人が横たわって身
の回り品を置く程度の面積を確保している。 
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表 4.4 全都道府県避難場所収容人数 
    （場所の単位：箇所、人数：人）      
都道府県 場所数 収容人数 都道府県 場所数 収容人数
北海道 10,140 6,945,928 滋賀県 914 784,442
青森県 1,877 3,906,588 京都府 1,655 2,402,148
岩手県 1,555 3,236,411 大阪府 3,779 3,589,612
宮城県 2,166 7,114,710 兵庫県 2,243 2,130,590
秋田県 1,419 5,626,920 奈良県 1,058 908,029
山形県 2,294 4,774,487 和歌山県 1,549 1,117,271
福島県 2,093 4,974,455 鳥取県 538 1,119,736
茨城県 1,888 2,740,335 島根県 949 1,975,147
栃木県 1,192 1,496,089 岡山県 1,300 1,548,442
群馬県 1,406 1,156,866 広島県 1,291 1,078,284
埼玉県 3,114 1,961,622 山口県 1,021 699,388
千葉県 2,378 1,847,438 徳島県 636 1,323,703
東京都 3,296 2,948,425 香川県 870 595,952
神奈川県 1,729 3,246,394 愛媛県 1,507 1,032,299
新潟県 3,246 2,223,519 高知県 967 2,012,611
富山県 1,554 1,370,419 福岡県 4,486 4,261,181
石川県 1,718 1,082,965 佐賀県 415 209,666
福井県 892 1,856,514 長崎県 2,234 1,530,296
山梨県 718 1,494,369 熊本県 1,548 1,060,384
長野県 3,005 1,498,916 大分県 1,288 1,888,265
岐阜県 2,535 1,176,131 宮崎県 2,357 6,508,426
静岡県 754 1,329,478 鹿児島県 1,784 3,713,027
愛知県 3,204 3,043,429 沖縄県 1,183 1,717,064
三重県 3,030 2,600,500  
 
 
４．３．２ 収容力の推計 
（１）収容力指数・収容人数 
観光客を算入した場合の避難先の収容力指数及び収容超過人数を出し、災害時のおける
観光客への影響を考える。 
収容力指数は災害時における避難者の収容能力を指数示す。収容力指数が 1.0 を超えたと
ころで（百分率で 100 パーセントを超過したところで）避難者が収容可能であることを示
す。 
 
  収容力指数=（収容可能人数）／（昼間人口＋1 日当たり観光入込客数）・・・（式 4.2） 
 
収容超過する退避者の数を収容超過人数とし、次式で表す。 
 
  収容超過人数＝（収容人数）－（昼間人口＋1 日当たり観光入込客数）・・・（式 4.3） 
 
ここで、正の値が算出された人数が収容の余裕人数となる。 
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負の値は収容できない超過人数である。 
観光客を除く昼間人口で計算した収容力指数と収容超過人数をそれぞれ限定収容力指数、
限定収容超過人数と呼び、次式でそれを示す。 
 
   限定収容力指数＝（収容可能人数）／（限定昼間人口）     ・・・（式 4.4） 
 
   限定収容超過人数＝（退避収容人数）－（限定昼間人口）  ・・・（式 4.5） 
 
 
（２）観光客を含む各都道府県の月別、平日、土日祝別の収容力指数 
観光客と地域住民の両方の人数を合わせた時、全体の傾向として平日よりも土日祝の避
難者の収容力指数の方が低くなる。 
また計算上、26 都道府県で避難者収容力指数が 1.0 を切る。 
 
（３）分類別の各都道府県観光入込客数の構成比（平日、土日祝別） 
ここでは、分類別観光入込客数の構成比を考える。都道府県において分類別の構成比を
比較することにより、都道府県ごとの主要な観光分類を見ることができる。 
とりわけ容量超過する分類を重点的に対応すべき分類と読み取る。 
まず、各都道府県別の月別、平日・土日祝別の収容力指数3から、収容超過となる 100 パ
ーセントを下回るケースが出る。 
全体としても平日よりは土日祝の収容力指数が低くなる傾向がある。 
26 県で収容力指数が 1.0 を下回る収容超過を示した（図 4.6 参照）。 
 
 
図 4.6 収容力指数が 1.0 を満たさないケース 
                                                   
3 詳細は付録 第 4 章資料 別表 4.7 及び別表 4.8 を参照のこと。 
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都道府県別の月別、平日・土日祝別の収容超過人数についての結果4から、収容超過人数
を確認することができる。 
収容力指数と同じく全体として平日よりも土日祝の収容超過が多い。 
最も収容超過人数の多い都道府県は東京都であるが、大都市圏に属する都道府県では収
容超過人数が多くなる傾向にある。 
大都市圏では周辺の都道府県でも収容超過が発生している。  
 
（４）観光客を含めた場合と昼間人口のみの場合の収容力指数と収容超過人数 
都道府県での観光客を含めた場合と、昼間人口のみの場合での収容力指数と収容超過人
数を比較する。 
東北地方の収容力指数は 2.0 を超える傾向にある。 
収容超過のある都道府県において、避難対象人口に観光客を含むことでの収容超過人数
の変化を見やすくするために、観光客を含む場合の収容超過人数を、昼間人口のみの場合
の収容超過人数で除することで変化の比を算出する。 
 
 
収容超過人数の比＝（観光客を含む超過人数）／（昼間人口のみでの収容超過人数） 
 
    ・・・（式 4.6） 
 
例えば、観光客を含むことで昼間人口のみの場合の収容超過人数に比べて収容超過人数
が 2 倍になると収容超過人数の比は 2.0 となる。 
結果を図 4.7 に示す。 
茨城県、神奈川県、石川県、京都府では、観光客を避難させると収容超過人数が 2 倍以
上となる。 
現行の避難場所の収容人数では、避難しきれない人が出てくる。 
また、埼玉県、千葉県、神奈川県、静岡県、愛知県、大阪府、兵庫県、香川県では、観
光客を避難させても収容超過は生じない計算結果となった。 
 
                                                   
4 詳細は付録 第 4 章資料 別表 4.9 及び別表 4.10 を参照のこと。 
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図 4.7 都道府県別の収容超過人数比 
 
 
 
 
 
 
（５）都道府県分類別観光入込客数構成比 
大都市圏では都市型観光に、奈良県では歴史・文化資産に高い数値を占める。 
この結果から、大都市圏では都市型観光が主体で、奈良県をはじめとした文化遺産を保
有する都道府県では歴史・文化の構成比が大きい。 
また、行祭事・イベントの構成比の大きい地域はこれらの観光事業が影響していると推
測する。図 4.8 にグラフを示す。 
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図 4.8 都道府県分類別観光入込客数構成比 
 
 
 
 
 
 
（６）収容超過発生都道府県での分類別、収容超過人数 
ここでは収容超過の発生する都道府県での分類別の収容超過人数を求める。 
まず、収容超過発生都道府県での分類別、収容超過人数を算定した5。 
次に、都道府県で収容超過の有無での分類毎の構成比を確認する（図 4.9、図 4.10 参照）。 
収容可能都道府県と収容不可能な都道府県では各分類の構成比に大きな違いはない。  
                                                   
5 算定表は付録 第 4 章資料 別表 4-11 を参照のこと。 
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図 4.9 収容超過の有無による分類毎の構成比（収容超過都道府県） 
 
図 4.10 収容超過の有無による分類毎の構成比（収容可能都道府県） 
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４．３．３ 避難場所や避難所までの避難距離 
ここでは、都道府県で把握している観光地点（観光地内にある観光スポットを指す。）か
ら、避難場所や避難所までの距離を座標で計測した。 
 
（１）必要なデータ 
災害時に観光客が滞在する観光地点から避難先までの移動距離を確認する。計算には、
観光庁で集計をした観光入込客統計にある調査対象地点を用いる。 
 
（２）観光入込客統計の調査対象の把握 
観光入込客統計の調査対象地点を集計するに当たり、都道府県の観光入込客統計でも調
査対象地点が公表されている地点のデータを収集した。都道府県のデータでは調査地点を
公表していないケースがあったため、都道府県に電話確で教示を受け認をところも含む（表
4.5 参照）。 
 
表 4.5 都道府県別収容避難所の地点数 
都道府県 公開状況 公表年度 地点数 都道府県 公開状況 公表年度 地点数
北海道 × - 滋賀県 △ 2011 30
青森県 ○ 2012 281 京都府 ○ 2014 426
岩手県 ○ 2012 268 大阪府 × -
宮城県 △ 2012 187 兵庫県 △ 2012 93
秋田県 △ 2012 236 奈良県 × -
山形県 ○ 2012 357 和歌山県 × -
福島県 ○ 2013 378 鳥取県 △ 2013 12
茨城県 × - 島根県 ○ 2012 359
栃木県 △ 2013 79 岡山県 × -
群馬県 ○ 2012 356 広島県 × -
埼玉県 × - 山口県 ○ 2014 279
千葉県 ○ 2013 897 徳島県 ○ 2014 88
東京都 × 香川県 △ 2013 10
神奈川県 ○ 2013 502 愛媛県 × -
新潟県 △ 2013 258 高知県 ○ 2014 94
富山県 ○ 2013 180 福岡県 △ 2012 15
石川県 △ 2013 84 佐賀県 ○ 2011 79
福井県 ○ 2013 297 長崎県 ○ 2013 170
山梨県 × - 熊本県 × -
長野県 ○ 2013 356 大分県 ○ 2013 182
岐阜県 ○ 2012 487 宮崎県 ○ 2012 314
静岡県 ○ 2012 627 鹿児島県 × -
愛知県 ○ 2014 375 沖縄県 × -
三重県 ○ 2013 256
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（３）避難場所や避難所の位置関係 
ここでは、国土交通省国土政策局国土情報課で公表している国土数値情報で位置関係を
確認した。その上で、観光地点から避難場所や避難所との直線距離を算出した。直線距離
（最短距離）であるため、実際の移動距離は長くなるほか、ルート設定も複雑になるが、
ここでは検証しない。 
 
（４）観光施設の分類とイベント・行祭時 
ここでは、避難距離を分析し、観光客の避難の容易さについて分析することを主目的と
する。イベント・行祭事については年間を通して開催頻度が低い上、イベント・業行祭事
地点の設定が困難であるため、ここでは算出対象外とした。 
 
 
４．３．４ 避難距離にかかるデータ 
（１）距離の算出 
集計した観光入込客統計の調査対象地点の座標と収容避難所の座標から直線距離を算出
する。また、観光地点から収容避難所までの距離を本研究では避難距離と呼ぶ。 
観光地点、避難場所・避難所の位置情報を入手できる都道府県は限られている。このた
め、これらの情報が入手できる都道府県から絞り込んだ。その中で、収容超過の計算結果
となった千葉県と計算上収容に余裕のあった長崎県の二つをケーススタディに用いること
として避難距離を求めた（図 4.11 参照）。 
 
図 4.11 観光地点と避難所までの距離算定方法 
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（２）計算式 
都道府県の中から避難者の収容超過が発生する千葉県と、収容力指数が高い長崎県を抽
出し、避難距離についての分析を行う。 
各県内の観光地点の座標を取り、地球の半径を 6,878,150ｍとして、緯度方向と経度方向
を算定した上で、三平方の定理をもとに直線距離を出した。 
 
 ・・・（式 4.7） 
            ・・・（式 4.8） 
   ・・・（式 4.9） 
 
La：緯度方向 1 度あたりの距離（ｍ） 
Lo：経度方向 1 度あたりの距離（ｍ） 
L ：2 点間の直線距離（ｍ）     
 
 
４．３．５ 避難距離の結果 
（１）分類別構成比 
 千葉県と長崎県における観光地点の分類を示す。 
 千葉県はスポーツ・レクレーション型が、長崎県は都市型が、それぞれ４割強を占める。
自然型、歴史・文化型、温泉・健康型の構成比は両県ともほぼ同じ構成比である（図 4.12
参照）。 
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図 4.12 千葉県・長崎県の分類別構成比（2013） 
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（２）避難距離の構成比 
千葉県では直線距離2,000mまでの範囲でようやく8割に到達するが、長崎県では1,000m
までで 8 割に到達する。長崎県の場合、観光地点の至近で観光客を収容できることになる
（図 4.13、図 4.14 参照）。 
 
図 4.13 千葉県の避難距離と構成比（2013） 
 
図 4.14 長崎県の避難距離と構成比（2013） 
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 続いて一地点当たりの観光客数と避難距離の散布図を図 4.15 と図 4.16 に示す。これによ
ると、最も観光客数の多い千葉県のスポーツ・レクリエーション施設と長崎県の都市型観
光に着目すると、千葉県の避難距離は長崎県の避難距離の２倍以上となる。また、自然型
は両県とも避難距離が長くなった。すなわち、収容可能な県であっても、自然型観光地点
のように避難距離が長くなるケースが存在することがわかった。 
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図 4.15 千葉県の一地点あたり観光客数と避難距離（2013） 
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図 4.16 長崎県の一地点あたり観光客数と避難距離（2013） 
 
 
 
 
 
 
（８）分類別避難距離の構成比 
ここでは、千葉県及び長崎県での観光施設の分類別避難距離の構成比を比較する。 
 
ａ）自然型観光地点 
自然型観光地点の避難距離の構成比を示す。千葉県及び長崎県のどちらも県全体での
構成比と比べ、避難距離の長い地点の割合が大きいことがわかる。 
また、どちらの県も 1,500m 以上の避難距離を要する地域が 3 割以上を占めている（図
4.17、図 4.18 参照）。 
自然 
スポ・レク 
都市 
歴史文化 
温泉健康 
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図 4.17 千葉県の自然型観光地点の避難距離構成比（2013） 
 
図 4.18 千葉県・長崎県の自然型観光地点の避難距離構成比（2013） 
 
 
ｂ）歴史・文化型観光地点 
歴史・文化型観光地点の避難距離の構成比を示す。 
千葉県・長崎県いずれも、県全体の構成比と比べ、避難距離の短い地点の構成比が大
4-23 
 
きい。特に長崎県では避難距離が 500m未満の観光地点が 9割近くに達している（図 4.19，
図 4.20 参照）。 
 
0.00%
5.00%
10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%
35.00%
40.00%
45.00%
構
成
比
避難距離（ｍ）
千葉県（歴史・文化型）
図 4.19 千葉県の歴史・文化型観光地点の避難距離構成比（2013） 
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図 4.20 長崎県の歴史・文化型観光地点の避難距離構成比（2013） 
4-24 
 
ｃ）温泉・健康型観光地点 
温泉・健康型観光地点における避難距離の構成比を図 4.21，図 4.22 に示す。 
ここでは、千葉県と長崎県で傾向が異なった。 
千葉県では、2,000ｍ以上の避難距離となる地点が 25％を超える。一方、長崎県の温泉・
健康型観光地点では、避難距離がほぼ 1,000ｍ未満に収まる。  
 
図 4.21 千葉県の温泉・健康型観光地点の避難距離構成比（2013） 
図 4.22 長崎県の温泉・健康型観光地点の避難距離構成比（2013） 
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ｄ）スポーツ・レクレーション型 
スポーツ・レクレーション型観光地点の避難距離の構成比を図 4.23、図 4.24 に示す。 
千葉県では、避難距離が 500ｍ未満の観光地点の構成比が 2 割程度、避難距離 2,000ｍ
以上の観光地点の構成比も 2 割を超えている。一方、長崎県では、避難距離 1,000ｍ未満
の観光地点が約 7 割を占めるが、1,500ｍ以上の観光地点も存在する。 
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図 4.23 千葉県のスポーツ・レクリエーション型観光地点の避難距離構成比（2013） 
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図 4.24 長崎県のスポーツ・レクリエーション型観光地点の避難距離構成比（2013） 
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ｅ）都市型観光地点 
都市型観光の分類の避難距離の構成比を図 4.25、図 4.26 に示す。 
千葉県の都市型観光地点の避難距離 1,000ｍ未満の観光地点が 6 割以上を占める。 
長崎県でも 8 割以上が 1,000m 未満に収まる。 
 
図 4.25 千葉県の都市型観光地点の避難距離構（2013） 
図 4.26 長崎県の都市型観光地点の避難距離構（2013） 
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ｆ）その他の観光地点 
その他の観光地点における避難距離の構成比を図 4.27，図 4.28 に示す。 
千葉県では避難距離 1,000m 以内の地点が全体の約 6 割 5 分を占める。 
5,000ｍ以上の避難距離を要する地点は「海ほたるパーキングエリア」である。また、
長崎県では 1,000ｍ以下の避難距離の地点が約 8 割となっている。 
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図 4.27 千葉県のその他観光地点の避難距離構成比（2013） 
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図 4.28 長崎県のその他観光地点の避難距離構成比（2013） 
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４．３．６ 避難先の検証 
ここでは観光客が避難場所に避難した場合の収容力の課題を検討する。 
 
（１）方法 
避難場所の収容力について検討する際に、観光客数の変動と地域による観光資源の特性
による違いを表現する必要がある。そのため、収容力不足（収容超過）の可能性は、以下
に示す地域別時期別の収容力指数と年間の収容超過観光客数割合で評価する。 
ここでは、都道府県の季節別観光地種類別の観光客数と観光庁の観光入れ込み客数調査８）
から、都道府県別の避難場所の収容力については都道府県の資料から独自に集計した。 
収容力指数は式（式 4.10）により、都道府県ごとの収容可能人数に対する避難者数の割
合を表す。 
i
iiiij
ij
rNrNs
a

−+
=      ・・・（式 4.10） 
 収容超過観光客数割合は式（２）により、観光客数のうち避難所に収容できない観光客
の割合を表す。都道府県ごとに収容超過観光客数を算出し、他の都道府県への避難はしな
い前提で算出している。 
     ・・・（式 4.11） 
 
Pi  ：都道府県 i の収容超過観光入込客数割合 
 ａij ：都道府県 i の j 日の収容超過率（％） 
  NSij：都道府県 i の j 日の観光入込客数（人） 
  Nri ：都道府県 i の昼間人口（人） 
  ｒi  ：都道府県 i での昼間人口の避難割合 
  πi  ：都道府県 i の避難場所収容可能人数（人） 
 
（２）収容力指数算出結果 
図 4.29 に 47 都道府県の観光期と閑散期の観光地類型比率と収容超過割合の関係を示す。
観光地類型比率は、自然依存系の「自然、温泉・健康型」と人工施設依存系の「歴史・文
化、スポーツ・レクリエーション型」との比率としている。前者が多い県は、岩手、岐阜、
秋田であり、後者が多い都府県は、東京、神奈川、静岡、京都である。 
収容超過割合は、住民の８割が同じ避難場所に避難した場合を想定している。収容超過
割合が負の値で収容可能な状態を正の値で収容超過を表す。 
図 4.29 より約半数の都道府県で収容超過が発生しており、観光期８月土日祝と閑散期で
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12 月平日を比較すると収容超過しやすくなることがわかる。 
収容超過と観光地類型比率との関係は、観光地類型比率が大きくなるほど収容超過が多
くなる傾向がみられる。これは、「歴史・文化、スポーツ・レクリエーション型」の観光地
は「自然、温泉・健康型」と比べて数が約２倍多いことに加え、「歴史・文化、スポーツ・
レクリエーション型」の観光地が多い都道府県は住民数・観光入込客数が共に多い傾向が
ある。 
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図 4.29 収容超過割合と観光地類型比率 
 
次に、図 4.30 に収容超過観光客数割合を示す。 
住民避難割合が 100％の時には 83％の観光客が収容超過となる。観光客を避難場所に避
難させた場合、昼間人口の多い地域や観光期の土日祝に収容超過する都道府県がある。住
民避難が 20％でも、観光客数の 31％が避難先で収容できない計算結果となった。 
 
図 4.30 収容超過観光客数割合 
 
以上により、地域や時期によっては、観光客を地域住民と同じ避難場所に避難させると
収容超過する可能性があることがわかった。 
観光地点から避難場所や避難所までの避難距離を集計した結果、避難距離が２ｋｍ以上
になる観光地点が千葉県で３割程度、長崎県で１割以上存在した。観光地点のうち自然型
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観光地点については、両県とも２割以上存在した。このような避難場所や避難所は、土地
勘の弱い観光客を誘導するのに困難が伴う懸念がある。観光地点を擁する観光地の中で安
全が確保された避難先を確保することが一つの案として考えられる。 
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４．４ 考察 
４．４．１ 観光客の収容 
観光客はいずれの都道府県においても月や曜日によって入込客数が大きく変動するが、 
同じ避難場所に観光客と地域住民の両方が避難した時、平日よりも土日祝の収容力が低く
なる。今回の計算では、26 都道府県で避難者収容力が不足との 100 パーセントを切った。
各都道府県で、観光客の避難先を適切に事前啓発で周知されており、地域住民ともに避難
場所への避難人数が明確になっているか、改めて確認を要するものと考察する。避難距離
については、千葉県と長崎県の２つの県だけで検証しており、一般化できる状況ではない
が、この事例に限っても、避難場所や避難場所までの直線距離が 2,000m を超えるケースが
存在しており、観光客を安全に誘導する上で課題があるものと考察する。 
表 4.6 で、観光地点の分類ごとに千葉県と長崎県の避難距離と構成比を比較した。２つの
県では一般化できる状況にはないが、いくつかの共通点が確認できた。 
 
表 4.6 千葉県と長崎県の比較分析 
 全分類 自然型 歴史・文化
型 
温泉・健康
型 
スポ・レク
型 
都市型 その他 
共通点 避難距離が
長いと構成
比は減少。 
比較的避難
距 離 は 長
い。 
避難距離の
短い地点の
割合大。 
特になし 避難距離が
長いと構成
比は減少。 
比 較 的 避
難 距 離 は
短い傾向。 
避 難 距 離
の 短 い 地
点が多い。 
相違点 千葉県： 
1,500m ま
での構成比
が 6 割超。 
長崎県： 
500m まで
で 6 割超。 
長 崎 県 で
は、避難距
離が長いと
構成比が減
少する特徴
あり。 
長崎県の方
が千葉県よ
りも避難距
離は短い。 
千葉県： 
1,500 ｍ 以
上の地点の
構成比も高
い。 
長崎県： 
1,000m 以
内で収斂。 
千葉県： 
250m まで
の地点の構
成比が比較
的高水準。 
長崎県： 
500m まで
の地点が半
数。 
特になし 千 葉 県 の
方 に 避 難
距 離 が
5,000m を
超 え る ケ
ースあり。 
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４．４．２ 観光地点分類と避難距離の関係 
千葉県と長崎県の避難距離比較検討では、自然型観光地点とスポーツ・レクリエーショ
ン型観光地点で避難距離が大きくなった。一方、歴史・文化型観光地点や都市型観光地点
では避難距離が短くなった。 
自然型観光地点はその立地条件から、スポーツ・レクリエーション型観光地点はまとま
った面積の土地を要する所が多い。いずれも市街地から離れた場所に立地する傾向がある
ことが原因と考えられる。 
観光客の避難計画をより高い精度にするために、この結果だけをとらえても、観光客の
入込客数、避難場所や避難所の収容人数、避難距離を明らかにすることが重要と考える。 
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４．５ 第４章のまとめ 
４．５．１ 結論 
観光入込客数の集計値が調査時点において都道府県によって観光庁の集計方法に沿って
いない例があったほか、避難場所や避難所の収容人数が公表されていないケースがあった。
特に、総務省が行った「避難所等の指定及び運営に関する実態調査」によると、2014年 10
月現在、全国 1,741市町村のうち、944市町村（54.2％）において指定避難所が未指定であ
ったことが本研究の調査の後に公表された。 
都道府県によっては、避難場所で観光客を受け入れる収容力が不足するケースがあるこ
と、観光地点から避難所までの避難距離が数キロに及ぶケースがあり、観光地ごとに現状
を確認の上、状況によっては改善すべき状態であることがわかった。 
 
（１）避難先の収容力 
観光地点から公式な避難先の収容力を都道府県ごとに検証したが、地域住民を迎え入れ
る避難先においては、収容超過を起こす都道府県が２６となった。 
地震被害が甚大な地域にあっては、ほとんどの居住者や観光客を含む滞在者が一時的に
所定の避難先に避難すると仮定すると、観光地内で地震に遭遇した観光客をどこに避難誘
導するのか、避難先とその収容力を把握しておくべきということになる。 
 
（２）避難距離 
 観光客の属性（時に年齢層）や移動の容易さによって条件は変わるが、整然と観光客を
避難誘導するには、できる限り避難距離を短く取ることが有利であると考える。 
また、主な観光地点から避難先までの距離が長くなると、避難経路の安全確保も必要と
なる。 
本研究では、観光地点と避難先の配置が明確になっていた二つの県で避難距離を調査す
るにとどめたが、直線距離で 2,000m 以上離れていたケースが存在した。 
 
（３）検討事項との関係 
 収容力や避難距離に課題がある地方の中には、この統計にある避難場所や避難所ではな
く、帰宅困難者対策の一環としてとらえるケースがある。 
この場合には、事前啓発で観光客の避難先が周知され、適正に避難誘導することが重要と
なる。 
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４．５．２ 課題 
観光客を対象とした避難先の確認という明確な目的を持つことで、既存の地震災害情報
や統計資料に活用の余地があることが確認できた。同時に、観光客を観光地の外に避難さ
せることで、避難誘導と収容の両方で問題が発生することになる。 
 
（１）一時避難場所に相当する空間の確保 
地域住民を対象とした一時避難場所は、居住地のコミュニティの中で安全確認を行い、
次の行動まで待機するための一時避難場所を街区公園や小中学校（校庭）を設定するのが
一般的である。地域住民は日常生活の中で一時避難場所の指定に関わり、その存在を認知
しやすい環境にいる。また、観光客の場合は土地勘が弱いために避難先を認知しにくい環
境にいる前提で考える必要がある。 
 
（２）指定避難所に相当する施設の確保 
大地震に至っては、過去の実例を見ても交通施設の安全確認や復旧を要する。このため、
観光客は数時間から数日に至るまで足止めを余儀なくされる。首都圏においては東日本大
震災前に帰宅困難者対策に着手していたが、それでも都市部で帰宅困難者による混乱が発
生した。通勤・通学の関係者は所属する会社や学校に留め置く方向にあるが、観光客につ
いて同様の措置を考える必要がある。 
なお、観光客は帰宅までの数時間から数日間の一時滞在であり、交通事情の回復ととも
に滞在者は減少する。そこで生活する地域住民の避難滞在期間とは異なる。 
 
（３）情報環境整備 
 地震発生時に観光客が迷うことなく一時避難し、必要に応じて円滑に滞在施設に移動で
きるよう、観光地と観光客の特性に対応した避難経路の確保と案内情報を整備することを
提言したい。 
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５．１ 本章の目的と調査方法 
５．１．１ 本章の目的 
 観光客の安全確保には、観光地において安全な場所や施設をあらかじめ掌握しておくこ
とが重要である。国や地方公共団体は地震防災に活用できる地震災害情報を収集・整備し、
一般に公表している。しかし、この地震災害情報が土地利用規制に活用されることはない。
しかし、この情報は科学的根拠を持って整備されたものでもあり、観光客の避難や滞在に
関わる観光地防災計画を策定する上で有効な情報であるとも考えられる。 
そこで、ここでは、観光地の安全に着目し、観光客が避難する適地選定に必要な確認項
目を挙げ、確認に必要な公開資料の所在を明らかにする。 
 
 
５．１．２ 調査の手順 
地震による被害要素が比較的少ない場所や施設を予め掌握し、観光客を避難させる適地
の候補を挙げる想定で整理する。ここでは、観光地における地震による被害要素に関する
調査を基礎調査と定義する。基礎調査の項目としては、地盤の側の調査項目（地震の被害
を予測する上で必要と考えられる震源・揺れに関する情報、振動の増幅や破壊のしやすさ
を左右する表層地盤の状態）に浸水の危険性を加える。また、宅地・建物の側の調査項目
（耐震性、火災・延焼の防止）を対象とする。（全国各地で一般的に公開された項目を列挙
するが、自治体によってはより精度の高い資料を提供している事例も存在する。） 
地震発生で考えられる事象から、観光地又はその近辺で地震による被害要素が比較的少
ない場所や施設を掌握するための地震災害情報を列挙する。ここでは調査項目を明確にす
るために、まず、地震発生で想定される観光地の事象を整理する。次に地震直後に想定さ
れる観光客の行動を整理する。その上で、各々の観光地で予め掌握すべき基礎調査の項目
を挙げる（図 5.1 参照）。 
 
図 5.1 基礎調査項目について 
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５．１．３ 本章の構成 
 第２節では、適地選定に必要な条件として、地震発生で考えられる事象と観光客の避難
適地に必要な条件とその資料の所在を述べる。 
 第３節では、基礎調査のケーススタディとして、筆者にとって身近な横浜市・みなとみ
らい地区の日本丸メモリアルパークを事例に取り上げる。 
 第４節では、第５章のまとめとして、結論と現在の課題を述べる。 
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５．２ 適地選定に必要な条件 
５．２．１ 地震発生による事象 
ここでは、地震発生による事象のうち、地震動、地盤被害、浸水被害及び宅地・建物の
倒壊と火災・延焼を取り上げる。 
 
（１）地震動（震源の挙動と震度分布） 
 地震活動の根幹として、震源となり得る場所とその影響範囲を把握する。 
地震の原因として海溝や活断層の挙動を挙げる。揺れそのものが事象となるが、活断層
の挙動が段差として表層地盤に出現し、被害に直結することもある。 
 
（２）地盤被害 
 地震発生で懸念される地盤に生じる事象として、表層の地山（自然地盤）の崩壊、液状
化、斜面地の崩落や地すべりを挙げる。 
 
（３）浸水被害 
 津波や堤防の破壊、排水施設の機能不全による浸水を挙げる。 
 
（４）宅地・建物の倒壊と火災・延焼 
 地震発生で生じる宅地・建物の崩壊・倒壊や火災・延焼を挙げる。（図 5.2 参照） 
 
図 5.2 観光地での震災被害との因果関係 
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５．２．２ 観光客の危険回避行動と必要な情報 
 ここでは、観光客の危険回避行動を見込んで必要な情報を挙げる。 
 
（１）地震発生直後 
 地震発生時点では落下物や転倒物から身を護る行動を取ることになり、地域住民と観光
客で差異はない。観光客が地域住民や通勤・通学者と異なる点を挙げると、事前の情報で
知らされていない以上は次の行動が共通認識できない点である。したがって、観光施設の
耐震性確保やその場での行動を情報として周知する必要がある。 
 
（２）一時退避 
 揺れが落ち着いた段階で、地域の状況を冷静に把握するためにより安全な場所に一時避
難するもので、地域住民の行動と区別するために、ここでは一時退避と呼ぶことにする1。 
一時退避先には、地盤が比較的安定し（「地盤の安定」）、落下物（「耐震性、落下物」）に
よる影響を受けにくい場所とする。市町村によっては地域住民に対して一時避難（集合）
を自治会・町内会のように地域で定めることを推奨している事例がある2。 
地域に属さない観光客には、観光地の側で一時退避先の確保と案内情報が必要である。 
 
（３）状況確認 
 より安全な場所の確認や帰宅経路の情報収集に動く。一時退避した場所で次の行動を冷
静に判断するためのプロセスで、このまま帰宅できる状況か、無理に帰宅をせず、宿泊を
含めた停留が妥当か、更なる危機から避難すべきかを選択する3。この判断に必要な被害情
報の提供が必要である。 
 
（４）帰宅・滞在 
 帰宅経路と移動手段が確保できる場合にはそのまま帰宅を促すが、帰宅困難となった場
合には、当面の滞在先が必要となる。 
 滞在先の確保にあたっては、「浸水」のおそれがなく、所要の「耐震性」と、燃え移りに
くい「防火性」を有していることを要するため、平常時にこうした地震災害情報を観光地
の関係者が掌握している必要がある。観光客に対しては、平常時から帰宅のための交通情
報の入手方法や滞在先の配置を周知する必要がある。 
 
 
                                                   
1 東京都：「外国人旅行者の安全確保の災害時初動対応マニュアルため」，2013．には揺れ
が収まった後からの対応が述べられている。 
2 横浜市のような大都市に多い。 
3 地域防災計画や帰宅困難者対策マニュアルでは同種の記載は確認できない。観光客の行動
を考えると必要となる概念という筆者見解である。 
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５．２．３ 地震時の支障要因 
ここでは、避難途上、一時退避先及び震災時滞在先での地震時の支障要因を述べる。 
 
（１）避難途上の支障 
 避難途上の支障となる要因は、避難経路の地盤被害、施設構造物の崩壊、沿道建築物の
倒壊、落下物が挙げられる（表 5.1 参照）。 
表 5.1 防災上の支障項目 
被害項目 支障要因 
地盤被害 崖崩れ、地すべり、地盤陥没、液状化による通行支障 
構造物の崩壊 落橋、擁壁の倒壊、付帯構造物の倒壊による道路閉塞 
沿道建築物の倒壊 建築物の耐震性不足 
落下物による支障 吊下物や置物の固定不足 
浸水による支障 津波や堤防決壊による浸水による通行支障 
   
（２）一時退避先の支障 
 一時退避先の支障となる要因は、地盤被害、構造物の崩壊、落下物や転倒物による支障
が挙げられる。また、支障物件による有効面積の減少も考えられる（表 5.2 参照）。 
表 5.2 一時退避先の支障 
被害項目 支障要因 
地盤被害 崖崩れ、地すべり、地盤陥没、液状化による空間への支障 
構造物の崩壊 擁壁の倒壊、付帯構造物の倒壊による空間への支障 
落下物による支障 吊下物や置物の固定不足による空間への支障 
支障物件の存在 支障物件による有効面積の減少 
浸水による支障 津波や堤防決壊による浸水による支障 
 
（３）震災時滞在先の支障 
 一時滞在先の支障となる要因は、一時滞在先を取り巻く地盤の被害、一時滞在先となる
施設（以下、震災時滞在施設と言う。）の耐震性、施設内の落下物や転倒物による支障が挙
げられる（表 5.3 参照）。 
表 5.3 震災時滞在施設の支障と対応する調査項目 
被害項目 調査項目 
周辺地盤の被害 崖崩れ、地すべり、地盤陥没、液状化被害 
施設の倒壊 施設の倒壊、火災延焼による支障 
落下物による支障 吊下物や置物の強度不足による空間への支障 
浸水による支障 津波や堤防決壊による浸水による支障 
5-6 
 
５．２．４ 観光地防災上必要な基礎調査項目 
ここでは、観光地における防災行動のために予め必要な資源・情報を取り上げる。 
 地震発生時、一時退避、一時退避時の状況確認、帰宅までの滞在（震災時滞在）、帰宅支
援の段階で必要と考えられる資源を挙げる（表 5.3 参照）。 
 
表 5.3 観光地防災で必要な基礎調査項目 
段 階 事 象 観光客に求める行動 必要な資源・情報 
地震発生 揺れによる地盤や建物
の破壊 
その場での安全確保 地盤や建物の安全 
建物被害の情報 
一時退避（集合）  より安全な場所に集合 安全な屋外避難 
地盤被害の情報 
構造物被害の情報 
状況確認 余震、二次災害の前兆 目先の状況確認 被害情報 
火災延焼の情報 
浸水被害の情報 
一時滞在 余震、二次災害の前兆 帰宅困難時の滞在 安全な建物 
建物被害の情報 
帰宅支援  交通復旧に沿って帰宅 復旧情報・交通情報 
 
 
５．２．５ 支障項目に対応する基礎調査 
ここでは、支障項目に対応する基礎調査として、前提条件の整理、震源による影響、地
盤被害による影響、浸水被害による影響、宅地・建物の性能による影響という観点から述
べる。 
 
（１）前提条件の整理 
観光地において一時退避や一時滞在を考える時に、必要な空間や施設とそこに至る避難
路の安全確保が必要である。このため、観光地の地盤や観光地にある施設や建物の安全性
をできるだけ正確に把握することが必要となる。地域住民や通勤・通学者との違いは、個々
人の特性（居住地、年齢、性別）と数を正確につかめないところにある。しかし、把握で
きる範囲で対応策を考慮することが必要である。 
観光入込客数については、観光庁が集計方法を取り決めるまで都道府県レベルでも統一
されていなかった。本研究の時点でもまだその普及が徹底されていないが、別の集計方法
で集計は行われているため、これを用いる。 
 観光地では一定の区域を定め、区域内においては震災時に観光地内で観光客を保護する
という前提で、入込客数をできる限り正確に把握しておくことが重要である。観光客は徒
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歩圏を超えて来訪するケースが多いと仮定して、観光地内の観光客は観光地内で保護する
という原則で考えるようにする。 
 
（２）震源による影響 
ここでは、海溝を震源とする大地震の影響を受けやすい地域と、内陸部における活断層
の分布をとらえる（図 5.4 参照）。 
 
 
 
図 5.4 震源の影響 
 
（３）地盤被害による影響 
 地盤は、地震学、地質学、地盤工学の分野で見方が異なっているため、ここでは次のよ
うに定義する。 
 人工的な造成が伴わない自然の地山地盤を表層地盤と呼ぶ。 
 崖地や急傾斜の地形条件で土砂災害のおそれが指摘された地山を崖地・急傾斜地と呼ぶ。 
 埋立地や大規模造成地のように、人工的な造成が伴った地盤を大規模造成地盤と呼ぶ（図
5.5 参照）。 
震源の影響 
 
海溝部を震源とする地震の影響
を受けやすい地域 
 
内陸に分布する活断層の影響を 
受けやすい地域 
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図 5.5 地盤の分類 
 
（４）浸水被害による影響 
 地震発生に伴って、津波による浸水と堤防の破損による河川からの浸水が考えられる。
河川からの浸水については、洪水が発生しやすい場所を援用する。内水氾濫は洪水と類似
の概念であるが、こちらは降雨時に排水施設での処理が追いつかないことで発生するメカ
ニズムの違いから、ここでは対象から外す（図 5.6 参照）。 
 
 
 
図 5.6 浸水の影響 
 
（５）宅地・建物の性能による影響 
 宅地の性能に関しては、宅地の崩壊や隣接法面崩壊の影響を対象とする。また、建物の
性能に関しては、ここでは、耐震性（耐震構造、免震構造、制震構造）と火災・延焼に対
する防災性（防火性、耐火性）を考慮する（図 5.7 参照）。 
浸水の影響 
津波浸水 洪水 
 
地盤の影響 
 
表層地盤 
 
崖地・急傾斜地 
 
大規模造成地盤 
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図 5.7 建物の性能 
 
 
図 5.8 基礎調査項目と一時退避や滞在との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
宅地・建物の性能 
宅地の崩壊や建物の
倒壊の危険性 
火災・延焼に対する 
防災性 
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５．２．６ 震源の影響を受けやすい地域に関する情報  
ここでは、海溝地震の影響を受けやすい地域の調査、震源関係・地震対策推進地域に立
地する観光地、震源となる可能性がある活断層に近い観光地、想定震度 6 強以上の揺れが
予想される地域にある観光地について述べる。 
 
（１）海溝地震の影響を受けやすい地域の調査 
大規模地震対策特別措置法第 3 条の規定により、内閣総理大臣が大規模な地震が発生す
るおそれが特に大きいと認められる地殻内において大規模な地震が発生した場合に著しい
地震災害が生ずるおそれがあると想定されるため、地震防災に関する対策を強化する必要
があるとして定めた地域を地震防災対策強化地域として指定し公表している。地震防災対
策強化地域は市町村単位であり、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、
愛知県、三重県の中に対象市町村が存在する。観光地においては、地震防災対策強化地域
に該当するかどうかを確認する。該当する場合には、震度６強以上の揺れの影響を受ける
前提で対処する。表 5.4 に地震防災対策強化地域の対象市町村を示す。 
 
表 5.4 地震防災対策強化地域 
都県名 対象市町村 
東京都 新島村、神津島村、三宅村 
神奈川県 
 
平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、厚木市、伊勢原市、海老名市、南足柄市、寒川町、
大磯町、二宮町、大井町、中井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、湯河原町、真鶴町 
山梨県 
 
 
甲府市、富士吉田市、都留市、山梨市（旧三富村を除く）、大月市、韮崎市、南アルプス市、
北杜市、甲斐市、笛吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三郷町、富士川町、早川町、身
延町、南部町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町 
長野県 飯田市、伊那市、駒ヶ根市、岡谷市、諏訪市、茅野市、下諏訪町、富士見町、原村、大鹿村、
辰野町、箕輪町、南箕輪村、飯島町、中川町、宮田村、松川町、高森町、阿南町、阿智村（旧
浪合村・清内路村を除く）、下條村、天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村 
岐阜県 旧中津川市域 
静岡県 全域・全市町村 
愛知県 
 
 
 
名古屋市、豊橋市、岡崎市、半田市、豊川市、津島市、碧南市、刈谷市、旧豊田市域、安城
市、西尾市、蒲郡市、常滑市、新城市、東海市、大府市、知多市、知立市、高浜市、豊明市、
日進市、みよし市、あま市、東郷町、長久手市、大治町、蟹江町、飛島村、弥富市、愛西市、
阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武豊町、幸田町、設楽町、東栄町、田原市 
三重県 伊勢市（旧小俣町を除く）、尾鷲市、鳥羽市、熊野市（旧紀和町を除く）、旧長島町域、木曽
岬町、南伊勢町、旧紀勢町域、志摩市、紀北町 
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（２）震源関係・地震対策推進地域に立地する観光地 
三陸沖や東南海・南海トラフなどの海底トラフを震源とする大地震は、被害が広範囲に
及び、都道府県の行政区域を超える。東南海・南海トラフについては、2013 年 12 月 27 日
に「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が制定されている。 
ここでは、茨城県から沖縄県に至る 1 都 2 府 26 県 707 市町村（2014.6 時点）が「防災
対策推進地域」に属する。既に多くの著名な観光地点や大都市が立地している。その中で、
津波浸水深 30ｃｍ以上の区域内にある不特定多数の者が出入りする施設又は事業の管理・
運営者は、津波からの円滑な避難の確保に関する事項を定めた「南海トラフ地震防災対策
計画」を作成し、都道府県知事に提出する義務を定めており、これへの該当の有無で判断
できる。中央防災会議では調査結果を集約し、2014 年 3 月 28 日に「南海トラフ地震防災
対策計画」にとりまとめている。「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特
別措置法施行令」に基づけば、観光施設の多くは同法第 3 条 1 号に該当する。これは消防
法施行令第 1 条の 2 第 3 項の施設となる。施設管理者は消防法第 8 条第 1 項に規定する消
防計画に東南海・南海地震の防災対策を追記した上で所管の消防長に提出するという簡単
な手続きとなっている4。 
「防災対策推進地域」は、前述のように津波被害を意識したものである。 
地震の時に揺れが大きくなる可能性がある観光地、津波発生の際に避難先を特に意識す
べき観光地として取り上げる（表 5.5 参照）。 
 
表 5.5 地震防災対策推進地域内にある観光地の例 
観光地の分類 地震防災対策推進地域内の主な観光地  
自然 三陸海岸（青森県、岩手県、宮城県）、 
日南海岸（宮崎県） 
 
 
歴史・文化 塩釜市（宮城県）、松島町（宮城県）、 
京都市（京都府） 
 
温泉・健康 別府市（大分県） 別府市は耐震基準の地
域係数が 0.9 
ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾚｪｰｼｮﾝ いわき市（福島県）、 
名護市（沖縄県） 
名護は耐震基準の地域
係数が 0.7 
都市型観光地 静岡市（静岡県）、 
名古屋市（愛知県） 
静岡は耐震基準の地域
係数が 1.2 に割増 
（出典：地震防災対策推進地区資料から検索）  
 
                                                   
4 その他の施設もそれぞれの許認可権者に計画を追記して提出することになる。提出先の許
認可権者は経済産業大臣、経済産業局長、国土交通大臣、総務大臣、地方運輸局長、知事、
市町村長、消防長など施設によって異なる。一元的な情報集積は行われていない。 
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（３）震源となる可能性がある活断層に近い観光地 
震源となり得る活断層は内陸部にも存在し、「日本の活断層」にまとめられているが、ま
だ確認されていない活断層も存在するとされる。また、防災科学技術研究所の地震ハザー
ドステーションや地方自治体の地震被害想定で調査することができる（図 5.9 参照）。 
 
 
図 5.9 J-SHIS 地震ハザードステーションの表示例 
 
中田（1996）の研究5では、国内における人口 5 万人以上の都市で確実度の高い活断層が
分布する市は 170 市（調査当時）に及ぶとされる。 
兵庫県南部地震や濃尾地震など、過去の被災履歴を見ると被害範囲の特徴をつかむこと
ができる。 
愛知県では、断層から 10～15ｋｍ程度の距離までは被害が甚大となる可能性があること、
地震断層の両側の被害の範囲は左右同じではなく、概ね 2 倍ないしそれ以上の違いがある
こと、被害の広い側はいずれも沖積地が分布しており地盤条件の影響が大きいこと、など
を挙げている。 
活断層を震源とする地震の影響範囲は、地盤状態によって変動する。活断層から約 10km
以内に立地するいくつかの観光地を表 5.6 に挙げる。 
 
 
 
                                                   
5 中田高：「都市圏活断層の危険度評価と対策」，1996. 
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表 5.6 活断層から 10ｋｍ以内にある観光地の例 
観光地点の分類 該当する観光地の例 
自然型 島原半島（長崎県）、鳴門市（徳島県） 
歴史・文化型 金閣寺（京都府）、南禅寺（京都府）、熊本城（熊本県）、 
温泉・健康型 別府温泉（大分県） 
ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸｼｪｰｼｮﾝ型 仙台秋保（宮城県）、T.D.R（千葉県） 
都市型観光地型 
 
名古屋市、福井市、津市、大津市、大阪市平野区、京都市、奈良市、神戸市、
福岡市、佐賀市、熊本市、大分市、鹿児島市 
（J-SHIS・地震ハザードステーションで照合） 
 
（４）想定震度 6 強以上の揺れが予想される地域にある観光地 
想定地震が発生した時の震度分布は防災科学技術研究所の地震ハザードステーション
J-SHIS や地方自治体の地震被害想定で調査することができる（図 5.10 参照）。 
 
図 5.10 地震動予測地図 
 
九州天草地方、四国南部、大阪近郊、和歌山沿岸、東海地方沿岸、千葉を中心とした関
東地方、糸魚川－静岡構造線、能登半島付近、北海道根室付近が高い。地盤の基礎調査項
目に対応する資料を表 5.7 に示す。 
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表 5.7 地盤の基礎調査項目に対応する資料 
被害要素 調査項目 基礎調査資料 
資料名称 所管 備考 
地震動の予測 地震防災対策強化
地域、推進地域 
地震防災対策強化
地域図 
内閣府 行政区域で指定 
活断層分布 J-SHIS、活断層基
礎調査報告 
独・防災科研、 
都道府県 
文献資料 
地震動の予測 J-SHIS 
地震被害想定 
横浜市 
危機管理室 
 
 
 
５．２．７ 地盤に関する情報 
ここでは、地震に関する情報として、表層地盤、大規模造成地盤、崖・急傾斜地、浸水
について述べる。 
 
（１）表層地盤 
 表層地盤の中でも軟弱地盤を把握する。軟弱表層地盤の分布は地震ハザードステーショ
ン（J-SHIS）で確認できる6。この中で、地盤増幅率が高い（例えば 1.4 以上）の地域を軟
弱な地盤とする。この条件に該当する主な観光地の事例を示す（表 5.8 参照）。 
 
表 5.8 軟弱表層地盤上に立地する観光地点の例 
観光地点の分類  軟弱表層地盤 
自然 富良野（北海道）、霞ヶ浦（茨城県）、御前崎（静岡県）など 
歴史・文化 出雲（島根県）、柳川（福岡県）など 
スポーツ・レクシェーション 葛西臨海公園（東京都）、横浜ベイサイド（神奈川県）、 
幕張 QVC マリーンスタジアム（千葉県）など 
都市型 
 
釧路市都心、札幌市都心、仙台市都心、新潟市都心、東京都湾岸、千葉市
幕張地区、横浜市都心、名古屋市都心、大阪市都心、岡山市都心、鳥取市
都心、高松市都心、徳島市都心、高知市都心、佐賀市都心、宮崎市都心 
 
J-SHIS の他にも、都道府県や市町村がより詳細の資料を提供しているケースがある。例
えば、地盤沈下が発生しやすい地域の情報や液状化被害が発生しやすい地域の情報である。
                                                   
6 日本全国の地形・地盤を統一的な手法により約 1km メッシュ及び約 250m メッシュ区画
で微地形区分として分類した地図である。2009 年版から地形・地盤の分類方法の空間解像
度が向上し、250m メッシュの微地形区分として改良された。 
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液状化被害を受けやすい地域の情報としては、液状化マップを作成しているケースがある
ので、これらの資料を活用する（図 5.11 参照）。 
 
 
（出典：東京都地震被害想定 2013） 
図 5.11 想定の液状化被害分布 
  
液状化現象では、新潟地震で建築物の倒壊に結び付いたが、近年において人的被害を報
告された例はない。しかし、噴砂が発生した場合、陥没個所に人が落下する恐れがあり、
警備であっても歩行困難を招く。このため、一時退避での滞留が困難になるおそれもある。
震災直後に人を退避させ、又は通行させるのに安全性が保てるものかを知る情報となる。 
 
（２）大規模造成地盤 
 造成地盤については、埋立地や大規模盛土造成地の状況調査図や地区名を都道府県が提
供しているケースがある。また、個々の宅地については開発登録簿を建築特定行政庁が保
管しているケースがある。 
 なお、都道府県知事等は、関係市町村長の意見を聴いて、宅地造成に伴う災害で相当数
の居住者等に危害を生ずるものの発生のおそれが大きい一団の造成宅地（附帯する道路等
を含み、宅地造成工事規制区域内の土地を除く。）の区域であって次のいずれかに該当する
ものを造成宅地防災区域として指定することができるので、この指定の有無を調査するこ
とも重要である。 
これらの情報は、国土交通省ハザードマップポータルサイトでも入手できる。新たに造
成した宅地であっても、設計基準が地震被害による法面崩壊の影響の回避を想定していな
いケースがある。影響の回避を想定した設計基準の事例としては、静岡県の宅地造成基準
が該当する。宅地造成基準の考え方を図 5.12 に、対応する資料の例を表 5.9 に示す。 
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図 5.12 宅地が崩落しても影響が及ばない範囲の把握 
 
表 5.9 地盤の基礎調査項目に対応する資料 
被害要素 調査項目 基礎調査資料 
資料名称 所管 備考 
地盤災害の予測 大規模盛土造成地 大規模盛土造成
地調査資料 
都道府県 
市町村 
 
宅地造成地におけ
る被害 
開発登録簿 都道府県 
市町村 
2,500 分の１ 
 
 
（３）崖・急傾斜地 
土砂災害防止法は、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区域
についての危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅等の新規立地の抑制、既存住宅の移転
促進等のソフト対策を推進しようとするものである。 
対象となる土砂災害は、急傾斜地の崩壊、土石流、地すべりとなる。 
地震関連としては、急傾斜地の崩壊と地すべりを対象とする。 
土砂災害警戒区域や特別警戒区域は都道府県知事が指定する。 
地すべり防止区域は、地すべり等防止法で定められる。 
地すべりによる崩壊を防止するため、排水施設や擁壁を設置するとともに、一定行為制
限が伴う土地については、農林水産大臣又は国土交通大臣が指定する。 
地盤の基礎調査項目に対応する資料を表 5.10 に示す。 
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表 5.10 地盤の基礎調査項目に対応する資料 
被害要素 調査項目 基礎調査資料 
資料名称 所管 備考 
地盤災害の予測 土砂災害警戒区
域・特別警戒区域 
土砂災害予測資料 都道府県 区域を指定 
地すべり防止区域  
 
農林水産省 
国土交通省 
都道府県 
区域を指定 
J-SHIS で区域の
確認が可能。 
 
観光地の中では、土砂災害警戒区域・特別警戒区域、地すべり防止区域の区域内はもと
より、その影響範囲を勘案して安全性を検証する。 
 
 
 
５．２．８ 宅地・建物に関する情報 
ここでは、宅地・建物に関する情報として、耐震性と火災・延焼について述べる。 
 
（１）耐震性 
 現行の耐震基準を満たす構造であっても、想定地震に耐えられないケースがある。 
 宅地造成では、高さ２ｍを超える斜面が崩落しても、自然に安定する斜面角度である 30
度で決定したものを基準に考える必要があるが、地方自治体によってはこれを満たさなく
とも許可要件に該当する宅地造成許可基準となっている例がある。 
この場合だと地震による外力が加わった時には被害が発生するケースがあるため、高さ
２ｍ以上の斜面がある場合には、斜面角度３０度の影響範囲は地震発生時の被害範囲と考
えて、その範囲とそれにかかる建物は避難適地から外すことが必要となる。 
国土交通省では地域係数を告示しているが、この係数が 1.0 未満の場合で耐震等級を１と
して設計した場合、震度 6 強の揺れに耐えられないケースがある。 
よって、建物については、想定地震の最大震度に耐えられる設計になっているか性能規
定で検証を要する。 
主な観光地と地域別係数の関係を表 5.11 に示す。 
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表 5.11 主な観光地と地域別係数の関係 
観光地の分類 主な観光地と地域別係数の関係 地域別係数 
自然 三陸海岸（青森、岩手、宮城）、日南海岸（宮崎） 1.0 
歴史・文化 塩釜市（宮城）、松島町（宮城）、京都市（京都） 1.0 
温泉・健康 別府市（大分） 0.9 
スポーツ・レクレェーション いわき市（福島） 1.0 
名護市（沖縄） 0.7 
都市型観光地 静岡市（静岡）   1.2
（※）
 
名古屋市（愛知） 1.0 
 
 
（２）火災・延焼 
 現行法の防火性能や耐火性を満たすことを前提とする。 
延焼が継続する場合には、防火性能を満たした建物でも、時間の経過で延焼が拡大する
おそれがある。 
建物の基礎調査項目に対応する資料を表 5.12 に示す。 
 
表 5.12 建物の基礎調査項目に対応する資料 
被害要素 調査項目 基礎調査資料 
資料名称 所管 備考 
建物被害の予測 地震による揺れ 確認申請台帳 
建築計画概要書 
建築特定行政庁 個別文書 
液状化 液状化予測 都道府県市町村 地域防災計画の
資料 
急傾斜地崩壊 ‐ ‐   
宅地崩壊 開発登録簿 ‐  
火災延焼 確認申請台帳 建築特定行政庁 個別文書 
落下物・転倒物 放物線の計算 ‐   
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５．２．９ 浸水に関する情報 
津波浸水や河川堤防の決壊による浸水想定区域を把握し、この場所を一時退避空間や震
災時滞在施設の指定から外すとともに、避難路の配置にも反映させる。浸水想定区域は、
河川管理者や市町村が浸水ハザードマップを公開している。また、国土交通省ハザードマ
ップポータルサイトでも入手できるケースもある。 
浸水の基礎調査項目に対応する資料の例を表 5.13 に示す。 
 
表 5.13 浸水の基礎調査項目に対応する資料 
被害要素 調査項目 基礎調査資料 
資料名称 所管 備考 
浸水被害の予測 
  
津波浸水 津波避難対象区
域図 
都道府県  
洪水 洪水ハザードマ
ップ 
市町村  
 
 
 
５．２．１０ 落下物に関する情報 
 一時退避空間や避難路は、屋外にある前提とし、落下物・転倒物による影響を考える。
これにはいくつかの算定式が存在する。 
本件では揺れの影響を考慮し、高層建物の数式を提案する。 
公開空地や外壁安全は建物壁面からの剥離物が放物線を描く前提であり、揺れた建物か
らの離隔には不適当と考えた。 
避難地基準は、2004年の国土交通省告示をもとにした文書「大臣基準改正に係る広域避
難地・避難路の設計について」による。 
ここでの計算は落下物による道路閉塞を見込んでおり、道路閉塞を引き起こす量と大き
さの剥離物を想定している。 
よって、避難者への直撃のおそれまでは掌握できないためここでは不適当とする。 
総合防火については火災が発生したときの熱風を計算に入れている。 
引火や爆発の危険性がある個所からはその影響を考慮した離隔をとることを要する。 
加えて輻射熱からの離隔を取る必要があるため、基本的には安全面積を確保した広域避
難場所など別の避難地に誘導するように定める。 
活断層上や地盤災害（陥没等）等土砂災害 の影響を受けやすい個所を避けるか、有効な
対策を講じる。 
落下物による影響を考慮した建物からの最小離隔を表5.14に示す。 
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表5.14 落下物による影響を考慮した建物からの最小離隔 
方法 数式 建物高12m 建物高20m 建物高30m 本来用途 
高層建物7 
 
3.88m 5.01m 6.23m 地震動による落下影響 
公開空地8 
 
1.73m 2.24ｍ 2.78m 公開空地での判定 
外壁安全9 
 
1.73m 2.24m 2.78m 外壁タイルの落下 
避難地基準10 
（簡便法） 
1.00m 1.00m 1.00m 1.00m 落下物による道路閉塞 
総合防火11 
 
15.59m 20.12m 25.05m 火災熱風による落下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
7 地震時における高層建物頂部の揺れの最大速度を 2.5m/s と仮定している。 
8 総合設計の公開空地落下物曲線（放物線）による。 
9 外壁タイルの剥離落下を想定している。 
10 2004 年国土交通省告示第 767 号に関連した国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進
課都市防災専門官通知による。 
11 火災時における熱風の気流速度を 5m/s と仮定して放物線を算定している。 
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５．３ 事例による検証（横浜市・日本丸メモリアルパークの事例） 
５．３．１ みなとみらい 21地区に関する情報 
 ここでは、これまでの提案を具体的に示すため、神奈川県横浜市のみなとみらい 21地区
の日本丸メモリアルパークを事例として手順を説明する。 
 
（１）観光地の区域 
 日本丸メモリアルパークが立地するみなとみらい２１中央地区に位置するが、新港地区
（赤レンガ倉庫周辺）と近接しているため、中央地区と新港地区をここでの区域とする。 
 
（２）区域内の観光客数 
 横浜市では独自の調査で、平日だけでなく土日祝の発災においても観光客などが帰宅困
難となる事態を予想している。 
土日祝のデータは確保してないが、統計データのある大型集客施設地区及び繁華街地区
での推計を行っている。 
観光客の統計データに基づき、みなとみらい 21 地区で 17,000 人の帰宅困難者（観光客
のみ）が発生すると予測している。 
平日の私用での帰宅困難者数は、みなとみらい 21 地区で約 7,600 人である。 
横浜市では土日祝は帰宅困難者が平日の数倍になると予想しているが、混雑時の正確な
数値は把握できていない。 
なお、本推計は平均的な土日祝の帰宅困難者数であり、大型連休や大型イベント開催時
はこの数字を上回る可能性がある。12  
 
 
５．３．２ 地盤に関する情報 
（１）震源の影響を受けやすい地域に関する情報 
 地震防災対策強化地域には該当しない。 
また、横浜市では国及び神奈川県とともに実施した調査では、主要な活断層の分布も確
認されていない。 
しかし、J-SHIS では、地震動 30 年確率に限定しても、震度６強以上の地震に見舞われ
る確率は６％以上である。  
 
 
 
 
                                                   
12 横浜市：「地震被害想定」ｐ109, 2012.12． 
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表 5.15 横浜市・みなとみらい 21 地区の地震防災項目と対応する資料 
被害要素 調査項目 MM21 のケース 
資料名称 所管 備考・図面精度 
地震動の予測 地震対策推進地域 南海トラフ地震防災
対策推進地域 
内閣府防災担当 地域指定 
活断層分布 活断層基礎調査報告 横浜市危機管理室 文献資料 
地震動の予測 地震マップ 横浜市危機管理室 15,000 分の１ 
 
（２）表層地盤 
表層地盤の特性を確認するには、まず地震ハザードステーション（J-SHIS）を調査する。
同資料では、表層地盤の地盤増幅率 2.0－2.5 で震動を増幅しやすい領域として表示してい
ることが確認できる13。 
埋立地であるため、液状化危険度を確認すべく検索する。 
J-SHIS には液状化の分析はないため、自治体の資料が拠所になる。すると、横浜市総務
局液状化マップにたどり着く。内容を確認すると液状化対策済みであることがわかる。 
さらに、一般社団法人横浜みなとみらい２１の公式資料を閲覧すると、埋立て用材は、
液状化しにくい粒径の異なる土砂を用い、道路部分を深層混合処理工法で地盤改良済みで、
潮入り公園をはじめとする水辺以外は液状化しにくいとしている14。 
したがって、震度 6 強以上の揺れを受ける地域であるが、基本的に液状化現象は起こり
にくい場所と認識する。 
 
（３）崖・自然法面 
 埋立地で平坦な地形であり、地すべり地形は存在しない。また、土砂災害警戒区域の指
定個所もない。 
 
（４）造成地盤 
表層地盤の項目で明らかなように、表層地盤の地盤増幅率が 2.0－2.5 で振動を増幅しや
すい条件下にある。埋立地部分については、造成にあたっては地盤改良にサンドドレーン
工法を採用している15。 
根拠資料は、みなとみらい公式ホームページで確認できる。一般的には建築特定行政庁
                                                   
13 防災科学技術研究所：J-SHIS 地震ハザードステーション
（http://www.j-shis.bosai.go.jp/map/）（2018.12.閲覧） 
14 みなとみらい 21：「みなとみらいエリアマネジメント」
（https://www.ymm21.jp/disa/ground.html）（2018.12.閲覧） 
15 みなとみらい 21：「みなとみらいエリアマネジメント」（https://www.ymm21.jp/）
（2018.12.閲覧） 
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で確認する16。揺れについては地盤改良では対処できないため、構造物の側で対応する。 
 
表 5.16 横浜市・みなとみらい 21 地区の地震防災項目と対応する資料 
被害要素 調査項目 MM21 のケース 
資料名称 所管 精度 
地盤災害の
予測 
表層地盤の増幅度 地震被害想定 横浜市総務局危機管理室 25,000 分の 1  
土砂災害警戒区域 土砂災害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 横浜市建築局建築防災課 6,000 分の１ 
地すべり防止区域 J-SHIS 独・防災科研  
大規模盛土造成地 大規模盛土造成地の
状況調査図 
横浜市建築局宅地審査課 25,000 分の１ 
液状化危険度 液状化マップ 横浜市危機管理室 15,000 分の１ 
 
 
 
 
５．３．３ 宅地・建物に関する情報 
 ここでは、建物に関する情報として、耐震性と防火性・耐火性について述べる。 
 
（１）耐震性 
想定震度震度 6 強～7 相当（元禄型関東地震被害想定地震マップ） 
現在、地区内に存在する建築物（仮設物を除く）はすべて現耐震基準が適用される。 
実際にここで建築された建築物は、耐震基準以上（免震や制震による対策を含む）の性
能を確保している17。 
また、現行耐震基準の地域係数は 1.0 であり、これを遵守した設計であれば、想定地震震
度 6 強の震度に耐える計算になる。 
 
 
（２）防火性・耐火性 
ランドマークタワーがあるみなとみらい中央地区は防火地域、赤レンガ倉庫がある新港
地区は準防火地域で、いずれも燃えやすい木造建築物は存在しないため、延焼の危険性も
きわめて小さいものと認識する。 
可燃性や爆発の危険性がある設備や商品の配置に留意することが重要である。 
                                                   
16 みなとみらい 21 地区の場合は、横浜市が特定行政庁であり、建築局宅地審査課と建築防
災課を窓口に詳細を確認する。 
17 一般社団法人みなとみらい 21 の公式資料で確認できるが、建築局市街地建築課と建築指
導課を窓口に詳細を確認する。 
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表 5.17 横浜市・みなとみらい 21 地区の地震防災項目と対応する資料 
被害要素 調査項目 MM21 のケース 
資料名称 所管 精度 
建物被害の予測 揺れによる被害 確認申請台帳 
建築計画概要書 
横浜市建築局 
建築情報課 
個別文書 
液状化による被害 液状化マップ 横浜市危機管理室   
急傾斜地による被害 ‐ ‐  
宅地造成地における
被害 
開発登録簿 ‐ 2,500 分の１ 
火災延焼による被害 建築確認申請台帳 ‐ 個別文書 
落下物・転倒物による
被害 
放物線の計算 ‐   
 
 
 
 
５．３．４ 浸水に関する情報 
ここでは、浸水に関する情報として、津波浸水区域と洪水浸水区域について述べる。 
 
（１）津波浸水区域 
臨港パークの沿岸部を除き、津波浸水想定区域は設定されていない。 
想定される最大の津波による浸水想定で、津波からの避難を想定し、海抜標示の設置や、
津波避難情報板及び津波警報システムを整備している。 
東日本大震災の時には、ここでも 1m 超えの津波が観測されている。このため、高潮や津
波への対策を施している。 
横浜市の津波浸水想定である元禄型関東地震をモデルにして、津波の高さを上回る基準
で護岸や宅地などの整備が行われた。 
また、「津波から避難に関するガイドライン（平成２４年４月、横浜市消防局危機管理室）」
が改訂され、横浜市にとって浸水面積および浸水の深さが最大となる「慶長型地震」によ
る津波をモデルとして、津波対策の見直しが図られた。 
その他の対策として、観光客が早く高い場所に避難できるよう、海抜表示を道路施設や
防犯灯の柱に設置している。 
津波が予想される区域に対しては、屋外スピーカーを使い、津波警報、避難勧告や避難
指示などの緊急情報を放送する津波警報伝達システムの整備が行われた。 
 
 
5-25 
 
（２）洪水浸水区域 
帷子川水系洪水浸水想定区域（神奈川県）18によると、みなとみらい 21 地区に浸水想定
区域は存在しない（表 5.18 参照）。 
 
表 5.18 横浜市・みなとみらい 21 地区の地震防災項目と対応する資料 
被害要素 調査項目 みなとみらい 21 地区のケース 
資料名称 所管 精度 
浸水被害の予測 
  
浸水被害 津波避難対象区域図 横浜市危機管理室 25,000 分の１ 
浸水被害 洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 西区総務課 7,000 分の１ 
 
 
 
５．３．５ 落下物に関する情報 
みなとみらい 21 地区は、「みなとみらい 21 街づくり基本協定」19を策定し、第 7 条の建
築物等の基準で、最低敷地規模、外壁後退や広告物（看板を含む）についての規定を定め
ている。 
 最低敷地規模としては街区全体での一体開発か 2,500 ㎡以上、外壁後退としては前面道
路から４ｍ又は２ｍ、主要幹線道路沿いの屋外広告と３階以上の部分についてのそで看板
の禁止を規定しており、落下物の原因は未然に排除する形になっている。 
 みなとみらい２１地区の高層建築物は、耐震基準（免震、制震を含む）を満たしている
ため、建物内での一時退避や滞在も可能な状態にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
18 神奈川県：「帷子川水系洪水浸水想定区域」
http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/882435.pdf ，2017. 
19 横浜みなとみらい 21：「みなとみらい 21 街づくり基本協定」，pp.8-9, 2014. 
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５．４ 第５章のまとめ 
５．４．１ 結論 
本章では、「観光客を避難させるための適地の選定」として、観光客の避難先確保におい
て、適地選定に必要な確認項目と、これに対応する地震災害情報の所在と公表状況を調査
した。 
調査内容は、観光客の避難先適地を把握するため、危険要素として、活断層の分布、地
盤崩壊、宅地・建物の崩壊、浸水や火災延焼のおそれを挙げた。 
既に国、都道府県や市町村がストックした地震災害情報の存在を確認した。また、適地
調査に結び付けられる情報が存在する。 
地震災害情報は、代表地点での予測にとどまる事例も存在するが、基本的に全国どこの
観光地でも入手可能な状態であるため、観光客の避難先適地の選定に活用できる。 
民間所有の宅地・建物の情報は、所有者や管理者が持つ。 
つまり、必要な情報は公開されているか、簡単な計算で確認ができる。 
調査の結果、活断層分布図、地震ハザードマップ、宅地や建物の設計基準、浸水想定区
域、火災延焼危険区域を示す資料の所在を確認した。また、どこの観光地であっても精度
の違いこそあれ、地震災害情報は、震災の予防策のために活用ができる状況にあった。但
し、民間所有の宅地や建物の設計内容は、公表を前提としていないため、情報入手は困難
であった。 
検証事例に挙げたみなとみらい２１地区においては、これらの資料が一通り入手できた。
宅地や建物個別の耐震性については、土地区画整理事業による基盤整備以降、開発に際し
てまちづくり協議が徹底されており、適地の確認が可能な状態であることがわかる。実際
に、みなとみらい２１の来訪者に対し、同地区のエリアマネジメントが防災マップを作成
し、ＷＥＢで公開もしていた。 
ここでも既存の地震災害情報や統計資料に活用の余地があることが確認できた。 
 
 
５．４．２ 課題 
国、都道府県や市町村では、観光地を包括した地震災害情報を公開し、危険とされるか
所を把握することで、観光客を避難させるための適地となる安全な箇所の探索に役立てる
ことができる。また、内在する危険性に応じた対策を施すことで、避難の適地に転換する
こともできる。 
そこで、 
観光地内で適地となる安全な箇所があるか。 
安全な箇所がなければ必要な対策を施すことで安全を確保できるか。 
安全な箇所が観光地内で確保できなければ近辺でそれを求めることができるか。 
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そこまで追求して、観光客の避難先を確保すべきであるというのが筆者の考え方である。 
対応する既存資料でも、直接の目視ができない個所にかかるデータは不確実性を内包し
ている。既存資料のうち、地図上のメッシュによって区分された情報は、その精度を考慮
する必要がある。基礎調査では危険性が小さいと判定されても、被害のおそれは残る。一
般の住宅や事業所であれば、建物の耐震性は法定の基準を満たせば、あとは自己責任とし
て、地震保険によるリスク転嫁に委ねることもあり得る。しかし、発災直後から数日間、
観光客を保護する視点に立つと、リスク回避を目指さざるを得ないと考える。この場合、
これにかかる経費を如何に負担するかが課題となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5-28 
 
第５章 参考文献 
１）植村善博：「1999 年台湾 921 地震」による豊原・台中付近の地震災害と地形」歴史都
市防災論文集, 2009. 
２）梅村魁、古藤田喜久雄, 若松加寿江, 岸田英明：「軟弱地盤と建築, 地震時の問題 : 概
論、 地盤の震害,  軟弱地盤の挙動」, 土質工学会論文報告集, 15(3), pp.252-273, 1975. 
３） 国土交通省住宅局建築指導課・日本建築主事会議・財団法人日本建築センター編：「2001
年版 建築物の構造関係技術基準解説書」, 工学図書, 第 2 版第 4 刷, 2006. 
４） 田村昌仁, 平出務, 村山悟, 諏訪免晴一良：「軟弱地盤における住宅の基礎と地盤改良」, 
土と基礎 39(10),  pp.31-36, 1991. 
５）戸松誠, 南慎一, 岡田成幸, 大津直, 田近淳：「活断層被害予測マップ及び防災マップの
作成に関する研究 : 函館平野西縁断層帯を例として」災害・施設配置評価, 講演研究
論文・計画技術報告, 2005. 
６）中田高：「都市圏活断層の危険度評価と対策」, 活断層研究 (15),  109-111, 1996. 
７）長橋純男, 柴野謙太郎：「歴史地震データ・活断層データ及び国土数値情報による地盤
条件を考慮した日本列島の地震危険度マップ」, 日本建築学会構造系論文集 Vol. 64, 
pp.113-120, 1999. 
８）久田嘉章：「震源と地震動の性質」, Bulletin of JAEE No.9, pp.3-4, 2009. 
９）村山秋生, 古馬裕司, 舟木貴久, 城山英明, 畑中綾子, 阿部雅人, 堀井秀之：「既存不適
格住宅の耐震性向上に係る社会技術の研究」, 社会技術研究論文集 Vol.1, 2003． 
10）横浜みなとみらい 21：「みなとみらい 21 街づくり基本協定」,pp.8-9，2014． 
11）吉川忠寛：「地盤災害における「脆弱性」と土地利用規制の可能性」, 早稲田大学,  
pp.13-20, 2011. 
第６章 観光客が避難する場所や施設の必要条件 
 
６．１ 本章の目的と調査方法 ................................................................................................. 6- 1 
６．１．１ 調査の目的 ........................................................................................................ 6- 1 
６．１．２ 調査方法 ............................................................................................................ 6- 2 
６．１．３ 本章の構成 ........................................................................................................ 6- 3 
６．２ 観光客の避難について ................................................................................................. 6- 4 
６．２．１ 観光地の区域..................................................................................................... 6- 4 
６．２．２ 観光客の特性を考慮した避難先の設定 ............................................................ 6- 5 
６．２．３ 観光客の避難先を考慮する意味 ....................................................................... 6- 7 
６．２．４ 一時退避空間及び震災時滞在施設の設定 ......................................................... 6-10 
６．３ 一時退避空間と震災時滞在施設 .................................................................................. 6-12 
６．３．１ 一時退避に必要な要件 ...................................................................................... 6-12 
６．３．２ 一時退避空間の配置・面積 ............................................................................... 6-13 
６．３．３ 震災時滞在施設に必要な要件 ........................................................................... 6-16 
６．３．４ 震災時滞在施設の配置・面積 ........................................................................... 6-18 
６．３．５ 一時退避空間と震災時滞在施設の指定 ............................................................ 6-20 
６．４ 第６章のまとめ ............................................................................................................ 6-24 
６．４．１ 結論 ................................................................................................................... 6-24 
６．４．２ 課題と提言 ........................................................................................................ 6-28 
 
第６章 参考文献 ....................................................................................................................... 6-29 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6-1 
 
６．１ 本章の目的と調査方法 
６．１．１ 調査の目的 
本章では、観光客に着目し、震災を想定した避難先と帰宅開始までの滞在先の確保につ
いて考える。 
防災基本計画では、むやみに人を移動させないことを明記している。 
地域住民は「指定避難場所」及び「指定避難所」を日常生活の中で掌握できる。観光客
は観光地で震災に遭遇すると基本的には身を寄せる場所がない。観光客は土地勘がないと
仮定し、通勤・通学の帰宅困難者と同様にむやみに移動させず1、観光地内あるいはその近
隣で身の安全を護ることを考えてみる。ここまでの調査によると、先の章で、観光客を危
険な場所から離れさせる規定こそあれ、逃げ込ませる先は必ずしも明確ではなかった。災
害対策基本法では、指定避難所が受入れ先と解釈できるが、帰宅困難者対策が行われるケ
ースが併存していることや、東日本大震災や熊本地震の時に、指定避難所以外の施設に避
難者が滞在する指定外避難所が発生した。第４章での試算からも必要な体制が取れない可
能性がある。 
震災時における地域住民の避難の考え方は、倒壊のおそれがある家屋をいったん離れて
安全な場所に避難した上で、数日から数か月、場合によっては数年を経て生活再建に移る
というものである。これに対して観光客は、帰宅開始までの数日間をその場に留まるとい
うものである。この背景からも、地域住民と観光客ではその対応は異なる。地域住民や地
元企業による平常時の備えと、変動が大きな観光客を対象とした観光地における平常時の
備えを違う形で進める部分があると考える。 
大震災の発災直後は行政による支援が望めないこともあるため、これを前提として観光
地の自助努力による観光客の保護を考える。観光客は基本的に当該観光地内で保護するこ
とを原則とするが、観光客は季節、曜日、時間帯による人数変動が大きいため、当該観光
地の近隣に誘導して保護することをあわせて考える。 
そこで、ここでは、震災時に観光客を避難収容するにあたって、一人当たりどれだけの
占有面積が必要かを明らかにする。あわせて避難の目安距離を提示する。 
なお、ここでは既存の避難場所や避難所の概念と区別できるよう観光客にとっても地域
住民の「一時避難場所」に相当する空間を「一時退避空間」として観光地内に配置するこ
と、そして、観光客の帰宅まで安全に滞在させる「避難所」に相当する施設を「観光客一
時滞在施設」を配置することについて論述する。 
 
 
 
 
                                                   
1 内閣府：「帰宅困難者対策のガイドライン」p2，2015． 
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６．１．２ 調査方法 
ここでは、調査方法として、確認すること、手法及び観光客の避難先の定義について述
べる。 
 
（１）調査で確認すること 
この調査で確認するのが一時退避空間の要件、一時退避に要する面積、観光客滞在施設
の要件、及び観光客滞在施設に要する床面積とする。 
 
（２）調査手法 
類似の避難先要件を観光客の行動特性から具体化する。 
 観光客の避難を前提として、一次退避（住民の一時避難に対応）と震災時滞在（住民の
指定避難所に対応）に必要な配置及び面積要件を調査する。 
 調査に際しては、一般住民の避難を参考にしつつ、観光客の特性を考慮して数値を出す。 
 
（３）観光客の避難先（定義） 
避難先の概念は「指定避難場所」と「指定避難所」が骨格となる。これ以外に「一時避
難場所」という概念もある。地域住民の避難行動を例に取れば、「一時避難場所」で被害の
状況を改めて確認し、隣近所の安否確認を行う。状況によっては二次避難に動き出す。被
害が拡大しそうな時には、「指定避難場所」に避難し、目先の被害が収まるのを待つ。その
後帰宅判断となるが、住居がなお危険な場合には安全な「指定避難所」に滞在する。 
これまで、切迫した災害の危険から逃れるための避難場所と、避難生活を送るための避
難所という概念が存在していた。しかし、東日本大震災の時点では両者は必ずしも明確に
区別されてはいなかった。これは、2013 年 6 月 14 日付で内閣府政策統括官（防災担当）、
消防庁次長、厚生労働省社会・援護局長から連名で発出された通知「災害対策基本法等の
一部を改正する法律について」でも指摘している。2013 年 6 月の改正災害対策基本法にお
いて、切迫した災害の危険から逃れるための「避難場所」と、一定期間滞在し、避難者の
生活環境を確保するための「避難所」が区別された。 
「広域避難場所」は火災延焼や津波浸水といった拡大中の被害から逃れる場所であり、
安全の要件を満たす場所も限られ、この切迫した事態に対して地域住民と観光客を分ける
必要はない。一方、発災初期の段階で安全確認や避難判断を行う場所については位置づけ
が曖昧になっている。地域住民については町内会・自治会や自主防災組織の取り決めで、
集合する場所を「一時避難場所」として決めているケースがある2。しかし、観光客につい
ては緊急避難場所や避難所に対応する場所が明確になっていない。地震被害が発生した後
の行動について、土地勘がない観光客に適切な判断を求めることには無理があると考えら
れるため、ここでは、次の環境を整える前提で考える。 
                                                   
2 横浜市もその一例である。 
6-3 
 
ａ）観光客に対し、揺れが収まった直後に集合し、状況判断する場所を観光地内に確保
すること。 
ｂ）被害が一段落して観光客が帰宅に移るまでの間、滞在する場所を確保すること。 
 
 
６．１．３ 本章の構成 
本章の構成は次の通り。 
第２節では、観光客の避難についてとして、観光地の区域と観光客の特性を考慮した避
難先の考え方について述べる。 
第３節では、一時退避空間と震災時滞在施設として、観光客の避難先のうち地震発生の
後、最初に集合する一時退避空間と震災時滞在施設の要件について述べる。 
第４節では、第６章のまとめとして結論と課題を記す。 
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６．２ 観光客の避難について 
６．２．１ 観光地の区域 
観光地は、ツーリズムと呼ばれる保養、遊覧を目的とした旅行または旅行者に対して、
歴史・文化・自然景観などの遊覧資産が適宜整備されており、交通機関や宿泊施設などで
観光客の受入れを行う地域をいう。 
観光の言葉の定義はあいまいで、関係の学会でも諸説が存在する。ここでは国土交通省
観光庁での考え方を基本とする。 
観光庁では観光入込客統計の集計の際に観光地点（観光資源や観光客の利用施設）を次
のように分類している。 
ａ）自然（山岳、高原、湖沼、河川、海岸、海中、島、その他自然）、 
ｂ）歴史・文化（史跡、城、神社・仏閣、庭園、歴史的町並み・旧街道、博物館、美術
館、記念・資料館、動・植物園、水族館、産業観光、歴史的構造物、その他歴史・文化
資源）、 
ｃ）温泉・健康（温泉地、その他温泉・健康）、 
ｄ）スポーツ・レクレーション施設（スポーツ・レクレーション施設、スキー場、キャ
ンプ場、釣り場、海水浴場、マリーナ・ヨットハーバー、公園、レジャーランド・遊園
地、テーマパーク、その他レクレーション・都市型観光：商業施設、地区・商店街、食・
グルメ、その他都市型観光・行祭事）、 
ｅ）イベント（花見、初詣、花火大会、郷土芸能、地域風俗、博覧会、コンサート、ス
ポーツ観戦、映画館、コンベンション・国際会議、その他分類されない行祭事・イベン
ト）、 
ここで言う観光地とは、観光地点を包括するまとまった区域とする。国定公園やテーマ
パークのように、その区域が明確になっている例がある一方、街中に観光資源や観光客の
利用施設が点在するケースもある。観光資源が点在する場合には、それらの観光資源や観
光客の利用施設を包括する街区や地域を包括して観光地と定義する。 
観光客の避難を考えた時、避難先の収容力と避難距離が重要な要素となる。避難誘導に
際しては避難路となる道路網、地形地物や観光地のコミュニティをもとに設定する必要が
ある。 
ここでは、震災初期段階である一時避難と帰宅までの間待機するための震災時滞在に必
要な空間の配置を意識して観光地の区域を定める。 
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６．２．２ 観光客の特性を考慮した避難先の設定 
ここでは、情報観光客の特性を考慮した避難先の設定として、指定緊急避難場所 、指定
避難所 と一時避難場所、現行の一時避難場所、現行の指定緊急避難場所、現行の指定避難
所について述べる。 
 
（１）指定緊急避難場所3、指定避難所4と一時避難場所 
一般的に、地域住民は大地震の際、居住地の近辺において確保された「指定緊急避難場
所」や「指定避難所」に避難するようになっている。また、大火災延焼や津波浸水が発生
すると二次避難の必要がある。しかし、これらの要素に対して安全上の条件を満たす必要
があるため、必然的に限定されてくる。「指定緊急避難場所」と「収容避難所」の確保は初
動段階での安全確保には必要なものとして災害対策基本法に規定されている。さらにはこ
れらの場所に移動するにあたり、近所同士で安否確認を取り、集団で移動するための集合
場所としての「一時避難場所」を設定することがある。ここでは、避難行動の順番を意識
して、「一時避難場所」、「指定緊急避難場所」、「指定避難所」の順に、その要件を整理する。 
 
（２）現行の一時避難場所 
「一時避難場所」は、 一時的に避難して様子を見て、広域避難場所へ避難するために地
域住民が集結する場所で、自治会・町内会が選定する5。法令での規定ではない。 
地域住民が自治会・町内会単位の共助として団体行動する最初の拠点であり、観光客の
立ち寄りは排除していない。しかし、収容人数の管理を考慮しなければ、収容超過で観光
客の一時退避に対応できないおそれがある。もともと一時避難場所は街区公園や小学校の
校庭を指定することが多い。多くの場合、街区公園や小学校はその地域の人口をもとに配
置している。また、観光客を遺漏なく案内誘導できることと収容人数を確保できることが
前提となる。 
 
（３）現行の指定緊急避難場所 
消防法では政令で、消防設備の設置や避難設備の設置を規定している。この規定は非常
時（火災など通常災害とされるもの。）に備えた規定であり、発生確率が低い地震災害で
も共通する項目がある。しかし、屋内滞在者を屋外に避難させるところまでしか想定して
                                                   
3 指定緊急避難場所は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃
れるための避難場所として、洪水や津波など異常な現象の種類ごとに安全性等の一定の基
準を満たす施設又は場所を市町村長が指定する（法第 49 条の 4）。指定緊急避難場所は、
延焼や津波浸水など、急迫する被害を逃れる趣旨から、観光客の避難を予め想定しておく
場所である。 
4 指定避難所は、災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなくなるまで に必
要な間滞在させ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在さ せるため
の施設として市町村長が指定する（法第 49 条の 7）。 
5 横浜市総務局：「広域避難場所について」（2015.06.時点） 
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いない。つまり、当該建築物以外は正常に機能していることが前提となっている。ほとん
どの市町村は、地域防災計画で「避難場所」を確保する規定を盛り込んでいる。基本的に
地域住民の避難を想定したものであると考えられる。 
現行の「指定緊急避難場所」と「指定避難所」は、災害対策基本法上相互に兼ねること
ができる（法第 49 条の 8）とされている（表 6.1 参照）。 
表 6.1 指定緊急避難場所 
 指定緊急避難場所（法第 49 条の 4） 
考え方 災害が発生し、又は発生のおそれがある場合にその危険から逃れるための避難場所 
基準 （津波の場合） 
以下のいずれかを満たすこと。 
① 津波から安全な区域内にあること。 
② 安全な区域外にある空間については、以下の全てを満たすこと。 
・被災者等を受け入れる適切な規模 
・津波により支障のある事態を生じない構造 
・耐震性がある 
・想定される津波の水位以上の高さに避難スペースが配置され、そこまでの避難上有効な
階段等がある。 
指定 災害種ごとに市町村長が指定する。 
備考 指定避難所と相互に兼ねることができる。 
（出典：文部科学省） 
現行の「避難場所」に窮迫した状態で観光客が逃げ込んで拒否する理由はない、しかし、
地域住民が最初に避難する「一時避難場所」にも明確な設置基準や収容人数が定められて
いないケースがあり、地域住民と観光客が混在した時に問題なく収容できるか疑問が生じ
る。また、地域住民と観光客の行動特性に違いがあり、避難先の適地が限られているよう
な場合を除き、観光地には可能な限り観光客が一時避難する場所を確保しておくことが観
光地の安全性を高める有効な手段と考えられる。観光客が一時避難する先を「一時退避空
間」をとして整備することを提唱する。 
 
（４）現行の指定避難所 
「指定避難所」は、避難した住民を、災害の危険性がなくなるまで滞在させ、または災
害により家に戻れなくなった住民を一時的に滞在させるための空間として市町村長が指定
する6場所で、政令による基準は、以下の全てを満たすこととなっている7。 
ａ）被災者を滞在させるために必要かつ適切な規模のものであること。 
ｂ）速やかに被災者を受け入れ、又は生活関連物資を配布することが可能なものである
                                                   
6 災害対策基本法第 49 条の 7 
7 災害対策基本法施行令第 20 条の 6 
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こと。 
ｃ）想定される災害の影響が比較的少ない場所にあること。 
ｄ）車両などによる輸送が比較的容易な場所にあること。 
ここでも観光客の収容を排除するものではない。 
指定避難所は、小中学校や地域の公共施設の建築物を充てることが多い。これらの施設
はその地域の人口をもとに配置した例が多い。よって、観光客を収容する場合には、地域
住民に加えて収容する余地がなければならない。 
また、地域住民が避難所を当面の生活の場とするのに対し、観光客は帰宅までの一時滞
在となる。観光客は交通機能確保とともに帰宅支援の工程に移る。 
この点、通勤・通学由来の帰宅困難者と類似するが、通勤・通学由来の帰宅困難者が日
常生活圏内にいることが観光客との相違点となる。 
 
 
６．２．３ 観光客の避難先を考慮する意味 
ここでは、収容能力の問題と観光客の特性の違いから、観光客の避難空間をあえて地域
住民や通勤・通学者と分けて考えようとする理由を述べる。 
 
（１）収容能力の問題 
観光客は季節や時間帯によってその人数が変化する。観光地内又は観光地を包括する市
町村においては、観光客の避難に際して地域住民と共存してもなお十分な避難空間があり、
後の行動に支障がなければ問題は特に生じない。しかし実際には、観光客と地域住民の両
方の人数を合わせた時、全体の傾向として平日よりも土日祝日の避難者収容率が低くなる。 
26 都道府県で避難者収容率が 100 パーセントを切る。特に夏休みのある 8 月と大型連休
を擁する 5 月に収容超過人数が拡大する。 
指定緊急避難場所と地域住民人口の関係を知るべく、政令市クラスで指定緊急避難場所
の収容定員と対象地域の住民人口を比較してみた。 
このうち、指定緊急時避難場所と地域住民人口に関し、数字が公表されている２市で指
定緊急時避難場所の収容人数に注目した（表 6.2 参照）。 
 
表6.2 指定緊急避難場所と地域住民人口の関係（例） 
市区町村 指定緊急時避難場所 地域住民人口 
大阪市住吉区 94,110人 2014年5月 154,295人 
広島市（全域） 市では指定しない。 同上  1,187,444人 
 
市町村の中には一時避難場所の定員が地域住民の人口よりも少ないケースがある。一時
避難という性格から時間差をもっての集合をはかるという考え方や必ずしも避難を要しな
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い人がいるという考え方であるが、避難空間が限定されている。 
さらに一時避難場所を指定していない市町村もある。初動段階で公助を期待できない現
状にあって、観光客にとっては観光事業者や施設管理者が信頼する存在となる。地震発生
時に観光客をどこで収容するのか具体的に考える必要がある。 
 
（２）地域住民と通勤・通学者と観光客の特性の違い 
地震に強いまちづくりは全国一律に推進すべきところであるが、本稿では観光地防災に
特化している。その理由が災害時における観光客の特性にある。地域住民、通勤・通学者
と観光客の違いを表6.3に示す。 
 
表6.3 観光客、地域住民と通勤・通学者の特性の違い 
 観光客 地域住民（居住者） 通勤・通学者 
地理感覚 乏しい人を想定 生活圏で明確 生活圏で明確 
地域コミュニティ なし 地域 所属会社・学校 
避難滞在の目的 帰宅待機 生活拠点 帰宅等待機 
必要な支援 帰宅支援 生活支援 帰宅等支援 
支援期間 短期 中長期 短期 
 
（３）指定緊急避難場所と指定避難所の関係 
指定緊急避難場所と指定避難所は、相互に兼ねることができる（法第 49 条の 8）ことと
している（表 6.4 参照）。 
表 6.4 指定避難所 
 指定避難所（法第 49 条の 7） 
考え方 ・災害の危険性があり避難した住民等や、災害で家に戻れなくなった住民等を滞在させる施設 
基準 以下の全てを満たすこと。 
・被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模。 
・速やかに、被災者等を受け入れ、または生活関連物資を配布できること。 
・想定される災害の影響が比較的少ない。 
・車両などによる輸送が比較的容易である。 
福祉避難所の場合は上記に加え、 
・要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられている。 
・要配慮者が相談し、支援を受けることができる体制が整備される。 
・主として要配慮者を受け入れるための居室が可能な限り確保される。 
指定 災害種を限らず市町村長が指定する。 
備考 指定緊急避難場所と相互に兼ねることができる。 
（出典：文部科学省） 
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 観光地でも、観光客が個人経営の民宿で受け入れる程度にとどまり、かつ地域住民の合
意形成が得られる場合には、地域住民と同じ避難所に収容する前提で可とする。この場合、
避難計画や地域防災計画に正式に取り上げること。 
 
（４）帰宅困難者一時滞在施設8 
首都圏においては、地震で交通支障が出た場合に、駅周辺の滞留者や路上等の屋外で被
災した外出者等については、帰宅が可能となるまでの間、待機する場所がないことを想定
している。このような帰宅困難者等を一時的に受け入れるための一時滞在施設を確保し、
災害時における運営方法をあらかじめ明確にすることとしている。 
そこでは、受け入れた帰宅困難者が安全に帰宅開始できるまでを想定し、発災後 3 日間
の運営を標準とすることと、帰宅宅困難者の受入は、床面積あたり 3.3 ㎡に 2 人を目安に収
容とすること9が挙げられる。 
また、主に通勤・通学者を対象とした滞在施設であることでもある。避難収容の段階で
通勤・通学者と観光客をことさら分ける必要性はないという意見もあるが、通勤・通学者
は被災場所が日常生活圏であることが観光客との相違点になる。 大都市部都心で大部分
の観光客の居住地が通勤・通学者の傾向と類似し、日常の交通量に組み込まれていると考
えうるケースについては、これらの観光客を通常の帰宅困難者と同一の避難誘導でも可と
する。その一方で、外国人や遠隔地からの観光客については、帰宅開始まで情報提供を継
続する配慮を行うようにする。 
観光施設は耐震基準を満たしていても大破・倒壊する建築物は存在する。阪神・淡路大
震災でも耐震基準を満たした建築物の約１割が大破・倒壊している（図6.2参照）。  
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大破以上
 
（出典：阪神・淡路大震災建築震災調査委員会報告書（1995年）） 
 図6.2 阪神・淡路大震災時における建築年別の被害状況 
                                                   
8 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会：「一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン」，
2012． 
9 東京都福祉保健局：「避難所管理運営の指針」（平成 25 年 2 月），2013．を参考にした。 
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観光施設は、本震に耐えたように見えても、実際には構造部分にダメージを受け、疲
労が蓄積していることがある。 
観光施設が余震に耐えられる状態か、明らかに揺れが耐えられると確認できない限り
は安全が確認できるまでは観光客をいったん屋外に一時退避させることを想定する。 
一時退避空間の要件としては次のような項目が挙げられる。 
ａ）落下物・転倒物等による人身被害のおそれがないこと。 
ｂ）地盤破壊による人身被害や歩行障害のおそれがないこと。 
ｃ）危険物や火災の影響を受けないこと。 
ｄ）観光施設にいるすべての人を一時的に収容できること。 
ｅ）避難行動開始地点からわかりやすい場所にあること。 
ｆ）災害規模が拡大した場合、ただちに二次避難に移行できる場所であること。 
したがって、観光地における一時退避場所は基本的にこれらの要件をすべて備えてい
ることを要し、自己敷地内で確保することが望ましい。 
 
 
６．２．４ 一時退避空間及び震災時滞在施設の設定 
 基礎調査をもとにした一時退避空間の配置と観光客の一時退避空間について述べる。 
 
（１）基礎調査をもとにした一時退避空間の配置 
配置を検討する上でのプロセスを順に述べる。 
一時退避空間の指定範囲を明示し、非常時の心得を観光客に周知すると仮定する。一時
退避空間を当該観光施設内で確保できない場合には、観光地のエリア・マネジメントで議
論し、観光地内で確保した上で明示して、観光客に周知すると仮定する。基礎調査をもと
に震災時滞在施設の候補地をプロットする。指定した震災時滞在施設を明示し、帰宅困難
時の心得として観光客に周知する。観光地内で設定した震災時滞在施設の容量超過時を考
え、観光地として近隣と協議し、近隣に予備の震災時滞在施設を確保しておく。観光地の
エリア・マネジメントで遺漏なく観光客を案内誘導する体制を整備しておく。計画的に一
時退避空間を拡張し、震災時滞在施設を整備していくため、規制誘導手法を用いる。 
安全空間確保に際しての確認事項を表 6.5 に示す。 
表 6.5 安全空間確保に際しての確認事項 
種 別 地域住民 観光客 
一時避難 街区公園、校庭などの地域施設 地域施設の配置がないケースあり。地域施設で
観光客数を見込んでいないおそれあり。 
収容避難 学校、公民館などの地域施設 地域施設の配置がないケースあり。地域施設で
観光客数を見込んでいないおそれあり。 
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（２）観光客の一時退避空間を考える 
観光地で観光客が地震に遭遇した直後に、観光客が身の安全を確保する上で、危険回避
のための一時退避空間は、安定した地盤で、至近で迷うことなく、観光客数に見合った面
積を確保できているものであることを要する（図 6.3 参照）。 
 
図6.3 一時退避の判断フロー 
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６．３ 一時退避空間と震災時滞在施設 
６．３．１ 一時退避空間に必要な要件 
 一時退避空間は地震の初期段階に観光客の安全を確保するために設ける。このため、こ
れに必要な要件は、原則として屋外にあること、地盤の崩落や崩壊の危険がないこと、建
築物や構造物からの落下物の影響を受けにくいこと、津波や河川による浸水の影響を受け
にくいこと、が挙げられる。落下物や転倒物に対する影響については、いくつかの算定式
が提案されている（表6.6参照）。 
表6.6 落下物・転倒物による影響を考慮した建物からの最小離隔 
方法 数式 建物高12m 建物高20m 建物高30m 本来用途 
高層建物10 
 
3.88m 5.01m 6.23m 地震動による落下影響 
公開空地11 
 
1.73m 2.24ｍ 2.78m 公開空地での判定 
外壁安全12 
 
1.73m 2.24m 2.78m 外壁タイルの落下 
避難地基準13 
（簡便法） 
1.00m 1.00m 1.00m 1.00m 落下物による道路閉塞の推定 
総合防火14 
 
15.59m 20.12m 25.05m 火災熱風による落下 
 
落下物・転倒物による影響は、いくつかの算定式が開発されているが、本件では揺れの
影響を反映させたものとして高層部揺れの数式を採用する。公開空地や外壁安全建物本体
が静止状態で、剥離したものが放物線を描く単純な数式であり、地震動による揺れを起こ
す建物からの離隔には不適当と考えた。避難地基準は2004年の国土交通省告示をもとに同
省が作成した文書「大臣基準改正に係る広域避難地・避難路の設計について」による。こ
の計算は落下物による道路閉塞を見込んでおり、道路閉塞を起こす量・大きさの剥離物を
想定している。避難者への直撃のおそれまでは掌握できないため本件では不適当とする。 
総合防火については火災が発生したときの熱風を計算に入れている。引火や爆発の危険
性がある個所からはその影響を考慮した離隔をとることを要する。加えて輻射熱からの離
隔を取る必要があるため、基本的には安全面積を確保した広域避難場所など別の避難地に
誘導するように定める。 
活断層上や地盤災害（陥没等）等土砂災害 の影響を受けやすい個所を避けるか、有効な
対策を講じる。 
                                                   
10 地震時における高層建物頂部の揺れの最大速度を 2.5m/s と仮定した。 
11 総合設計の公開空地落下物曲線（放物線）の考え方になっている。 
12 外壁タイルの剥離落下を想定している。 
13 2004 年国土交通省告示第 767 号に関連した国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進
課都市防災専門官通知による。 
14 火災時における熱風の気流速度を 5m/s と仮定して放物線を算定した。 
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６．３．２ 一時退避空間の配置・面積 
ここでは、一時退避空間の配置・面積と一時退避を考慮した観光地の地区分割について
述べる。 
 
（１）一時退避空間の配置 
地域住民の震災時避難場所は、地域にある都市公園を指定することが多い。また、都市
公園もその主要な機能の中に災害時の避難機能を組み込んでいる15。また、小学校や中学校
の校庭を指定することもある。 
都市公園の歩行距離は街区公園で250m以内、近隣公園で500m以内を目安としていた。
また、小学校は半径4㎞以内、中学校が半径6㎞以内とされる。都市公園や小中学校は、地
域の施設であり、その配置は、距離要件や周辺人口の影響を受ける。 
観光地の立地によっては、周辺人口が少ないため、都市公園や小中学校が至近に立地し
ない状況が考えられる。また、都市部においては地域住民の人口と観光客数の避難人口を
吟味していないケースも考えられる。 
公共施設の配置の目安以外に、日常生活の徒歩圏を考慮した指標として、不動産取引物
件の最寄り駅表示やコンビニエンスストアの出店がある。 
前者は、駅からの距離を目安とするものであるが、駅利用は通勤・通学・買物と能動的
に外出することが前提となるため、一時退避空間の配置目安としては除外する。 
一方、後者に公的な指標はないが、高齢者を含めて着の身着のままで出かけられる範囲
を商圏として設定しており、一時退避空間の配置として500mが目安になると考える（表6.7
参照）。 
表6.7 商圏の考え方の例 
業 態 商圏人口 商圏距離 手 段 特 徴 
コンビニエンス 
ストア 
3,000 人程度 500m 以下 自転車、徒歩 
購買してすぐに消費する
商品が中心である 
小型食品スーパー
マーケット 
5,000 人～1 万人 2km 以下 
徒歩（500m まで） 
自転車（2km まで） 
調理の必要な食品を主に
扱う 
（出典：株式会社パスコ・エリアマーケティング用語集16） 
 
観光地点内から一時退避空間までの案内については、避難誘導表示の設置間隔を30mと
することを、消防法施行規則第28条の2第3項で示している（表6.8参照）。これまでの実績
も考えて、観光地点内でこれを援用することが考えられる。 
                                                   
15 国土交通省：「公園とみどり・主な施策」，
http://www.mlit.go.jp/crd/park/shisaku/ko_shisaku/kobetsu/ （2016.03.22.閲覧） 
16 株式会社パスコ：「エリアマーケティング用語集」 
https://www.cocohore11.com/column/01/ （2016.03.22.閲覧） 
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表6.8 避難誘導表示の設置間隔 
対象者 避難誘導表示の設置間隔 距 離 備 考 
指定無 建築物内 30ｍ 消防法施行規則第 28 条の 2 第 3 項 
 
（２）一時退避での占有面積 
次に落下物・転倒物による影響を考慮した建物からの離隔を確保した占有面積が、観光
施設の収容人数に占有面積を乗じた数値以上の面積を当該観光施設の管理地内で確保する。 
東京都や横浜市などの大都市では、一人当たり2.0㎡以上を原則としつつも、この占有面
積では市街地内で確保が困難として一人当たり1.0㎡以上の設定としている。1.0㎡ないし
2.0㎡の根拠としては、東京都や横浜市以外でも多くの自治体が避難所運営マニュアルでそ
の考え方を示している（表6.9参照）。 
表6.9 避難に必要な占有面積 
一人当たり占有面積 内 容 出 典 
1.0㎡ 被災直後の一時避難段階で座った状態
程度の占有が可能な面積 
愛知県、兵庫県、富山県、長野県、三
重県下の避難所運営マニュアルで採
用 
（2014.06．現在） 
2.0㎡ 緊急対応期の段階での就寝可能な占有
が可能な面積 
 
ここで実際に人一人を面積 1.0 ㎡の中に置くと、傘をさして立った状態で満場となる．道
路構造令などでは人の肩幅を 75ｃｍとしているが、手荷物を持った状態も想定すると側方
余裕も必要となる．日本の通勤電車をすし詰め状態にすれば一人あたり約 0.375 ㎡となる
（式 6.1 参照）。 
そこで、ここでは検証のため、一人当たり占有面積を検証する。 
考え方としては観光客一人が航空機内持込可能な手荷物と長距離バスの荷室に預ける手
荷物をそれぞれ一個所持しているという前提で計算する。 
 
＜一人当たり最小占有面積＞ 
A=ｔ×B 
=0.50×0.75＝0.375㎡ ・・・・・（式6.1） 
 
人の前後の幅（t）=0.50 ｍ 
人の肩幅  （B）=0.75 ｍ 
一人当たり占有面積：A ㎡ 
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 ＜航空会社で示す手荷物のサイズの目安＞17 
   国内線機内持込みサイズ：高さ 55㎝以内、幅 40㎝以内、奥行き 25㎝以内、 
               かつ 3辺の合計 115㎝以内 
   国際線機内持込みサイズ：3辺の合計 115㎝以内 
   航空会社無料受託手荷物サイズ：3辺の合計 158㎝以内 
 
＜長距離バス会社で示す積込み荷物のサイズの目安＞18 
   積込み荷物サイズ：30×50×90㎝以内 
 
 持込手荷物の接地面２辺から占有面積を計算すると、 
 
ａ１=x１×ｙ１ 
=0.40×0.25＝0.10㎡ ・・・・・（式6.2） 
 
荷物の接地幅（ｘ1）=0.40 ｍ 
荷物の接地幅（ｙ1）=0.25 ｍ 
一個当たり占有面積：a１㎡ 
 
 さらに、積込み荷物の接地面 2 辺で占有面積を計算する。 
 
ａ２=x２×ｙ２ 
=0.30×0.50＝0.15㎡ ・・・・・（式6.3） 
 
荷物の接地幅（ｘ2）=0.30 ｍ 
荷物の接地幅（ｙ2）=0.50 ｍ 
一個当たり占有面積：a２㎡ 
 
 これらを合計すると。 
 
A=Ａ＋a１＋ａ２ 
=0.375＋0.10＋0.15＝0.625㎡ ・（式6.4） 
 
 すなわち、計算上は一人当たり１㎡で収まることになる。 
                                                   
17 全日本空輸：https://www.ana.co.jp/ja/jp/domestic/prepare/baggage/（2016.03.22.閲覧） 
18 杉崎高速バス：https://www.sugizaki-highwaybus.com/faq/ride/p5（2016.03.22.閲覧） 
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しかし、側方余裕がなければ人同士が圧迫されて転倒の危険が増し、避難所要時間にも
影響するおそれがある．また、観光施設管理者等が観光客の安否や情報付与に対応するこ
とを考慮しても、人が通行できる空間を側方に確保することを考えるべきである。 
 
（４）一時退避を考慮した観光地の地区分割 
一時退避空間の要件としては、次の項目が挙げられる。 
落下物・転倒物等による人身災害のおそれがないことと危険物や火災の影響を受けにく
いことについては、現在既に配置されている一時避難場所の要件でもある。 
しかし、配置や量的な要素については、まだ議論の余地があるものと考えている。 
例えば、次のような見方ができる。 
観光施設にいるすべての人を一時的に収容できるか。 
観光客一人当たりの占有面積を確保できるか。 
避難行動開始地点から観光客にわかりやすい場所に配置できているか。 
観光客の避難距離は街区公園の配置目安（たとえば約500m以内）で配置できているか。 
災害規模が拡大した場合、観光客がただちに二次避難に移行できる場所にあるか。 
一時退避空間がその場で確保できない場合には、当面の代替措置が取れるか。 
近隣の敷地を活用させてもらうことができるか。 
共同で一時退避空間を整備することができるか。 
公園などの公共施設を活用することができるか。 
観光客の保護を単一の観光事業者や観光施設管理者で実施できる場合でも、地元市町村
との連携は不可欠になる。このため、観光事業者や観光施設管理者が構成するコミュニテ
ィでの運営管理が整っていることが前提となる。 
単一の観光地点での敷地内において一時退避空間を確保できない場合、近隣の公園や前
面道路などの空地を一時退避空間として活用する方法もある。この場合、あらかじめその
空間の管理者や地域住民と情報を共有し、事故や混乱が生じないような措置を計画段階で
詰めておくことが重要である。 
 
 
６．３．３ 震災時滞在施設に必要な要件 
 震災時の滞在に適する施設は、本震のみならず、続く余震に耐える構造であることや、
観光地内又はその至近で観光客が迷うことなく観光客数に見合った収容力を持つことが必
要となる。 
観光客の安全を確保し、早い段階で帰宅支援することは、被災地の復興着手にも影響す
る。首都圏のＪＲ各駅でも本震の後で乗客を外に誘導し、駅施設を閉鎖した。観光目的で
外出していた人を含む公衆が行き場を失って混乱したのは、空間的に収容可能な施設から
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排除された人の存在とされる19。 
空間的に収容可能な施設から排除された理由として考えられるのは、 
ａ）施設の安全が保証できない（耐震化未了、非構造物落下等）。 
ｂ）その場に留めることで発生する課題に責任を持って対処できない。 
ｃ）観光施設の安全性に確証がなく、観光客をより適切な避難先に避難させたい。 
これは、観光客を含む公衆の安全確保を現状と照らし合わせて考えた理由である。 
次に観光事業者の内部事情として、 
ｄ）早く従業員を帰宅させたい。 
ｅ）公衆を排除した上で、早く被害状況を確認し復旧作業を行いたい。 
ｆ）混乱に乗じた窃盗を防止したい。 
このような理由が考えられる。これらの課題に対して地元自治体や観光事業者の対応と
しては、 
施設の地震に対する安全性を確保するために耐震化を推進すること。一時退避の空間を
コモンスペースとして整備するか、外部に適切な避難先を確保した上で、観光客を適切に
案内誘導する計画を定めておくこと。などが考えられる。 
さらに長時間の停留（足止め）に対して仮眠が可能な滞在のための空間を提供すること
が必要となる。市町村は地域住民に対して自助、共助による初期対応を働きかけ、会社や
学校に対しては従業員や学生の保護を求めている。同様の視点に立てば、観光事業者や観
光施設管理者が観光客の留置きに耐えられる施設を滞在施設として整備する展開となる。 
交通施設の復旧までに時間を要する場合や孤立に備えて、帰宅支援又は公助による救助
が得られるまで宿泊・仮眠を前提とした空間を確保する。空間としては耐震性能や不燃性
能が高い屋内が理想である。 
観光地における建築物の耐震目標設定に際しては、想定地震の本震に耐えるレベルを目
指す。観光地の想定地震が技術基準を超えたものであれば、予測し得る最大震度に地盤が
耐えられなくても大丈夫な状態か。想定地震が技術基準の許容内であっても、観光客をそ
の場で帰宅まで保護・支援できるものなのか。すなわち、想定地震が技術基準の許容範囲
で収まらなければ、観光客の安全を確保する上では課題が残る。 
観光資源の対象が自然や景観のケースや、歴史的建造物の集積地で、周囲に滞在可能な
建築物がないケースもある。とりわけ歴史的木造建築物が密集している界隈には、宅地内
の空間も狭いケースがある。中長期的には堅牢な観光案内所の整備やポケットパークの整
備などで滞在空間を確保していく。目先では前面道路の一部を占用する。 
この手法を用いる場合、道路管理者との意思疎通、テントなど備品の現地確保、仮設ト
イレの整備などの課題がある。空間に限りがあることも制約となるため、早期の帰宅支援
や別の滞在施設への移動も考える。 
                                                   
19 当時の東京都知事が不快感を示したことに対し、ＪＲ東日本社長が知事に陳謝した。 
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いずれの方法も現地の共同運営が前提となる。このため、観光地のコミュニティ組織が
必要となる。ソフト・ハード両面で観光事業者や観光施設管理者の役割が観光客の震災時
支援を行う共助の要になる。 
 
 
６．３．４ 震災時滞在施設の配置・面積 
ここでは、震災時滞在施設の配置として避難距離の考え方を述べる。一人当たりの専有
面積を述べる。 
 
（１）震災時滞在施設の配置 
地域住民の避難所は、小学校や中学校を指定することが通例である。 
かつて、都市公園の歩行距離は地区公園でｋｍ以内を目安としていたが、これも徒歩圏
の目安と捉えることができる。 
先に示した通り、小学校は半径４ｋｍ内、中学校が半径ｋｍ以内とされるが、実際には
これで賄いきれないため、公民館のような施設を加えている。 
公共施設の配置の目安以外に、都市部での駅間距離や不動産物件の駅からの歩行時間が
ある。 
都心部での駅間距離は、0.7～1.8ｍである。これは不動産取引の徒歩15分だと1.6ｋｍで
次の駅に近くなる計算である。これらをもとにした徒歩距離の考え方を表6.10に示す。 
 
表6.10 徒歩距離の考え方 
事 例 距 離 備 考 
JR 山手線の駅間距離 0.7～1.8ｋｍ 最長 2 駅と最短 2 駅を除く 
京都市営地下鉄烏丸線 0.8～1.2ｋｍ 最長 2 駅と最短 2 駅を除く 
駅からの距離 10 分到達圏 0.8ｋｍ 国土交通省20 
不動産物件の駅から 10～15 分 0.8～1.6ｋｍ 不動産の表示に関する公正競争規約施行規則第
10 条 
 
観光客の体力や土地勘によっても異なるが、１ｋｍを目安とした地区の設定を提案する。 
 
（２）震災時滞在施設の面積 
現行の避難所面積要件としては、いくつかの考え方がある。 
避難所の面積は国連難民キャンプの基準は通路分を含めて一人当たり 3.5 ㎡である、日本
は一人当たり畳一枚分（約 1.65 ㎡）を目安としているが、こちらは通路分を除いている。  
                                                   
20 国土交通省：「都市鉄道のあり方－新たな社会的ニーズへの対応―」（平成16年3月）,p22，
2004． 
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一人当たり就寝場所の面積の目安を表 6.8 に示す。 
 
表 6.8 一人当たり就寝場所の面積 
面 積 寸 法 
根 拠 
（㎡） （ｍｍ×ｍｍ） 
1.862 191×95.5 京間・本間 
1.711 185×92.5 六一間 
1.656 182×91.0 中京間・三六間 
1.549 176×88.0 江戸間・五八間 
1.445 170×85.0 団地間 
1.658 195×85.0 SS 
1.892 195×97.0 シングル型 
2.145 195×110.0 ワイドシングル型 
1.989 205×97.0 シングルロング型 
 
避難所面積要件の考え方を表 6.8 に示す。 
 
表 6.8 避難所面積要件の考え方 
一人当たり 
想 定 採用例・出典 
有効面積 
1.6 ㎡ 大都市部 東京都 
1.65 ㎡ 地方部 総務省消防庁、鳥取県 
2.0 ㎡ 緊急対応期の就寝可能な占有面積 愛知県、兵庫県、富山県、長野県、三重県 
 3.5 ㎡ 国連難民キャンプ 
ＵＮＨＣＲ（2007） 
「緊急事態のための手引書」 
                          （2014.06.時点の状況） 
 
滞在のための空間としては、人一人が仰向けになった時に畳一枚分に相当する 1.65 ㎡は
最低限必要となる。最小面積では手回り品の存在を考えること。 
トイレ設備などの共用空間は滞在空間とは別に確保する。 
共同施設など自己施設以外に滞在のための空間を確保する場合には、当該空間を使用す
る他者も含めて収容可能であり、自らが誘導した観光客の安否確認が可能な状態であるこ
とを要する。 
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観光客の滞在は数日程度21であり、就寝可能な 1.65 ㎡以上で若干の余地を考慮して、滞
在のための空間を確保することが必要となる。この数値は一般的な日本人が横たわった状
態を想定している。外国人観光客が多いなど、比較的体格が大きな人が滞在するような場
合は、その事情に合った面積とする必要がある。観光客は手荷物を携行しているものとし
てこれを考慮する。 
 
＜一人当たり最小占有面積＞ 
A２=Ｌ×B 
=1.80×0.75＝1.350㎡ ・・・・・（式6.1） 
 
身長（Ｌ）=1.80 ｍ 
人の肩幅（B）=0.75 ｍ 
一人当たり占有面積：A２ ㎡ 
 
 一時退避空間での計算と同様に手荷物を算入する。 
 
A=Ａ＋a１＋ａ２ 
=1.35＋0.10＋0.15＝1.60㎡ ・（式6.4） 
 
表 6.8 にあるＵＮＨＣＲの難民キャンプの基準では必要面積が 3.5 ㎡となっている。これ
は 10 人用テントの収容面積が 2 間×3 間（3.6m×5.4m）で、19.44 ㎡いう数字が出てくる
が、テント間の通路を確保し、10 人用テントを 8 区画（80 人分）設置する場合、概ね 13.8m
×20.4ｍの枠で 280 ㎡を要し、一人当たり約 3.5 ㎡が導き出される。但し、このケースは
長期滞在を対象としており、設営の備品を調達するにも数日を要することから、観光客の
滞在を対象にするには難がある。 
観光客の滞在は被災初動期であるため、短期滞在としての占有面積を考えることにした。 
 
 
６．３．５ 一時退避空間と震災時滞在施設の指定 
ここでは、一時退避空間と震災時滞在施設の考え方を整理する。 
 
（１）指定の考え方 
現状でできていることとしては、地域住民を対象とした避難場所や避難所の整備、大都
市と都心における帰宅困難者一時滞留場所の整備、そして観光客への避難呼びかけが既に
実践されている。 
                                                   
21 東日本大震災の時、宮城県松島町や福島県土湯温泉などでは正味３日の滞在となった。 
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改善する余地としては、観光客を確実に退避させる一時退避空間の整備や観光客の帰宅
開始まで観光地内で滞在させる施設の整備についてはまだ一般化していない。また、整備
されている地域においても入込客数の把握が不明確であり、帰宅困難となった観光客を収
容し得るか確証できない。このため、基礎データを整理し直し、一時退避空間と震災時滞
在施設の指定することを提言する。これらの一時退避空間や震災時滞在施設を地域住民や
通勤・通学者と共用することを妨げる考えはないが、観光客の収容を確保し、徒歩での避
難を許容する配置とすることが重要である。 
 なお、観光入込客数をより正確に把握し、避難距離を検証するためには、観光地の区域
を明確にすることが重要になってくる。観光協会や旅館組合のようなコミュニティを基礎
にした設定も可能であるが、この場合、観光客の避難に際して移動距離が別の問題として
発生する。このため、地震発生直後に観光客が一時退避で移動する距離を考え、例えば幼
児を含む家族連れや高齢者の観光客が多い観光地においては、街区公園の誘致距離である
約 250m 以内で一時退避することを目安に、それ以外の観光地については、約 500m 以内
で設定することを提案する。また、震災時滞在施設に移動する距離について、都心部での
駅間距離（0.7～1.8ｋｍ）や不動産取引の徒歩圏（10 分＝0.8km）を参考にした地区の設
定を提案する。 
加えて、安全確保も課題となる。本研究ではここまで言及していないが、大地震によっ
て地盤災害、建築物の倒壊や火災延焼といった危険要素を知り、観光客を一時退避空間や
震災時滞在施設に誘導するため、ハザード情報をもとにした検証も必要となる（図 6.5、図
6.6 参照）。 
一時退避空間が落下物からの安全性を満たしていても、津波浸水による支障があれば、
その場における長時間の退避は危険なケースがある。 
震災時滞在施設も、十分な耐震性と耐火性、そしてその施設が立地する環境（地盤被害
や浸水被害からの安全性）にも留意しておく必要がある。加えて、平常時の定員にこだわ
らず、観光客を安全に収容する震災時の安全定員についても議論を深める必要がある。ま
た、一時退避空間や震災時滞在施設までの避難路が地盤被害や浸水による通行支障に見舞
われると、観光客を安全に保護できないことになる。 
 
（２）一時退避空間と震災時滞在施設の指定 
一時退避空間と震災時滞在施設の指定については、現時点における空間と施設の安全性
を踏まえ、一時退避空間の範囲と震災時滞在施設を指定し、震災時に遺憾なく機能するよ
う公式な計画に反映させることが望ましい。 
 原則として観光地内に平常時の観光客を収容し得る一時退避空間を確保する。 
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図 6.5 地盤耐震性の掌握 
 
図 6.6 震災時滞在施設の候補地把握 
 
（３）収容超過対策と平常時の備え 
ここまでで示した観光客の震災時滞在方策では、現状では観光地の区域内で観光客の滞
在者を収容しきれないケースも考えられる。この事態を想定し、観光地の周辺・近隣で数
日間の受け入れられるよう計画で定めておくようにする。観光事業者と観光地の周辺・近
隣の建物所有者と個別に契約締結する方法もあるが、実際に大きな災害に至った場合、判
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断に時間をかけることは得策ではない。このため、観光事業者の業界団体や都道府県、市
町村が仲立ちし、受け入れ支援の施設を指定し、計画に定めておく。この計画は一般に公
表する必要はないが、観光事業者と都道府県、市町村の担当部局が情報共有し、地震の発
生時に自動的に機能するようにしておく。 
 その一方で、観光地の区域内で自律的に観光客の救済がなされるよう、観光地内の耐震
化を促進し、震災時滞在施設の容量を引き上げ、観光客の移動距離を順次縮小していくよ
うにすることが考えられる。 
平常時の備えとしては、次のとおりである。 
発災直後には行政による支援が機能しないという前提で考える。 
発災直後には、安全確保のため、観光施設ごとに一時退避施設を確保し、その範囲と案
内誘導を明示しておく。 
想定地震に対する耐震性を有する建築物は、震災時滞在施設の指定対象とする。 
建築物は、震災時滞在施設として指定し、発災時に観光客に対して情報提供できるよう
にしておく。 
施設管理者については、震災時に震災時滞在施設との連携を図るため、予め受入れ人数
を決めておく。 
施設管理者については、震災時における建築物の弱点を知り、耐震化工事の実施に生か
す。また、耐震化工事実施前についても震災時のチェックポイントを確認し、被害が軽微
な場合には震災時滞在に活用する。 
想定地震に対応していない建築物については、耐震化を施すまでの間、観光客の滞在施
設を当該地点から距離１ｋｍ以内に確保し、施設管理者の責務で誘導する。 
発災時の観光客数が観光地内での収容能力を超える場合を想定し、近隣地区に滞在施設
を確保し、誘導するような責任体制や連絡体制を確保しておく。 
観光施設相互でも被害を受けて帰宅困難となった観光客の受け入れを調整するため、情
報網を整備しておく。情報網のハード・インフラとして、域内 Wi-Fi、コミュニティ放送設
備、防災無線の活用が考えられる。 
観光客に災害時の情報伝達を図れるよう、情報伝達のコンテンツを整備しておく。平常
時は観光情報を流す。 
観光地内での連携は、観光地のエリア・マネジメント組織を構築しておく。 
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６．４ 第６章のまとめ 
６．４．１ 結論 
大震災に備え、観光客の避難先が観光客に対して事前に周知し得るだけの事前啓発がで
きているか、いかなる事態でも誘導できる体制が確保できているかが、観光地の地震防災
を考える上での重要な要素であることを改めて確認できた。 
 
（１）一時退避と震災時滞在 
この章では、居住者の一時避難場所と指定避難所に対応させる形で観光客のための一時
退避空間と震災時滞在施設の要件を述べた。 
もっとも、一時避難場所や指定避難所が観光客の避難計画として定着し、避難誘導と収
容が問題なく実施する体制ができていればそれに従う判断もある。 
最近の大地震においては、被災後の数日間において指定外避難場所や指定外避難所が発
生している現実を踏まえ、基礎調査の結果、特に危険な場所での滞在を避けるとともに、
帰宅か指定避難所や帰宅困難者滞在施設への移動までの間、観光客を収容する場として、
一定の要件を満たした施設を観光客一時滞在施設として観光地の中に指定することが望ま
しいことになる。また、一時退避空間は、観光客を最初に集合させる場所であり、観光客
に主眼を置いた一時避難場所という考えである。 
観光客を確実に退避させる一時退避空間の整備や観光客の帰宅開始まで観光地内で滞在
させる施設の整備についてはまだ一般化していない。また、整備されている地域において
も入込客数が不明確であり、実際に予測される帰宅困難な観光客を収容し得るか確証でき
ない状態にある。 
従って、震災時に観光客の安全を確保すべく、観光地防災計画を定めることを提言する。
観光地防災計画の大きな柱としては一時避難に相当する一時退避空間の設定と数日間の避
難所に相当する震災時滞在施設の設定にある。 
 一時退避空間は、初動態勢で身の安全を確保する場所であるため、被災地点から至近距
離に配置する必要がある。 
 震災時滞在施設は、交通機能がマヒした時を想定して、数日間の寝泊まりを意識して設
定する必要がある。この場合、一時退避空間から徒歩圏に配置することを基本に考える必
要がある。 
 
（２）観光客への対応 
既存の避難所運営マニュアルにある一人当たりの占用面積は、観光客に対しても適用は
可能と考える。ただし、避難距離については一時退避空間で 250ｍ以内、震災時滞在施設は
1km 以内が目安と考える。 
観光客の避難収容に関しては、手荷物を持った観光客を想定して投影面積を算出した。
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その上で、避難所運営マニュアルのような既存資料の数値に投影面積が収まるかを照査し
た。避難距離については、日常生活における徒歩圏を超えないことを目標に考え、平常時
の経済活動で使われる徒歩圏を調査した。 
調査の結果、避難に際して観光客が占用する一人当たりの面積は、投影で 1.0 から 1.6 ㎡
程度で収まり、多くの都道府県で持つ避難所運営マニュアルの目安数値である一人当たり
２㎡以上で対応できることがわかった。 
観光客の避難距離に関しては、日常生活での徒歩圏に相当する距離で収めることを前提
に、揺れが収まった直後に集合する一時退避の距離を概ね 250ｍないし 500ｍ以内、滞在施
設への距離を概ね１ｋｍ以内と考えた。国土交通省は、一時退避に対応する一時避難段階
で 500ｍ以内、広域避難段階で２ｋｍ以内とする数字を例示している。しかし、日常生活で
の徒歩圏を考えると、観光客を誘導するには遠いということになる。 
よって、一時退避や滞在にかかる占用面積については、既存資料の考え方が観光客にも適
用可能なことが確認できた。一方、避難距離については、観光客を直接誘導するような体
制でない限り、２ｋｍ以内という現行の考え方は観光客でも幼児や高齢者の年齢層にはそ
ぐわないという側面も確認できた。 
 
（３）観光地の区域と地区分け22 
本稿では詳述には至らなかったが、一時退避空間と震災時滞在施設で計画的に観光客を
保護するためには、どの避難先が安全で、何名の観光客が収容可能かを把握し、計画に反
映させることが有効である。 
前段として、保護する観光客の人数を把握するため、観光地の区域を設定することが合
理的である。また、避難先の配置や避難距離を考え、区域を細分化した地区分けが意図膣
の方法として考え方をまとめる。 
観光資源や観光客が利用する施設を包括する形で観光地の区域を設定する。 
観光資源と観光客の支援施設（宿泊施設や案内施設）の関係や観光地のコミュニティを
包括して柔軟に考える必要はあるが、一時退避空間に移動する距離（たとえば約 250m 以
内）として、それを目安にした小規模の地区設定を意識する。 
災害時滞在施設に移動する距離（例えば、都市部の駅勢圏）を目安とした地区設定を意
識する。 
                                                   
22 観光地の区域を目安にして、観光客の避難計画として、その空間及び施設の収容力を確
認することに用いる。不足する場合には、都市計画手法を用いて順次確保することが考え
られるが、本研究ではそこまで言及しない。 
空間や施設を観光客の避難先として指定するには利害調整が伴う。また、資金的制約もあ
って、実現には相応の年数がかかることが予想される。よって、これらの空間、施設の収
容能力を確保するまでの間、観光地の外側で暫定的に確保するなど、対象先を広げた代替
手段を検討することが重要と考える。 
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一時退避空間や震災時滞在施設の候補地への災害の危険性（例えば候補地が土砂災害警
戒区域にある場。）、避難経路上にある災害の危険性（例えば道路に活断層がまたがる場合）
を重ねて地区分けを再構成する。その上で、観光資源や観光客が利用する施設を相互に結
ぶ道路網、地形地物や観光地固有のコミュニティを考慮して微調整することを原則として
みる。 
 
（４）一時退避空間と震災時滞在施設の指定 
 耐震化の現状を踏まえ、一時退避空間の範囲と震災時滞在施設を指定することを提唱す
る。考え方としては、原則として観光地内に平常時の観光客を収容し得る一時退避空間を
確保する。また、徒歩圏外から来訪する観光客の比率から震災時滞在施設の収容能力に反
映させる。 
ａ）一時退避空間 
大地震時に観光客の安全を確保するため、地震直後に観光地内の危険な箇所や屋内か
ら一時退避することを考える。特に発生した地震が建築物の耐震設計強度を超えた場合、
観光客の安全確保のために一時退避させることが必要となる。一時退避空間は観光客が
躊躇することなく安全に退避できるように、がけ崩れ、土砂崩れ、地割れ、液状化によ
る噴砂の影響、落下物、転倒物、危険物による爆発の影響を受けないことを要する。 
観光客が一時退避するための面積は、手荷物を抱えた状態での立ち位置に余裕を考慮
して確保する。地域住民の震災時避難場所は 250m 以内の配置が目安となっており、一
時退避空間の配置の参考となる。 
ｂ）震災時滞在施設 
交通マヒに伴い帰宅困難となった観光客のための滞在施設の要件を示す。 
震災時に交通機能が復旧し、観光客が帰宅するまでの数日間23、観光客を安全に滞在さ
せるための空間を確保する必要がある。滞在期間中、仮眠の環境を確保するため、建築
物の空間を提供することを基本に考える。この建築物を「震災時滞在施設」とし、地域
住民の収容避難所や公衆の帰宅困難者滞在施設と区別化する。建築物の耐震レベルの範
囲で、目視点検で構造物に大きな損傷がなく、滞在施設に火災延焼、浸水被害、落下・
転倒物のような障害がない場合に、その建築物を「震災時滞在施設」として活用するこ
とができる。また、観光客の滞在中に発生する余震にも耐えることを条件とする。震災
時滞在施設では、人が就寝可能な必要面積の最小値 1.65 ㎡に余裕を考慮することが適切
と考える。指定緊急避難所では、一人当たり 2.0 ㎡以上の確保が目安となっており、これ
が参考となる。震災時滞在施設までの移動距離は、都市部の駅間距離（1.0～1.5ｋm）が
目安となっていることや、不動産物件の徒歩圏（10 分＝800m）が参考となる。 
一時退避空間と震災時滞在施設の確認事項を表 6.9 に示す。 
 
                                                   
23 東日本大震災の時、宮城県松島町や福島県土湯温泉などでは正味３日の滞在となった。 
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表 6.9 一時退避空間と震災時滞在施設の確認事項 
避難空間 確認事項 備 考 
一時退避空間 要件：落下・転倒物、地盤・土砂による
被害のおそれがない。 
配置：街区公園の誘致距離に準ずると 250
ｍ以内、コンビニ商圏に準ずると 500m 以
内である。 
面積：避難場所は屋外で 1 ㎡/人以上が目
安となっている。 
観光地内に観光客が一時退避に利用でき
る街区公園や校庭の配置がないケースが
ある。また、街区公園や校庭は、過去、
地域住民の人口数をもとに整備してき
た。このため、一時退避の対象として、
観光客数を見込んでいないおそれある。 
震災時滞在施設 要件：火災、浸水、落下・転倒物のおそ
れがなく、観光客が帰宅する数日間の間
に発生する余震にも耐えることが目安。 
配置：観光地内の配置が望ましい。避難
距離は徒歩圏として１ｋｍ以内が望まし
い。避難路の安全か確保できる場合でも
２ｋｍまでが目安になる。２ｋｍ以上に
なると確実な案内誘導や移動手段の確保
を検討する。 
面積：２㎡/人以上が目安。 
観光地内に観光客が滞在できる小中学校
や公民館などの公共建築物が配置されて
いないケースがある。 
公共建築物も地域住民の人口数がベース
になっており、滞在者数に観光客数を見
込んでいないおそれがある。 
 
図 6.7 第 6 章の結論と課題 
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６．４．２ 課題と提言 
観光資源や観光客が利用する施設を包括する形で観光地の区域を設定することが望まし
い。区域の設定にあたっては観光資源や観光客が利用する施設を相互に結ぶ道路網、地形
地物や観光地固有のコミュニティを考慮することも重要である。このため、理想的な区域
取りが困難になることもある。また、観光地の区域を震災時滞在施設への避難誘導を考慮
した中規模の地区を設定することや、一時退避空間への避難誘導を考慮した小規模の地区
を設定することも検討すべきと考える。 
 一時退避空間として活用する場所では、地盤の耐震性を調査し必要に応じて整備するこ
と。建築物耐震建築物を震災時滞在施設として活用する前提で調査し必要に応じて整備す
ることも要する。 
なお、建物内の客室を震災時滞在施設に指定する場合、平常時の定員が障害になるおそ
れがある。 
観光客に必要な一時退避空間及び震災時滞在施設を確保し、観光客を帰宅で撤退するま
で保護する。 
従来、人口をもとに設定していた空間には再計算を試みる余地がある。 
現行の空間で観光客の保護に耐えられない場合には、所要の避難距離にある観光地の隣
接地を包括して検証する。観光客の収容が物理的に可能であれば、所要の避難距離にある
観光地の隣接地を観光地の震災時協力地として位置づけ、確実に観光客を保護できるよう
施策に位置付けることを提言する。 
 
 
図 6.8 観光地防災計画への発展 
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７．１ 本章の目的と調査方法 
７．１．１ 調査の目的 
本章では、被災観光地で実際に発生した問題をもとに、本研究で取り上げた事前啓発、
警報伝達、避難誘導、避難収容の視点で検証する。 
観光地において観光客の安全性を確保する上で、本研究で取り扱った一時退避や帰宅開
始までの滞在という視点で課題を挙げ、観光地の防災計画策定の必要性を明らかにする。 
 
 
７．１．２ 調査の方法 
ここでは、調査方法として、調査対象、個別の調査方法、手順と検証のポイントを述べ
る。 
 
（１）調査対象 
東日本大震災で地震の影響を受けた観光地から、観光庁による観光地点分類（イベント
型とその他型の観光地点を除く）を網羅させる形で選定する。その中で、東日本大震災の
被災地に属する観光地から観光庁の分類ごとに１か所ずつ取り上げる。 
地震発生日時は2011年3月11日の金曜日、14時46分が最初の本震であった。この時の地
震では、青森県東部から千葉県東部の東北地方太平洋沿岸で津波被害が発生した。東京湾
岸をはじめとする首都圏各地では大規模な液状化被害が発生したほか、長周期地震動によ
る高層ビルの揺れも確認された。震度５弱以上の震度に見舞われた観光地から６分類の観
光地点を包括する観光地を選定した。観光地点の分類は表7.1に示すとおりである。 
表7.1 観光地点の分類 
大分類 中分類 小分類 
観光地点 自然 山岳、高原、湖沼、河川、海岸、海中、島、その他自然 
歴史・文化 史跡、城、神社・仏閣、庭園、歴史的街並、旧街道、博物館、美術館、
記念・資料館、動・植物園、水族館、産業観光、歴史的建造物、その
他歴史 
温泉・健康 温泉地、その他温泉・健康 
スポーツ・ 
レクリエーション 
スポーツ・レクリエーション施設、スキー場、キャンプ場、釣り場、
海水浴場、マリーナ・ヨットハーバー、公園、レジャーランド・遊園
地、テーマパーク、その他 
都市型観光 商業施設、地区・商店街、食・グルメ、 
その他都市型観光‐買物・食等‐ 
その他 他に分類されない観光地点 
（観光庁：観光入込客統計に関する共通基準 2013） 
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ここからさらに、被災者の証言や記述が得られた観光地を選定した。岩手県普代村（黒
崎地区）、宮城県松島町（松島海岸）、仙台市（秋保温泉郷）、千葉県千葉市（幕張メッ
セ）、浦安市（TDR）、神奈川県横浜市（横浜駅周辺、横浜公園）の４県７か所をケース
スタディに選定した。 
 
（２）個別の調査方法 
被災当時の状況としては、文献資料や被災当時そこに居合わせた人の証言（ヒアリング
や被災者によるWeb投稿）をもとに再現する。具体的な調査方法を示す。 
ａ）岩手県普代村・三陸海岸黒崎地区 
 調査年月日：2014年7月19日（土）・20日（日）、2015年9月28日（月） 
調査方法：2014年７月19日に国民宿舎くろさき荘を訪問した際に、従業員からヒアリ
ングを行った。また、平成27年9月28日に文書で補足説明をいただいた。 
ｂ）宮城県松島町・松島海岸 
  調査年月日：2014年5月10日（土） 
調査方法：松島町観光協会事務局で事務局長からヒアリング 
ｃ）宮城県仙台市・秋保温泉郷 
  調査年月日：2014年5月9日（金）、2015年10月8日（木） 
調査方法：2014年5月9日に秋保・里センター事務局（仙台市指定管理者）でヒアリン
グを実施した。この時、温泉組合での観光客への案内に尽力があったとの情
報を得たため、同組合事務局（佐勘総務課）に対して補足説明をお願いし、
2015年10月8日付けにて補足説明を文書でいただいた。 
ｄ）千葉県千葉市・幕張メッセ 
  調査年月日：2013年6月～2014年3月 
調査方法：来場者のインターネットを検索し、電子メールで連絡を取って確認した。1 
ｅ）千葉県浦安市・TDR（東京ディズニー・リゾート） 
  調査年月日：2013年6月～2014年3月 
調査方法：来場者のインターネットを検索し、電子メールで連絡を取って確認した。2 
ｆ）神奈川県横浜市・横浜駅周辺 
  調査年月日：2011年7月1日（金） 
調査方法：横浜市（筆者が所属していた危機管理室職員）から聴き取りを行った。 
ｇ）横浜公園 
  調査年月日：2011年7月1日（金） 
調査方法：横浜市（筆者が所属していた危機管理室職員）から聴き取りを行った。 
                                                   
1 YouTube の動画「東日本大震災 幕張メッセ」で当日の状況が確認できる。 
2 YouTube の動画「東日本大震災 東京ディズニー」でも当日の状況が確認できる。記事
では日経ビジネス（2011.5.16.）やプレジデントオンライン（2014.12.4）がある。 
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（３）調査手順 
ここまで述べてきた観光地における防災施策として、観光客が利活用する施設の安全性、
観光客への災害情報の提供、観光客への避難先の確保、観光客の当面の滞在先の確保の妥
当性を証明する必要がある。実証実験が不可能な事案であるため、2011年3月11日の東日本
大震災の被災地での実態を調査し、地震直後から観光客の帰宅開始までの間に発生した問
題の有無を確認する。ここで確認できた問題を検証し、ここまで述べてきた観光地防災が
実際の被災ケースに対応し得るかを考察する。資料調査と被災者へのヒアリングによる。
匿名性が必要なケースでは、その証言をもとに被災状況の資料を調査する。ヒアリングで
は、震災初動時における観光客の退避・避難や帰宅までの滞在の様子を伺った。また、震
災時の資料が入手できた地点については震災発生時の状況をヒアリングで再確認した。ま
た、ヒアリングが資料調査に先行したケースでは、その後、資料を確認している。 
取上げる内容としては、実際に被害を受けた観光地や観光施設における被災当時の状況
を把握した。被災当時の状況は、観光施設からの一時退避、一時退避上の問題、孤立また
は留置きの発生の有無、滞在施設確保上の課題である。分析としては、観光地ごとに、観
光施設からの一時退避することはなかったか。一時退避する際に問題はなかったか。交通
施設の被災による孤立または交通機能の麻痺により留置きが発生しなかったか。留置きに
要する滞在施設を問題なく確保し、運営できたかという点である。 
 
（４）検証のポイント 
本章における考証のポイントは、観光客が利活用する施設の安全性、観光客への災害情
報の提供、観光客への一時退避空間の確保、観光客の当面の滞在先（震災時滞在施設）の
確保、が挙げられる。観光客が利活用する施設の安全性としては、地震の被害として地盤
被害と建築物の被害が挙げられる。被害の有無によってその場所から離れる場所と、逃げ
込む場所が表面化する。ここでは、危険な場所から観光客が離れる仕組みができているか。
観光客が逃げ込む場所の安全が確保できているかという視点で検証する。 
 観光客への災害情報の提供としては、災害が発生した場合、観光客の安全を確保するた
めの情報提供が重要となる。ここでは、観光客が安全な場所に避難するために予め情報基
盤が整備されているか。実際にそれが機能したかという視点で検証する。 
 観光客への一時退避空間の確保としては、観光客の一時避難先が整備できているか。空
間面での不備がもとで、一時避難で混乱が発生していないかの視点で検証する。 
 観光客の当面の滞在先の確保としては、観光客が帰宅手段を得るまでに留まることを想
定した対応がなされているかを検証する。たとえば予め滞在施設を整備していても、観光
客に対してそこまでの案内がなされていなかったり、収容量が確保できていなかったりす
る例が存在しないかを注視した。 
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（５）本章の構成 
本章の構成は次の通りである。 
第２節では、対象とした観光地の概要と地震被害想定として、東日本大震災における被
災観光地について述べる。ここでは、７か所の観光地での観光客の動きを再現する。 
第３節では、被災当時における地震防災対策の実施状況として、第２節で得られた観光
客の動きと観光地の対応についての調査結果を分析し、観光地防災計画の適応性を考える。  
第４節では、第７章のまとめを示す。 
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７．２ 対象とした観光地の概要と地震被害想定 
７．２．１ 岩手県普代村・三陸海岸黒崎地区 
（１）立地条件3 
普代村は岩手県北部海岸に位置し、下閉伊郡の最北端にあり、東方一帯は太平洋に面し
た人口約3,000人の村である。主要な交通施設としては三陸鉄道、三陸沿岸道路、一般国道
45号と主要地方道県道44号がある。太平洋に臨む沿岸地区は、標高約150ｍの海岸段丘が連
なり、わが国随一の景観、陸中海岸国立公園の黒崎・北山崎控え、この公園を代表する豪
壮雄大な断崖絶壁が連続し、絶景の一語に尽きる男性的な自然美をなしている。 
山間部は、北上山系が連なり、山間部一帯の地下資源、大理石、石灰岩、マンガンの埋
蔵量は無尽蔵となっている。山間地を利用した自然休養村整備事業、農地開発事業、海の
だいご味を満喫できる施設の整備など、観光産業にも力を注いでいる。普代村は三陸海岸
の景勝地であり、本州最東端に位置することでも知られ、海岸部は比高100メートルを超え
る断崖になっている。 
観光地点としては自然型に分類できる。 
黒崎地区は海岸絶壁の高台や灯台のほかにオートキャンプ場がある。概ね２ｋｍ四方で
収まる地区である。高台ではリアス式海岸が一望できる。県道44号線沿いの乗用車で観光
に立ち寄る眺望スポットになっている。また北緯40度東端の地点としても知られる。 
観光地分類は自然型とする。 
J-SHISでは30年以内に震度6弱以上の地震発生確率は6％以上26％未満、同震度6強以上
の発生確率は3％以上6％未満である。地域地震係数は1.0である。 
 
 
  （地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.1 位置図 
                                                   
3 普代村ホームページ（http://www.vill.fudai.iwate.jp/）（2015.4.時点） 
普代村 
黒崎地区 
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（筆者撮影 2014.7.19.） 
図7.2 三陸海岸 
 
（２）東日本大震災による被害 
2014年7月19・20日、当該国民宿舎（くろさき荘）に宿泊した際、従業員の方から当時
の様子を伺った。また、2015年9月28日には文書を介して補足説明を頂いた。 
3月11日はオフシーズンであり観光客自体も10名程度だった。このため、当日は客室にも
余裕があった。揺れによる被害で内陸部とつながる国県道が通行不能、あわせて津波によ
る被害で海岸部の鉄道と国県道が不通となった。当該観光地点の主要な宿泊施設である国
民宿舎は高台にあり、津波の被害は逃れたが、揺れによって建物の一部が使用不能になっ
たほか供給処理機能が停止した。 
観光地防災施策は特に設けていなかったが観光客については交通機能に支障が出たため、
安全が確認できるまで宿舎の判断で当該宿舎に一時滞在させている。宿舎の職員に確認を
したところ、宿泊棟の一部に被害が出たため、比較的被害の軽微な棟に観光客を案内した。
客が帰宅できたのは4日目だった。 
国民宿舎の施設概要は次のとおりである。 
（施設概要）4 
・構造：鉄筋コンクリート3階建て 
・客室総数：40室（定員102名） 
・宴会場：収容人員100名 
・会議室：収容人員20名 
・駐車場：普通車100台・大型車20台 
一方、集落は防潮堤及び水門が正常に機能したため、大きな被害には至っていない。ま
                                                   
4 国民宿舎くろさき荘（http://www.vill.fudai.iwate.jp/kurosaki/kannai）（2015.4.時点） 
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た、観光地としては閑散期でもあったため、特に地域住民との混在や収容人数などの問題
は発生していない。 
表7.2に東日本大震災当日の状況を示す。 
表7.2 東日本大震災当日の状況 
項 目 内 容 
東日本大震災での被災 震度５弱 
当日の天候 曇、気温2.7℃～0.2℃（普代観測点の発災から24時まで．） 
観光客の人的被害 なし 
一時退避空間 国民宿舎駐車場 
震災時滞在施設 国民宿舎（一部に被害） 
震災後の滞在日数 ３日以上（幹線道路の復旧と輸送手段確保が目安） 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から5 
ａ）立地条件を考慮した対策 
津波対策：当該国民宿舎は海岸から標高差200m近くの高台にあり、東日本大震災の大
津波（波高20m程度）でも浸水の影響はない。 
岩手県は以前から津波対策に熱心であり、当該地においても国土交通省とともにハー
ド面の整備を展開してきたほか、海岸から高台に至る避難路の整備にも取り組んできた。
海浜部には海水浴場やキャンプ場が立地していた。 
国民宿舎につながる遊歩道は揺れによる被害を受けて後に通行止めの措置を取った。 
津波が伴う地震が発生した場合、高台にある観光施設に観光客や避難者が集中する可
能性があるため、観光ピークシーズンでもこれらの人を収容する必要がある。 
東日本大震災当日は、防潮堤が機能し、集落への津波浸水が回避できたため、地元住
民を収容する必要もなかった。 
地盤被害：施設に大きく支障するような地盤被害はなかった。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
耐震性の問題：国民宿舎の一部が損傷し、使用できなくなった。 
建物倒壊による死傷者は発生していない。観光閑散期の日中であり、客室は使用され
ていなかった。 
当時の計測震度は５弱であり、旧耐震基準でも耐震性不足となる水準である。倒壊し
た建物に観光客がいれば人的被害が発生したおそれもある。よって、予測震度に見合っ
た耐震強化をはかっていればこうした不安が軽減される。 
ｃ）一時退避上の確認点 
ピーク時の観光客数に対応できるか。 
                                                   
5 2015.10．国民宿舎くろさき荘に文書で確認． 
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震災当時は国民宿舎の従業員を含めて一時退避上の問題は出ていない。 
国民宿舎には駐車場として普通車100台、大型車20台が収容できる空間を併設している。 
支障物件さえなければ一時退避空間として活用できると見込む。 
ｄ）一時滞在施設の確認点 
ここでは、東日本大震災時に数日間の滞在を要した。国民宿舎は一時滞在施設として
の効果を果たしている。想定地震に耐えられる構造になっているか確認し、必要な耐震
性を確保することが必要である。 
国民宿舎は地域住民の避難先にも指定している。地域住民数と観光客数を正確に把握
し、避難対象となる人を支障なく収容できるかについても再確認を要する。 
本件では、鉄道は勿論のこと道路の通行支障もあり、啓開のため3日間孤立した。 
地震発生後、付近にいた観光客10名が滞在を申し出てきたため受け入れた。 
受け入れた観光客は倒壊を免れた客室に案内した。 
停電を起こした上、ボイラーも機動不能になり、暖房が取れなかった。 
防災項目と課題を表7.3に示す。 
 
表7.3 三陸海岸普代村の防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 比較的堅牢な地盤であるが、斜面地で崩壊があった。 
建築物耐震 耐震補強が未了であった。 
一時退避空間 訪問する観光客数以上の空間を駐車場で確保できる見込み。 
震災時滞在施設 耐震性の確保が必要である。 
避難路 斜面地の歩道で崩落の被害があった。 
 
観光地内では国民宿舎や灯台施設以外には目立った建築物は存在しない。このため、
国民宿舎は確実に耐震化をする必要がある。 
各施設には、施設の収容人数や来訪者を上回る面積を有する前庭や駐車場がある。支
障物件さえなければ、余震の際にも一時退避空間の確保には有利な条件になっている。 
交通手段が絶たれると数日間は孤立を余儀なくされるため、滞在施設（滞在空間）の
安全性確保は必須である。 
各施設にアクセスする主要な道路を整備するほか、散策路でも危険な箇所の点検と対
策を施すことも必要である。 
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７．２．２ 宮城県松島町・松島海岸 
（１）立地条件6 
松島町は、宮城県の海岸部中央にあり、仙台市の北東約20キロメートルに位置しており、
町域面積53。56平方キロメートルの50％は松島丘陵を中心とする森林である。北部には丘
陵が起伏し、南部の低地には住宅地が広がり、北端に鳴瀬川、吉田川が西から東へ流れ、
町内では高城川が南北に流れ松島湾に注いでいる。気候は、太平洋側気候に属し、年間平
均気温が11℃から12℃で比較的温暖な気候で、東北地方でも降雪量は少ない。日本三景に
数えられ、全国有数の観光地で、特別名勝、県立自然公園に指定されている。た、国宝瑞
巌寺などの文化遺産が町内各地にある歴史の町でもある。人口は約15,000人で、震災前か
ら減少傾向にあった。産業は、観光業をはじめ、農林業、漁業、商工業など、様々な産業
がバランスよく発達し、町の活力を支えている。交通は、町内にJR仙石線・東北本線の合
計7つの駅があり、県内各地へのアクセスが便利なことから、通勤・通学に利用されている。
さらに、町営バスが町内全域を周り住民の足として町内を結んでいる。三陸縦貫自動車道
や一般国道45号、346号、県道8号、9号があり、流通・情報・生活において重要な役割を担
っている。港湾としては松島港、松島観光船船着場を抱えている。 
観光地分類としては、歴史・文化型とする。 
リアス式海岸内湾：津波浸水に備え、高台までの避難路を整備。J-SHISでは30年以内に
震度6弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度6強以上の発生確率は3％以上26％未満であ
る。地域地震係数は1.0となっている。 
なお、当地では、2004年から「世代継続する地震に強いまちづくり検討会」を立ち上げ、
検討会の中に観光部会を設けて観光客の保護・支援に努めている。 
 
 
（地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.3 位置図 
                                                   
6 松島町ホームページ（http://www.town.miyagi-matsushima.lg.jp/）（2015.4.時点）  
松島町 
松島海岸 
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（出典：国土地理院2015.07.11.） 
図7.4 松島海岸 
  
（２）東日本大震災による被害 
2014年5月10日に松島観光協会の事務局長に面談をお願いし、直接ヒアリングを行った。
東日本大震災では、松島町は震度６弱を記録したほか、津波の第一波が高さ3。2ｍ（16時
13分到達）、第二波が高さ3。8ｍ（16時40分到達）を記録した。その浸水範囲は約２ｋ㎡
（国土地理院計測・概略値）に及ぶ。町内では、３人が死亡（直接死２人、関連死１人）
しているが、観光客は観光地の関係者が避難誘導を行った結果、人的被害には及んでいな
い。津波からの広域避難で避難先の収容でも特に問題は起きていない。 
店舗や住宅への津波浸水及び全半壊、ブロック塀の倒壊、外壁の崩落、崖崩れ、道路の
亀裂等、揺れによる被害、液状化現象による被害に加え、津波浸水による被害が発生して
いる。 
松島観光協会事務局を訪ねて聞き取り調査を行ったところ、国道や主要地方道の支障に
加え、観光船を使用した海上輸送も船着場が津波浸水被害を受けたことで使用不能となり、
観光客がすべて帰宅したのは4日目であったとされる。なお、震災時の滞在施設として定め
ていた宿泊施設から受け入れを断られる事態が発生した。急きょ瑞巌寺の宿坊で受入れを
行い、すべての観光客の滞在施設を確保できたが、閑散期にこうした問題が発生したこと
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が課題となる。表7.4に東日本大震災当日の状況を示す。 
 
表7.4 東日本大震災当日の状況 
項 目 内 容 
被災記録 2011年3月11日（東日本大震災）震度6弱 
天  候 曇、気温0.5℃～‐2.2℃ 
（塩釜観測点の発災から24時まで。東松島は計測不能。） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 公園及び高台で確保（計量化が望ましい） 
震災時滞在施設 予め指定していたが収容しきれず。これとは別に瑞巌寺が宿坊を開放。 
交通施設被害 鉄道・国県道が津波浸水及び土砂災害で通行不能。港湾施設は津波で使用不能。 
最長滞在日数 4日目まで（幹線道路の復旧と輸送手段の確保が目安） 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
ａ）立地条件を考慮した対策 
津波対策：予め津波浸水を想定し、観光客の避難計画を立てていた。 
観光客の避難誘導を観光事業者や住民が行うこと。避難経路を示す案内標識を随所に
設置することで、事前の対策を施していた。 
地盤被害：液状化現象による被害があった。液状化被害の多くが津波浸水エリアだっ
たとされる。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
観光施設の倒壊による観光客の死傷者はいないが、一部に全半壊や破損が発生した。 
観光客の安全性を考えると、予測震度に対応した建物の耐震化が必要である。 
よって、予測震度に見合った耐震強化をはかっていれば観光客に被害が及ぶという不
安が軽減される。 
ｃ）一時退避上の改善 
予め地震発生直後に観光客を集める場所（観光船乗船場など）を指定していた。 
海岸部には約1,200人の観光客がいたとされる。遊覧船の乗客は約80人、観光協会のあ
る公園内の中央広場にいた人が約300人いたとされる。船会社の職員と観光協会職員が誘
導に当ったが、一時退避の段階で混乱は起きていない。津波警報を確認し、一時退避後
に津波避難誘導を行い、観光客全員の避難につなげている。 
観光船は地震と同時に運航を打ち切り、桟橋到着後スタッフが避難誘導した。 
避難先は瑞巌寺裏山と新富山であった。一時、自動車で交通渋滞が発生したが、津波
到来前に避難完了した。  
適正な初動体制が取れたことから、一時退避空間の効果が証明できる。   
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ｄ）滞在上の改善 
予め災害時に観光客を滞在させる施設を指定していた。 
避難後、津波が落ち着くと日が暮れた。また、降雪も発生し、滞在施設に観光客を案
内した。一部の滞在施設では満員を理由に受け入れを拒否され、屋外で待機する観光客
が発生した。屋外で待機する観光客については、滞在施設の対象となっていなかった旅
館や瑞巌寺が自主的に受け入れたことで混乱は収まった。しかし、計画していた形での
滞在施設を観光客に即座に提供できなかったことは課題となる。 
電気。ガス、水道といった供給施設は途絶したが、道路啓開に約3日を要し、この間観
光客の滞在に努めた。 
4日目には観光客に一人のけが人もなく送り出すことができた。 
松島町では、宮城県内陸地震をきっかけに観光地での防災施策を積極的に展開してい
る。日本三景を有する他の自治体とも防災協定を締結していることでも知られる。 
災害時には観光船運航事業者が利用者を安全な場所まで避難誘導することや、観光客
の海上輸送を担う計画にもなっている。津波被害を受けて、歩道橋を一時退避場所に指
定するなど、道路管理者とも連携した取り組みも進んでいる。 
松島町は湾内に町を抱えていることから、東日本大震災の時には宮城県内の他の沿岸
地域よりも被害は小さかったとされる。鉄道が早々に復旧見込みが立たないことが判明
した。また、国道、県道も津波浸水や地盤被害を受け、通行が確保できなかった他、港
湾施設も破壊され、海上輸送も不可能になった。 
帰宅困難となる観光客の発生を想定し、滞在施設となる宿泊施設を計画に定めていた
が、結局瑞巌寺が宿坊を開放して対応している。 
道路交通の機能が回復したのは４日目であった。 
地震の発生日は３月中旬の金曜日であり、観光シーズンとしては閑散期でもある。こ
の時期に行き場のない観光客が発生したことになる。 
したがって、観光客数に対応した観光客震災時滞在施設の必要性が証明できる。 
防災項目と課題を表7.5に示す。 
 
表7.5 松島海岸の防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 一部で液状化被害の痕跡あり。 
建築物耐震 一部で破損・倒壊の痕跡あり。耐震化促進を要する。 
一時退避空間 津波避難の関係で観光客を対象とした空間を予め確保している。 
震災時滞在施設 予め確保していた施設では収容能力に不足があった。 
避難路 津波避難の関係で観光客を対象とした避難路を予め確保している。 
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７．２．３ 宮城県仙台市・秋保温泉郷 
（１）立地条件7 
秋保温泉郷が位置する太白区は、仙台市の南西部に位置し、名取川に沿って東西に帯状
に広がった形状をしている。面積は230km2、人口約22万人で面積、人口とも青葉区に次ぐ
規模である。区内には市内の4割を超える埋蔵文化財が集中している。秋保地域は太白区を
構成する五地区の一つで秋保温泉や二口渓谷を有している。秋保温泉郷は細長い秋保盆地
にあり、名取川に沿った湯元地区が中心となっている。温泉郷は平安時代に開湯、元禄時
代創業の老舗旅館も存在する。バブル期に施設の大型化、近代化が進んだが、当時の秋保
町では消防力や上下水道などの基盤整備力を持てないという問題があり、1989年に政令市
となった仙台市に編入されている。湯元地区には太白消防署秋保出張所がある。 
観光地の分類としては温泉・健康型とする。 
山間部で名取川を軸とした秋保盆地に立地する。すぐ付くに活断層がある。 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は３％以上６％未満、同震度６強以
上の発生確率は0.1％以上３％未満である。地域係数は1.0となっている。 
 
 
（地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.5 位置図 
 
 
                                                   
7 仙台市太白区ホームページ（http://www.city.sendai.jp/taihaku/c/gaiyou.html）（2015.09.
時点） 
仙台市 
秋保温泉 
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（出典：国土地理院2008.05.22.） 
図7.6 秋保温泉郷 
 
（２）震災被害 
ここでは、2014年5月10日に秋保温泉の案内機能を持つ仙台市の施設（指定管理者管理）
「秋保・里センター」事務長に直接面談をお願いしヒアリングしたほか、当時の状況をよ
く知る秋保温泉旅館組合（佐勘総務課）あて、2015年10月8日に文書で詳細を確認した。 
東日本大震災では太白区で計測震度５強を記録した。山間部でも地盤被害が発生し、県
道の通行にも支障した。早々に帰宅をあきらめる観光客もいた。人的被害は発生していな
い。「秋保・里センター」では、震災当日は受け入れ可能な旅館を斡旋している。同セン
ター自体は留置きには対応せず、同日の営業時間終了後に閉鎖している。 
1980年代の宿泊施設大型化に伴い、耐震性能を有した宿泊施設も多かったが、損傷が激
しく営業継続が困難になった施設もあった。宿泊客を受け入れた施設にも天井やシャンデ
リアの落下、ガラスの破損などで供給処理施設が機能を停止し、交通機能の停止に伴い食
材の調達もできなかったため、備蓄で3日目までは凌いだ。温泉郷では観光客の帰宅を待っ
ていったん施設を閉鎖している。 
佐勘には館内に100名程の利用客がいた。大きな揺れにもかかわらず建物に耐震性があり、
これらの客に被害が及ばなかった第一の要因として「建物が揺れに耐えられたこと。」を
挙げている。一時退避として、玄関前にバスやワゴン車を駐車してこちらに誘導している。
いつでもより安全な場所に移動する考えであった。滞在を希望した客はそのまま客室やロ
ビーで滞在している。予約の客のみ。遠方の尺が帰宅できたのは 4日目で、シャトルバス
仙台駅まで送っている。同日、バスが東京方面や山形方面への運行が行われていた。 
佐勘では混乱はなかったが、「避難所に行きたくないから泊めてくれ。」とタクシーで
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来た人がいたという。佐勘では自施設のバスが役立ったが、地震直後に近隣のガソリンス
タンドから「今のうちにガソリンを入れておくように。」と連絡が来ている。同施設のバ
ス輸送はその後、秋保温泉郷全体の災害対策活動を支えた。8 
表7.6に東日本大震災当日の状況を示す。 
 
表7.6 東日本大震災当日の状況 
防災項目 内  容 
計画策定後の被災 震度５強 
天  候 晴（のちに雪）、気温０．９℃～‐２．６℃ 
（新川観測点の発災から２４時まで．泉ヶ岳観測点は計測不能） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 確保 
震災時滞在施設 確保（一部施設で支障あり） 
震災後の滞在日数 ４日（仙台駅からの長距離バス復旧が目安） 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
バブル期に施設の大型化、近代化が進んだが、当時の秋保町では消防力や上下水道など
の基盤整備力を持てないという問題があり、1989年に政令市となった仙台市に編入されて
いる。湯元地区には太白消防署秋保出張所がある。 
ａ）立地条件を考慮した対策 
秋保温泉は山間部で川沿いの秋保盆地に位置し、付近で活断層が確認できている。  
ｂ）観光地点の建物耐震化 
元禄時代創業の老舗旅館も存在するが、1980年代に施設の大型化、近代化が進み、併
せて耐震化・不燃化した旅館が多い。その一方、耐震化が未了の施設も点在している。 
大型のホテルでは耐震基準の２割増しで設計している例がある。 
耐震性の高いホテルでは、帰宅困難となった観光客の滞在を受け入れている。 
よって、耐震性の高い観光施設の安全性を証明できる。 
ｂ）一時退避上の改善 
温泉郷に立地する多くの旅館が前庭や駐車場を保有しており、一時退避上の問題は起
きていない。 
よって、一時退避に活用できる十分な広さの空間の効果を証明できる。   
ｃ）滞在上の改善 
温泉旅館では、帰宅可能な比較的近距離の団体客には帰宅をしてもらい、帰宅不能の
観光客を受け入れた。里センターで斡旋を受けた客を含め、滞在施設が確保できずに混
                                                   
8 秋保温泉旅館組合（「佐勘」総務課）（2015.10.8.確認） 
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乱したという証言はない。供給施設が機能停止したため、温泉旅館では暖房や食事の提
供に不自由を感じたという。一部に倒壊や破損を受けた施設が存在した。滞在希望者を
受け入れた施設でも、ガラスの破損や吊り下げ物の落下があった。こうした支障を受け
た場所には観光客を近づけない措置を取っている。よって、観光客の震災時滞在にあた
っては、建物の耐震性に加え、落下物からの安全性確保の必要性が証明できる。 
防災項目と課題を表7.7に示す。 
 
表7.7 秋保温泉の防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震  人的被害は発生していない。 
建築物耐震  大規模な建築物の多くは、現行の耐震基準に適応するものとされる．一部で破損・
倒壊の痕跡があった。 
一時退避空間 温泉ホテルでは駐車場や前庭を有し、震災当日も滞在客の誘導に活用した。 
震災時滞在施設 震災当日、帰宅可能な滞在客を送り出し、帰宅困難な滞在客を留置いた。 
避難路 震災当日、マイクロバスによる避難路も含めて確保していた。 
 
 
７．２．４ 千葉県千葉市・幕張メッセ 
（１）立地条件 
幕張地域は美浜区と花見川区にまたがり、海浜ニュータウンと新都心地区がある。 
海岸線までの区域全域が埋め立て地の造成地であり、計画的に街作りが進められた結果、
都市機能の充実した区となっている。「幕張メッセ」は幕張新都心地区にあり、国際的な
イベントや会議が開催され年間550万人以上を集客する。他に「QVCマリンフィールド」や
「幕張海浜公園」が主要施設となっている。 
業務研究、タウンセンター、住宅、文教、公園・緑地の各地区をバランスよく配し、国
際色豊かな都市機能と、住環境を高度に融合させた未来型の都市を形成しており、千葉市
でも重要な都市機能を持っている。 
観光地の分類は、その他（行祭事・イベント型）とする。 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度６強以上の発生
確率も26％以上である。地域係数は1.0となっている。 
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（地図提供：openstreetmap.jp） 
 
図7.7 位置図 
 
（出典：国土地理院2009.04.27.） 
図7.8 幕張メッセ 
 
（２）震災被害 
この地域は、海底に堆積している非常に緩い砂層に、隣接する沖合の砂やシルト質土で
埋め立てられた。このため、極めて軟弱な地盤となっている。軟弱な地盤であるため、強
い地震に見舞われると液状化現象や地盤沈下が発生することがあり、高層マンションや戸
建て住宅には地盤改良や支持層と言われる硬い岩盤まで基礎の杭を打つなど対策が成され
ている。 
幕張メッセでは、展示会などのイベントが開催されていた。建物の一部でガラスが破損
する被害があった、展示場内に設置した展示ブース内で落下物が発生した。出展者が建物
幕張メッセ 
千葉市 
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外への避難誘導を行った。避難に際し一部の来訪者に混乱があったとされる。建物外周部
が破損し、液状化現象で建物と外構部に段差ができたほか、外構部も噴泥で歩行困難な状
態になったとされる。建物外への避難を指示された来訪者は、壁面落下を避けながら壊れ
た外周部を歩くか、数十センチの噴泥が発生した外周部を歩いて避難することになったと
される。また、外の駐車場も噴泥の影響があり、気温も低かったことからその場にとどま
ることも困難であったとされる。待機場所の案内も特になかったとされる。 
なお、至近の幕張海浜公園では、液状化現象による大規模な陥没が発生している。また、
この日、「ＱＶＣマリンフィールド」では野球試合やイベントは行われていなかった。 
表7.8に東日本大震災当日の状況を示す。 
 
表7.8 東日本大震災当日の状況 
項  目 内  容 
計画策定後の被災 震度5強 
天候 晴、気温10.1℃～4.3℃（千葉観測点の発災から24時まで．） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 確保 
震災時滞在施設 確保（一部施設で支障あり） 
震災後の滞在日数 翌日まで 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
ａ）立地条件を考慮した対策 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度６強以上の発
生確率も26％以上で、発生確率は極めて高くなっている。地域係数は1.0である。 
海面埋立地であるため、建物部分については基礎工事による対策が行われている。 
建物部分以外の液状化対策は行われていない。避難時の支障要素となっており、対策
の必要性が証明できる。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
幕張メッセの建物自体は現行耐震基準を満たした設計になっている。 
  ガラスの破損が発生した。非常口につながるシャッターの開閉にも支障はなかった。 
  液状化現象の影響もあって、建物周囲の付帯構造物が破損した。 
ｃ）一時退避上の改善 
  展示場の展示ブースが倒壊するなど、非構造物の被害があった。 
出展者が建物からの退避を指示したが、外国人が混乱した。 
出展者に支持された出口を出ると、建物周りが破損していたほか、周辺も液状化現象
を起こしており、引き返そうとした人もいた（出展者に制止されそのまま退出）。 
屋外への退避は指示されたが、どこに行けば良いのかという案内を受けていない人が
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いた。 
一時退避空間を明確にし、その空間とそこまでの避難経路の安全確保が必要であるこ
とが証明できる。 
ｄ）滞在上の改善 
幕張メッセは帰宅困難者一時滞在施設に指定されている。実際に東日本大震災当日も
一時滞在施設として機能した。しかし、十分な案内誘導がされていなかったことが読み
取れる。たとえば先の事例では出展者に建物からの退出を指示されているが、その後の
対応についての案内を受けていない人がいた。ＪＲ・京成幕張駅周辺では幕張メッセか
ら退出し、帰宅困難となった人で混乱した。最終的には避難所として指定された小学校
を、地元町内会が出動して帰宅困難者の一時滞在用に急きょ開設して運営に努めたとさ
れる。観光客震災時滞在施設を設置し、観光客を適切に誘導することで、上記のような
混乱を避けることができる。防災項目と課題を表7.9に示す。 
 
表7.9 幕張メッセの防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 大規模な液状化被害があった。 
建築物耐震 大規模な建築物では現行耐震基準を遵守している。周囲の高層ビルで長周期地震
動による躯体の振幅増幅があった。 
一時退避空間 液状化被害で滞留に耐えられない箇所があった． 
震災時滞在施設 滞在施設への案内不足で周辺住宅地に観光客が流入し、混乱した。 
避難路 液状化被害で歩行に支障をきたした事例があった。 
 
 
７．２．５ 千葉県浦安市・ＴＤＲ（東京ディズニー・リゾート） 
（１）立地条件910 
東京ディズニー・リゾートが立地する千葉県浦安市は、東京湾の奥部に位置し、東と南
は東京湾に面し、西は旧江戸川を隔てて東京都江戸川区と対峙し、北は市川市と接してい
る。明治22年（1889）4月、町村制の施行にともない、堀江、猫実、当代島の3村が合併し
て「浦安村」となり、明治42（1909）年9月に「浦安町」となった。東京に隣接しながら三
方を海と川に囲まれた陸の孤島であったため、明治、大正、昭和も戦前までは大きな発展
はなかった。しかし、昭和37（1962）年に漁業権の一部を放棄、昭和39（1964）年から海
面埋立て事業が始まると浦安は大きく姿を変えていった。昭和44（1969）年に地下鉄東西
線が開通し、また昭和46（1971）年に漁業権を全面放棄して第2期海面埋め立て事業が行わ
                                                   
9 浦安市ホームページ（http://www.city.urayasu.lg.jp/shisei/profile/profile/1000013.html） 
（2015.9.時点） 
10 オリエンタルランドホームページ（http://www.olc.co.jp/tdr/）（2015.9.時点） 
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れた結果、総面積はかつての4.43平方キロメートルの約４倍の16.98平方キロメートルに拡
大、急速に都市化が進んだ。 
昭和56（1981）年4月に市制が施行された。昭和58（1983）年には東京ディズニーラン
ドがオープンした。その後も周辺地区に大型リゾートホテルなどが建設された。昭和63
（1988）年12月にはJR京葉線も開通し、東京ベイエリアを代表する都市として発展を続け
ている。 
 
ａ）東京ディズニーランド施設概要 
所在地：千葉県浦安市舞浜  
開業日：1983年4月15日  
面積：51 ha （テーマパークエリア）  
             (2015年9月1日現在) 
ｂ）東京ディズニーシー 施設概要 
所在地：千葉県浦安市舞浜  
開業日：2001年9月4日  
面積：49.0 ha （テーマパークエリア）  
 (2013年11月20日現在) 
ｃ）共通項目 
ディズニーランド及びディズニーシーの社員数（2014年3月31日現在．） 
正社員2,196人，テーマパーク社員797人，準社員18,890人  
駐車場：約20,000台 （臨時駐車場含む） 
 
 
（地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.9 位置図 
 
東京ディズニー・リゾート 浦安市 
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（出典：国土地理院2018.9.引用） 
図7.10 東京ディズニー・リゾート（T.D.R.） 
 
観光地分類は、スポーツ・レクレーション型とする。 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度６強以上の発生
確率も26％以上である。地域係数は1.0となっている。 
 
（２）震災被害 
東京ディズニー・リゾートでは、アトラクションの機材が揺れの影響を受けたが、機材
への取り残しも含め、人的被害は発生していないとされる。各施設は現行耐震基準をクリ
アしているほか、埋立地上の立地ということもあって地盤改良も施されていた。埒外の駐
車場では液状化被害が発生しているが、こちらも人的被害は発生していないとされる。地
震直後に案内放送が入り、初動対応として避難先となる安全な場所が案内された。この時
点で大きな混乱はなかったとされる。 
表7.10に東日本大震災当日の状況を示す。 
表7.10 東日本大震災当日の状況 
項 目 内 容 
計画策定後の被災 震度５強 
被災当日の天候 晴、気温10.3℃～3.5℃（船橋観測点の発災から24時まで） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 確保 
震災時滞在施設 確保 
最長滞在日数 翌日まで 
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（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
ａ）立地条件を考慮した対策 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度６強以上の発
生確率も26％以上である。千葉県による津波浸水予想が2.5ｍとなっており11、東京湾北
部地震（0.5ｍ）や南海トラフ巨大地震（2.4ｍ）12での津波に耐えられる設計である。 
駐車場の一部で液状化現象が発生した。施設の埒内ではサンドコンパクション・パイ
ル工法による地盤改良がおこなわれている。このため、埒内での液状化被害は発生してい
ない。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
1978年の建築基準法の改正以降に建設されたため、現行の耐震基準を満たしている。 
地域係数は1.0となっている。場内ではスタッフによる誘導が機能したほか、耐震化の
効果によって混乱の発生を抑止した。 
ｃ）一時退避上の改善 
  地震発生と同時にその場での待機と後の案内を待つよう放送された。この時、特に混
乱は起こっていない。通年で入場者数10万人を想定した防災訓練を実施しており、一時
退避は想定内であった。一時退避に際し、混乱は発生していない。一時退避空間確保の
必要性を証明できる。 
ｄ）滞在上の改善 
建物の被害状況を確認し、安全性が確認できた場所に観光客を誘導した。 
翌日には徐々に交通機能が回復したため、観光客は帰宅した。 
５万人の観光客が３日程度滞在することを考えていた。 
地震と同時に新規入場を停止しており、避難者の増加はなかった。 
安全な「観光客震災時滞在施設」の該当する場所を保有していたため、滞在にも問題
は起きなかった。このことで、観光客震災時滞在施設の有効性を証明できる。 
防災項目と課題を表7.11に示す。 
表7.11 東京ディズニー・リゾートの防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 立地当初から埋立地での耐震性を意識している． 
建築物耐震 立地当初から十分な耐震性を意識している． 
一時退避空間 地震対策を意識し、案内誘導にも反映している． 
震災時滞在施設 同上 
避難路 同上 
                                                   
11 東日本大震災千葉県調査検討専門委員会，2012. 
12 地震調査研究推進本部，2012. 
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７．２．６ 神奈川県横浜市・横浜駅周辺 
（１）立地条件1314 
横浜駅は、鉄道６社が乗り入れる１日のべ200万人の乗降客数を数える首都圏有数のター
ミナル駅である。また、横浜駅周辺地区、みなとみらい21地区などの開発が進められてお
り、今後の駅利用者の増が見込まれている。 
横浜駅では、みなとみらい線の横浜駅乗入れ時である2011年度に、3本の自由通路を整備
している。また、併せて、バリアフリー化や共通案内サインを整備している。15 横浜駅の
周辺には商業・業務系の施設が集積している。この面積約4ヘクタールの区域においてエリ
アマネジメントが展開されている。 
横浜市では、災害時における横浜駅及びその周辺の混乱防止について、横浜駅に乗り入
れる鉄道事業者と2000年から「横浜駅周辺混乱防止対策会議」で連携しており、震災時に
おける計画的な避難誘導体制は構築されていた。 
観光地点の分類としては、都市型とする。 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は２６％以上、同震度６強以上の発
生確率も26％以上である．地域係数は1.0となっている。 
 
 
（地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.11 位置図 
                                                   
13 横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）．編集・発行，横浜市都市整備局企画部企画
課，2013.03.発行 
14 横浜市環境創造局ホームページ 
（http://www.city.yokohama.lg.jp/kankyo/park/yokohama/kouen012.html）（2015.09.時
点） 
15 横浜市都市整備局ホームページ
（http://www.city.yokohama.lg.jp/toshi/toshiko/yokohamasta/）（2015.09.時点） 
 
横浜駅周辺 
横浜市西区 
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（出典：国土地理院2007.04.26.） 
図7.12 横浜駅周辺7地区 
 
（２）震災被害 
横浜駅周辺では一部の道路で舗装の破損があった。レジャー施設のつり天井が落下する
などの被害も報告されている。鉄道が早々に運行を見合わせている。 
表7.12に東日本大震災当日の状況を示す。 
表7.12 東日本大震災当日の状況 
項  目 内  容 
計画策定後の被災 震度 
天候 晴、12.4℃～3.9℃（横浜観測点の発災から24時まで．） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 確保 
震災時滞在施設 確保（一部施設で支障あり） 
震災後の滞在日数 翌日まで 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
ａ）立地条件を考慮した対策 
横浜駅周辺は昭和期に入ってから埋め立てた場所に立地している。 
液状化の危険度を表すＰＬ値は15以上と液状化しやすい場所である。16 
津波浸水想定区域内にあり、特に地下空間は豪雨時に水没した履歴もある。 
                                                   
16 横浜市：「液状化マップ中区（南海トラフ地震）」，2012. 
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横浜駅周辺には高層ビルが多い。大津波発生時には津波避難ビルに二次避難する必要
がある。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
横浜駅周辺にある多くの高層ビルは耐震補強を実施している。一方で未対応の建物も
混在する。東日本大震災の本震発生直後、周辺建物に目立つ被害はなく、パニックには
なっていない。道路の一部に陥没や亀裂が発生した。近隣にあるレクリエーション施設
ではガラスの飛散や吊り天井の落下が発生した。想定地震に見合った耐震性確保を急ぐ
必要があることがわかる。 
ｃ）一時退避上の改善 
発生日の16時30分以降、鉄道事業者が運休を決めるも、人々が動く気配はなかったと
される。鉄道利用者は駅構内から退出させられたが、自由通路や駅前広場の空間が公衆
を受け止めている。初動段階では、一時退避に必要な空間は確保できていた。このため、
大きな混乱は起きていない。一時退避空間の効果が証明できる。 
ｄ）滞在上の改善 
日没に至って人々に動きが出たため、通勤者は勤務先の戻るよう現地で案内を開始し
た。横浜駅周辺で予め指定した震災時避難場所２か所（屋外の二次避難場所）に案内誘
導したが、気温低下もあって近接する建物に移動する人がほとんどであった。    
駅周辺の商業施設やホテルは、付近に留まっていた高齢者や乳幼児連れ親子を自主的
に受け入れた。17時過ぎには滞留者がさらに増えたため、震災時滞在施設（パシフィコ
横浜）の開設を決定した。19時頃、駅からパシフィコ横浜への案内を開始したが、警察
官から制止される展開となった。理由は、満潮による津波影響の懸念であった。 
津波による移動の制限から、駅周辺の滞留者を帰宅困難者滞在施設に収容したのは23
時頃に及んだ。帰宅困難者滞在施設の絶対数が不足していたことや、案内誘導が円滑で
なかったことから、若干の混乱が見られた。観光客震災時滞在施設の確保と円滑な誘導
体制の必要性が証明できる。 
防災項目と課題を表7.13に示す。 
表7.13 横浜駅周辺の防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 一部で液状化被害の痕跡ありった。 
建築物耐震 一部で破損の痕跡あった。 
一時退避空間 予め確保していた。 
震災時滞在施設 予め設定していた施設では不足し、順次追加開設することになった。 
避難路 一部で液状化の被害あった。また、津波浸水想定区域をまたぐため通行規制がか
かった。 
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７．２．７ 神奈川県横浜市 横浜公園 
（１）立地条件1718 
横浜公園が位置する関内地区は、神奈川県横浜市中区にある大岡川、首都高速横羽線、
中村川と海に囲まれた地区を示す通称で、国土交通省の都市景観１００選に選定されてい
る。関内地区は、横浜市における都心の一つである横浜都心に指定されている。日米修好
通商条約によって1859年に横浜に設置された開港場の区域を「関内」と呼んだことに由来
する。神奈川県庁舎、横浜市役所、神奈川県警など官公庁や企業が集まる業務系の土地利
用で横浜の中心地である。横浜港開港して以来、西洋文化を取り込み、アイスクリームや
電信・電話など日本での発祥とするものが多くあり、昭和初期の近代洋風建築が残されて
いる。 
社会・経済情勢の変動に伴い、古い事務所・店舗ビルを取り壊してマンションを建設・
分譲する動きが目立ち都市計画上の課題となったため、横浜都心機能誘導地区建築条例が
制定され、関内駅周辺はマンション建設が規制されている。 
横浜公園は、横浜の中では山手公園についで２番目に古い公園で、現在の市庁舎隣にあ
る。在留外国人の生活環境改善を求めた条約に基づき、遊郭の跡地に整備が行われ、1876
年（明治9年）に開園、一般の人々にも開放されたため当時は「彼我公園」といわれていた。 
1909年（明治42年）には、公園全域が横浜市の管轄となった。関東大震災の時には家屋
が倒壊して居場所がなくなった人や火災延焼から逃れてきた人が集まった。 
大震災と戦後の接収時代を経て、1952年の解除後は当時の平沼市長が命名した公園内の
平和球場で高校、大学、ノンプロの野球試合が数多く行われた。 
1978年に横浜スタジアムが建設されたのを機に、園内の老朽化した諸施設を改築、日本
庭園風の池と流れ、噴水や多目的広場などが整備された。さらに1987年、水道の貯水設備
と共に、水の出る４つの彫刻がある水の広場が整備され、現在の形になっている。 
観光地点の分類としては、その他（行祭事・イベント型）とする。 
J-SHISでは30年以内に震度６弱以上の地震発生確率は26％以上、同震度６強以上の発生
確率も26％以上である。地域係数は1.0となっている。 
 
 
                                                   
17 横浜市都市計画マスタープラン（全体構想），編集・発行，横浜市都市整備局企画部企画
課，（2013.3.時点） 
18 横浜市環境創造局ホームページ 
（http://www.city.yokohama.lg.jp/kankyo/park/yokohama/kouen012.html）（2015.9.時点） 
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（地図提供：openstreetmap.jp） 
図7.13 位置図 
 
 
（出典：国土地理院2007/05/08） 
図7.14 横浜公園 
 
（２）震災被害 
震災当時、公園内の横浜スタジアムには3,756人の観客がいた。場内放送で落ち着いて待
機するよう案内が流れた。横浜公園自体が広域避難場所に指定されており、横浜スタジア
ムの施設自体耐震補強がされていた。それでも外構部をはじめ、随所に小破が発生した。   
観客には、スタジアムのグランドにある扉を開放し、いったんグランドに集めるように
した。 
横浜公園 
横浜市中区 
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公園につながる日本大通りに面したビルはガラスの飛散・落下が発生している。近隣の
街区では、長周期地震動による高層ビルの被害があった。たとえば横浜公園の向かいのビ
ルは壁面が崩落している。 
横浜公園は江戸時代末期からの埋立て地にあり、液状化現象が懸念されるが、東日本大
震災では目立った現象は発生していない。表7.14に東日本大震災当日の状況を示す。 
表7.14 東日本大震災当日の状況 
項  目 内  容 
計画策定後の被災 震度 
天候 晴、12.4℃～3.9℃（横浜観測点の発災から24時まで．） 
観光客の人的被害 なし 
一時避難空間 確保 
震災時滞在施設 確保（一部施設で支障あり） 
震災後の滞在日数 翌日まで 
 
（３）観光地防災の視点での検証（東日本大震災当日の被災内容から） 
ａ）立地条件を考慮した対策 
安政時代から開港時代に埋め立てた場所に立地している。 
その地点での液状化の危険度を表すＰＬ値は５～15と液状化しやすい場所である19。 
津波浸水想定区域内にあり、大津波発生時に地平部に留まることは危険である。 
周辺には市庁舎や区庁舎を含め、高層ビルが多い。大津波発生時には津波避難ビルに
二次避難する必要がある。 
立地場所の脆弱性に対応した建物構成や安全空間確保の必要性がわかる。 
ｂ）観光地点の建物耐震化 
横浜公園内にある施設は耐震補強を実施し、現行耐震基準は満足している。   
横浜公園につながる日本大通りは震災に備えた幅員36ｍの道路である。   
日本大通りに面したビルはガラスの飛散・落下が発生した。横浜公園の向かいのビル
は壁面が崩落した。 
建物耐震化の重要性と、落下物からの安全確保の重要性がわかる。 
ｃ）一時退避上の改善 
震災当時、横浜スタジアムでは3,756人の観客がいたが、場内放送で落ち着いて待機す
るよう案内が流れた。 
グランドの扉を開放し、観客をいったんグランドに集めるようにした。 
ここまでの間、混乱は発生していない。一時退避空間の確保と円滑な誘導の効果が証
明できる。 
                                                   
19 横浜市：「液状化マップ中区（南海トラフ地震）」，2012. 
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ｄ）滞在上の改善 
横浜公園は、横浜市によって横浜公園自体が帰宅困難者一時避難場所に指定をされて
いた。しかし滞在となると、みなとみらい21地区にある震災時滞在施設（パシフィコ横
浜）が指定されており、ここまでの距離は直線でも約２ｋｍ、主要道路を歩くと約 2.6
ｋｍを移動する必要があった。 
結局、地域住民の避難所に帰宅困難者が集まり、混乱をきたしていた。 
また、当日のSNSを見ると、パシフィコ横浜まで歩くならばそのまま徒歩帰宅する判
断を行い、徒歩での帰宅に移った人の存在も確認できた。 
その後、横浜市が一時滞在施設を設定したが、21時には収容しきれなくなり、住民向
けの避難所を開放している。 
これらのことからも、観光客震災時滞在施設を確保し、円滑に誘導することの重要性
が証明できる。 
防災項目と課題を表7.15に示す。 
 
表7.15 横浜公園の防災項目と課題 
防災項目 特記事項 
地盤耐震 所要の地盤強度は確保している。 
建築物耐震 避難場所としての利用に備え、耐震補強がされていた。 
一時退避空間 震災時、イベントを中止して一時退避空間を確保。 
震災時滞在施設 至近に滞在施設がなく、帰宅困難となった観光客が混乱した痕跡あり。 
避難路 この公園に至る周辺の沿道建物で壁面やガラスの落下があった。周辺の避難路
確保に課題あり。 
 
 
 
７．２．８ 小括 
 ここでは本研究で取り上げた東日本大震災における被災観光地について、観光地の概要
と被災当時に公表されていた地震被害想定の内容について示す。 
まず、主な観光地点の分類（観光地分類という。）、および観光時期を東日本大震災被災
観光地の概要として表7.16に示す。 
また、東日本大震災被災観光地当時に公表されていた地震災害情報を表7.17に示す。 
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表7.16 東日本大震災被災観光地の概要 
  ① 
岩手県 
普代村 
② 
宮城県 
松島町 
③ 
宮城県 
仙台市 
④ 
千葉県 
千葉市 
⑤ 
千葉県 
浦安市 
⑦ 
神奈川県 
横浜市 
⑧ 
神奈川県 
横浜市 
黒崎 
地区 
松島 
海岸 
秋保 
温泉郷 
幕張 
メッセ 
ＴＤＲ 横浜駅 
周辺 
横浜公園 
観光地 
の分類 
自然型 歴史・文
化型 
温泉・健
康型 
都市型 スポ・レク
型 
都市型 スポ・レク
型 
観光時期 閑散期 閑散期 通常期 通常期 
イベント
開催 
通常期 
イベント
開催 
通常期 通常期 
イベント
開催 
 
  
表7.17 被災当時における地震災害情報 
  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
地盤被害
想定 
指定 
なし 
液状化 
想定範
囲 
指定 
なし 
液状化 
想定 
範囲 
液状化 
想定 
範囲 
液状化 
想定 
範囲 
液状化 
想定 
範囲 
浸水想定 津波 
浸水 
想定 
区域 
津波 
浸水 
想定 
区域 
指定 
なし 
 指定 
なし 
指定 
なし 
津波 
浸水 
想定 
区域 
指定なし 
火災延焼 
危険区域 
指定 
なし 
指定 
なし 
指定 
なし 
指定なし 指定なし  指定なし  指定なし 
警報伝達 屋外放送 屋外放送 施設放送 施設放送 施設放送 施設放送 施設放送 
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７．３ 被災当時における地震防災対策の実施状況 
７．３．１ 調査結果の分析 
（１）結果 
東日本大震災時の事例を調査した結果、次のような事例が確認できた。 
既に対応していた項目 
  地域住民を対象とした避難場所や避難所の整備 
   首都圏の都心部における帰宅困難者一時滞在場所の確保 
   観光客への避難呼びかけ 
対応に改善の余地がある項目 
  地震ハザード情報から、震災の危険度に対応できない観光地が存在した。 
観光客の一時避難に十分対応できないケースが存在した。 
観光客が帰宅するまでの滞在に適切に対応できないケースが存在した。 
  東日本大震災被災観光地における被災当時の地震防災対策の実施状況を表 7.18 に、
東日本大震災被災観光地において地震当日に発生した問題を表 7.19 に示す。 
 
表 7.18 東日本大震災被災観光地における被災当時の地震防災対策の実施状況 
  岩手県 
普代村 
宮城県 
松島町 
宮城県 
仙台市 
千葉県 
千葉市 
千葉県 
浦安市 
神奈川県 
横浜市 
神奈川県 
横浜市 
黒崎地区 松島海岸 秋保温泉 幕張メッセ ＴＤＲ 横浜駅周辺 横浜公園 
地盤対策の
状況 
‐ 液状化対
策未了 
‐ 外構部は
液状化対
策魅了 
外構部も
液状化対
策済 
外構部は
液状化対
策未了 
外構部は
液状化対
策未了 
浸水対策の
状況 
津波避難
の徹底 
津波避難
の徹底 
‐ ‐ ‐ 津波への
具体策は
未了 
津波への
具体策は
未了 
建築物耐震
化の状況 
未対応 大型施設
は対策済 
大型施設
は対策済 
対策済 対策済み 大型施設は
対策済 
対策済 
避難計画 村の 
避難計画 
町と観光
業の協定 
施設の 
避難計画 
県の帰宅困
難者対策 
県の帰宅困
難者対策 
エリアマネ
ジメント 
施設の避難
計画 
避難誘導者 村・事業者 町・事業者 事業者 出展者 事業者 ※事業者 事業者 
一時退避 指定 指定 指定 指定 指定 指定 指定 
震災時滞在 指定 指定 指定 指定 指定 指定 なし 
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表 7.19 東日本大震災被災観光地において地震当日に発生した問題 
  岩手県 
普代村 
宮城県 
松島町 
宮城県 
仙台市 
千葉県 
千葉市 
千葉県 
浦安市 
神奈川県 
横浜市 
神奈川県 
横浜市 
黒崎地区 松島海岸 秋保温泉郷 幕張メッセ ＴＤＲ 横浜駅周辺 横浜公園 
地盤被害
による支
障 
なし 想定区域
で液状化 
なし 想定区域
で液状化
【避難に
支障】 
液状化対
策済 
周辺道路
で陥没発 
想定区域
で液状化 
浸水想定 
による支障 
津波浸水想
定区域で浸
水 
津波浸水想
定区域で浸
水 
‐  なし 
（対策済） 
なし 
（対策済） 
津波浸水想
定区域で通
行規制【避
難に支障】 
‐ 
火災延焼 
による支障 
なし なし  なし なし なし  なし なし 
建物倒壊 一部倒壊 一部破損 一部破損 一部破損 なし なし なし 
警報伝達 警報伝達 警報伝達 施設内放送 施設放送 施設内放送 施設内放送 施設内放送 
一時退避上
の支障 
不明 良好 良好 被災した退
避先に誘導
して混乱 
良好 良好 良好 
震災時滞在
での支障 
倒壊部以外
で対応 
収容超過 
指定外施設
で対応 
良好 指定外施設
に避難して
混乱 
良好 封鎖の避難
経路に誘導
して混乱 
収容超過 
指定外施設
に避難して
混乱 
 
（２）分析 
ａ）震災の危険度に対応できない観光地が存在した。 
  調査した観光地に限っても、地震時の避難所に指定した施設で一部倒壊があった。震
災時の震度は想定地震の最大震度を下回っていた。現行の耐震基準を満たしていなかっ
たと見られ、その後、復旧とともに耐震改修が進められていた。 
屋外退避で誘導した先が液状化現象で歩行困難で、避難に躊躇したケースがあった。
当該施設では、前もって液状化しやすい地域として認識されていた。 
ｂ）観光客の一時避難に対応できないケースが存在した。 
大地震の場合には一時退避が必要となる。このため、一時退避の場所とそこまでの経
路が安全かつ明確である必要がある。 
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東日本大震災の時、幕張メッセと東京ディズニー・リゾートは震度 5 強であった。幕
張メッセは建物構造には被害が顕在化していないが、展示ホールの壁面パネル落下、展
示ブースの転倒、建物外周部とガラス建具の被害が出ている。東京ディズニー・リゾー
トでもアトラクション施設の一部に損傷はあったが、観光客に被害が及ぶものではなか
った。岩手県、宮城県の施設では、耐震化が済んでいない建物で被害が出た。また、シ
ャンデリアの落下やガラス建具への被害もあった。 
観光客に対して一時退避先を明確に案内した観光地では混乱は生じていない。 
・一時退避の場所が不明確であったこと。 
どこに一時退避するか具体的に指示する必要がある。幕張メッセでは、イベントの主
催者から屋外退避を指示されたが、どこに行けば良いのかわからなかった人がいた20。 
・一時退避場所までの安全確保に課題があったこと21。 
幕張メッセでは、液状化現象が発生して建物出口のエプロン部が破損したほか、噴泥
で歩くことが躊躇されるような状態になっていた。このため一時退避にあたって混乱が
発生している22。 
ｃ）観光客が帰宅するまでの対応について。 
大地震では交通機能が麻痺するため、観光客の滞在施設を確保する必要がある。 
普代村黒崎地区や松島海岸では、鉄道や幹線道路の支障によって数日間孤立した。滞
在施設確保の重要性がわかる。 
幕張メッセや東京ディズニー・リゾートでは、幹線道路網が充実しているが、鉄道の
運休と液状化現象による道路施設への支障で広範囲に渋滞が発生した。このため、留置
きが観光客の安全確保に役立つことになる。 
秋保温泉郷では孤立は回避したものの、長距離バスの運行再開まで４日程度かかった。 
東日本大震災の時にすでに滞在施設確保の計画を持っていたのは松島海岸、幕張メッ
セ、東京ディズニー・リゾートである。 
松島海岸では計画で予め定めていた受入れ施設が受入れ不可とされ、指定外の施設で
受け入れる結果となった。幕張メッセは帰宅困難者一時滞在施設として屋内の会議室を
開設したが、訪問していた観光客を退避させた段階でこちらへの案内ができていない。   
幕張町内会が幕張駅周辺の帰宅困難者を町内にある学校で保護したが、幕張メッセに
向かった観光客が相当数いたとされる。東京ディズニー・リゾートは、鉄道の運休を確
認した時点で観光客の滞在施設を確保し始めていたとされる。 
ｄ）観光地における建物の耐震性について。 
今回取り上げた観光地はすべて地震対策推進地域に属している。建築物の耐震設計で
地域別地震係数は 1.0 であったが、現行の耐震基準を満たしていない建築物が避難先に指
                                                   
20 展示場訪問者の証言による。 
21 展示場訪問者の証言による。 
22 当時の状況を記録した動画やツィートでも、その状況を伺い知ることができる。 
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定されていた。 
ｅ）観光地における一時退避について。 
 松島海岸、秋保温泉、東京ディズニー・リゾート、横浜駅周辺や横浜公園については、
一時退避空間が確保できており、初期段階での混乱を回避できている（普代村でも一時
退避での混乱は出ていないが、観光客が数名にとどまったために効果の判定には至らな
い。）。一方、幕張メッセも観光客を屋外に誘導させているが、屋外は液状化現象によ
り歩行困難となっており、居合わせた観光客が躊躇したという複数の証言を得ている23。 
ｆ）観光地内に震災時一時滞在について。 
  三陸海岸普代村や秋保温泉では、観光閑散期の事情もあって、宿泊施設で数日間の留
置きが実現している。但し、普代村の国民宿舎では一部倒壊が発生し、当該部分につい
ては使用不能となった。震災時滞在施設の耐震性確保が不可欠となる。また、秋保温泉
では、近隣からの観光客に帰宅してもらい、収容を確保している。 
  東京ディズニー・リゾートでは、バックヤードを使用して観光客の滞在に対応し、混
乱は出ていない。 
  幕張メッセや横浜駅周辺では予め滞在施設を決めていた。しかし、被災者の証言によ
ると、幕張メッセでは観光客の屋外避難を促した後に滞在施設への案内が浸透しておら
ず、鉄道駅周辺で行き場を失ったとされる。横浜駅周辺でも滞在施設への誘導で混乱が
生じたほか、帰宅困難者が増加し、追加の滞在施設を手配するまで混乱が発生している。
横浜公園においては、至近に滞在施設がなかったため、地域住民の避難所に滞在を求め
る人が出るなど、混乱が見られた。 
ｇ）実践的な計画の重要性 
計画の存在だけで効果を左右するものではなかった。 
東日本大震災当時、松島海岸、幕張メッセ、東京ディズニー・リゾートでは観光客の
保護について公式な計画を持っていた。（松島町では「世代継続する地震に強いまちづく
り検討会」観光部会で定めた計画があり、幕張メッセと東京ディズニー・リゾートでは、
千葉県とともに作成した「帰宅困難者・滞留者対策に関する基本的指針」を施行してい
る。）しかし、一時退避空間や震災時滞在施設の不備あるいは案内誘導の不備で混乱を
来した事例もあった。 
 
 
７．３．２ 地震当日に発生した問題 
（１）震災の危険性に対応できない観光地が存在したことについて。 
 J-SHIS のような既存資料でも、当時からこの規模の震度が発生することを予想していた
が、それに対応した耐震化が行われていなかった建物で被害を受けた観光地があった。 
観光客が出入りする建物、とりわけ震災時に避難先となる建物については早急な耐震性
                                                   
23 当時の状況を記録した動画やツィートでも、その状況を伺い知ることができる。 
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の確保が不可欠である。 
 
（２）観光客の一時避難に対応できないケースが存在したことについて。 
 観光客を災害の初期段階でまとめるには、対応できる空間の確保が必要となる。この震
災では、概ね支障なく対応できているが、液状化現象のために屋外への避難を躊躇した事
例も存在する。近年、液状化現象で人が死亡する事例こそないものの、陥没箇所に落下す
る危険性がある。少なくとも歩行困難になるため、退避時に観光客が立ち入る場所は対策
が必要と考える。あわせて落下物や土砂崩壊への影響も考慮して、確実に退避できる空間
を確保することが重要である。 
 
（３）観光客が帰宅するまでの滞在に対応できないケースが存在したことについて。 
観光客の滞在施設を確保し始めていたとされる。観光客を確実に収容できるよう、滞在
施設の量的な担保と確実な案内誘導が必要であるということがわかる。 
 
（４）観光地において想定地震に対応できる耐震性を持たせ、観光客の人的被害を軽減
させることについて。 
J-SHIS でもあらかじめこの程度の震度を受ける場所であることはわかっていた。この建
築物の一部が倒壊したことを踏まえ、想定地震に耐え得る耐震化の重要性がわかる。 
 
（５）あらかじめ一時退避空間を確保し、適切に誘導できる状態にしておくことについ
て。 
震災時に安全な一時退避空間を確保しておくことが重要ということがわかる。 
 
（６）交通機能の麻痺を見込んで、観光地内に震災時滞在施設を確保し、適切に誘導す
ることについて。 
観光客数に見合った安全な滞在施設の確保が重要ということがわかる。 
 
（７）実践的な計画の重要性について 
 実際に地震が発生した時に、観光客をどこに誘導し、必要な安全策がとられていること
を確認する実践的な計画策定が重要である。 
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７．４ 第７章のまとめ 
本研究で取り上げてきた事前啓発、警報伝達、避難誘導、避難収容に着目して、東日本
大震災の被災観光地を検証すると、その重要性が明らかになった。 
 
７．４．１ 結論 
 実事例をもとに検証したところ、一時退避と震災時滞在ともに一部で本研究に挙げた課
題の存在が明らかになった。 
 
（１）結論 
ａ）既にできていたこととして次の項目が挙がる。 
地域住民を対象とした避難先が確保できていた。「避難先確保」ができていた。 
大都市の都心では、帰宅困難者一時滞留場所を確保したケースがあった。「避難先確保」
ができていた。 
観光客への避難呼びかけや誘導が行われていた。「避難誘導」ができていた。 
ｂ）今後改善する余地として次の項目が挙がる。 
観光客を確実に退避させる一時退避空間を整備すること。「避難先確保」が必要である
こと。観光客の帰宅開始まで観光地内で滞在させる施設の整備すること。「避難先確保」
が必要であること。 
 
（２）東日本大震災時の事例に見る観光客保護の課題 
ａ）一時退避で混乱が発生したケースでは次の点に課題があった。 
一時退避の場所を明確にする余地があった。「事前啓発」が不足した。一時退避場所ま
での具体的な案内をする余地があった。「避難誘導」が不足した。一時退避場所及び避難ル
ートの安全が確保に改善の余地があった。「安全対策」が不足した。 
ｂ）震災時滞在で混乱が発生したケースでは次の点に課題があった。 
あらかじめ定めていた滞在施設での受け入れ不能があった。「避難先確保」が不足した。 
収容力の確保と施設管理者の責務につなげていく余地があった。「避難先確保」「防災
調整」が不足した。予め定めた受入れ施設が遠方で、指定した施設以外に迷い込む事例
があった。「事前啓発」「避難誘導」が不足した。受入れ施設までの案内誘導が貧弱で、
指定した施設以外に迷い込む事例があった。「事前啓発」「避難誘導」が不足した。 
このように検討項目の有効性がわかる。 
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図 7.15 観光地での計画的防災の重要性 
 
 なお、計画策定にとどまらず、観光地単位でその実行責務を担保することもまた必要と
なる。 
 
 
７．４．２ 現時点での課題 
耐震化をはじめとする安全性の確保や、避難に充てる空間の確保には、限られた資源の
中で、整備に資金と時間を要することが課題として考えられる。 
現時点で観光客を地震時にどのように安全確保していくか、目先の対応を明確にしてお
くことも重要となる。 
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８．１ 本研究の成果 
８．１．１ 研究の振返り 
本研究では、観光客を対象とした震災対策に関し、法制度が曖昧なところで想定外とさ
れる問題が生じるのではないか。中でも、避難先の確保に不十分なところがあるのではな
いかとの疑問から始まった。日常生活圏外での被災という観光客の事情を考え、観光地で
は現行の市町村対応を基軸とした防災施策にとどまらず、都道府県も関与した広域での対
応が必要である、という考えで研究を進めてきた。 
このため、本研究では、被災地で起きた現象の事例調査からではなく、法制度の調査か
ら着手した。そして、震災時における観光客への対応に法令制度の中で曖昧な項目を挙げ
た。その上でこれらの項目について、都市及び地方計画としての技術的な視点で調査する
手法を採った。観光地において、観光客を安全に避難させて収容するというプロセスを考
えた時、観光客が身を守る空間や施設の確保をはかり、確実な避難誘導を行う上で必要と
なる項目を検討し、整理をしてきた。 
本研究で設定した確認項目を図 8.1に示す。 
ａ）観光客への「事前啓発」に関すること。 
 ｂ）観光客への「警報伝達」に関すること。 
 ｃ）観光客の「避難誘導」に関すること。 
 ｄ）観光地の安全対策としての「耐震化」に関すること。 
 ｅ）観光客の「避難先確保」に関すること。 
 ｆ）行政機関及び観光地関係者との調整や役割分担に関する「防災調整」について。 
 
図 8.1 観光客の避難・収容プロセス 
 
この確認項目に沿って研究を進めていく過程で、震災時における観光客の避難収容にお
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いて、法制度の具体的な問題点を指摘する以前に、むしろ技術的な面に課題があることを
明らかにした。 
第４章の資料調査では、観光客の避難場所における収容力の不足を懸念した。加えて、
観光客の避難距離が数ｋｍに及ぶ事例が存在することもわかった。 
第５章では、観光地の安全確保に着目し、地震ハザードマップをはじめとする既存の地
震災害情報を重ね合わせて避難適地の調査が可能な状態にあることを明らかにした。 
第６章では、観光客が避難に要する条件となる占用面積や避難距離の目安を旅行荷物を
持った観光客の退避や滞在に必要な面積を提示したほか、日常生活圏での徒歩範囲をもと
に、避難誘導に適切と考えられる距離を提示した。 
第７章では、東日本大震災の被災地から抽出した７か所の観光地すべてで、観光客の避
難先（一時退避空間や滞在施設）を確保していたことである。一方、安全性や収容力の検
証ができていない、避難先までの誘導で支障が出た、という状況についても確認できた。 
 
 
８．１．２ 成果 
この研究では、震災時に観光客が身の安全を確保する場、すなわち一時退避空間と滞在
施設を、観光客数（入込客数）に対応し、確実に避難誘導できる距離で配置できているか、
安全な空間や施設の確保といった技術的な問題点の存在を各観光地で確認することが急務
ということを示してきた。 
研究の着手段階では、法令制度に改善の余地があるものと仮定して調査を進めてきた。
法令制度で曖昧な項目を別の視点で丁寧に検証していく中で、法令制度以前に、安全な空
間や施設の確保といった技術的な面での問題点を発見した。 
そこで、技術的な面での問題を解消した上で、観光客が身の安全を確保する場の設定と
避難誘導の体制づくりについて、法制度で担保していく順番が合理的と考えた。法制度の
面では、震災対策における観光客への対応についての連携や調整が、国、都道府県、市町
村、観光地関係者の間で行われていない事例があることを第２章や第３章の調査で確認し
た。第４章の調査では、観光入込客数や避難先の収容人数で特殊な集計値を採用した事例
やデータの公開を行っていない事例を確認した。 
その一方で、第７章の調査では、市町と事業者が連携して観光客の避難誘導に努めたこ
とで、収容超過のような混乱が発生してもその後速やかに対応し、事態の収拾につなげて
いたことを明らかにした。 
仮に本研究で、土木工学や建築学で扱う都市及び地方計画の視点に特化、あるいは法学、
行政学で扱う公共政策の視点に特化して展開していたら、こうした発見は困難であったも
のと考えている。 
また、観光客の避難に関しても、市町村や観光地個々の問題という従来の方策に従って
いたとしても市町村、観光地及び都道府県において防災施策の不足箇所を明確にすること
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さえ困難であったものと考えている。 
本研究では、項目をより特定した先行研究とは異なり、事前啓発から震災直後の滞在に
至る一連の工程を検証の対象とし、現行の防災施策で対応が弱い部分を探し出す努力をし
てきた。こうしたプロセスを経て、観光客の避難収容や避難誘導、そして広域連携の課題
を明らかにしてきたことは成果と考えている。 
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８．２ 本研究で明らかにしたこと 
ここでは、本研究で明らかにしたことを述べる。 
 
（１）被災観光地の事例からわかったこと 
調査対象の観光地では、市町や事業者の防災計画で対応は準備できていた。しかし、調
査対象７か所のうち５か所で、避難先の安全や収容力、避難距離といった技術的な問題で
混乱が発生していた。ここから、法制度の見直しを議論する前に、技術的な問題への対応
が必要な状態にあったことを明らかにした。 
なお、避難誘導や避難収容で支障があった場合でも、市町と事業者が連携して観光客を
保護する体制が構築できた観光地では、その後の対処ができていたことから、観光地での
責任体制を防災計画で明確にすることや、危機対処ができる人材の育成も重要であること
も明らかにした。 
 
（２）技術的な視点 
第４章では、資料調査で観光客の避難場所における収容力の不足を懸念した。加えて、
観光客の避難距離が数ｋｍに及ぶ事例の存在もわかった。 
第５章では、観光地の安全確保に着目し、既存の地震災害情報をもって避難適地の調査
が可能な状態にあることを明らかにした。 
第６章では、観光客の立場で避難に要する条件となる占用面積や避難距離の目安を示す
ことができた。 
第７章において明らかにしたのは、東日本大震災の被災地から抽出した７か所の観光地
すべてで、観光客の避難先（一時退避空間や滞在施設）を確保していた。 
 
（３）法制度の視点 
法制度の面では、国、都道府県、市町村や観光地関係者と、震災対策における観光客へ
の対応についての連携や調整が弱いことを第２章や第３章の調査で確認した。 
第４章の調査では、観光入込客数や避難先の収容人数で特殊な集計値の採用や情報非公
開の事例を確認した。 
第７章の調査では、市町と事業者が連携して観光客の避難誘導に努めたことで、収容超
過のような混乱が発生しても、その後速やかに対応し、事態の収拾につながっていること
を確認した。 
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８．３ 計画的な観光地防災の提言とその根拠 
市町村が機能しない震災初期の数日間において観光客を保護する観点で震災に備える。 
 阪神・淡路大震災、東日本大震災や熊本大地震のような震度７クラスの震度を記録する
震災では、その初期段階で市町村が機能しない例があることを確認している。 
 
（１）観光客の避難先を確保すること 
まずは状況判断と安全確保のために最初に退避する空間を設けること。 
さらに、観光客が観光地から帰宅するまで 3 日程度は要したことを考えると、この間、
観光地で観光客を保護する観点で震災に備えること。 
観光地において観光客に対応した避難先（一時退避空間や滞在施設）の確保に都市計画
的手法を活用することについても提言する。 
 
（２）観光客の誘導を考えた距離で避難先を配置すること 
安全性や収容力の検証ができていなかったり、避難先までの誘導で支障が出たりという
状況を確認した。 
このことを踏まえ、観光客を安全かつ確実に収容する一時退避空間と滞在施設を観光地
内またはその至近（避難距離で前者が概ね 250ｍないし 500ｍ以内、後者が概ね１ｋｍ以内）
に確保することを提言する。 
 
（３）避難先候補地及び候補施設の収容人数と宅地・建物の耐震情報を把握すること 
市町村によっては避難場所や避難所の収容人数を公表していない例が存在することを確
認した。また、民間所有の宅地・建物については、私的財産情報として公表対象になって
いない。 
避難先の確保にあたっては、地震災害情報以外に、避難先の収容人数や宅地・建物の耐
震性を把握することが必要となる。このため、観光客の避難先を調査し指定するにあたっ
ては、これらの情報を活用できるようにすることを提言する。 
 なお、合理的な理由で非公表にしている情報の一般公開を求めるものではなく、情報の
活用は避難先の調査や指定に活用する。 
 
（４）法令制度に反映していくこと 
避難先が確保できる技術的な条件が整い、これを基にした避難誘導体制を整えるのは、
法制度や防災計画の領域と考える。観光地では都道府県や市町村と観光地関係者の連携を
担保することが重要であり、避難先の確保に必要となる情報の開示、避難先確保や避難誘
導の責務のほか、観光地において危機対処ができる人材の確保もあわせて担保することを
提案する。ひいては地震発生後の初動対応について、観光客はまず一時退避空間に参集す
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ることを全国一律の約束とし、平常時の啓発で観光客とも共通認識を持てるように努める
ことを提案する。 
 
（５）個別の防災施策について 
ａ）地震災害情報を観光地整備に活用する。 
地震災害情報でもあらかじめ蓄積されたいわゆるストック情報をもとに、観光客が利
活用する施設の安全性を確保する。活断層情報や想定地震の震度分布は、地域防災計画
策定に際し、イメージを具体化させる形で活用されるが、都市計画的な規制・誘導に活
用した例はきわめて少ない。危険個所や想定地震の震度分布の情報を規制・誘導に活用
すること。 
ｂ）観光客が利活用する施設の安全性の確保 
観光地における最大クラスの想定地震に耐える宅地地盤や建築物を整備する。 
震災初期の数日間において観光客を観光地内で保護する観点から、宅地地盤と建築物
の耐震性を確保する。 
ｃ）観光客への避難先の確保 
観光客の一時避難に対応する一時退避空間を近隣エリアで確保する。 
  地震直後に観光客を退避させる空間を観光地内に、例えば街区公園の誘致範囲（250m
以内）で確保する。空間の面積は観光客一人当たり面積（広域避難場所を参考にすると 2
㎡以上）を確保する。観光地内で確保できない場合、あるいは観光シーズンにおいて所
要の面積を確保できない場合には、観光地の至近に確保する。 
ｄ）観光客の当面の滞在先の確保 
観光客を安全かつ確実に収容する一時退避空間を観光地点内またはその至近（避難距
離が概ね 250ｍないし 500ｍ以内を目安）に確保する。 
観光客の帰宅までの滞在に対応する震災時滞在施設を徒歩圏内（概ね１㎞以内を目安）
に確保する。施設の空間は、観光客が仮眠可能な面積と形状を確保するものとする（一
人当たり概ね２㎡以上）。 
観光地内で確保できない場合、あるいは観光シーズンにおいて所要の施設空間を確保
できない場合には、観光地の至近に確保する必要があるため、近隣との協力体制が必要
である。 
ｅ）観光客への災害情報の提供 
  観光客に適切な情報が行きわたらなかったため、観光客が混乱するケースがあった。 
観光地の関係者が直接の避難誘導が有効であるが、情報技術を利用した誘導で補完し
得る。一時退避空間や震災時滞在施設へ観光客を地震の遭遇地点から適切に誘導する必
要がある。  
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８．４ 本研究の反省点 
８．４．１ 目指していたこと 
本研究では、先入観を排除するために、敢えて基礎的な段階に焦点を合わせて研究を進
めてきた。しかし、本研究で目指した都道府県が関与した観光地防災計画の指針の提示に
は至っていない。これは現時点において、都道府県ごとに防災対応の考え方が異なってお
り、指針の提示にあたってもその背景を慎重かつ正確に把握する必要があると考えたため
である。 
ここではイメージしていた観光地での防災計画策定案のうち避難先の確保に関する防災
計画策定の手順案を図 8.2に、観光地防災計画策定の全体イメージを図 8.2に示す。 
 
 
図 8.2 観光地での防災計画策定手順案（避難先関連） 
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図 8.3 観光地防災計画策定の全体イメージ 
 
 
 
 
 
 
観光地点の分布，関連施設の分布，
観光客を保護する人の意向を把握 
観光地防災計画策定着手 
都道府県・市町村による 
計画ガイドライン 
観光地防災計画区域の設定 
訪問する観光客数の把握， 
うち停留者数の把握 
 観光地点における観光施設ごとに一人
当たり２㎡以上の一時退避空間を設定 
 
滞在場所の分布や 
避難距離を見て調整 
計画区域内に滞在場所配置 
 計画区域内に一人当たり２㎡以上の
観光客向け震災時滞在施設を設定 
容量と安全 公共又は共同
空間で確保 
観光地防災計画 
震災時滞在施設の耐震化 
 市町村地域防災計画に位置づけ 
 都道府県地域防災計画に位置づけ 
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８．４．２ 議論できなかったこと 
観光地における情報伝達、観光地防災策の実施にかかる費用負担、観光地防災計画の策
定主体や国・都道府県・市町村の関わり方で十分な議論ができなかった点を述べる。 
 
（１）観光地における情報伝達の議論 
 観光客を対象とした情報伝達（警報の伝達）については、既に国や地方自治体の防災計
画に定められていること、情報通信技術の開発と普及が進んでいることからあまり議論を
深めなかった。しかし、東日本大震災の現場で、観光客が情報不足から円滑に避難先や滞
在先に到達することができなかった。改めて議論する余地がある。 
 
（２）観光地防災策の実施にかかる費用負担の議論 
 観光地の耐震化、一時退避空間及び震災時滞在施設の整備や、情報環境の整備には相応
の費用が伴う。この費用を誰が負担するのかという議論を本研究では積み残している。 
 
（３）観光地防災計画の策定主体や国・都道府県・市町村の関わり方の議論 
本研究で提案した観光地防災計画は、従来の法定計画の枠外で捉えてきた。観光地防災
計画の策定に際して公式に誰が関わるのか、法定計画とどのように関連づけるのか、計画
の実行性をどのように確保していくのか、という運用面での議論を積み残している。 
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８．５ 今後の課題 
本研究では、都道府県が関与した観光地防災計画の指針の提示には至らなかった。これ
は現在、都道府県ごとに防災対応の考え方が異なっており、指針の提示にあたってもその
背景を慎重かつ正確に把握する必要があると考えたためである。 
本研究で提示した観光客の避難については、性別、国籍別といった区別や観光客の体力
差についても考慮していない。建物の安全定員や空気調和環境にも配慮する必要がある。
さらに、食料の調達や供給処理の検討を要する。加えて、避難に関して敷地や建物の利用
が前提となるが、管理責任や費用負担も課題となる。 
 こうした課題を抱えてはいるが、本研究では、観光客の避難という観点から、震災対策
として確認すべき点を明らかにした。 
今後の方向性としては、国、都道府県、市町村や観光事業者が連携して観光客の援護を
意識し、防災計画に反映させることにある。本研究で示したように、観光客への事前啓発
や、避難、帰宅まで滞在する施設が不足する懸念があり、この点を各観光地で検証し、不
足する部分があれば、補完に向けた取組みにつなげる必要性を明らかにした。また、基本
的な地震災害情報はすでに確保できており、観光客を意識した震災予防に活用できること
がわかった。安全・安心の観点から、この研究を継続し、進化させていくことが自らの責
務とも考えている。災害情報については、災害時を見込んだ Wi-Fi 環境の整備という形で
自らの実務に活かしてきたが、その知見を広く共有し、社会に還元できるよう研究を継続
したい。 
ここで得られた知見が防災施策の改善に少しでも役立てば幸いである。 
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付録 
第２章資料 
別表 2.1 都道府県地域防災計画での府省庁防災業務計画記載事項と記載内容の特徴 
都道府県 発表時期 防災業務計画事項 地域防災計画の特徴 
啓 
発 
警 
報 
誘 
導 
避 
難 
 
北海道 2014.03.  ○ ○ ○ 観光客の救急救護・物資について記載、外国人にも配慮． 
青森県 2013年版 
 
〇  ○ 観光客とは規定せず. 
岩手県 2013.03. 
 
○ ○ ○ 標識整備、観光客等の帰宅が困難な者への対応を規定． 
宮城県 2015.02. ○ ○ ○ ○ 観光客、幹線道路通行者等を収容する広さを確保．観光客
支援対策も記載．日本旅行業協会、全国旅行業協会や観光
施設における防災訓練等の実施を記載．外国人にも配慮． 
秋田県 2014.03. 
 
○  
 
「観光客等の防災対策」ガイドラインを策定 
山形県 2014.11. 
 
○ ○ ○ 施設管理者、事業者等と予め避難誘導の協議を行い、情報
伝達及び避難誘導の手段を定める．標識整備． 
福島県 2014.02. ○ ○  ○ 標識整備． 
茨城県 2014.03. 
  
 ○ 市町村が備蓄を確保、交通事業者と連携．滞在を前提． 
栃木県 2014.10. 
 
○  ○ 標識の共通化や帰宅困難者への対応を記載． 
群馬県 2014.12. 
  
○ ○ 標識整備、市町村観光地帰宅困難者への対応、備蓄、救
護、県観光地の災害情報収集を記載． 
埼玉県 2014.12. 
 
〇 ○ 〇 
 
千葉県 2014年度 ○ ○ ○ ○ 市町村や管理者の責務、観光客帰宅困難者向けの広場や施
設確保. 
東京都 2014年版 ○ ○ ○ ○ 観光客を安全な避難施設に搬送するための安全対策 
神奈川県 2012.04. 
 
○ ○ ○ 帰宅困難者対策. 
新潟県 2014.03. 
 
○ ○ 
 
帰宅困難者対策として記載、帰宅や移動の支援. 
富山県 2012.05. ○ ○ ○ ○ 観光施設への助言、警察による観光客動向把握. 
石川県 2014年版 ○ ○ ○ ○ 要配慮者として規定、標識、帰宅困難者でも規定. 
福井県 2014年版 
 
○  ○ 主に市町の責務として記載. 
山梨県 2014.03. 
 
○ ○ ○ 施設管理者等による観光客支援、外国人観光客対応、帰宅
困難者、備蓄、風評被害防止. 
長野県 2014年度 
 
○ ○ ○ 観光客の屋内避難、観光業者による応急対応. 
岐阜県 2013.03. 
 
○  
 
県と市町村の責務として記載. 
静岡県 2013.06. 
  
 
 
観光施設が各所に分布することを課題として取り上げる
も、本文に具体の記述なし. 
愛知県 2014.05. ○ ○  ○ 主に市町村の責務として記載、備蓄. 
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三重県 2014.03. ○ ○ ○ ○ 県と市町の責務で記載、関係事業者、団体との連携、標
識. 
滋賀県 2013.03. 
  
 〇 
 
京都府 2014.06. ○ ○ ○ ○ 標識設置、輸送機関や観光協会等との連携、備蓄. 
大阪府 2014年版 
 
○ ○ ○ 帰宅困難観光客. 
兵庫県 2014年版 ○ ○ ○ ○ 主に市町の責務、パンフ. 
奈良県 2008年版 
  
 
 
記述なし. 
和歌山県 2014年度 ○ ○  
 
標識設置、災害時における観光客等対策の考え方・指針. 
鳥取県 2014.03． 
 
○ ○ 
  
島根県 2014.03. 
 
○ ○ ○ 要配慮者として定義、観光施設管理者の安全努力. 
岡山県 2014.09. ○ ○  ○ 標識表示、避難路整備. 
広島県 2014.05. 
  
 ○ 基本原則で配慮に言及. 
山口県 2014年度 ○ ○  
  
徳島県 2013.10. ○ ○ 〇 
  
香川県 2014.10. ○ ○ 〇 ○ パンフ、観光地の帰宅困難観光客. 
愛媛県 2014年版 
 
○ 〇 ○ 情報収集に明記. 
高知県 2014.09. ○ ○ 〇 
 
観光ガイドの研修. 
福岡県 2014.03. 
 
○ 〇 ○ 帰宅困難者で定義し滞在対応、輸送. 
佐賀県 2013.03. 
 
○ 〇 ○ 観光客の救出（輸送）. 
長崎県 2013.06. ○ ○  ○ 事業所が観光客誘導、市町、標識設置、観光関係団体や観
光施設の協力、交通情報. 
熊本県 2014年度 
  
 
 
観光地阿蘇山（火山）で文言のみ. 
大分県 2014.06. 〇 ○ 〇 ○ 滞留に伴う観光客への支援、主に市町村の責務で記載、自
主防災組織や観光施設の協力、市町村への指導. 
宮崎県 2007年版 ○ 
 
〇 ○ パンフ、標識設置. 
鹿児島県 2013年度 
 
○ 〇 
 
要配慮者に定義、観光施設管理者の努力. 
沖縄県 
 
2013.03. 
 
○ 
 
〇 
 
〇 
 
○ 観光施設での体制整備、標識設置、交通施設安全対策、避
難訓練. 
  21 39 30 35  
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第３章資料 
 
防災担当者様 
中央大学理工学部交通計画研究室  
 黒澤  
地震防災情報の有効活用に関する調査（ご意見徴収）のお願い 
 
 晩秋の候、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
日ごろから、危機管理行政にご尽力賜り、危機管理行政経験者として敬意を表します。 
 さて、私は、表記災害防災情報の利活用に関する研究を行っており、2012年 10月にアンケート調査を
行わせていただきました。ご多忙の中、ご協力をいただきまして大変感謝しております。 
その後、2年が経過した中で災害対策が進んでいます。最近の動きに加え、アンケートでご回答いただい
た内容を分析し、自らの実務経験を踏まえた中で、今後、課題になりそうな事案として観光地や観光客へ
の被災時支援を取り上げ、その対応について試案をとりまとめる段階に来ております。 
遅くなりましたが前回調査の集計結果をとりまとめたものを同封します。 
今回は、試案をもとに神奈川県防災担当者の方々のご意見をいただきたくお願いする次第です。つきま
しては、ご多忙中のところ恐縮ですが、別紙調査票による調査にご協力を賜りますようお願いします。 
また、あわせて情報の正確性を保つため、2012年 10月に実施した前回調査のご回答内容に修正がある場
合には、添付した前回資料を朱書きで修正いただければ幸いです。たとえば一部自治体から首都圏九都
県市や関西広域連合などでの共同歩調をご教示いただきました。共同歩調を取っている場合には対象あ
りとして評価いただければと考えます（設問 2－2－4など）。 
 なお、この調査につきましても回答内容は学術論文の資料として統計的に処理し、個別の自治体名・ご
担当者名が出ることはございません。 
 
 調査に関して不明な点がございましたら、Eメールにてお問い合わせください。 
 
 
中央大学大学院理工学研究科土木工学専攻  黒澤 之 
                          
（第１回調査：2012年 10月 20 日作成） 
（第２回調査：2014年 11月 01 日作成） 
 
回答付票  （第１回アンケート調査） 
 
 アンケートにご回答いただく方（内容が多岐に亘るため、複数の部課にまたがる場合におきましては、
今回とりまとめていただいた方）のご連絡先をご記入ください。 
 なお、ご記入いただいた連絡先については、目的外利用など、ご迷惑をおかけしないことを誓約しま
す。 
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自治体名  
部署名  
役職  
ご氏名  
電話番号  
FAX番号  
E-mail  
 
 
 
＜ご回答にあたっての注意事項＞ 
・前回ご回答いただいた調査票のコピーを添付しております。前回のご回答内容で修正が加わる場合に
は、朱書きで記入をお願いします。 
・岩手県が実施主体でない場合（たとえば管下市区町村が独自に実施しているもの）は、設問に指定がな
い限り、貴自治体において該当なしと解釈してください。 
 
 
つきましては、ご多忙のところ恐縮ですが本様式にご記入いただき、2014 年 11 月 29 日（土）までに当
研究室ご返送いただければ幸いです。よろしくお願い申し上げます。 
 
送付先：中央大学大学院理工学研究科交通計画研究室 
（〒１１２－８５５１ 東京都文京区春日１－１３－２７） 
 
なお、本調査に関するお問い合わせは Eメール a11.yaet@g.chuo-u.ac.jp あてお願いします。内容をご
確認の上、ご回答します。 
 
都道府県御担当者様 
中央大学理工学部交通計画研究室 
 黒澤・山口 
 
■用語の定義・・・・・災害ストック情報とは 
 
 災害情報のうち、災害履歴や被災経験のほか、予備知識として発災以前に把握できる情報を「災害スト
ック情報」と呼びます。 
これに対し、緊急地震速報、震度情報や被害情報など、リアルタイムで流される情報を「災害フロー情報」
と呼びます。 
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（１）現象に関する情報 
  あるシナリオをもとに想定される現象 
例：地震震度分布、液状化危険度分布、津波浸水危険度はこちらに分類します。 
（２）被害に関する情報 
  あるシナリオをもとに想定される被害 
例：火災延焼予測、家屋倒壊予測、インフラ・公共構造物被害 
（３）地域の脆弱性を示すもの 
  自然または社会的に潜在する脆弱性 
例：自然に内在するハザードとして活断層分布、 
社会的に内在するハザードとして木造密集市街地 
宅地造成によって生じる急傾斜地など自然的条件と社会的条件が混在するハザードもあります。 
（４）避難・安全情報 
災害時における避難や安全確保に必要な情報 
例：避難経路、避難場所配置など。 
避難経路（広域避難路）は、東日本大震災以降、大津波や地震による原子力事故を想定した計画、整備の
動きがあるためお尋ねします。また、制度的に確立している緊急輸送路と緊急交通路は事業化の視点で
お尋ねします。 
 
 
■事前調査 
 
今回のアンケート調査にあったては上記で定義した災害ストック情報について、貴自治体における整備
状況を事前にインターネットで調査を行い、表＜事前調査＞にまとめました。 
もし、修正点がございましたらこの表＜事前調査＞を修正していただき、調査票とともにご返送くださ
いますようお願い申し上げます。 
 
表＜事前調査＞ 
 有：１ 無：０ 
災害ストック情報の分類 情報の有無 
（１）現象  
（２）被害 
物的被害  
人的被害  
来 街 者      
（滞旅客者数※１） 
 
（３）地域の脆弱性※２  
（４）避難※３  
※１ 来街者（滞旅客者数）の項目には帰
宅困難者数は含めていません。 
※２ 各地域での地震に対する潜在的な危
険度の大きさを評価したものです。 
※３ 避難情報が地図化されているケース
を有としています。（市町村が作成した地図
にリンクするケースは含めていません。） 
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（リスクコミュニケ―ション） 
【問１】 地震災害に関する災害ストック情報の活用について 
地震被害想定やハザードマップは、リスクコミュニケーションを行う上で有力な災害ストック情報と考
えています。ここでは、これら災害ストック情報の活用状況についてお伺います。 
 
［１－１］災害ストック情報を、行政内部用と一般公開用に分けて作成していますか。 
該当する項目 aかｂの□に✔をつけ、回答表にご記入ください。 
a.□ 分けて作成しているものがある。⇒（次の回答表をご記入ください。） 
＜見本＞ 
災害ストック情報の分類 分けている情報の名称 資料の相違点 
☑地域の脆弱性に関する情報   
 社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
木造密集市街地 行政・消防用のハザードマ
ップには、延焼危険度を追
加表示。 
＜回答表＞ 
災害ストック情報の分類 分けている情報の名称 資料の相違点 
□自然現象のシナリオ情報   
 現象想定（シナリオ） 
（地震震度分布、液状化危
険度、津波浸水など） 
  
□被害想定   
 被害想定（シナリオ） 
（建物倒壊予測、火災延焼
予測、インフラ・公共構造
物被害予測など） 
  
□地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 
（活断層分布など） 
  
社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
  
□避難に関する情報   
 避難用道路 
（緊急交通路除く） 
  
避難場所・避難所  
 
 
                  ⇒（回答表の記入後は[１－２]へお進みください。） 
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b. □ 特に分けておらず、すべて共用としている。⇒（次に[１－３]へお進みください。） 
 
 
［１－２］同じ災害ストック情報を行政目的別に作成していますか（例えば木造密集市街地図を防災計
画用と都市計画用に分けて作成しているケース）。該当する項目 aか bの□に✔をつけ、回答表にご記入
ください。 
a. □ 分けて作成しているものがある。⇒（次の回答表をご記入ください。） 
b. ＜見本＞ 
対象災害ストック情報の分類 分けている情報の名称 情報の用途・違い 
☑地域の脆弱性に関する情報   
 社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
木造密集市街地 消防：防火水槽の位置をプ
ロット、都市整備：再整備重
点区域を表示 
＜回答表＞ 
災害ストック情報の分類 分けている情報の名称 情報の用途 
□自然現象のシナリオ情報 
 現象想定（シナリオ） 
（地震震度分布、液状化危
険度、津波浸水など） 
  
□被害想定   
 被害想定（シナリオ） 
（建物倒壊予測、火災延焼
予測、インフラ・公共構造
物被害予測など） 
  
□地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 
（活断層分布など） 
  
社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
  
□避難に関する情報   
 避難用道路 
（緊急交通路除く） 
  
避難場所・避難所   
 
b.□ 特に分けていない（すべて共用で作成している）。 
⇒（次に［１－３］へお進みください。） 
付録-8 
 
 
［１－３］行政と住民、地元事業者が防災意識を共有するためには、災害ストック情報をどのように整
備すれば高い効果が得られると考えますか。ご記入ください。 
（例１）全国統一のハザードマップ表示とし、同じものを行政と住民、地元事業者が共有する。 
（例２）住民用と地元事業者に対しては、地域特性を踏まえ、地元に伝達しやすい内容に加工したものを
配付する。 
 
 
 
⇒（次に［１－４］へお進みください。） 
［１－４］行政内部で防災施策を実現させるためには、災害ストック情報をどのように整備すれば高い
効果が得られると考えますか。ご記入ください。 
（例１）内部で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足資料を追加する。 
（例２）各部局の施策や予算要求方針に合わせられるように目的に応じて作成する。 
（例３）他の都道府県と調整し、統一した情報を共有する。 
 
⇒（次に［１－５］へお進みください。） 
 
 
［１－５］関係行政機関と災害ストック情報を効果的に共有するために工夫している点はありますか。
該当する□に✔を入れ、ご回答ください。（複数回答可） 
 
□ 政府が作成したマニュアルの遵守のみならず、細部にわたって正確に情報共有するため、個別の調
整を行っている。⇒（調整方法を簡単にご記入ください。） 
 
□ 市町村に対し、マニュアルを作成し、有効な情報の共有化を図っている。(注記は不要。) 
 
□ 災害ストック情報の作成にあたり、市町村と会合を持ち、具体的な整備方法を決めている。⇒（調
整方法を簡単にご記入ください。） 
 
 
□ 特に対応はしていない。 
 
⇒（次に【問２】へお進みください。） 
 
 
 
（災害ストック情報の有効活用） 
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【問２】貴自治体での災害ストック情報活用状況について 
［２－１］地震に関する災害ストック情報は、主に在住の方々や事業所に周知されるものですが、来街
者（観光客や買物客など）に対する工夫や配慮をされていますか。該当する項目 a か b の□に✔をつけ
てください。（記入指定がある設問には内容をご記入ください。） 
a. □ 工夫している。⇒（次に２－２にお進みください。） 
b. □ 特に意識していない。⇒（次に２－３にお進みください。） 
 
 
［２－２］次の 6問についてご回答ください。 
[2－2－1] 都道府県立の集客施設（美術館、公園等、指定管理者管理施設を含む）において、来街者に
災害ストック情報を伝達していますか。該当する aか bの□に✔を入れ、ご記入ください。 
a. □ 伝達している。 
⇒伝達方法をご記入ください。（例：災害時の避難場所をパンフレットに表示して配布。） 
 
b.□ 伝達はしていない。 
 
[2－2－2] 工夫・配慮している情報をご記入ください。 
（例：津波浸水想定区域情報と津波避難場所） 
    
[2－2－3] 工夫・配慮している内容をご記入ください。 
（例：観光案内の地図にピクトグラムを入れ、災害時の初動行動を記載。） 
 
 [2－2－4] 他府県と隣接する圏域において、来街者を意識し、他府県と災害ストック情報を共通化
（例：地図に同じピクトグラム表示）するための調整を行っていますか。該当する a か b の□に✔をつ
け、ご回答ください。 
a. □ 調整している。 
⇒調整内容をご記入ください。 
 
b. □ 特に調整はしていない。 
⇒（次に［２－３］へお進みください。） 
 
 
［２－３］来街者への周知にかかる課題のうち該当する項目 aから dの□に✔をつけ、「その他」につい
ては内容をご記入ください。（複数回答可。現在、来街者への周知を行っていない自治体においてもご回
答ください。） 
a. □ 法令の規定がない。 
b. □ 災害ストック情報にかかる表記方法が全国統一されていない。 
c. □ 観光業界や業界集客施設管理者の協力・理解が得られない。 
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d. □ その他（⇒具体的にお書きください。） 
 
⇒（次に［２－４］へお進みください。） 
 
 
［２－４］ 来街者に伝達していない理由は何ですか。また、情報伝達に代えてどのような工夫をされて
いますか。現在の状況をご記入ください。（例：集客施設での防災指導を徹底している。これら集客施設
の管理者による来街者の保護を地域防災計画でも担保している。） 
 
⇒（次に【問３】へお進みください。） 
 
（各種計画・事業での活用） 
【問３】 地震に関する災害ストック情報の規制誘導での活用 
［３－１］災害ストック情報で得られた内容を、都市計画や建築協定などの規制誘導で活用しています
か。該当する項目 aから cの□に✔をつけ、回答表にご記入ください。 
a. □ 活用している。 
⇒（見本を参考に、回答表をご記入ください。活用している災害ストック情報の□に✔ 
をつけ、活用している情報の名称、規制誘導の手法・名称をご記入ください。） 
 
＜見本＞ 
災害ストック情報の分類 活用している情報の名称 規制誘導の手法・名称 
☑地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 活断層分布 手法：市街化調整区域とし、
土地利用を条例で制限。 
＜回答表＞ 
災害ストック情報の分類 活用している資料の名称 規制誘導の手法・名称 
□自然現象のシナリオ情報   
 現象想定（シナリオ） 
（地震震度分布、液状化危
険度、津波浸水など） 
  
□被害想定   
 被害想定（シナリオ） 
（建物倒壊予測、火災延焼
予測、インフラ・公共構造
物被害予測など） 
  
□地域の脆弱性に関する情報   
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 自然要因による脆弱性 
（活断層分布など） 
  
社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
  
□避難に関する情報   
 避難用道路 
（緊急交通路除く） 
  
避難場所・避難所  
 
 
⇒（本問は次のページに続きます。） 
b. □ 管下市町村が災害ストック情報を根拠とした規制誘導に対する同意基準を定めている。 
⇒（見本を参考に回答表をご記入ください。同意する規制誘導の根拠となる災害ストック情報項目の□
に✔をつけ、同意根拠の情報名称及び対象規制誘導等をご記入ください。） 
 
＜見本＞ 
対象災害ストック情報の分類 同意根拠の情報名称 対象規制誘導手法等 
☑地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 活断層分布 手法：市街化調整区域とし、
土地利用を条例で制限。 
 
＜回答表＞ 
対象災害ストック情報の分類 同意根拠の資料名称 対象規制誘導手法等 
□自然現象のシナリオ情報   
 現象想定（シナリオ） 
（地震震度分布、液状化危
険度、津波浸水など） 
  
□被害想定   
 被害想定（シナリオ） 
（建物倒壊予測、火災延焼
予測、インフラ・公共構造
物被害予測など） 
  
□地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 
（活断層分布など） 
  
社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
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□避難に関する情報   
 避難用道路 
（緊急交通路除く） 
  
避難場所・避難所  
 
 
 
c. □  活用しておらず、同意基準にも定めていない。 
⇒（次に［３－２］へお進みください。） 
 
 
［３－２］地震被害想定やハザードマップで得られた情報をもとに、都市計画事業などで対策を行って
いますか（市町村の事業を除く）。該当する項目 aか bの□に✔をつけ、回答表にご記入ください。なお、
ここでは緊急交通路・輸送路も対象とします。 
a. □ 対策事業を実施している。 
⇒（対象となる災害ストック情報の名称と事業名を回答表にご記入ください。） 
 
＜見本＞ 
災害ストック情報の分類 活用している情報の名称 都市計画事業等の名称 
☑地域の脆弱性に関する情報   
 社会要因による脆弱性 
 
木造密集市街地 市街地再開発事業（木造密
集市街地対策） 
＜回答表＞ 
災害ストック情報の分類 活用している情報の名称 都市計画事業等の名称 
□自然現象のシナリオ情報   
 現象想定（シナリオ） 
（地震震度分布、液状化危
険度、津波浸水など） 
  
□被害想定   
 被害想定（シナリオ） 
（建物倒壊予測、火災延焼
予測、インフラ・公共構造
物被害予測など） 
  
□地域の脆弱性に関する情報   
 自然要因による脆弱性 
（活断層分布など） 
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社会要因による脆弱性 
（木造密集、老朽施設等） 
  
□避難に関する情報   
 避難用道路 
（緊急交通路除く） 
  
避難場所・避難所  
 
 
緊急避難路、緊急交通路  
 
 
b. □ 対策事業は実施していない。 
⇒（次に【問４】へお進みください。） 
 
（災害ストック情報との連携） 
【問４】災害ストック情報と連携した情報提供について 
［４－１］災害ストック情報の指標は他の判定指標（例えば建物危険度判定や災害認定等）と整合させ
ていますか。該当する項目 aか bの□に✔をつけ、回答表にご記入ください。 
a. □ 整合させている⇒（次の見本を参考に回答表にご記入ください。） 
 
＜見本＞ 
対象災害ストック情報 他の判定指標 具体的な運用 
・家屋倒壊危険度 ・罹災証明 ・罹災証明の判定指標に合わ
せ、全壊、半壊、一部破損と
している。 
・家屋倒壊危険度 
 
・建設業界指標 ・工学的指標に合わせ、大破、
中破、小破と分類している。 
 
＜回答表＞ 
対象災害ストック情報 他の判定指標 具体的な運用 
   
 
b. □整合させていない。 
 
⇒（次に［４－２］へお進みください。） 
 
［４－２］災害ストック情報と連携した情報提供、たとえば耐震補強に関する制度や施工業者の紹介等
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を行っていますか。該当する項目 aか bの□に✔をつけ、回答表にご記入ください。 
a. □ 行っている。⇒（次の回答表にもご記入ください。） 
＜回答表＞ 
災害ストック情報の内容 情報提供している制度 具体的な運用 
（例） 
・地震による揺れ 
 
・液状化危険度 
（例） 
・木造住宅耐震化制度 
 
・業界団体との協定による情
報提供 
（例） 
・補強工事に対する助成制度
の窓口を紹介 
・施工相談を行う業界団体の
窓口を紹介 
   
b. □ 特に行っていない。 
⇒（次に［４－３］へお進みください。） 
 
 
（保険業界や不動産業界等への対応について） 
［４－３］地震マップなど災害ストック情報整備の際に、保険業や不動産業の関係者を参加させていま
すか。該当する項目 a から d の□に✔をつけ、参加方法（例：被害想定検討会議の委員）ご記入くださ
い。 
a. □ 損害保険の関係者を交えている。 
b. □ 不動産業の関係者を交えている。 
c. □ その他の業界関係者を交えている。⇒（業界名をご記入ください。） 
（業界名） 
d. □ 特に対応していない。 
 
⇒（最後に［４－４］へお進みください。） 
 
［４－４］災害ストック情報の内容を重要事項として告知するよう業界関係者に行政指導や依頼をして
いますか。該当する項目 a から d の□に✔をつけ、参加方法（例：被害想定検討会議の委員）ご記入く
ださい。 
a. □ 損害保険の重要事項として伝達を指導・依頼している。 
b. □ 不動産の重要事項として伝達を指導・依頼している。 
c. □ その他業界の重要事項として伝達を指導・依頼している。 
⇒（業界名をご記入ください。） 
（業界名） 
 
d. □ 特に対応していない。 
 
質問は以上です。ご協力ありがとうございました。  
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新規設問 （第２回アンケート調査） 
 
観光客など日常生活圏外で被災された方々については、初動段階では観光事業者や地元市町村が対処
することが考えられます。しかし、現状を調べたところ次のような課題を抱えていることが浮上しまし
た。 
 
・地方自治体を構成する基礎は住民や立地事業所であり、観光客等の来街者はこれに含まれないこ
と。・・・施設収容人数や安否確認対策に影響。 
・市町村によって権能が異なるため、被害予防策をはじめとする対応可能な項目に差異が生じるこ
と。・・・幹線道路の整備等。 
・観光客等に災害時のローカル・ルールを周知することは困難が伴うこと。 
・メンタルマップ（土地勘）が弱い人々への案内誘導や遠方への帰宅支援を考慮する必要があること。 
 
 このような背景と、2012 年 10 月に実施し、ご回答いただいたアンケート調査結果をもとに、大災害
時における観光客等への支援について「観光地防災計画」という概念を考えました。 
 
この件について都道府県防災担当者のご意見を調査させていただくものです。 
 
なお、前回調査が問１から問４で構成されているため、新規設問ではあえて問５として設定させてい
ただきました。 
 
  
＜用語の定義＞ 
 観光客：国土交通省観光庁が定める「観光入込客統計に関する共通基準」に記載された、余暇、ビジ
ネス、その他の目的のため、日常生活圏を離れ、継続して１年を超えない期間の旅行をし、また滞在す
る人々を指す。 
 
 観光地点：観光・ビジネスの目的を問わず、観光客を集客する力のある施設又はツーリズム等の観光
活動の拠点となる地点を意味し、日常的な利用、通過型の利用がほとんどを占めると考えられる地点は
対象としない。 
 
 一時退避：観光客が震災の最初の段階で一時退避する観光地点内の場所を指す。住民の一時避難場所
に相当する本調査固有の概念。 
 
 被災地滞在：観光客が帰宅手段確保まで滞在する観光地点内の場所を指す。住民の避難所に相当する
本調査固有の概念。 
 
 観光地防災計画：観光地点及びその集合体で、大地震などの激甚災害時に観光客の安全を確保し、帰
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宅支援に至る一連の対策を計画で定める本調査固有の概念。計画は、観光地点で観光客が出入りする建
物や構造物の耐震性強化、一時待避、被災地滞在、帰宅支援の各項目で構成する。 
 
 
（作成：2014 年 11 月 1 日） 
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【問５】最近の動向を踏まえた新規設問 
該当項目の□に×をつけてください。また、ご意見については簡単な説明文をご記入ください。 
 
（観光客の一時退避及び被災地滞在に関する設問） 
［５－１］観光地点では、最初の段階における一時退避のための空間を予め観光地点内又はその至近に確
保しておくべきと考えますが、都道府県ご担当者のご意見を伺います。 
 
 
□そう思う。 
 
☐そうは思わない。 
 （できれば理由をご記入ください。） 
 
 ☐その他（ご意見） 
 
 
［５－２］防災性に優れ、安全性が確保できた観光地点においては、滞在中の観光客をわざわざ離れた広
域避難場所等に誘導するのではなく、その場に留め置くことが有効と考えますが、都道府県ご担当者のご
意見を伺います。 
 
 
□そう思う。 
  
 ☐そうは思わない。 
 （できれば理由をご記入ください。） 
 
 
 ☐その他。（ご意見） 
 
 
 
 
 
 
（観光客の帰宅支援に関する設問） 
［５－３］観光客の保護を想定した場合、大災害時には市町村の行政機能が著しく低下することや、市町
村を超えた帰宅支援（幹線道路の復旧、バス輸送手配等）などが必要となることから、この部分は都道府
県が役割として担うべきと考えますが、都道府県ご担当者のご意見を伺います。 
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□そう思う。 
 
☐そうは思わない。 
（できれば理由をご記入ください。） 
 
☐その他（ご意見） 
 
 
（観光地防災計画についての設問） 
［５－４］被災時に観光客を保護・支援することを目的として、観光地点の管理者やこれを包括するコミ
ュニティ（観光協会等）に関係市町村を取り込み、都道府県が主導的に「観光地防災計画」という新たな概
念の計画を策定することが有効と考えます。このことについて都道府県ご担当者のご意見を伺います。 
 
 
 □そう思う。 
 
 ☐そうは思わない。 
 （できれば理由をご記入ください。） 
 
 ☐その他（ご意見） 
 
 
設問５は以上です。ご協力ありがとうございました。 
 
 
貴都道府県名  
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第３章資料 
 アンケート調査結果（第１回、第２回） 
 
 
事前調査 1,1 1,2 1,3 1,4 1,5 2,1 2,2,1 2,2,2 2,2,3 2,2,4 2,3 2,4 3,1 3,2 4,1 4,2 4,3 4,4 5.1 5.2 5.3 5.4
① b 回答有 回答有 ｂ b d 回答有 回答有 c a 注記 b b d d ①
② b 回答有 d b d 回答有 回答有 c a 注記 b b d d ② a a a a
③ b 回答有 回答有 d b a 回答有 c b b b d d ③ a a b b
④ b b 回答有 回答有 d b b,c 該当なし c b b b d d ④ ｃ ｃ ｃ ｃ
⑤ b b 回答有 回答有 d b b a，b 回答有 ａ b b b d d ⑤ a a a ｃ
⑥ b b 回答有 回答有 d a a 回答有 回答有 a ｄ回答有 ｃ ｂ a b ｄ ｄ ⑥ a a ｃ ｃ
変更有 b 回答有 回答有 d b ｃ ｂ b b ｄ ｄ a a a ｃ
① b b 回答有 回答有 d b ｄ ａ d d ① a a b ｃ
② b 回答有 回答有 d b b,c 回答有 c b b b d d ② a a ｃ ｃ
③ b b 回答不可 回答不可 回答不可 b 回答不可 ③ a a a b
④ 変更あり b b 回答有 回答有 c 回答有 回答有 b d 回答有 回答有 回答有 回答有 回答有 回答有 回答有 ④
⑤ 回答有 b 回答有 回答有 c a a 回答有 回答有 a b b a d d ⑤ a a a a
⑥ b 回答有 回答有 d b d 回答有 回答有 c b b b c d ⑥ a a ｃ a
⑦ 変更あり b 回答有 回答有 特記あり b d 回答有 回答有 ⑦ a a ｃ ｃ
⑧ b 回答有 回答有 d b b 回答有 c b b b c d ⑧ ｃ ｃ ｃ ｃ
b 回答有 例1 c b ａ b A ｄ ｄ a ａ，ｃ a なし
① b 回答有 回答有 ｂ a a 回答有 b ｃ ｃ ａ b ａ ｄ ｄ ① a a a b
② b 回答有 回答有 b，ｃ a b b ｄ回答有 回答有 ｃ ｂ b b ｄ ｄ ② a a ｃ ｃ
③ b b 回答有 回答有 c a a b d c b b d d ③ a a a ｃ
④ b b 回答有 回答有 d b 回答有 c b b a d d ④
⑤ b b d b 回答有 回答有 b b 回答有 回答有 b b d d ⑤
⑥ b 回答有 回答有 b 回答有 c b b a d d ⑥ a ｃ b b
① b b 回答有 回答有 d b d 回答有 c b a d d ① ｃ a ｃ ｃ
② b b 回答有 回答有 d 特記あり a 回答有 回答有 a c b a d d ②
③ b 回答有 回答有 d b b ｄ回答有 回答有 a b b b d d ③ a a ｃ ｃ
④ b b 回答有 回答有 a,b a a 回答有 回答有 a c a b a d d ④ ｃ a ｃ ｃ
⑤ 変更あり b 回答有 回答有 a，c a a a b a b a d ⑤
⑥ b b 回答有 回答有 c a a 回答有 回答有 b b b a d d ⑥ ｃ a なし なし
① b 回答有 回答有 b b d 回答有 c b b a d d ① a a ｃ ｃ
② b 回答有 回答有 d b a,b 回答有 c 回答有 b b d d ② a a a ｂ
③ b 回答有 回答有 d b a b b b d ③ a a a ｂ
④ b 回答有 回答有 d b a 回答有 c b b b d d ④
⑤ 変更あり b b 回答有 回答有 d a b 回答有 回答有 a d 回答有 a b b 有 d b ⑤ a a a a
⑥ b 回答有 回答有 d b 該当項目なし 回答有 c b b b d d ⑥
⑦ b 回答有 回答有 b b d回答有 回答有 c b b a d d ⑦ a a b b
⑧ b 回答有 回答有 d b ｄ 回答有 ｃ ｂ b a ｄ ｃ ⑧
① b b 回答有 回答有 d b d 回答有 c b b b c d ①
② b b 回答有 回答有 d b a,b,c 回答有 c b b b d d ② a a ｃ連携 ｃ
③ b b 回答有 回答有 d a a c b b b d d ③
変更あり b 例1 例1 d b ｂ 県民に周知 c b b b d d a a b b
●中部北陸
●中国四国
●九州沖縄
●近畿
質問
自治体
●北海道東北
●関東甲信越
●中部北陸
●近畿
●中国四国
●九州沖縄
自治体
●北海道東北
●関東甲信越
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アンケート 回答１-３ 
 
自治体 1.3 行政と住民、地元事業者が防災意識を共有するためには、災害ストック情報をどのよ
うに整備すれば高い効果が得られると考えますか。 
  
●北海道・東北 
① 都道府県と市町村の役割を分担し、基本的な情報の整備を都道府県で行い、住民用や地元業
者等に対しては地域特性を踏まえ市町村で整備する。 
②   
③ ハザードマップの表示は、住民がわかりやすいよう、統一したものを使用する。 
地域住民が、居住している地域の危険度を把握できるよう、細かい範囲のハザードマップを
整備する。 
④ 分かりやすいハザードマップの作成 
防災研修会の開催 
⑤ 全国統一のハザードマップ表示とし、同じものを行政と住民、地元事業者が共有する。 
  
●関東甲信越 
① 全国である程度様式や記載事項などを統一して作成することで、ストック情報の理解が深ま
り、情報がかつようされることが期待できる。 
② 必要な情報は、住民、地元事業者、行政でそれぞれ異なるため、全国統一のハザードマップ
を作成するとともにその元データを閲覧可能な状態に整備しておくとよいと考える。 
③   
④ 地域防災計画には、防災パンフレットの作成・配布、児童向けの防災コーナーの設置、分か
りやすく親しみやすいホームページの構築等により、啓発を図ること、各機関による防災教
育や、都民、防災市民組織を対象とした防災訓練を充実させることを記しています。 
⑤ 被害発生の危険度は、地形や地盤のほか、地域の社会状況など多様な条件に影響されること
から、県や市町村はインターネット等を通じて、様々な情報を一括して確認できる提供方法
を検討する必要があると考えます。 
⑥ 情報の整備と効果の因果関係もあると思うが、整備した情報をいかに理解いただくかが課題
と考えられる。 
⑦ 「どのように整備」するのかという点について、災害情報を地図情報で表示する（ハザード
マップ表示）方法については、作成主体や想定される提供先によってそれほど差異が出るも
のはないと考えている。 
都道府県レベルのハザードマップの場合、ある程度マクロなものとならざるを得ないことか
ら、ある程度の広域的なものとした上で、インターネットなどの媒体により、住民、事業者
などへ提供したやすいものとなるよう整備しておくことが有効と考えられる。 
⑧ 情報の視覚化、平易な表現等によるわかりやすさ 
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大規模災害を想定した場合、国及び隣接自治体と齟齬のない内容 
  
●中部北陸 
① 住民が比梅雨とする情報は地域によって異なる。特にハザードマップ等は関係行政機関・事
業者や住民等が整備段階から関与し、協同で作成することで高い効果が得られると考える。 
② 災害ストック情報については、同じものについて行政と住民、地元業者が共有化を図る。た
だし都道府県レベルでストック情報を整備した場合は、ある程度広域的な視点での情報とな
ることもあり、さらに詳細な情報を住民へ提供する場合は、地域特性を踏まえた内容のもの
を作成する等必要となる。 
③ 地域の方々に「自助・共助」の取組をより一層進めていただくため、「わがこと感」をイメ
ージできるようなアウトプットを情報として打ち出すことが必要であると考えている。 
④ 情報へのアクセスを容易にする。 
⑤   
⑥ 情報の内容を住民にも平易な表現とする 
多くの人の目に触れるようインターネット等のメディアを活用する 
  
●近畿 
① 
 
② 行政が作成したハザードマップなどの情報を基に、地域の自主防災組織が自らの地域の危険
や避難路を点検し、手作りのマップを作成する地域防災マップづくりの活動が多くの地域で
実施されている。情報をホームページでこうじゃいしたり、マップを配布だけでなく、これ
らの地域の防災活動と一体となった活用が効果的。 
③ ホームページに掲載し、何時でもだれでも見られる環境にしている。これを周知することが
必要。 
④ 住民用と地元事業者に対しては、地元地区の災害危険度情報を加えた資料を作成するなどニ
ーズに応じた情報提供に配慮する。地元住民参加のワークショップ等により作成し、地域の
特性を踏まえたものとする。 
⑤ 事象（ハザード）ごとに統一の基準を設ける。 
ウェブ上での情報公開など、関係者が、必要なときに情報にアクセスできるような環境を整
備しておく。 
住民用と地元事業者に対しては、地元地区の災害危険度情報を加えた資料を作成するなどニ
ーズに応じた情報提供に配慮する。地元住民参加のワークショップ等により作成し、地域の
特性を踏まえたものとする。 
⑥ 市町村が実施するワークショップなど、住民の体験・実践が重要。 
地震・津波の発生メカニズム解明など高度専門性を要する災害については、地域間で格差が
生じないよう、国が統一的な想定を行うべき。 
  
付録-22 
 
●中国四国 
① 行政、住民が所有している災害ストック情報を共有できるような環境づくりを行う。 
② 地域防災計画や県ＨＰ等に掲載し，行政，住民，事業者が共有を図る。 
③ 行政と住民では必要な情報の内容が異なると思われる。住民に理解していただくため、より
わかり易い情報に加工する等の工夫を行う必要があると思う。 
④ ハザードマップについては全国統一のデザインとする。 
⑤ 同一地図基板上で容易に閲覧できる環境を提供する。（例：GIS 基盤での提供） 
⑥ 自治体が統一した様式とし、誰が見ても分かるハザードマップを作成する。 
⑦ 災害ストック情報（浸水想定、避難場所）をハザードマップとして一元的に整備する。 
⑧ 自分のためでないものをわざわざ自分用に変換して読み替えようとするのは、そもそも防災
意識の非常に高い人に限られる。 
「何のために誰が使うか」、を反映したものでないとならないと思うが、県・市町村・自主
防災組織・事業者・マスコミ等の役割分担と連携をきっちりする必要があると考える。 
  
●九州沖縄 
① ハザードマップについては住民と密接な連携によりさくせいされるべきものであるので、県
ではなく市町村が中心となり作成されるべきでると考えるが、地域特性を踏まえるべきで地
元事業者に対しても同一の内容で情報提供すべき。 
全国統一のハザードマップ表示については、観光客等の避難誘導対策としての利用も考えら
れるが、必須条件とは考えていない。地域住民の人が見てわかりやすい内容とすべき。 
② デジタルですぐ活用できる状態でのデータ整備（共有の情報入力フォーマット） 
情報発信ツールの共通規格化 
③ 各部局で策定しているデータを住民、地元事業者が利用しやすい形で GIS 化し、ネット配
信する。 
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アンケート 回答１－４ 
 
自治体 1.4 行政内部で防災施策を実現させるためには、災害ストック情報をどのように整備す
れば高い効果が得られると考えますか。 
  
●北海道・東北 
① 基本となる情報を共有し、各事業で必要となるものを担当部局においてさらに追加する。 
② 各部局の施策や予算要求方針に合わせられるように目的に応じて各部局で整備（作成）
することを基本とするが、整備（作成）にあたっては部局間で十分情報共有を図り、整
合がとれたものにすることが重要であると考える。 
③ 内部で同じ資料を共有する。 
④ 県庁内で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足資料を追加する。 
⑤ 内部で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足資料を追加する。 
  
●関東・甲信越  
① 庁内で関係各課がそれぞれ災害対応に必要となる情報をもっていることから、内部で同
じ情報を共有し、使いやすいようにすること。 
② 全国で統一した情報を整備し都道府県間で共有するとともに、その情報を各都道府県内
部でも共有し、各部局で必要に応じて情報を補足するとよいと考える。 
③   
④ 地域防災計画の修正過程において、関係機関等からの意見を集約、調整し、災害対策の
情報共有、役割分担の明確化を図るなどし、整備しています。 
⑤ 県、市町村、有識者等で構成される委員会を設置するなどして、政策的な課題や技術的
な課題に関する議論を重ね、各主体の被害想定結果に対する共通認識を醸成した上で、
防災施策を推進していく必要があると考えています。 
⑥ 目的に応じて整備する。 
⑦ 前提となる地震モデル（想定震源域、規模、伝播モデルなど）については、各部局が共
通したものを用い、被害、脆弱性のようなものは各部局の施策に応じて整備する（上記
例だと１と２の間のような方法）。 
⑧ 目的、情報及び課題認識の共有  
   
●中部・北陸  
① 回答 
② 実際の大規模災害時には、防災部局のみならず他の部局も含めて全庁的な視点での動き
となるため、平常時から防災施策は各部局横断的な進め方が不可欠となる。 
そのため、災害ストック情報については、組織内の各部局の施策の推進や用途をある程
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度加味しつつ、整備する必要がある。 
③ アウトプットから何かを考えるのではなく、災害ストック情報の整備段階から、「どのよ
うなアウトプットを取得しておけば、今後の対策を進める上でその情報を効果的に活用
できるか」という視点を持ちながら、検討を進めることが必要であると考えている。 
④ 補足したものを含め同じ情報を共有する。 
⑤   
⑥ 情報整備時から各部局と内容調整し、必要に応じて連絡会議を開くなど関わりを持たせ
る。  
   
●近畿  
① 内部で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足説明を追加する。 
各部局の施策や予算要求方針に合わせられるように目的に応じて作成する。 
② 被害想定を待って防災施策を立案することは重要であるが、現実の危機事象は想定通り
には起こらない。事前の想定に頼らない防災施策を如何に進めるかが課題。 
③ 各部局で持っている情報を一本化すること。 
④ 内部で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足説明を追加する。 
⑤ 庁内ＬＡＮを利用し、常に部局間で災害ストック情報のデータ共有を図る。また定期的
に更新する。 
施策の見直しや予算要求の際に切り分けられるよう、また効果検証を一体的に実施でき
るよう作成する。 
予算要求時には、部局間連携会議を実施し防災施策の実現に向けた方針の確認を行い、
必要に応じ補足資料を作成。 
⑥ 内部で同じものを共有し、必要に応じて各部局が補足説明を追加する。 
隣接自治体と調整した想定。 
行政内部で同じ情報の共有。 
   
●中国・四国  
① 行政内部でストックしている情報を広く共有するとともに適時見直しを行う。 
② 関係機関で共有し、必要に応じて各部局が補足を行う。 
③ 行政内部は全国統一のベースとなる情報を共有し、地域ごとに必要な情報を加えるやり
方が効果的であると思う。 
④ 他の都道府県と調整し、統一した情報を共有する。 
⑤ GIS基盤での提供など、同一地図基板上で容易に閲覧できる環境を整備する。 
⑥ 各自治体の持つ将来ビジョンに災害ストック情報を出来る限り合致させるとともに、近
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隣自治体への周知も行う。 
⑦ 各部局が保有する情報を行政内部で共有する。 
⑧ 同じものを共有する必要があるが、必要に応じて補足するとともに別途詳細な情報とす
る必要がある。 
   
●九州・沖縄  
①  災害ストック情報の共有や公表は必要であり、県では地域防災計画への掲載をはじめ、
Web上で公開している。 
スマートフォンなどの急速な IT 環境向けにわかりやすい災害ストック情報の提供が求
められてきていると考える 
県では、気象警報発表時に警戒本部を設置しているが、ツイッターにより注意喚起する
とともに、被害情報などの災害情報についても Webに掲載している旨 URL 表示している。 
② 国の施策として統一整備 
③ 内部で災害ストック情報を共有化できるシステムを導入する。 
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アンケート 回答１－５ 
 
自治体 1‐5 関係行政機関と災害ストック情報を効果的に共有するため工夫している点はあ
りますか。 
  
●北海道・東北  
①   
②   
③   
④   
⑤   
  
●関東・甲信越  
①    
○2    
○3  例として、水害による行政区域を超えた広域避難を想定し、国土交通省地方整備局、関
係市町村との会合を持ち、目的意識の共有を図りつつ、整備方法を検討している。 
○4    
○5    
⑥ 地震被害想定について、自治体では基本法に基づく地域防災計画に記載する。その中で
市町村の被害想定については、都道府県の被害想定を基に記載いただき、情報享有をは
かっている。 
⑦   
   
●中部・北陸 
○1    
○2     
○3    
○4      
○5    
○6      
   
●近畿 
○1    
○2  当局が実施する総合防災訓練など、様々な防災訓練において具体的な災害対応活動を考
えながら実践的に共有を図っている。 
○3    
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○4  各市町村から自然データや社会データの提供を受け、県が作成している。 
○5    
○6  地震・津波など発生メカニズムの解明に高度専門性を要する災害については、国で実施
された被害想定との内容確認、精査、調整を行っている。 
市町村は市民向けに情報提供しており、その整合をはかるため市町村担当者会議の開催
や個別協議を行っている。 
  
●中国・四国  
○1    
○2  定期的に防災会議棟を開催し、情報共有をはかっている。 
○3    
○4    
   
○5  一部のストック情報を掲載した災害時情報共有システムを試験運用。 
○6    
○7     
○8    
   
●九州・沖縄  
  
○1  
関係行政機関との災害ストック情報享有は必要不可欠であり、県では地域防災計画への
掲載をはじめ、Weｂ上で公開し、関係行政機関が活用できるようにしている。  
②    
   
③     
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アンケート 回答２－２ 
 
自治体 2,2,2 2,2,3 
      
●北海道・東北 
①     
②     
③     
④     
⑤     
  
●関東・甲信越 
①     
②     
③ パンフレットを作成し啓発 パンフレットを作成し啓発 
④   
⑤   
⑥     
⑦     
  
●中部・北陸 
① 避難所情報、耐震性情報、海抜表示   
②     
③ 主に現象に関する情報を関係機関に配付
するとともにホームページで公開。 
  
④     
⑤ 海抜表示 海抜表示 
⑥     
 
●近畿 
①     
② 
  
③     
④ 津波浸水想定区域情報と津波避難場所 検索アプリで津波避難先を情報提供 
⑤ 文化施設等：ハザードマップ、利用者も訓
練参加。 
公園等：避難場所表示。自然公園：現地案
文化施設等：津波浸水想定、施設耐震性能等
掲示。公園等:避難地の掲示。自然公園：歩道
の通行止め情報等。 
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内板等。 
⑥ 
  
  
●中国・四国 
①     
②     
③     
④     
⑤ 夜間発光津波避難看板（JIS 表示） 
 
⑥     
⑦     
⑧     
  
●九州・沖縄 
①       
②     
③     
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アンケート 回答 
 
自治体 2,3 課題 
   
●北海道・東北  
① 外国人来街者に対する周知方法の検討。 
② 必要に応じてホームページに掲載。 
③    
④    
⑤    
   
●関東・甲信越  
① 来街者への周知方法が少ない。 
②     
③ 地域防災計画では一時滞在施設に関して周知することを規定。 
④   
⑤ 情報提供のタイミングや方法に難。 
⑥ 
 
⑦    
   
●中部・北陸  
①   
② 関係機関との調整に時間を要する。 
③   
④   
⑤   
⑥   
   
●近畿  
①   
②   
③ 検討中 
④   
⑤ 文化施設等：外国語表記、地震シミュレーション表示、外部の講師等にも避難手順書を配付。
公園等：掲示板で避難地表示。自然公園：う回路情報の表示。 
⑥ 被害想定手法の共有化、海抜表示内容の調整。 
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●中国・四国 
① 世界標準の表記が必要 
② 検討中 
③   
④   
⑤   
⑥   
⑦ 該当なし 
⑧ 
 
   
●九州・沖縄 
①    
②   
④    
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アンケート 回答２－４ 
 
自治体 2.4 来街者に伝達していない理由は何ですか。また、情報伝達に代えてどのような工夫を
されていますか。現在の状況をご記入ください。 
  
●北海道・東北  
① 回答 
② 必要応じてホームページに掲載。 
③ 情報を伝えるようなパンフレット等がないため。 
④ 該当なし 
⑤ 現時点では、不特定多数の者が利用する施設において、防災上の対応に努める内容を地域防
災計画に盛り込んでいる。職員への防災教育・避難経路表示等 
   
●関東・甲信越  
①   
② 現在本県で所有する「地震災害ストック情報」は、平成 16 年度に県防災情報システムを整
備するために実施した「宇都宮市直下地震」の地震被害想定であり、本県ホームページで公
開している「地震予測シミュレーション」はこのデータを元にしている。この地震被害想定
は、ある条件（震源が仮想の宇都宮市直下の断層であり、地震の規模が M7.3 等）を前提に
算出したものであること、地震動の算出方法が現在の科学的知見からは遅れたものであるこ
と、データが 10 年近く前のものであることから、現時点では、上記の課題を解決した「災
害ストック情報」を新たに整備する予定はない。 
情報伝達に代わる工夫として、県の地域防災計画では、市町村は、観光客等の避難に資する
ため、標識の共通化、誘導標識、案内板等の設置に努めることとしている。 
③ パンフレット、ホームページにより、各施設等で周知しています。 
④ 回答あり 
⑤ ２－３と同じ。情報提供のタイミング（来街者が災害ストック情報を必要とする時期、場所）
や方法が困難。 
⑥ 「観光地の災害予防計画」について、地域防災計画に規定をしているが、（災害フロー情報）
でなく、ストック情報については来街者への伝達になじみにくいのでは、と考えます。 
⑦ 各種広報やイベント等で防災啓発活動を展開 
地震被害想定報告書のホームページ掲載、図書館等での一般閲覧 
地域防災計画において企業・事業所等の責務・役割を担保 
⑧   
   
●中部・北陸  
①   
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② 施設での避難訓練等を継続的に実施する。 
③   
④ 特になし。フロー情報については迅速的確に伝達されるよう地域防災計画で規定。 
⑤ 観光地は風評にも配慮が求められるケースがある。避難誘導などは居住者、来街者の別に関
係なく対応がなされる。 
⑥ 来街者に伝達していないことについて、特別の理由があるわけではない。 
   
●近畿  
① 当県の状況においては、特に必要性を想定していない。 
②   
③ 検討中 
④   
⑤   
⑥   
   
●中国・四国  
① 県ホームページでの情報提供は行っている。 
② 現在，施策を検討しているため。 
③ 各施設で来場者の避難計画を作成し、定期的な訓練を行った上で、必要に応じて計画の見直
しを行っている。 
④   
⑤ 適切な媒体が存在しない。 
⑥ 各施設での防災指導を行っており、管理者による保護の意識付けを行っている 
⑦ 来街者の安全の確保・配慮は第一次的には施設管理者の責務と考える。 
⑧ 市町村毎に行っているため、県で特出した対応をしていない。 
   
●九州・沖縄  
① 地域防災計画において、観光施設等の管理者に、観光客等に対し避難所や避難経路を確実に
教示するとともに、誘導責任者を付して避難対象地域外へ避難させることを求めている。こ
のため、市町村には、施設管理者が観光客等の誘導を適切に行えるよう、啓発、指導を行う
ことを求めている。さらに、避難後は、帰宅又は離れた別の場所への移動を勧める。また、
交通機関等の途絶により、帰宅又は移動できない観光客等に対しては、市町村は観光施設等
の管理者と連携して、情報の提供、地域の避難所等への誘導、宿泊施設のあっせん等の支援
を行うよう努めることを求めている。 
② 2-3 の課題のため 法令の規定がない・全国統一されていない・関係者（施設管理者）の理
解が得られない                                                                            
③ ※伝達しているためなし 
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アンケート 回答３ 
 
自治体 3,1 規制誘導 3,2 都市計画事業 
  
●北海道・東北  
① 津波浸水：道路管理 
輸送道路：耐震化 
  
②   ７～９年に被害想定を実施、その後各部局で事
業内容に応じた詳細な調査等を実施。 
③     
    
④     
    
⑤ 砂防の危険区域   
      
      
      
●関東・甲信越  
①     
②     
    
③ 各部局による対応。 
防災都市づくりの推進や道路整備などでス
トック情報の活用が考えられる。 
各部局による対応。 
対策の過程で、被害想定など得られた情報の活
用が考えられる。 
④     
⑤     
⑥     
⑦      
   
●中部・北陸  
①     
②     
③     
④     
⑤ 把握していない。 津波：緊急交通路 
⑥     
   
付録-35 
 
●近畿   
①     
②     
③     
④     
⑤   
  
地域の脆弱性：住宅市街地総合整備事業、防災
街区整備事業等  
⑥ 地震被害想定：建物耐震化 地震被害想定：耐震診断補助 
   
●中国・四国  
①     
②   回答 
③   緊急輸送道路：橋梁台帳（耐震機能研究）、道
路防災点検・道路耐震補強、災害防御 
④ 津波浸水想定区域   
⑤ 津波浸水想定 
活断層分布・土地利用制限 
  
⑥     
⑦     
⑧     
   
●九州・沖縄  
①   緊急輸送ネットワーク：緊急輸送ネットワーク
計画 
②     
③     
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アンケート 回答４ 
 
自治体 4.１ 他の判定指標 4.2 紹介 
   
●北海道・東北 
①     
②     
③       
④     
⑤   
 
   
●関東・甲信越 
① 不明 揺れ：耐震改修業界団体窓口を紹介 
②       
③ 各部局による対応。早期生活再建のための
罹災証明システムを導入。 
各部局による対応。耐震化助成の窓口を紹介。 
④ 
  
⑤     
⑥     
⑦      
   
●中部・北陸  
①     
②     
③     
④   地震震度：木造住宅耐震化：助成窓口紹介 
⑤     
⑥       
   
●近畿     
①     
②   揺れ・液状化：木造住宅耐震化、業界との協議
会設置、助成制度や業界団体窓口を紹介。 
③     
④   揺れ・液状化：木造住宅耐震化、業界団体との
協定による情報提供：助成窓口を紹介。 
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⑤   震度予測・地震発生メカニズム：木造住宅耐震
化：耐震化 PR 
⑥     
  
●中国・四国  
①   揺れ：耐震診断・改修補助・補助市町村に対す
る助成 
②     
③     
④     
⑤   南海トラフ地震震度分布：木造住宅耐震化、講
習会等で耐震化支援を講義 
⑥     
⑦     
⑧     
      
●九州・沖縄  
①    建築設計業界：県地震防災等アセスメント調査
委員会委員 
②        
③        
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別表 4-１ 1㎢あたり GDPによる仕訳 
GDP 2兆円以上 1㎢あたり GDP（百万円） GDP 1兆円から 
2兆円未満 
1㎢あたり GDP（百万円） 
東京都 42,461,214 静岡県 1,986,767 
大阪府 19,252,289 香川県 1,980,233 
神奈川県 12,619,418 茨城県 1,874,096 
愛知県 6,173,652 沖縄県 1,675,960 
埼玉県 5,374,929 滋賀県 1,431,797 
千葉県 3,649,118 広島県 1,301,521 
福岡県 3,605,794 三重県 1,219,169 
兵庫県 2,174,505 茨城県 1,216,222 
京都府 2,131,420 群馬県 1,197,229 
 佐賀県 1,089,390 
長崎県 1,065,132 
宮城県 1,047,630 
富山県 1,038,707 
岡山県 1,012,523 
石川県 1,004,381 
GDP 5 千億円～ 
1 兆円 
1 ㎢あたり GDP 
（百万円） 
GDP 5 千億円未満 1 ㎢あたり GDP 
（百万円） 
奈良県 944,027 福島県 464,447 
山口県 915,756 青森県 452,198 
愛媛県 892,125 宮崎県 449,764 
福井県 767,082 山形県 387,974 
熊本県 755,196 島根県 354,642 
和歌山県 743,096 高知県 301,683 
山梨県 698,274 秋田県 293,969 
新潟県 687,509 岩手県 271,308 
徳島県 684,992 北海道 232,534 
大分県 667,665  
岐阜県 667,662 
鹿児島県 587,661 
長野県 582,445 
鳥取県 500,030 
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第４章資料 
 
別表 4-２（1／2） 都道府県・月別観光入込客数（1月‐6月）（単位：人）1 
 
                                                     
1 トーンの数字や太字の数値は推計値で、それ以外の数字は公表値を用いている。トーンの数字で示さ
れた県は３か月ごとの値から月別観光入込客数を推計し、太字で示された都道府県は年間値から月別の
観光入込客数を推計した。 
都道府県 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
01 北海道 H24 7,025,000 7,676,001 6,997,000 6,830,001 12,050,000 13,296,000
02 青森県 H24 1,643,605 1,421,654 1,761,014 2,437,353 3,906,396 3,108,032
03 岩手県 H24 1,874,528 1,741,544 1,325,565 1,975,729 3,123,275 2,269,613
04 宮城県 H24 4,347,064 2,081,232 2,714,800 3,985,870 5,029,310 3,605,181
05 秋田県 H24 1,198,000 1,607,000 1,195,000 2,589,000 3,863,000 2,247,000
06 山形県 H24 2,369,400 1,970,700 2,075,500 2,652,400 3,806,400 3,825,100
07 福島県 H25 2,925,000 2,718,000 2,629,000 4,119,000 4,615,000 4,506,000
08 茨城県 H25 4,004,900 1,874,700 3,077,900 2,955,000 4,141,100 2,770,000
09 栃木県 H25 7,520,275 5,112,094 5,894,312 6,963,363 8,955,438 6,168,967
10 群馬県 H24 4,850,500 3,499,000 4,298,300 5,113,700 5,600,700 4,063,000
11 埼玉県 H24 14,540,720 7,050,452 8,980,828 11,243,728 12,198,532 9,221,740
12 千葉県 H25 17,421,000 10,033,000 12,879,000 12,827,000 14,436,000 12,004,000
13 東京都 H25 133,567,771 64,763,863 82,495,856 91,881,410 99,683,869 75,358,148
14 神奈川県 H25 23,053,248 10,637,370 13,209,377 14,717,065 18,843,981 13,441,319
15 新潟県 H24 4,646,795 4,311,716 4,262,742 5,715,338 5,882,826 5,227,798
16 富山県 H25 1,648,951 1,245,987 1,462,062 2,769,549 3,437,096 2,561,355
17 石川県 H25 1,355,000 1,351,000 1,376,000 1,591,000 2,829,000 2,100,000
18 福井県 H25 1,360,900 1,061,917 1,703,936 2,069,004 2,744,060 1,951,557
19 山梨県 H25 1,789,395 1,580,109 1,957,557 2,429,422 2,852,782 2,343,116
20 長野県 H24 6,274,000 5,285,000 4,408,000 5,550,000 7,362,000 5,503,000
21 岐阜県 H25 5,799,343 4,382,123 5,142,056 5,289,827 6,564,838 4,892,177
22 静岡県 H24 11,992,307 7,826,689 10,079,510 11,038,383 12,711,696 9,358,106
23 愛知県 H25 17,399,498 8,111,685 11,146,564 13,265,948 13,681,585 9,947,909
24 三重県 H25 3,820,000 1,839,000 2,418,000 2,425,000 2,874,000 1,990,000
25 滋賀県 H25 4,977,825 3,248,740 3,776,808 4,136,099 4,763,092 2,856,981
26 京都府 H25 6,763,031 4,413,841 5,684,314 6,225,068 7,168,729 5,277,480
27 大阪府 H22 19,320,173 9,367,896 11,932,775 13,290,367 14,418,969 10,900,327
28 兵庫県 H24 1,396,902 677,325 862,773 10,796,237 11,713,040 8,854,723
29 奈良県 H25 5,324,000 1,930,000 1,999,000 4,281,000 3,373,000 2,273,000
30 和歌山県 H25 3,176,390 1,727,990 2,318,495 2,374,133 2,632,030 2,011,643
31 鳥取県 H25 192,104 223,955 411,216 496,570 792,701 431,484
32 島根県 H24 2,838,597 1,304,050 1,729,412 2,370,637 2,541,825 1,694,679
33 岡山県 H24 1,848,228 1,396,566 1,638,754 2,016,531 2,502,577 1,864,943
34 広島県 H25 4,295,000 3,825,000 4,706,000 5,823,000 5,684,000 4,021,000
35 山口県 H24 2,197,206 1,660,262 1,948,179 2,397,288 2,975,108 2,217,077
36 徳島県 H25 1,350,513 1,053,812 1,301,413 1,580,240 2,095,828 1,461,833
37 香川県 H25 325,000 174,000 392,500 478,300 539,800 401,600
38 愛媛県 H25 1,969,278 1,488,034 1,746,084 2,148,604 2,666,484 1,987,088
39 高知県 H25 155,981 166,360 253,332 230,073 344,959 151,445
40 福岡県 H24 9,772,000 4,438,000 5,354,000 6,185,000 5,765,000 4,393,000
41 佐賀県 H24 925,620 722,266 891,968 1,083,072 1,436,447 1,001,917
42 長崎県 H25 471,451 571,779 751,167 644,666 1,015,156 533,789
43 熊本県 H24 4,693,354 3,672,219 4,936,589 5,534,510 6,224,321 3,974,235
44 大分県 H25 314,889 325,460 400,105 357,904 365,730 298,176
45 宮崎県 H25 1,328,013 1,036,256 1,279,731 1,074,941 1,425,663 994,396
46 鹿児島県 H24 806,459 330,376 605,710 616,345 794,851 355,365
47 沖縄県 H25 495,100 503,100 630,200 516,300 477,600 489,100
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別表 1（2／2） 都道府県・月別観光入込客数（７月－１２月）（単位：人） 
 
 
 
都道府県 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
01 北海道 H24 17,947,001 20,985,001 14,875,000 11,564,000 6,316,001 6,223,000
02 青森県 H24 3,372,390 4,808,617 3,328,981 3,378,474 2,103,242 1,683,821
03 岩手県 H24 2,266,507 4,762,832 2,667,807 2,687,256 1,655,700 1,066,847
04 宮城県 H24 3,820,700 7,528,352 4,983,175 5,519,090 3,824,240 4,643,038
05 秋田県 H24 3,115,000 7,087,000 3,295,000 3,052,000 1,556,000 941,000
06 山形県 H24 4,131,600 5,402,300 3,488,500 3,908,300 2,688,300 1,857,600
07 福島県 H25 4,231,000 7,502,000 4,039,000 4,952,000 3,941,000 2,138,000
08 茨城県 H25 3,014,800 7,305,000 2,754,300 3,749,200 4,560,400 2,366,200
09 栃木県 H25 6,957,858 9,789,116 6,414,879 7,911,651 8,113,397 5,623,691
10 群馬県 H24 5,699,800 8,545,600 4,636,900 5,516,800 5,623,000 3,463,700
11 埼玉県 H24 16,927,211 22,577,264 14,293,526 12,652,476 12,775,425 9,525,099
12 千葉県 H25 15,646,000 20,592,000 12,050,000 12,789,000 13,207,000 12,044,000
13 東京都 H25 92,910,306 123,922,395 78,454,499 87,306,497 88,154,885 65,726,502
14 神奈川県 H25 16,909,646 23,328,529 12,618,302 13,037,280 13,548,838 11,248,972
15 新潟県 H24 7,361,449 12,672,910 6,043,488 6,509,285 4,887,247 3,340,413
16 富山県 H25 2,860,626 4,409,278 2,552,096 2,660,067 2,210,114 1,598,818
17 石川県 H25 1,652,000 2,546,000 1,725,000 2,159,000 1,742,000 1,206,000
18 福井県 H25 2,324,815 3,918,628 2,043,362 2,217,116 1,910,522 1,036,183
19 山梨県 H25 2,839,956 4,366,908 2,483,176 2,686,868 2,802,535 1,546,613
20 長野県 H24 9,122,000 15,924,000 8,318,000 7,860,000 5,386,000 3,730,000
21 岐阜県 H25 5,380,978 8,294,070 4,800,618 6,656,865 5,530,850 4,001,070
22 静岡県 H24 11,336,594 17,999,054 10,934,785 12,744,402 12,631,440 9,428,034
23 愛知県 H25 12,233,363 17,435,248 10,114,939 11,513,842 12,341,908 7,685,928
24 三重県 H25 2,743,000 3,861,000 2,178,000 3,108,000 3,066,000 2,272,000
25 滋賀県 H25 3,461,003 5,495,017 2,589,551 3,018,100 2,991,349 3,913,435
26 京都府 H25 6,393,243 10,150,521 6,166,644 7,187,173 7,123,468 5,316,916
27 大阪府 H22 13,439,194 17,924,998 11,348,205 12,628,620 12,751,337 9,507,139
28 兵庫県 H24 10,298,294 13,735,712 8,695,994 11,612,492 11,725,335 8,742,173
29 奈良県 H25 1,799,000 3,286,000 2,046,000 3,005,000 3,128,000 1,844,000
30 和歌山県 H25 2,664,174 3,984,678 2,146,626 2,529,810 2,738,438 1,909,507
31 鳥取県 H25 551,875 1,095,049 569,052 543,280 572,752 447,144
32 島根県 H24 2,856,923 4,142,125 2,415,124 3,175,446 2,766,944 1,326,040
33 岡山県 H24 2,012,470 3,101,958 1,795,417 2,281,989 1,895,989 1,371,577
34 広島県 H25 5,047,000 7,072,000 5,108,000 5,558,000 6,133,000 3,817,000
35 山口県 H24 2,392,460 3,687,662 2,134,424 2,712,869 2,253,985 1,630,555
36 徳島県 H25 1,741,426 2,935,287 1,686,866 1,830,305 1,577,201 1,028,275
37 香川県 H25 275,900 339,400 24,120 488,800 444,700 292,400
38 愛媛県 H25 2,144,277 3,305,121 1,913,008 2,431,448 2,020,167 1,461,408
39 高知県 H25 193,022 384,403 214,806 198,980 207,378 123,621
40 福岡県 H24 4,957,000 5,910,000 5,382,000 6,496,000 5,957,000 3,826,000
41 佐賀県 H24 1,193,545 2,011,799 1,156,151 1,254,462 1,080,989 704,763
42 長崎県 H25 562,281 980,990 701,572 835,132 785,016 685,318
43 熊本県 H24 4,146,891 6,521,173 4,834,098 5,608,360 5,246,389 3,803,981
44 大分県 H25 357,612 477,584 333,848 357,272 407,206 345,520
45 宮崎県 H25 1,231,174 2,075,225 1,192,601 1,459,447 1,257,628 819,925
46 鹿児島県 H24 398,308 683,803 446,544 594,530 631,436 381,919
47 沖縄県 H25 583,900 705,500 607,400 543,000 513,600 515,500
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別表 4-3（1／2） 平日の月別一日当たり観光入込客数 （１月－６月）（単位：人） 
 
平日(1 日当たり) 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
01 北海道 H24 165,990 198,354 171,766 155,295 241,587 336,411
02 青森県 H24 38,836 36,737 43,230 55,419 78,318 78,638
03 岩手県 H24 44,292 45,003 32,541 44,923 62,618 57,425
04 宮城県 H24 102,714 53,781 66,644 90,628 100,831 91,217
05 秋田県 H24 28,307 41,526 29,335 58,867 77,448 56,853
06 山形県 H24 55,985 50,924 50,950 60,308 76,313 96,781
07 福島県 H25 69,113 70,235 64,538 93,655 92,525 114,009
08 茨城県 H25 94,629 48,444 75,558 67,188 83,024 70,086
09 栃木県 H25 177,692 132,100 144,697 158,327 179,545 156,085
10 群馬県 H24 114,610 90,417 105,517 116,271 112,287 102,801
11 埼玉県 H24 343,574 182,189 220,466 255,651 244,565 233,325
12 千葉県 H25 411,631 259,260 316,161 291,650 289,423 303,721
13 東京都  H25 3,155,996 1,673,548 2,025,152 2,089,126 1,998,534 1,906,685
14 神奈川県 H25 544,712 274,878 324,271 334,625 377,798 340,087
15 新潟県 H24 109,796 111,418 104,644 129,951 117,943 132,272
16 富山県 H25 38,962 32,197 35,891 62,972 68,909 64,806
17 石川県 H25 32,017 34,911 33,779 36,175 56,718 53,133
18 福井県 H25 32,156 27,441 41,829 47,043 55,015 49,378
19 山梨県 H25 42,281 40,831 48,055 55,238 57,195 59,285
20 長野県 H24 148,245 136,568 108,210 126,191 147,599 139,235
21 岐阜県 H25 137,029 113,237 126,230 120,276 131,617 123,780
22 静岡県  H24 283,359 202,248 247,437 250,982 254,853 236,775
23 愛知県 H25 411,123 209,612 273,632 301,631 274,298 251,698
24 三重県 H25 90,261 47,521 59,358 55,138 57,620 50,350
25 滋賀県 H25 117,618 83,950 92,715 94,043 95,494 72,286
26 京都府  H25 159,800 114,057 139,542 141,541 143,724 133,529
27 大阪府  H22 456,505 242,074 292,932 302,186 289,082 275,796
28 兵庫県 H24 33,007 17,503 21,180 245,476 234,831 224,039
29 奈良県 H25 125,798 49,873 49,073 97,338 67,624 57,511
30 和歌山県 H25 75,053 44,653 56,916 53,981 52,769 50,898
31 鳥取県 H25 4,539 5,787 10,095 11,291 15,893 10,917
32 島根県 H24 67,072 33,698 42,455 53,902 50,960 42,878
33 岡山県  H24 43,671 36,088 40,229 45,850 50,173 47,186
34 広島県 H25 101,484 98,841 115,525 132,399 113,957 101,738
35 山口県  H24 51,917 42,902 47,825 54,508 59,647 56,096
36 徳島県  H25 31,911 27,231 31,948 35,930 42,019 36,987
37 香川県 H25 7,679 4,496 9,635 10,875 10,822 10,161
38 愛媛県  H25 46,531 38,452 42,864 48,853 53,460 50,277
39 高知県 H25 3,686 4,299 6,219 5,231 6,916 3,832
40 福岡県 H24 230,897 114,681 131,433 140,630 115,581 111,150
41 佐賀県  H24 21,871 18,664 21,896 24,626 28,799 25,350
42 長崎県 H25 11,140 14,775 18,440 14,658 20,353 13,506
43 熊本県 H24 110,897 94,893 121,186 125,839 124,790 100,555
44 大分県 H25 7,440 8,410 9,822 8,138 7,332 7,544
45 宮崎県 H25 31,379 26,778 31,416 24,441 28,583 25,160
46 鹿児島県 H24 19,055 8,537 14,869 14,014 15,936 8,991
47 沖縄県 H25 11,698 13,000 15,470 11,739 9,575 12,375
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別表 4-3（2／2） 平日の月別一日当たり観光入込客数 （７月－１２月）（単位：人） 
 
平日(1 日当たり) 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
01 北海道 H24 412,849 522,506 310,840 254,337 160,476 142,851
02 青森県 H24 77,578 119,730 69,565 74,306 53,439 38,653
03 岩手県 H24 52,138 118,590 55,749 59,103 42,068 24,490
04 宮城県 H24 87,891 187,449 104,132 121,386 97,166 106,582
05 秋田県 H24 71,657 176,459 68,855 67,125 39,535 21,601
06 山形県 H24 95,042 134,512 72,898 85,959 68,304 42,642
07 福島県 H25 97,329 186,793 84,402 108,914 100,132 49,079
08 茨城県 H25 69,352 181,887 57,556 82,460 115,870 54,317
09 栃木県 H25 160,057 243,740 134,050 174,008 206,144 129,094
10 群馬県 H24 131,117 212,777 96,896 121,336 142,868 79,510
11 埼玉県 H24 389,390 562,152 298,689 278,277 324,596 218,652
12 千葉県 H25 359,917 512,721 251,806 281,280 335,562 276,474
13 東京都  H25 2,137,287 3,085,549 1,639,447 1,920,210 2,239,828 1,508,774
14 神奈川県 H25 388,986 580,858 263,682 286,741 344,247 258,224
15 新潟県 H24 169,341 315,543 126,290 143,165 124,175 76,680
16 富山県 H25 65,805 109,787 53,331 58,505 56,154 36,701
17 石川県 H25 38,002 63,393 36,047 47,485 44,261 27,684
18 福井県 H25 53,480 97,570 42,700 48,763 48,542 23,786
19 山梨県 H25 65,330 108,732 51,890 59,095 71,206 35,503
20 長野県 H24 209,840 396,492 173,820 172,872 136,847 85,623
21 岐阜県 H25 123,783 206,514 100,318 146,410 140,527 91,846
22 静岡県  H24 260,784 448,159 228,502 280,299 320,938 216,424
23 愛知県 H25 281,413 434,121 211,370 253,234 313,582 176,433
24 三重県 H25 63,099 96,135 45,513 68,357 77,901 52,155
25 滋賀県 H25 79,616 136,821 54,113 66,380 76,004 89,834
26 京都府  H25 147,069 252,738 128,863 158,074 180,992 122,052
27 大阪府  H22 309,152 446,315 237,141 277,753 323,984 218,240
28 兵庫県 H24 236,900 342,006 181,718 255,404 297,916 200,680
29 奈良県 H25 41,384 81,818 42,755 66,092 79,476 42,330
30 和歌山県 H25 61,286 99,215 44,858 55,640 69,578 43,833
31 鳥取県 H25 12,695 27,266 11,891 11,949 14,552 10,264
32 島根県 H24 65,720 103,135 50,468 69,840 70,302 30,440
33 岡山県  H24 46,294 77,236 37,518 50,190 48,173 31,485
34 広島県 H25 116,100 176,086 106,741 122,242 155,827 87,621
35 山口県  H24 55,036 91,819 44,603 59,667 57,269 37,430
36 徳島県  H25 40,059 73,086 35,250 40,256 40,073 23,604
37 香川県 H25 6,347 8,451 504 10,751 11,299 6,712
38 愛媛県  H25 49,326 82,294 39,976 53,477 51,328 33,547
39 高知県 H25 4,440 9,571 4,489 4,376 5,269 2,838
40 福岡県 H24 114,030 147,153 112,467 142,872 151,355 87,827
41 佐賀県  H24 27,456 50,092 24,160 27,591 27,466 16,178
42 長崎県 H25 12,935 24,426 14,661 18,368 19,946 15,732
43 熊本県 H24 95,394 162,371 101,017 123,350 133,300 87,322
44 大分県 H25 8,226 11,891 6,976 7,858 10,346 7,932
45 宮崎県 H25 28,322 51,671 24,922 32,099 31,954 18,822
46 鹿児島県 H24 9,163 17,026 9,331 13,076 16,043 8,767
47 沖縄県 H25 13,432 17,566 12,693 11,943 13,049 11,833
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別表 4-4（1／2） 土日祝の月別一日当たり観光入込客数（１月－６月）（単位：人）
 
土日祝(1 日当たり) 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
01 北海道 H24 336,837 434,142 357,572 372,410 621,654 736,871
02 青森県 H24 78,808 80,406 89,994 132,898 201,529 172,249
03 岩手県 H24 89,880 98,499 67,741 107,728 161,128 125,783
04 宮城県 H24 208,434 117,711 138,736 217,332 259,460 199,801
05 秋田県 H24 57,442 90,889 61,069 141,167 199,290 124,530
06 山形県 H24 113,609 111,460 106,065 144,624 196,370 211,989
07 福島県 H25 140,249 153,726 134,351 224,591 238,086 249,725
08 茨城県 H25 192,028 106,030 157,292 161,123 213,637 153,515
09 栃木県 H25 360,585 289,132 301,220 379,682 462,007 341,887
10 群馬県 H24 232,573 197,898 219,659 278,828 288,937 225,173
11 埼玉県 H24 697,203 398,762 458,952 613,071 629,316 511,073
12 千葉県 H25 835,308 567,450 658,163 699,400 744,746 665,267
13 東京都  H25 6,404,350 3,662,939 4,215,834 5,009,889 5,142,644 4,176,384
14 神奈川県 H25 1,105,365 601,632 675,047 802,457 972,152 744,924
15 新潟県 H24 222,806 243,864 217,841 311,632 303,492 289,727
16 富山県 H25 79,064 70,471 74,717 151,011 177,318 141,952
17 石川県 H25 64,970 76,410 70,319 86,750 145,947 116,383
18 福井県 H25 65,253 60,060 87,077 112,814 141,565 108,156
19 山梨県 H25 85,798 89,368 100,038 132,466 147,174 129,857
20 長野県 H24 300,828 298,911 225,265 302,617 379,802 304,979
21 岐阜県 H25 278,069 247,846 262,778 288,431 338,677 271,127
22 静岡県  H24 575,011 442,665 515,099 601,874 655,790 518,631
23 愛知県 H25 834,277 458,784 569,629 723,334 705,826 551,318
24 三重県 H25 183,163 104,011 123,568 132,225 148,268 110,287
25 滋賀県 H25 238,678 183,743 193,008 225,523 245,726 158,335
26 京都府  H25 324,276 249,640 290,489 339,426 369,831 292,480
27 大阪府  H22 926,370 529,833 609,808 724,665 743,868 604,101
28 兵庫県 H24 66,979 38,308 44,091 588,671 604,270 490,733
29 奈良県 H25 255,277 109,158 102,156 233,424 174,011 125,971
30 和歌山県 H25 152,303 97,732 118,483 129,451 135,785 111,486
31 鳥取県 H25 9,211 12,667 21,015 27,076 40,895 23,913
32 島根県 H24 136,106 73,755 88,379 129,260 131,132 93,920
33 岡山県  H24 88,619 78,987 83,746 109,953 129,107 103,356
34 広島県 H25 205,938 216,336 240,493 317,503 293,235 222,846
35 山口県  H24 105,352 93,902 99,559 130,714 153,484 122,871
36 徳島県  H25 64,755 59,602 66,507 86,164 108,123 81,015
37 香川県 H25 15,583 9,841 20,058 26,080 27,848 22,257
38 愛媛県  H25 94,424 84,161 89,231 117,154 137,563 110,125
39 高知県 H25 7,479 9,409 12,946 12,545 17,796 8,393
40 福岡県 H24 468,551 251,006 273,609 337,241 297,414 243,462
41 佐賀県  H24 44,382 40,850 45,583 59,055 74,106 55,527
42 長崎県 H25 22,605 32,339 38,387 35,151 52,371 29,583
43 熊本県 H24 225,038 207,695 252,277 301,772 321,110 220,254
44 大分県 H25 15,098 18,407 20,447 19,515 18,868 16,525
45 宮崎県 H25 63,676 58,609 65,399 58,612 73,549 55,110
46 鹿児島県 H24 38,668 18,686 30,954 33,607 41,006 19,694
47 沖縄県 H25 23,739 28,455 32,205 28,152 24,639 27,106
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別表 4-4（2／2） 土日祝の月別一日当たり観光入込客数（７月－１２月）（単位：人）
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別表 4-5（1／2） 分類別観光入込客数推計値（単位：人） 
 
 
都道府県 自然 歴史・文化 温泉・健康 スポ・レク 都市型観光 その他
01 北海道  H24 1,222,697 2,020,350 1,328,624 1,921,218 2,046,282 1,926,098
02 青森県  H24 1,969,687 3,522,466 2,263,115 2,917,021 8,784,257 3,204,475
03 岩手県  H24 4,060,480 4,036,571 5,049,698 3,140,994 2,976,622 1,969,472
04 宮城県  H24 3,777,910 9,481,534 5,534,644 6,225,926 5,312,995 8,236,129
05 秋田県  H24 4,066,744 2,772,825 4,749,701 4,092,742 1,250,921 5,472,655
06 山形県  H24 3,270,803 7,377,199 7,563,093 4,140,787 2,864,625 6,953,361
07 福島県  H25 6,610,588 9,877,303 6,662,751 9,331,764 4,046,988 6,163,942
08 茨城県  H25 5,792,658 9,853,453 1,382,640 8,548,378 6,668,600 1,305,977
09 栃木県  H25 8,325,845 1,783,346 6,321,804 1,317,517 1,214,170 1,803,636
10 群馬県  H24 8,052,231 9,519,904 1,405,504 1,141,876 2,478,555 5,697,604
11 埼玉県  H24 7,521,000 1,662,800 5,611,000 1,343,800 6,853,200 5,991,000
12 千葉県  H25 2,610,691 3,141,149 4,502,794 6,398,030 1,391,251 2,319,797
13 東京都  H25 816,387 6,662,093 9,188,788 7,221,029 8,150,379 6,862,196
14 神奈川県  H25 2,457,258 6,101,519 3,012,566 3,678,420 1,760,849 2,080,988
15 新潟県  H24 4,443,063 8,806,125 9,572,136 1,314,018 1,370,519 4,072,058
16 富山県  H25 2,048,329 7,161,900 3,343,725 4,313,773 4,869,215 3,540,846
17 石川県  H25 1,253,065 6,206,979 2,696,979 3,466,922 6,062,478 730,137
18 福井県  H25 2,234,177 5,285,591 2,828,314 3,804,082 3,154,519 3,083,795
19 山梨県  H25 3,678,534 6,117,990 4,224,475 6,445,554 3,091,130 3,638,452
20 長野県  H24 1,112,098 1,889,336 1,632,917 1,392,916 9,608,014 4,916,311
21 岐阜県  H25 3,032,017 1,350,665 7,109,497 1,110,695 7,887,941 1,441,643
22 静岡県  H24 1,551,877 2,393,627 5,244,295 2,546,797 2,426,978 1,320,338
23 愛知県  H25 8,001,339 3,984,500 3,642,335 3,082,219 2,992,854 1,315,348
24 三重県  H25 1,250,079 9,528,290 6,524,084 8,901,665 1,703,933 2,509,669
25 滋賀県  H25 1,986,817 1,222,674 1,691,027 9,016,579 6,921,491 9,023,276
26 京都府  H25 6,994,259 1,883,414 6,708,998 1,425,315 8,481,848 9,361,728
27 大阪府  H22 7,616,225 3,246,538 4,715,583 3,200,952 4,474,595 1,091,750
28 兵庫県  H24 3,673,564 2,738,846 6,582,803 2,695,787 1,223,480 5,287,851
29 奈良県  H25 3,414,000 2,156,800 1,335,000 727,000 1,250,000 2,566,000
30 和歌山県  H25 1,024,647 9,843,996 1,488,639 1,188,977 439,386 2,346,319
31 鳥取県  H25 730,376 759,341 701,082 348,566 1,883,705 1,537,114
32 島根県  H24 3,361,967 1,308,137 2,942,769 2,425,359 2,466,081 3,019,423
33 岡山県  H24 545,776 4,288,624 2,429,240 4,375,128 5,770,782 1,036,262
34 広島県  H25 2,577,501 1,653,842 2,946,651 1,132,582 4,658,876 6,689,198
35 山口県  H24 2,460,849 5,859,282 3,117,076 3,980,834 1,717,673 6,242,354
36 徳島県  H25 1,559,096 5,099,480 1,516,877 2,509,029 4,130,448 903,693
37 香川県  H25 191,576 1,370,380 296,413 910,108 535,272 736,141
38 愛媛県  H25 2,276,863 5,985,251 3,411,182 2,648,114 1,423,297 5,545,098
39 高知県  H25 246,891 393,817 138,402 202,875 853,037 466,660
40 福岡県  H24 3,323,448 1,416,673 2,057,712 1,396,781 1,952,553 4,764,007
41 佐賀県  H24 479,691 3,140,895 1,092,104 1,406,733 2,478,626 1,450,525
42 長崎県  H25 278,111 1,438,980 455,734 1,273,356 3,337,336 560,079
43 熊本県  H24 3,976,516 1,070,440 1,143,045 7,039,382 1,242,632 7,815,231
44 大分県  H25 442,892 1,064,155 918,130 712,856 81,439 653,713
45 宮崎県  H25 1,150,862 4,166,757 1,750,743 3,209,790 245,638 2,039,596
46 鹿児島県  H24 284,089 1,692,790 419,391 1,836,357 765,475 570,354
47 沖縄県  H25 876,816 2,576,139 53,572 940,956 536,214 703,321
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別表 4-5（2／2） 平日・分類別観光入込客数推計値（単位：人）
 
 
都道府県 自然 歴史・文化 温泉・健康 スポーツ・レク 都市型観光 その他
01 北海道 H24 23,842 39,395 25,907 37,462 39,901 37,557
02 青森県 H24 3,841 6,869 4,413 5,688 17,129 6,248
03 岩手県 H24 7,918 7,871 9,846 6,125 5,804 3,840
04 宮城県 H24 7,367 18,488 10,792 12,140 10,360 16,060
05 秋田県 H24 7,930 5,407 9,262 7,981 2,439 10,671
06 山形県 H24 6,378 14,385 14,747 8,074 5,586 13,558
07 福島県 H25 12,890 19,260 12,992 18,196 7,891 12,019
08 茨城県 H25 11,295 19,213 2,696 16,669 13,003 2,547
09 栃木県 H25 16,235 34,774 12,327 25,691 23,675 35,169
10 群馬県 H24 15,701 18,563 27,406 22,266 4,833 11,110
11 埼玉県 H24 14,665 32,423 10,941 26,203 133,632 11,682
12 千葉県 H25 5,091 61,250 8,780 124,756 27,128 45,234
13 東京都 H25 1,592 129,905 17,917 140,804 1,589,257 133,807
14 神奈川県 H25 47,915 118,975 5,874 71,726 34,335 40,578
15 新潟県 H24 8,664 17,171 18,665 25,622 26,724 7,940
16 富山県 H25 3,994 13,965 6,520 8,412 9,495 6,904
17 石川県 H25 2,443 12,103 5,259 6,760 11,821 1,424
18 福井県 H25 4,356 10,306 5,515 7,418 6,151 6,013
19 山梨県 H25 7,173 11,930 8,237 12,568 6,027 7,095
20 長野県 H24 21,685 36,841 31,841 27,161 18,735 9,586
21 岐阜県 H25 5,912 26,337 13,863 21,658 15,381 28,111
22 静岡県 H24 30,260 46,674 10,226 49,660 47,324 25,746
23 愛知県 H25 15,602 77,694 7,102 60,101 58,358 2,565
24 三重県 H25 2,438 18,579 12,721 17,358 3,323 4,894
25 滋賀県 H25 3,874 23,841 3,297 17,582 13,496 17,595
26 京都府 H25 13,638 36,725 13,082 27,792 16,539 18,255
27 大阪府 H22 14,851 63,305 9,195 62,416 87,251 21,288
28 兵庫県 H24 7,163 53,405 12,836 52,566 23,857 10,311
29 奈良県 H25 6,657 42,056 2,603 1,418 2,437 5,003
30 和歌山県 H25 1,998 19,195 2,903 23,184 857 4,575
31 鳥取県 H25 1,424 1,481 1,367 680 3,673 2,997
32 島根県 H24 6,556 25,508 5,738 4,729 4,809 5,888
33 岡山県 H24 1,064 8,362 4,737 8,531 11,253 2,021
34 広島県 H25 5,026 32,249 5,746 22,084 9,084 13,043
35 山口県 H24 4,798 11,425 6,078 7,762 3,349 12,172
36 徳島県 H25 3,040 9,944 2,958 4,892 8,054 1,762
37 香川県 H25 374 2,672 578 1,775 1,044 1,435
38 愛媛県 H25 4,440 11,671 6,652 5,164 2,775 10,812
39 高知県 H25 481 768 270 396 1,663 910
40 福岡県 H24 6,480 27,624 4,012 27,236 38,073 9,289
41 佐賀県 H24 935 6,124 2,130 2,743 4,833 2,828
42 長崎県 H25 542 2,806 889 2,483 6,508 1,092
43 熊本県 H24 7,754 20,873 22,288 13,726 24,230 15,239
44 大分県 H25 864 2,075 1,790 1,390 159 1,275
45 宮崎県 H25 2,244 8,125 3,414 6,259 479 3,977
46 鹿児島県 H24 554 3,301 818 3,581 1,493 1,112
47 沖縄県 H25 1,710 5,023 104 1,835 1,046 1,371
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別表 4-6 土日祝・分類別観光入込客数推計値（単位：人） 
 
 
都道府県 自然 歴史・文化 温泉・健康 スポ・レク 都市型観光 その他
01 北海道  H24 53,462 88,339 58,093 84,004 89,472 84,217
02 青森県  H24 8,612 15,402 9,895 12,754 38,409 14,011
03 岩手県  H24 17,754 17,650 22,079 13,734 13,015 8,611
04 宮城県  H24 16,519 41,457 24,200 27,222 23,231 36,012
05 秋田県  H24 17,782 12,124 20,768 17,895 5,470 23,929
06 山形県  H24 14,301 32,256 33,069 18,105 12,525 30,403
07 福島県  H25 28,904 43,188 29,132 40,803 17,695 26,951
08 茨城県  H25 25,328 43,084 6,046 37,377 29,158 5,710
09 栃木県  H25 36,404 77,976 27,642 57,608 53,089 78,863
10 群馬県  H24 35,208 41,625 61,455 49,928 10,837 24,912
11 埼玉県  H24 32,885 72,705 24,534 58,757 299,652 26,195
12 千葉県  H25 11,415 137,345 19,688 279,750 60,832 101,432
13 東京都  H25 3,570 291,296 40,177 315,735 3,563,704 300,045
14 神奈川県  H25 107,442 266,785 13,172 160,837 76,992 90,990
15 新潟県  H24 19,427 38,504 41,854 57,455 59,925 17,805
16 富山県  H25 8,956 31,315 14,620 18,862 21,290 15,482
17 石川県  H25 5,479 27,140 11,792 15,159 26,508 3,192
18 福井県  H25 9,769 23,111 12,367 16,633 13,793 13,484
19 山梨県  H25 16,084 26,751 18,471 28,183 13,516 15,909
20 長野県  H24 48,626 82,610 71,398 60,904 42,010 21,496
21 岐阜県  H25 13,257 59,057 31,086 48,564 34,490 63,035
22 静岡県  H24 67,855 104,660 22,930 111,357 106,118 57,731
23 愛知県  H25 34,985 174,220 15,926 134,768 130,861 5,751
24 三重県  H25 5,466 41,662 28,526 38,922 7,450 10,973
25 滋賀県  H25 8,687 53,461 7,394 39,424 30,264 39,454
26 京都府  H25 30,582 82,351 29,335 62,321 37,086 40,934
27 大阪府  H22 33,301 141,953 20,619 139,960 195,649 47,736
28 兵庫県  H24 16,062 119,754 28,783 117,872 53,496 23,121
29 奈良県  H25 14,928 94,305 5,837 3,179 5,466 11,220
30 和歌山県  H25 4,480 43,042 6,509 51,987 1,921 10,259
31 鳥取県  H25 3,194 3,320 3,065 1,524 8,236 6,721
32 島根県  H24 14,700 57,197 12,867 10,605 10,783 13,202
33 岡山県  H24 2,386 18,752 10,622 19,130 25,232 4,531
34 広島県  H25 11,270 72,313 12,884 49,521 20,371 29,248
35 山口県  H24 10,760 25,619 13,629 17,406 7,510 27,294
36 徳島県  H25 6,817 22,297 6,632 10,971 18,060 3,951
37 香川県  H25 838 5,992 1,296 3,979 2,340 3,219
38 愛媛県  H25 9,955 26,170 14,915 11,579 6,223 24,246
39 高知県  H25 1,080 1,722 605 887 3,730 2,040
40 福岡県  H24 14,532 61,943 8,997 61,073 85,374 20,830
41 佐賀県  H24 2,097 13,733 4,775 6,151 10,838 6,342
42 長崎県  H25 1,216 6,292 1,993 5,568 14,592 2,449
43 熊本県  H24 17,387 46,804 49,979 30,779 54,333 34,172
44 大分県  H25 1,937 4,653 4,014 3,117 356 2,858
45 宮崎県  H25 5,032 18,219 7,655 14,035 1,074 8,918
46 鹿児島県  H24 1,242 7,402 1,834 8,029 3,347 2,494
47 沖縄県  H25 3,834 11,264 234 4,114 2,345 3,075
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別表 4-7（1／2） 観光客を含む都道府県の月別、平日の収容能力（１月－６月） 
 
 
都道府県 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
01 北海道 122.49% 121.80% 122.37% 122.73% 120.88% 118.92%
02 青森県 276.51% 276.92% 275.65% 273.30% 268.99% 268.93%
03 岩手県 236.16% 236.03% 238.20% 236.05% 233.04% 233.91%
04 宮城県 289.84% 295.74% 294.16% 291.28% 290.06% 291.20%
05 秋田県 505.61% 499.67% 505.14% 492.09% 484.23% 492.96%
06 山形県 390.44% 392.06% 392.05% 389.06% 384.05% 377.83%
07 福島県 237.97% 237.85% 238.50% 235.21% 235.34% 232.97%
08 茨城県 91 .92% 93 .36% 92 .51% 92 .77% 92 .28% 92 .68%
09 栃木県 65 .48% 66 .89% 66 .49% 66 .07% 65 .43% 66 .14%
10 群馬県 55 .55% 56 .19% 55 .79% 55 .50% 55 .61% 55 .86%
11 埼玉県 29 .45% 30 .17% 30 .00% 29 .84% 29 .89% 29 .94%
12 千葉県 30 .84% 31 .65% 31 .34% 31 .48% 31 .49% 31 .41%
13 東京都 15 .85% 17 .21% 16 .87% 16 .81% 16 .89% 16 .98%
14 神奈川県 36 .77% 37 .93% 37 .71% 37 .67% 37 .48% 37 .64%
15 新潟県 89 .50% 89 .44% 89 .68% 88 .78% 89 .21% 88 .70%
16 富山県 125.61% 126.37% 125.96% 123.00% 122.37% 122.81%
17 石川県 90 .82% 90 .60% 90 .68% 90 .50% 88 .99% 89 .25%
18 福井県 221.31% 222.56% 218.78% 217.45% 215.44% 216.85%
19 山梨県 166.57% 166.84% 165.51% 164.20% 163.85% 163.47%
20 長野県 61 .41% 61 .73% 62 .50% 62 .01% 61 .43% 61 .66%
21 岐阜県 55 .10% 55 .72% 55 .38% 55 .53% 55 .24% 55 .44%
22 静岡県 32 .88% 33 .56% 33 .18% 33 .15% 33 .12% 33 .27%
23 愛知県 38 .37% 39 .37% 39 .05% 38 .91% 39 .04% 39 .16%
24 三重県 136.12% 139.24% 138.36% 138.67% 138.49% 139.02%
25 滋賀県 52 .97% 54 .20% 53 .88% 53 .83% 53 .77% 54 .64%
26 京都府 84 .94% 86 .33% 85 .55% 85 .49% 85 .42% 85 .73%
27 大阪府 36 .87% 37 .70% 37 .50% 37 .46% 37 .51% 37 .56%
28 兵庫県 39 .60% 39 .71% 39 .68% 38 .09% 38 .16% 38 .24%
29 奈良県 69 .14% 73 .15% 73 .19% 70 .59% 72 .17% 72 .72%
30 和歌山県 108.19% 111.39% 110.08% 110.39% 110.52% 110.72%
31 鳥取県 188.81% 188.41% 187.05% 186.68% 185.26% 186.80%
32 島根県 251.74% 262.93% 259.90% 256.04% 257.02% 259.75%
33 岡山県 79 .55% 79 .86% 79 .69% 79 .47% 79 .29% 79 .41%
34 広島県 36 .31% 36 .34% 36 .13% 35 .93% 36 .15% 36 .30%
35 山口県 46 .75% 47 .03% 46 .88% 46 .67% 46 .51% 46 .62%
36 徳島県 162.38% 163.32% 162.37% 161.58% 160.39% 161.38%
37 香川県 59 .27% 59 .45% 59 .15% 59 .08% 59 .08% 59 .12%
38 愛媛県 69 .76% 70 .14% 69 .93% 69 .65% 69 .44% 69 .58%
39 高知県 262.34% 262.13% 261.48% 261.82% 261.24% 262.29%
40 福岡県 80 .26% 82 .06% 81 .80% 81 .65% 82 .05% 82 .12%
41 佐賀県 66 .19% 66 .43% 66 .19% 65 .98% 65 .67% 65 .93%
42 長崎県 106.68% 106.41% 106.14% 106.42% 106.00% 106.51%
43 熊本県 55 .21% 55 .67% 54 .91% 54 .78% 54 .81% 55 .51%
44 大分県 178.44% 178.30% 178.09% 178.34% 178.46% 178.43%
45 宮崎県 557.72% 559.92% 557.70% 561.05% 559.05% 560.70%
46 鹿児島県 215.44% 216.76% 215.97% 216.07% 215.83% 216.71%
47 沖縄県 122.30% 122.19% 121.97% 122.30% 122.49% 122.24%
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別表 4-7（2／2） 観光客を含む都道府県の月別、平日の収容能力（７月－１２月） 
 
  
都道府県 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
01 北海道 117.38% 115.25% 119.44% 120.62% 122.61% 123.00%
02 青森県 269.13% 261.53% 270.62% 269.73% 273.68% 276.54%
03 岩手県 234.81% 224.01% 234.20% 233.63% 236.54% 239.62%
04 宮城県 291.60% 280.17% 289.67% 287.65% 290.50% 289.38%
05 秋田県 486.65% 446.21% 487.83% 488.57% 500.56% 508.67%
06 山形県 378.35% 366.88% 385.11% 381.10% 386.54% 394.74%
07 福島県 234.81% 225.29% 236.25% 233.53% 234.49% 240.28%
08 茨城県 92 .70% 89 .30% 93 .08% 92 .29% 91 .27% 93 .18%
09 栃木県 66 .02% 63 .55% 66 .83% 65 .59% 64 .63% 66 .98%
10 群馬県 55 .12% 53 .09% 56 .01% 55 .37% 54 .82% 56 .48%
11 埼玉県 29 .25% 28 .52% 29 .65% 29 .74% 29 .53% 30 .01%
12 千葉県 31 .11% 30 .33% 31 .69% 31 .53% 31 .24% 31 .56%
13 東京都 16 .76% 15 .91% 17 .25% 16 .97% 16 .66% 17 .38%
14 神奈川県 37 .43% 36 .62% 37 .98% 37 .88% 37 .62% 38 .00%
15 新潟県 87 .40% 82 .65% 88 .91% 88 .31% 88 .98% 90 .71%
16 富山県 122.70% 118.21% 124.04% 123.48% 123.73% 125.87%
17 石川県 90 .37% 88 .51% 90 .51% 89 .66% 89 .90% 91 .14%
18 福井県 215.82% 205.30% 218.56% 217.01% 217.07% 223.54%
19 山梨県 162.40% 155.08% 164.81% 163.51% 161.37% 167.84%
20 長野県 59 .81% 55 .43% 60 .74% 60 .76% 61 .72% 63 .13%
21 岐阜県 55 .44% 53 .36% 56 .06% 54 .86% 55 .01% 56 .29%
22 静岡県 33 .07% 31 .59% 33 .33% 32 .91% 32 .58% 33 .44%
23 愛知県 39 .01% 38 .26% 39 .36% 39 .15% 38 .85% 39 .54%
24 三重県 138.08% 135.70% 139.39% 137.70% 137.01% 138.89%
25 滋賀県 54 .36% 52 .29% 55 .34% 54 .87% 54 .50% 53 .98%
26 京都府 85 .32% 82 .23% 85 .88% 84 .99% 84 .30% 86 .09%
27 大阪府 37 .43% 36 .90% 37 .72% 37 .55% 37 .37% 37 .79%
28 兵庫県 38 .15% 37 .45% 38 .53% 38 .02% 37 .74% 38 .40%
29 奈良県 73 .63% 71 .41% 73 .55% 72 .25% 71 .53% 73 .57%
30 和歌山県 109.62% 105.77% 111.37% 110.21% 108.75% 111.48%
31 鳥取県 186.24% 181.84% 186.49% 186.48% 185.67% 187.00%
32 島根県 252.18% 240.68% 257.18% 250.86% 250.71% 264.07%
33 岡山県 79 .45% 78 .23% 79 .80% 79 .29% 79 .37% 80 .04%
34 広島県 36 .13% 35 .42% 36 .24% 36 .05% 35 .65% 36 .48%
35 山口県 46 .65% 45 .53% 46 .98% 46 .51% 46 .58% 47 .21%
36 徳島県 160.77% 154.57% 161.72% 160.74% 160.77% 164.05%
37 香川県 59 .35% 59 .22% 59 .69% 59 .09% 59 .05% 59 .32%
38 愛媛県 69 .63% 68 .11% 70 .07% 69 .43% 69 .53% 70 .38%
39 高知県 262.09% 260.35% 262.07% 262.11% 261.80% 262.63%
40 福岡県 82 .07% 81 .55% 82 .10% 81 .62% 81 .48% 82 .49%
41 佐賀県 65 .77% 64 .12% 66 .02% 65 .76% 65 .77% 66 .62%
42 長崎県 106.55% 105.71% 106.42% 106.15% 106.03% 106.34%
43 熊本県 55 .66% 53 .77% 55 .49% 54 .85% 54 .57% 55 .89%
44 大分県 178.33% 177.78% 178.51% 178.38% 178.01% 178.37%
45 宮崎県 559.18% 548.18% 560.82% 557.37% 557.44% 563.78%
46 鹿児島県 216.69% 215.70% 216.66% 216.19% 215.82% 216.74%
47 沖縄県 122.15% 121.79% 122.21% 122.28% 122.18% 122.29%
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別表 4-8（1／2） 土日祝の月別収容能力（１月－６月） 
 
 
都道府県 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
01 北海道 118.91% 116.96% 118.49% 118.19% 113.38% 111.29%
02 青森県 268.90% 268.60% 266.84% 259.25% 247.95% 252.65%
03 岩手県 228.55% 227.17% 232.18% 225.71% 217.60% 222.90%
04 宮城県 277.87% 288.08% 285.65% 276.91% 272.44% 278.81%
05 秋田県 492.71% 478.69% 491.15% 459.05% 438.27% 465.37%
06 山形県 372.87% 373.49% 375.08% 364.05% 350.23% 346.26%
07 福島県 230.14% 228.72% 230.77% 221.50% 220.18% 219.05%
08 茨城県 89.01% 91.57% 90.03% 89.91% 88.39% 90.14%
09 栃木県 60.39% 62.28% 61.95% 59.90% 57.89% 60.87%
10 群馬県 52.62% 53.45% 52.92% 51.55% 51.33% 52.79%
11 埼玉県 27.97% 29.21% 28.95% 28.31% 28.25% 28.73%
12 千葉県 28.80% 30.06% 29.62% 29.43% 29.21% 29.59%
13 東京都 13.51% 15.43% 15.00% 14.42% 14.33% 15.03%
14 神奈川県 34.56% 36.53% 36.23% 35.72% 35.06% 35.95%
15 新潟県 85.60% 84.92% 85.77% 82.77% 83.03% 83.45%
16 富山県 121.31% 122.21% 121.76% 114.29% 111.92% 115.12%
17 石川県 88.40% 87.59% 88.02% 86.87% 82.97% 84.87%
18 福井県 212.91% 214.18% 207.71% 201.89% 195.77% 202.92%
19 山梨県 158.87% 158.26% 156.50% 151.36% 149.13% 151.76%
20 長野県 57.59% 57.63% 59.42% 57.55% 55.79% 57.49%
21 岐阜県 51.68% 52.38% 52.03% 51.45% 50.34% 51.84%
22 静岡県 30.67% 31.64% 31.10% 30.48% 30.11% 31.07%
23 愛知県 36.43% 38.14% 37.62% 36.92% 36.99% 37.70%
24 三重県 129.81% 135.15% 133.79% 133.19% 132.11% 134.71%
25 滋賀県 48.97% 50.71% 50.40% 49.37% 48.75% 51.55%
26 京都府 80.27% 82.32% 81.18% 79.86% 79.06% 81.13%
27 大阪府 35.17% 36.59% 36.29% 35.88% 35.81% 36.31%
28 兵庫県 39.35% 39.56% 39.51% 35.89% 35.80% 36.49%
29 奈良県 63.23% 69.98% 70.34% 64.16% 66.81% 69.13%
30 和歌山県 100.83% 105.92% 103.92% 102.90% 102.32% 104.59%
31 鳥取県 187.33% 186.25% 183.70% 181.89% 177.90% 182.83%
32 島根県 231.38% 249.62% 245.09% 233.25% 232.74% 243.41%
33 岡山県 77.79% 78.16% 77.98% 76.99% 76.27% 77.23%
34 広島県 35.07% 34.95% 34.68% 33.84% 34.10% 34.88%
35 山口県 45.14% 45.47% 45.31% 44.41% 43.78% 44.63%
36 徳島県 156.09% 157.05% 155.77% 152.25% 148.50% 153.16%
37 香川県 58.80% 59.14% 58.55% 58.20% 58.10% 58.42%
38 愛媛県 67.57% 68.03% 67.80% 66.58% 65.72% 66.89%
39 高知県 261.05% 260.40% 259.22% 259.35% 257.61% 260.74%
40 福岡県 76.83% 79.96% 79.62% 78.69% 79.27% 80.07%
41 佐賀県 64.53% 64.78% 64.44% 63.49% 62.45% 63.73%
42 長崎県 105.84% 105.13% 104.70% 104.93% 103.70% 105.33%
43 熊本県 52.11% 52.56% 51.42% 50.22% 49.76% 52.23%
44 大分県 177.31% 176.83% 176.54% 176.67% 176.76% 177.11%
45 宮崎県 542.70% 545.00% 541.92% 545.00% 538.26% 546.60%
46 鹿児島県 213.02% 215.49% 213.96% 213.64% 212.73% 215.36%
47 沖縄県 121.26% 120.86% 120.54% 120.88% 121.18% 120.97%
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別表 4-8（2／2） 土日祝の月別収容能力（７月－１２月） 
 
 
都道府県 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
01 北海道 108.78% 104.84% 109.04% 113.99% 119.45% 119.21%
02 青森県 253.75% 239.54% 249.18% 252.68% 264.41% 267.35%
03 岩手県 225.16% 204.76% 218.46% 221.22% 229.92% 234.28%
04 宮城県 280.16% 258.33% 269.29% 270.21% 280.10% 274.44%
05 秋田県 454.70% 384.58% 440.85% 453.78% 484.61% 496.49%
06 山形県 348.59% 328.04% 348.52% 349.55% 367.52% 378.00%
07 福島県 223.18% 205.39% 220.47% 218.81% 224.58% 233.33%
08 茨城県 90.30% 83.63% 89.94% 89.04% 88.09% 91.07%
09 栃木県 60.88% 56.49% 60.06% 59.32% 59.41% 62.22%
10 群馬県 51.53% 47.83% 51.75% 51.51% 51.60% 53.90%
11 埼玉県 27.46% 26.10% 27.45% 28.19% 28.25% 28.81%
12 千葉県 29.11% 27.66% 29.42% 29.65% 29.66% 29.79%
13 東京都 14.74% 13.38% 14.74% 14.83% 14.91% 15.64%
14 神奈川県 35.61% 34.05% 35.99% 36.28% 36.27% 36.61%
15 新潟県 81.27% 72.86% 81.56% 82.17% 85.03% 87.28%
16 富山県 115.27% 107.01% 114.51% 115.73% 118.31% 120.92%
17 石川県 87.26% 83.60% 85.94% 85.30% 86.94% 88.58%
18 福井県 201.61% 182.72% 200.56% 201.88% 206.12% 215.77%
19 山梨県 150.30% 137.34% 149.53% 150.69% 150.54% 159.83%
20 長野県 54.33% 47.04% 53.58% 55.34% 58.45% 60.24%
21 岐阜県 52.00% 48.19% 51.65% 50.34% 51.82% 53.34%
22 静岡県 30.80% 28.16% 30.24% 30.16% 30.35% 31.30%
23 愛知県 37.47% 36.01% 37.53% 37.54% 37.44% 38.43%
24 三重県 133.03% 128.33% 133.57% 131.44% 131.94% 134.19%
25 滋賀県 51.16% 47.35% 51.81% 51.71% 51.94% 50.09%
26 京都府 80.55% 74.82% 79.35% 79.17% 79.57% 81.60%
27 大阪府 36.11% 35.06% 36.11% 36.17% 36.23% 36.73%
28 兵庫県 36.40% 35.03% 36.40% 35.87% 35.96% 36.73%
29 奈良県 71.06% 66.74% 69.48% 67.81% 67.77% 70.69%
30 和歌山県 102.78% 95.72% 103.32% 102.96% 102.42% 105.80%
31 鳥取県 181.89% 173.06% 180.12% 181.72% 181.57% 183.06%
32 島根県 230.27% 210.40% 230.18% 224.65% 231.39% 251.23%
33 岡山県 77.41% 74.95% 77.19% 76.75% 77.62% 78.47%
34 広島県 34.60% 33.22% 34.06% 34.21% 34.01% 35.17%
35 山口県 44.79% 42.62% 44.59% 44.20% 44.98% 45.75%
36 徳島県 152.37% 140.81% 150.17% 151.03% 153.77% 158.24%
37 香川県 58.92% 58.66% 59.64% 58.27% 58.44% 58.83%
38 愛媛県 67.10% 64.13% 66.83% 66.30% 67.36% 68.41%
39 高知県 260.38% 256.71% 259.36% 260.16% 260.14% 261.42%
40 福岡県 80.08% 79.00% 79.04% 78.78% 79.34% 80.76%
41 佐賀県 63.52% 60.28% 62.92% 63.15% 63.90% 65.10%
42 長崎県 105.47% 103.70% 104.52% 104.40% 104.68% 104.90%
43 熊本県 52.67% 49.13% 50.71% 50.61% 51.28% 52.84%
44 大分県 176.96% 175.80% 176.68% 176.86% 176.60% 176.91%
45 宮崎県 544.17% 522.16% 540.11% 537.92% 543.52% 552.47%
46 鹿児島県 215.38% 213.28% 214.58% 214.05% 213.95% 215.35%
47 沖縄県 120.84% 120.08% 120.27% 120.93% 121.13% 121.01%
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別表 4-9（1／2） 平日の月別収容超過人数（１月－６月）（単位：人） 
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別表 4-9（2／2） 平日の月別収容超過人数（７月－１２月）（単位：人） 
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別表 4-10（1／2） 土日祝の月別収容超過人数（１月－６月）（単位：人） 
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別表 4-10（2／2） 土日祝の月別収容超過人数（７月－１２月）（単位：人） 
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別表 4-11 収容超過発生都道府県での分類別、収容超過人数 （単位：人） 
都道府県 収容超過 自然 歴史文化 温泉健康 スポ・レク 都市型 その他 行祭事 
08 茨城県 184,990 25,170 42,815 6,008 37,144 28,976 5,675 39,202 
09 栃木県 372,124 36,269 77,685 27,539 57,393 52,891 78,569 41,778 
10 群馬県 265,506 35,099 41,497 61,265 49,774 10,804 24,835 42233 
11 埼玉県 661,928 32,755 72,418 24,437 58,525 298,468 26,092 149,234 
12 千葉県 722,018 11,360 136,684 19,593 278,403 60,539 100,944 114,495 
13 東京都 4,712,006 3,548 289,532 39,934 313,823 3,542,125 298,229 224,815 
14 神奈川 802,084 106,771 265,119 13,090 159,832 76,511 90,422 90,340 
15 新潟県 310,353 19,459 38,568 41,923 57,550 60,024 17,834 74,994 
17 石川県 94,696 5,485 27,171 11,806 15,177 26,539 3,196 5,321 
20 長野県 371,102 48,712 82,757 71,526 61,013 42,085 21,535 43,474 
21 岐阜県 290,978 13,220 58,892 30,999 48,429 34,393 62,859 42,186 
22 静岡県 601,829 67,639 104,327 22,857 111,003 105,780 57,547 132,676 
23 愛知県 629,591 34,771 173,152 15,828 133,942 130,059 5,716 136,122 
25 滋賀県 196,887 8,649 53,226 7,361 39,251 30,131 39,280 18,989 
26 京都府 339,400 30,485 82,089 29,241 62,123 36,968 40,803 57,691 
27 大阪府 681,577 33,100 141,093 20,494 139,112 194,464 47,447 105,867 
28 兵庫県 433,266 16,059 119,729 28,777 117,847 53,485 23,116 74,253 
29 奈良県 148,774 14,813 93,582 5,792 3,154 5,424 11,134 14,874 
33 岡山県 103,603 2,383 18,726 10,607 19,104 25,198 4,525 23,060 
34 広島県 266,792 11,257 72,228 12,869 49,463 20,347 29,214 71,416 
35 山口県 123,165 10,745 25,584 13,611 17,382 7,500 27,257 21,086 
37 香川県 18,054 828 5,924 1,281 3,934 2,314 3,182 591 
38 愛媛県 110,389 9,942 26,134 14,895 11,563 6,215 24,212 17,427 
40 福岡県 297,123 14,429 61,507 8,934 60,644 84,774 20,684 46,151 
41 佐賀県 58,866 2,097 13,733 4,775 6,151 10,838 6,342 14,929 
43 熊本県 258,503 17,365 46,745 49,916 30,740 54,264 34,128 25,345 
 
